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tましがき

本研究は､平成9年度-平成11年度(1997-1999年度)に実施した科学研究費補

助金(基盤研究(C)(2)) ｢東アジア開発途上国の中長期計画に対する評価･展望モデル

の開発｣に関する研究成果報告書である｡

近年､開発問題や開発政策あるいは開発計画の分析･評価･展望のツールとして､

CGEモデル(Computable General Equilibrium Model､計算可能一般均衡モデル)

が､有効かつ益々頻繁に利用されるに至っている｡本報告書も､特に中国に焦点をあ

てながら､ CGEモデルによる中長期の分析と展望を中心に構成されている｡分析と展

望の対象は､成長･環境･貿易自由化･地域開発に関連する諸問題であるが､これら

の問題およびモデル分析に不可欠である生産性分析(TFP)にも多くのスペースがさ

かれている｡評価･展望モデルの開発の出発点は､ベトナム経済の第6次5カ年計画

(1996-2000年)に関する動学的CGE分析であった(江崎光男･ Le A皿b Son ｢ベト

ナム経済の中長期展望一動学的CGE分析-｣､ 『産業連関-イノベーション&Ⅰ_0テク

ニーク』､ 1997年5月)｡そこから中国モデルが派生･展開し､類似の分析がタイ･イ

ンドネシアについて試みられた.

移行経済中国は､ 21世紀に向けて大きな課題に直面している｡第1は､経済成長･

人口と食糧･エネルギー･環境の間でバランスのとれた持続的成長をいかにして達成

するかである｡第2は､インフレ･失業･国際収支など安定成長に関連するマクロ･

コントロールをいかに実践するかである｡そして､第3は､地域格差の是正･産業の

育成配置など地域発展の問題にいかに対処するかである｡今後の研究課題として､本

研究の延長線上で､第10次5カ年計画(2001-2005年)および長期15カ年計画(2001

-2015年)を参照･評価しながら､中国経済が直面する上記3課題についてCGE分

析を試みたいと考えている｡そして､この研究課題を､再び本報告書の共同執筆者と

の新たな研究協力の下に､追求したいと考えている｡
I

本報告書は､ 7編の論文もしくは覚書を収録している｡その多くは､科学研究費補

助金の支援を受けると同時に､国際東アジア研究センター､科学技術振興事業団戦略

的基礎研究事業(CREST)
､ APEC研究センター(名古屋大学国際開発研究科･ JETRO

アジア経済研究所)の研究プロジェクトに多かれ少なかれ関連している｡上記の研究

支援団体に対し､その名を記し､改めて謝意を表したい｡
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中国経済の成長会計分析(1981-95年)

江崎光男･孫林

ABSTRACT

Title: Growtb Accounting of the Chinese Economy: 1981-1995

This paper provides growth accounting of the Chinese economy in three levels (i.e.,

national economy, three aggregate regions, and thirty provinces) forthe period 1981-

1995 covering three five-year plans (i.e.,sixth, seventh, and eighth). A new method is

developed t,o estimate TFP (totalfact,or productivity) and capit,al stocks simultaneously

based on the framework of growth accounting. Empirical results indicate the

importance
of capital input in the rapidly growing Chinese economy, but show the

crucial role played by the TFP growth in the widening gap of GDP growth between

EastJern and t,he ot,her regions in recent years.

1.はじめに

中国は過去17年間､平均10%の成長率で成長してきたが､これからも､それに近い高

成長を持続する可能性が高いと､多くの分析が予想している(例えば､経済企画庁[1997]､

World Bank [1997]､中国社会科学院[1994]等).)しかしながら､他方で､中国の高度成

長について悲観的な見方もよく見られる｡.その代表例が｢まぼろしのアジア経済｣的な見

方(Krugman [1994])､すなわち､中国においても､東アジアNIEsと同様､生産効率の改

善は微々たるもので､その成長のほとんどが大規模な投入増大に依存するため､やがては

成長の限界にぶつかるのではないかという見方である, (1)中国国内でも､ 90年代に入り､

技術進歩に基づく成長を目指して､成長パターンの転換が強調され始めたo (2)それに伴

い､高度成長期の生産性と成長要因分析について､関係者の間で関心が高まりつつあるo

本稿の目的は､ ｢改革開放｣から最近時に至る3つの5カ年計画期(第6次-第8次､

198卜1995年)について､全経済､地域､省･直轄市･自治区を対象にするGDPレベルの

成長会計分析を試み､高度成長期における成長要因と生産性の役割を定量的に明らかにす
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ることである.〕中国経済の成長要因分析については､今までいくつかの先行研究が行わ

れている.〕その中で､もっとも包括的かつ精密な研究は､ 1953-1990年に関する中日米チ

ームによる共同研究(李京文他〔1993〕､
LI Jingwen et al. [1992])であり､この研究

と計測結果を比較することも本稿の目的の1つになっているo
(3)上記の先行研究と異な

る我々の研究の特色は次の2点にあるo (1)方法論の違いo本研究では､成長会計の枠組

みに基づき､資本ストックと全要素生産性(Total
Factor Productivity､ TFP)の両者を

同時に推計する新しい方法論を採用(開発)した｡ (2)研究対象の違い｡我々の研究では､

改革開放以来の15年間(1981-1995年)について､中国の全経済･全国レベルのみなら

ず､地域レベル(東部･中部･西部の3地域)および省レベル(30の省･直轄市･自治区)

においても計測と分析を試みたo

以下､方法論(第2節)､データ処理(第3節)､全国レベルの計測と分析(第4節)､

地域･省レベルの計測と分析(第5節)について述べるo最後の第6節は要約と結論､末

尾の付論は､解の導出プロセスに関するテクニカル･ノートである｡,

2.方法論(資本ストックとTFP成長の同時決定)

中国に限らず多くの国で資本ストックのデータを得ることは決して容易なことではない,

本稿では､ `六五'計画期(198卜1985年)から`八五'計画期(1991-1995年)までの15

ヵ年(1981-1995年)を対象に､成長会計の枠組みの中で資本ストックを直接推計するこ

とを試みる.二､この方法のエッセンスは､グロース･アカウンティング(成長会計)とスト

ック･フロー関係式(投資累積)を統合し､それに毎期の投資フロー･データを組み合わ

せて､資本ストックとTFP成長の両者を同時かつ整合的に決定･推計することにある｡以

下､方法論を略述するo

GDP成長率をGY､労働の成長率GL､資本ストックの成長率をGK､ TFPの成長率をGT､

労働分配率を山､資本ストックをK､実質投資額をⅠ､減価償却率を∂とすれば､

(1) GY =w GL + (1-w) GK + GT (成長会計の恒等式)

(2) GK = Ⅰ/K -∂
(投資累積の恒等式)

が成立するから､両式を組み合わせれば､資本ストック(冗)と投資フロー(Ⅰ)の間の関

係式

(3) K=[ (1-w) / (GY-w GL-GT+(卜w)a ) ]･Ⅰ

が得られる｡この関係式に､分析対象期間の15カ年(198卜1995年)について､まず初

期値として適当な水準のTFP成長率(GT)を設定し､次に､現実に観察された15カ年平
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均の成長率(GY,GL)､ 15カ年平均の分配率(co)と減価償却率(a)､さらに15カ年で

平均された実質投資額(Ⅰ)を適用すれば､ 15カ年平均の資本ストック(K)を計算する

ことができる｡これを対象期間中央(1988年中央)の資本ストックとみなすことにするo

この-1988年央の資本ストックをベースに､毎年の実質投資額(Ⅰ(t))を

(4) K(t+1) = (ト∂) K(t) + ( Ⅰ(t)+Ⅰ(t+1) )/2

(5) K(t-1) = [K(t)
-

( Ⅰ(t)+Ⅰ(t-1) )/2 ] / (1-a)

に従って前後15カ年間で累積すれば､各期の資本ストックが計算され､結果として15カ

年平均の資本ストック成長率(GK)が得られるo (4)この成長率を最初の成長会計式に適

用して15カ年平均のTFP成長率(GT)が新たに計算される｡これはもちろんGTの初期

値と異なるから､ GTの初期値を適切な方向で変化させ､同じ計算を再度実行し､新しく

得られたGTを変化させたGTの初期値と比較する.=､このような計算プロセスが繰り返され､

プロセス初頭のGTとプロセス末尾のGTが一致するまで続けられる,〕

以上では､繰り返し計算(iteration)により方法論を説明したが､この方法は､一般

に､ TFP成長率を未知数(Ⅹ)にする高次多項式(データ期間が15年の場合は Ⅹ16の式)

の解を求める問題に帰着するo (5)従って､現実のデータに対応する解は理論的には複数

個で存在するが､ TFP成長率と資本ストック水準から判断して現実に意味のある解は､第

4節の計測結果および付論における解の導出プロセスが示すように､唯1つしか存在しな

い､

3.データ処理(1980-1995年)

この方法をまず中国の全経済に､次に地域･省レベルに適用したのであるが､計測に先

立って､データの出所･概念･加工の仕方等について､その概略を説明しておこう｡,

まず､データの出所であるが､本研究で使われているデータは､全て､中国政府(国家

統計局)が正式に公表している年鑑類から採られているo その主なものは､ 『中国統計年

鑑』 (各年版)､ 『中国固定資産投資統計年鑑1990-1995』､ 『改革開放十七年的中国地区経

済』である｡.

次にTFP成長率と資本ストックの計測に必要な5種類のデータ(GY､ GL､山､ ∂､ Ⅰ)

の概念と作成法である｡- 第1に､ GDP成長率(GY)は､全国･地域･省の全てのレベルで､

実質GDPに依拠している.〕第2に､労働投入量(GL)にってであるが､全国の場合は､ 『中

国統計年鑑1996』所収の各年の労働者総数である｡ (6)各省の場合､各年の『中国統計年

鑑』 (1985年以降)と『改革開放十七年的中国地区経済』 (1985年以前)のデータを利用

する｡二､従って､本稿の労働投入量データにおいては､労働時間の変化および質の変化は考

慮されていない,〕第3に､労働分配率(w)は『中国統計年鑑』の｢労働者報酬｣に基づ
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いている.二､各省レベルで1993年から1995年のデータが利用可能であるから､その平均値

を1981年から1995年の15年間の平均値とみなす｡全国と3地域(東部､中部､西部)

は各省データの加重平均である,全国レベルで使用された平均分配率は0･515であるo

第4に､減価償却率(a)については､国有企業の1980年から1992年の平均減価償却率

(o.o49)を､全国､各地域､各省で共通の平均減価償却率とみなすことにするo

最後に､毎年の実質投資額(Ⅰ)であるが､ 『中国統計年鑑』における各年名目の｢全

社会固定資産投資｣を､ 1995年が1である投資デフレーターで実質化する｡投資デフレ

ーターの作成に当たって､ 1990年から1995年の期間については､全国､各省ともに､ 『中

国統計年鑑』の｢固定資産価格指数｣を利用する｡ 1980年から1989年の期間については､

全国の場合､ 『中国統計年鑑1996』の｢工業品生産者価格指数｣の｢機械工業価格指数｣

と『中国建築業統計年鑑1996』の｢建築業総産出価格指数｣の加重平均を固定資産価格

指数として利用する｡､ (7)各省の場合は､ 『中国統計年鑑1996』の｢工業品生産者価格指数｣

の｢機械工業価格指数｣と｢建築材料工業価格指数｣ (各省の賃金上昇を考慮するために

『改革開放十七年的中国地区経済』の｢職工実質賃金指数｣を取り入れる)の加重平均を固

定資産価格指数として利用するo
(8)

ここで注意すべき点は､全社会固定資産投資は総額のデータであり､各種投資財の構

成や効率は全く考慮されていないから､それを累積して計測される資本ストックも総量の

データで､各種資本財の構成や効率を考慮せず､かつ景気変動に伴う稼働率の変動も直接

には考慮されないという制約である.〕上述したように､労働投入のデータについても同じ

制約がある,結果として､労働と資本の質的変化､労働時間･資本稼働率の変動が､残差

としてのTFP成長に含まれることになるo

4.全国レベルの計測結果(198卜1995年)と分析

前2節の方法論とデータを全経済･全国レベルに適用し､ 1981-1995年のTFP成長率と

実質資本ストック(1995年価格)について､表1のような計測結果を得た. TFP増加率の

計測に関連して､中米日共同研究チームの成果(李京文他[1993､表2-3])の1部も比

較可能な形で表1に掲げられているが､増加率の水準で見ても､その変動パターンで見て

も､両者の計測結果は驚くほど似通っている｡
(9)

表1では､ TFPの平均成長率が3.75%と推計されている.これは､付論に示された解

の導出プロセスから理解されるように､経済的に意味のある唯一の推定値であるo また､

平均3.75%のTFP成長率は､前節で述べたように､ 198卜1995年の15年間を対象にし､

労働分配率(co)を0.515､減価償却率(6)を0.049に設定した場合の推定値である｡

a,を0.45からo.53まで変化させた場合､ TFP成長率は3.22%から3.87%まで変化する

(1995年の資本ストック: 122129-122134億元)｡, ∂を0.030から0.049まで変化させた

場合､ TFP成長率は3.56%から 3.75%まで変化する(同資本ストック: 137905→122180
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億元).:､データ期間を八五計画期(1991-1995年)の5カ年に設定すれば､ TFPの平均成長

率は3.75%から4.69%まで上昇する(同資本ストック: 122180-110186億元)o (10)以上

のセンシティビティに関する実験から､表1のTFP推計値に基づく15カ年の長期分析は､

減価償却率や労働分配率が多少変ったとしても､大きく変ることはないと判断される｡
(ll)

表1の各指標の成長率から理解されるように､ ｢改革開放｣以来の15年間､中国のGDP

は平均10.23%で成長してきたが､特に､ `八五'計画期には12.03%に達したo 労働投入

の増加率は持続的に減ってきた.資本ストックの方は概ねGDPに平行して増加し､ ｢投資

過熱時期｣にはGDP成長率を超える増加率で増加したc,特に､ `七五'計画期には､実質

投資の年平均増加率が3.2%まで低下したのに､実質資本ストックの増加率は11.77%に

達し､同期間のGDPの年平均成長率より 3.85%高かったo TFPの方は､ 81､ 89､ 90年を

除いて､プラスの成長を保ってきた. `六五'､ `七五'､ `八五'の期間別に見ると､ `七五'

期間が一番低く､ 0.86%しかなかったのに対して､ `六五'は4.33%､ `八五'は6.06%

という高水準の平均増加率を達成した.

表2は､同じ1981-1995年について､ GDP成長に対する労働投入､資本ストック, TFP

の貢献､および1995年を1とする15年間のGDP､労働投入､資本ストック､ TFPの実質

指数を示している.

表2のGDP成長に対する労働投入､資本ストック､ TFPの貢献と各指数は､中国マクロ

経済の成長要素を明示している｡ 15年間の指数変化から理解されるように､中国のGDP

は4倍に増えてきたL,このようなGDPの成長に対して､各要素の貢献を見てみようo

GDPの成長に対して､労働投入の貢献は一貫して低水準に止まっていた. 15年間の平

均貢献率は13.18%､その間､ 30%を超える年は1981､ 1990年だけで､ `八五'期間は年

平均8.25%しかない｡明らかに､中国経済の高度成長に対し､労働投入の貢献は非常に

限られていた. 15年間の指数変化から分かるように､労働ストックは実質的に1.43倍に

しか増えなかった｡

他方､ GDPの成長に対して､資本投入は一貫して決定的な要素である｡ 15年間の指数変

化から見ると､実質資本ストックは4.2倍にも増加した,15年間､資本投入の貢献率が30%

以下の年は1年(1992年)､ 40%以下の年は3年(1984､ 1991､ 1993年)だけで､ 15年

間の年平均貢献率は50.19%に達していた｡ `六五'､ `七五'､ `八五'の期間別に見ると､

`七五'期間が一番高く 72.11%に達したのに対して､ `六五'期間が43.91%､ `八五'

期間が41.38%と相対的に低く､しかも､ 30%あるいは40%以下の4年の中で､ 3年が`八

五'期間に集中している.〕中国の15年間の高度経済成長は資本投入に大きく依存してき

たことは明らかである._.この資本投入-の高依存度は､ 90年代に入って､多少弱まった

ものの､ 1994 (47.37%)､ 1995年(58.15%)の状況から見ると､依然として高水準にと

どまった.ニー

GDPの成長に対する労働投入貢献の低水準と資本投入貢献の高水準に対して､ TFPの貢

献は15年間でかなり不安定な成長要素となっていたo TFPの絶対水準は15年間で､労働
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表1中国経済の成長会計分析(1981-1995年)一全国

年

成 長率(%) 実質投資

(億元)

資本ストック

(憶元)GDP 労働投入 資本投入 TFP(中米日) 実質投資

198ー 5.17 3.22 7.39
-0.07(-0.57)

2.49 3369 29082

1982 9.26 3.59 8.19 3.44(4.44) 25.91 4242 31462

1983 ll.18 2.52 9.56 5.25(3.39) 14.50 4857 34470

1984 15.32 3.79 10.81 8.13(7.84) 22.98 5973 38196

1985 12.87 3.48 12.76 4.89(4.88) 25.90 7520 43071

1986 8.86 2.83 ー3.79 0.72(0.7り 14.04 8576 49008

1987 ll.57 2.93 13.76 3.39(4.50) 13.30 9717 55753

1988 ll.27 2.93 13.47 3.23(4.35) 10.83 10769 63265

1989 4.06 1.83 10.49
-1.97(-1.72) -19.23 8698 69898

1990 3.83 2.55 7.36
-1.05(-0.04) -2.95 8441 75043

199ー 9.19 2.86 7.09 4.28 13.10 9547 80359

ー992 14.24 1.87 8.48 9.16 25.27 11960 87175

1993 13.49 1.33 10.73 7.60 27.78 15283 96525

1994 12.66 2.08 12.37 5.59 18.09 18048 108461

1995 10.55 1.49 12.65 3.65 10.92 20019 122ー80

15年平均 10.23 2.62 10.59 3.75 13.53 9801 65597

`六五'期間 10.76 3.32 9.74 4.33(4.00) ー8.36 5192 35258

`七五'期間 7.92 2.61 ll.77 0.86(1.56) 3.20 9240 62593

`八五'期間 12.03 1.93 ー0.26 6.06 19.03 14971 98940

(注1)実質投資と資本ストックは1995年価格｡資本ストックは各年の年央のもの｡

(注2)括弧内は中米日共同研究チームの計測結果(李京文他[1993])0

表2 GDP成長に対する労働･資本･TFPの貢献及び指数一全国

年

GDP成長に対する貢献(%) 指数(ー995年-1_00)

労働投入 資本投入 TFP GDP 労働投入 資本投入 TFP

ー981 32.08 69.32 -1.39 0.25 0.70 0.24 0.58

1982 19.97 42.87 37.16 0.27 0.73 0.26 0.60

1983 1ー.61 41.47 46.92 0.30 0.74 0.28 0.63

1984 12.74 34.22 53.04 0.34 0.77 0.31 0.68

1985 13.93 48.10 37.98 0.39 0.80 0.35 0.72

1986 16.45 75.46 8.09 0.42 0.82 0.40 0.72

1987 13.04 57.69 29.26 0.47 0.85 0.46 0.74

1988 13.39 57.98 28.63 0.52 0.87 0.52 0.77

1989 23.2ー 125.26 -48.47 0.55 0.89 0.57 0,75

1990 34.29 93.20 -27.49 0.57 0.91 0.61 0.75

1991 16.03 37.39 46.58 0.62 0.94 0.66 0.78

1992 6.76 28.89 64.35 0.71 0.95 0.71 0.85

1993 5.08 38.56 56.36 0.80 0.97 0.79 0.91

1994 8.46 47.37 44.17 0.90 0.99 0.89 0.96

1995 7.27 58.15 34.58 1.00 1.00 1.00 1.00

15年平均

`六五'期間

`七五'期間

`八五'期間

13.18

15.89

ー7.00

8.25

50.19

43.91

72.ll

41.38

36.62

40.20

ー0.88

50.37
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図1 GDP･労働･資本･TFPの成長率(198ト1995､%) -全国

図2 GDP･労働･資本･TFPの指数(1995年=1.0)一全国

図3 GDP成長に対する労働･資本･TFP貢献率(198ト1995､ %)-全国
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より少し多い､資本よりはるかに少ない､ 1.72倍にしか増えなかったo 15年間の年平均

増加率は3.75%で､この期間､ 3カ年(1981､ 1989､ 1990年)でTFP成長率はマイナス

になり､ GDP成長-の貢献率が50%を超える年は3カ年(1984､ 1992､ 1993年)だけで

あった｡一番低かった -六五'期間は平均で10.88%の貢献でしかなかった. `八五'期

間の増加率と貢献率の平均値(6.06%､ 50.37%)は高かったものの､ 1992年から両者と

も下り坂を辿っている｡

結論的に言えば､ ｢改革開放｣以来の15年間､中国の経済成長はかなり良好なパフォ

ーマンスを演じてきたが､その主な部分は安定かつ高水準の資本投入によるものであるo

しかも､ 93年以降､ GDP成長に対して､資本投入の重要性が再び高まる傾向を見せているo

労働投入のGDP成長に対する貢献は安定かつ低水準にとどまり､ 90年代に一層低下して

いる傾向を見せている.〕これに対して､ TFPのGDP成長に対する貢献はかなり不安定のも

のとなっている{)労働投入は言うまでもなく､時には資本投入よりも高かった年度もあっ

たが､時にはマイナスの年度もあったのであるo また､ 93年以降､資本投入の重要性が

高まるにつれて､ TFPの貢献が低下しつつある｡

ここで注目したいのは､我々の計測では労働と資本の投入を単純合計量で測り､質的

な部分を含めていないことである{〕もし､経済状況の改善による労働者の教育水準の高ま

り､国有企業における企業改革､利潤動機に支配された外資系企業･合弁企業･郷鎮企業･

私営企業の拡大による労働時間の増加､投入資本財の質の向上や構成の変化といった投入

要素の質的変化を明示的に取り入れるなら､ TFPの貢献はもっと小さくなる.これは中国

の経済成長がまだ要素投入成長型から脱皮していないことを物語っている.

上述の中長期トレンドは､表1､表2の結果をグラフにした図1､図2､図3から､よ

り明確に読み取ることができる.〕
(12)

5.地域･省レベルの計測結果(198卜1995年)と分析

第2､ 3節の方法論とデータを､東部･中部･西部の3地域および30の省･直轄市･

自治区に適用して得られた結果は､前節の全国レベルの計測結果と共に､表3に要約され

ている.)計測結果は､ 198卜1995年の全期間および`六五' `七五' `八五'の各5カ年計

画期について､ GDP･労働･資本･TFPの平均成長率と､ GDP成長に対する労働･資本･TFP

の平均貢献率で示されている.｡表3最後の欄は､対応する資本ストックの推計値(1995

午)である｡,

表3に示された計測結果から､ 15年間の中国の地域レベル,省レベルの経済成長につ

いて､以下のような観察と分析が可能であるo

GDPの成長率について､地域間,各省間にかなり大きい格差が存在している, 15年間

の平均から見ると､東部地域は中部､西部地域より2%以上高い.二,省レベルでは､高成長

の広東(14.7%)､福建(14.2%)が低成長の黒竜江(7.2%)､青海(7.3%)に比べ2倍
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表3 中国経済の成長会計分析(1981-995年)一全国t地域･各省

15年間平均(1981-1995) ー六五'(8卜85)期間平均 `七五'(86-90)期間平均 リ＼五'(91-95)期間平均 1995年

資本ストック

(億元)

成長率(%) 貢献率(%) 成長率(%) 貢献率(鶴) 成長率(%) 貢献率(%) 成長率(鶴) 貢献率(%)

GDP労働資本TFP 労働資本TFP GDP労働資本TFP 労働資本TFP GDP労働資本TFP 労働資本丁FP GDP労働資本TFP 労働資本TFP

全国 10.232.6210.593.75 13.250.236.6 10.763.329.744.33 15.944.040.2 7.922.6111.770.86 l7.072.110.8 12.03ー,9310.266.06 8.241.450.4 122168

東部 ll.972.53ー5.112.98 10.364.824.9 ll.263.7815.671.38 16.371.5ー2.2 8.612.0216.17-0.68 1ー,496.4-7.9 16.05ー.7813.508.24 5.443.251.4 68741

中部 9.762.818754.30 15.940.044.ー 10.853.487.615.53 17.831.351.0 6.792.8410.120.70 23.166.510.4 ll.642.118.516.68 10.032.657.4 28941

西部 9.532.6510.543.40 15.548.835.7 10.543.169.804.45 16.841.042.2 7.632.9212.090.66 21.470.08.7 10.431.889.735.09 10.14ー.248.8 16055

東

部

也

域

北京 9.832.2ー13.271.9ー 10.969.719.5 9.443.5012.441,33 18.068.014.1 8.222.3615.70-1.02 13.998.5-12.4 ll.810.751ー.675.43 3.151.045.9 4620

天津 8.851.468.583.45 7.353.739.0 9.453.068.413.42 14.449.436.2 5.240.078.390.55 0.688.910.5 ll.861.248.876.38 4.741.553.8 2614

河北 ll.092.949.185.28 14.338.247.6 10.243.778.484.30 19/838.242.0 8.432.8910.831.88 18.559.322.3 14.612.158.239.66 7.926.066.1 5548

遼寧 9.ー12.338ー843.25 ーー.752.635.7 9.424.ー46.563.97 20,137.742.1 7.631.3711.650.69 8.282.79.1 ー0.281.488.325.09 6.643.849.5 7337

上海 9.290.3414.69-0.27 1.3101.6-2.9 9.120.9317.79-2.63 3,6125.2-28.8 5.70-0.0313.99-3.27 -0.2157.6-57.4 ー3.050.1312.315.10 0.460.639.1 7279

江蘇 13.501.9(i14.155.22 7.054.338.7 13.203.7813.384.45 13.852.533.7 10.181.6915.021.58 8.076.415.5 17.120.4014.079.64 1.142.656.3 9ー96

漸江 13.902.5524.08-0.06 8.691.9-0.5 14.884.4128.65-2.38 13.9102.0-16.0 7.711.9925.19-6.58 12.1173.3-85.4 19.101.2318.418.77 3.051.ー45.9 6241

J=-二三
14.153.3120.492.77 12.468.119.5 13.293.6624.71-0.27 ー4.687.4-2.0 9.813.2019.ー5-0.89 17.391.8-9.0 19.363.0717.629.45 8.442.848.8 2924

山東 12.352.6711.055.13 9,948.641.5 ll.933.ー69.695.23 12,144.143.8 8.372.6013.39-0.09 14.286.9-1.1 16.762.26ー0.0710.26 6.232.66ー.2 9022

広東 14.653.0223.6ーー.48 10.479.410.ー 12.265.3129.20-4.83 22.0117.4-39.4 12.58ー.1422.101.10 4.686.68.8 19.ー22.60ー9.538.ー8 6.950.342.8 11761

広酉 10.402.9ー11.454.68 18.836.245.0 8.343.4810.512.55 28.041.530,5 6.142.7712.200.27 30.265.34.4 16.722.471ー.6411.23 9.922.967.2 2323

海南 1ヰ.462.2541.06-3.74 9.2116.7-25.9 9.482.5347.00-ll.3 15.7203.8-119 18.442.0236.312.33 6.580.912.6 894

育

部

也

域

山西 9,292.544.435.82 13.923.562.6 ll.803.352.788.73 14.411.674.0 5.942.525.801.81 21.548.130.4 10.141.764.716.92 8.822.968.3 3093

内薫 10.372.6012.293.51 14.052.ー33.8 14.483.8013.546.39 14,741.144.2 6.981.9110.811.15 15.368.2ー6.5 9.652.0812.512.98 ー2.157.030.9 ー586

書林 10.ー93.8710.073.74 22.241.13(∋.7 ー0.895.278.994.07 28.334.337.4 8.594.7611.5(∋1.00 32.456.0ー1.7 1ー.071.579.656.14 8.336.355.5 24ー0

黒竜; 7.232.457.182.ll 14.756.129.2 7.213.546.182.18 21.348.430.2 6.562.168.520.81 14.373.3ー2.3 7.921.656.833.34 9.148.742.2 4010

安徽 11ー513.196.246.86 14.525.859.8 14.294.004.2510.17 14.7ー4.271.2 5.873.038.430.27 27.ー68.44.5 14.362.55(;.05ー0.15 9.320.070.6 3734

江酉 10.522.8310.684.78 17.037.645.5 10.362.90ー0.584.62 17.637.844.6 7.412.9111.541.31 24.757.617.7 13.782.689.938.42 12.326.761.1 1929

河南 ー0.853.209.955.04 18.135.446.5 ll.903.958.526.18 20.427.652.0 7.663.1612.181.01 25.361.413.2 13.002.509.167.92 ll.827.26ー.0 4936

湖北 10.512.09ー0.63ヰ.27 10.249.140.6 12.302.8810.545.70 12.04ー.746.3 6.251.9510.90-0.04 16,084.7-0.7 12.971.4410.437.16 5.739.155.2 3885

湖南 8.942.569.673.68 17.841.041.2 9.092.728.514.17 18.635.545.9 6.663.0010.930.66 28.062.29.8 ll.061.969.586.21 ll.032.856.1 3(;04

育

部

也

域

四川 9.132.3812.002.68 15.155.829.4 9.742.8ーーー.243.36 16.648.834.5 6.382.8013.89-1.ll 25.392ー1-17.3 ll.261.5410.865.78 7.940.851.3 5369

貴州 9.323.507.204.44 23.528.847.7 ー2.533.776.287.82 18.9ー8.762.4 8.774.358.400.9ー 40.346.213.5 8.662.37(∋.914.59 17.229.853.0 1250

‡甫 10.483.0012.572.24 13.065.62ー.4 ll.843.84ー2.683.17 14.758.626.7 9.422.8813.280.85 13.877.19.0 10.182.2911.752.71 10.263.226.7 2271

西栽 7.860.799.135.35 8.023.968.1 ll.260.908.688.78 6.315.977.8 2.480.419.680.17 13.080.26.8 9.831.069.067.13 8.619.072.5 238

映西 9.802.898.244.81 ー7.933.049.1 ll,063.766.936.06 20.724.654.8 8.892.8010.ヰ03.ll 19.245.935.0 9.442.117.385.26 ー3.630.655.7 2475

甘粛 9.242.556.504.75 14.034.55ー.4 8.483.094.684.61 18.627.154.3 9.592.768.743.90 14.644.740.6 9.661.796.095.76 9.431.059.6 ー422

青海 7.3ー2.444.573.96 19.026.854.1 9.093.273.405.76 20.616.163.4 5.282.195.601.62 23.745.530.8 7.581.844.734.50 13.926.859.4 553

宰夏 9.213.438.973.24 20.144.735.2 ll.553.856.ヰ3(;.52 18.025.556.4 7.953.5211.780.64 23.968.08.1 8.ー42.928.692.57 19.449.031.6 494

析il 1ー.321.8114.243.84 8.757.433.9 12.491.9416.004.14 8.558.433.ー 9.671.7013.922.40 9.565.624.8 ll.80ー.8012.80ヰ.98 8.349.542.2 2134

(注1)30の省及び3地域の資本ストックの合計は全国より若干小さい(各省合計の場合5.8%.各地域合計の場合7.8%)
｡その原因は､

r不分地区｣における固定資産投資が各省の固定資産投資に含まれないからである｡

(注2)海南省は1988年3月に広東省から分牡･昇格した.海南省の15年間平均に対応する結果は､データの得られる1986-1995年間の平均であるo



も高くなっている｡基本的には､成長率の高い省は東部に､成長率の低い省は西部に集中

しているo しかし､全国平均以下の省が東部にも4つあるから､東部の省がすべて高く､

西部の省がすべて低いという訳ではない. `六五' `七五'りし五'期間の平均から見ると､

東部､中部､西部の3地域間で成長率の格差が広がっている.) `六五'期間に､東部の成

長率は中部､西部より1%弱高いだけであるが､ `八五'期間に格差は4.4%以上になっ

ている{〕これは`六五'期間と比べて りし五'期間には､中部､西部の成長率があまり変

わらないかあるいは逆に下がるのに対して､東部地域ではすべての省で成長率が高まった

からである｡各省間の成長率の最大格差は`六五'期間では2倍であるのに､ `八五'期

間には3倍近くになっている｡､

このようにGDP成長については大きな格差が観察されるのに対して､投入要素として

の労働の増加率については東部､中部､西部の3地域間に大きな差異が見られない.また､

全ての省で`六五'期間から`八五'期間にかけて労働投入増加率が低下する傾向にあるo

この現象は全国の状況と一致しているo GDPに対する貢献率から見ると､東部においてよ

り速いテンポで労働投入の重要性が低下している(｡

他方､資本投入の増加率は､ 15年間で見ても､ `六五' `七五' `八五'の5カ年で見て

も､東部の方が中部､西部より常に5%前後高い水準に維持されている.〕各省間では､資

本投入増加率は相当大きく異なっているo 資本ストックの水準については､ 15年間で､

東部と中･西部の間のギャップがますます大きく開いてきているo (13)また､ GDP成長率

が高い省では資本投入の増加率も高い.従って､資本投入によるGDP成長というパターン

は､全国レベルのみならず､地域や省レベルにも該当することになる｡しかし､成長-の

貢献度から見た場合､ 15 カ年で平均された資本投入の貢献は､東部(64.8%)の方が中

部(40%)や西部(48.8%)より高いが､ `六五'期間から`八五'期間にかけて､東部

では71.5%から 43.2%-大幅に低下する一方､中部(32%前後)や西部(41%前後)で

はほとんど変化がない.)また､ GDP成長率については､東部と中･西部の間に`六五'期

間から`八五'期間かけて､格差がさらに拡大する現象が起こっている｡この東部と中･

西部との間の成長率格差の｢さらなる拡大｣は､明らかに､労働投入あるいは資本投入の

増加によるものではなく､ TFP成長の変化によるものである.〕

TFPの成長率は､ 15年間の平均でみても､ `六五' `七五'期間の平均で見ても､東部

より､中･西部のほうが高くなっている｡.この関係は`八五'期間になって逆転したo 省

レベルでみれば､ `六五'と`七五'期間において､ TFP成長率は東部でマイナスの省が

多かったが､ `八五'期間には一転して､東部で高成長を達成した省が多くなっている｡

これに対応して､成長に対するTFPの貢献も､ 15年間の平均または`六五'や`七五'

期の平均において､東部より中･西部の方がかなり高いが､ `八五'期間においては､東

部はすでに中部より少し低く西部より少し高いという状況にある,つまり､ `六五'期間

から`八五'期間にかけて､東部のTFPの貢献率(12.2%から51.4%-)が大きく改善

されたのに対して､中部(51%から57.4%-)や西部(42.2%から48.8)では小幅の改
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善にとどまった.

結論的に言えば､中国の地域レベル､省レベルの経済成長について､少なくとも､次

の3点を指摘できるo (1)全国レベルと同じく､各地域､各省の経済成長は資本投入に大

きく依存しているo (2)東部が中部､西部より高いGDP成長率を有するのは高い資本投入

が原因である,‥､ (3) `八五'期間において東部と中･西部の間のGDP成長率格差が拡大す

るのは､東部が中･西部に比べ高い資本投入による成長をさらに推し進めた結果ではない｡

それは､東部のTFP成長が加速したことによるものである.

6.要約と結論

本稿の計測結果と分析は以下のように要約できる.〕改革開放以来の15年間､中国のGDP

高成長の主な部分は安定かつ高水準の資本投入によるものである｡しかも､最近の成長は､

資本投入の重要性を再び高める傾向を見せている｡労働投入の成長に対する貢献は安定か

つ低水準にとどまったが､ 90年代に入ってさらに低下する傾向にある｡ TFPのGDP成長に

対する貢献はかなり不安定であり､時には労働投入はもちろん資本投入よりも高くなり､

時にはマイナスになることもあった.二.また､ 93年以降､資本投入の重要性が高まるにつ

れて､ TFPの貢献が低下しつつある√〕全国レベルと同様に､各地域､各省の経済成長は資

本投入に大きく依存するo東部が中部､西部より高いGDP成長率を有するのは高い資本投

入が原因である.〕りし五'期間において東部と中･西部とのGDP成長率格差が拡大するの

は､東部が中･西部より高い資本投入をさらに推し進めたことによるのではなく､東部で

TFP成長が加速したことによる.

本研究の今後の課題として､次の3点があげられる｡第1はデータ処理であるo TFPの

計測結果に大きく影響を与えるのは全社会固定資産投資のデフレーター､つまり固定資産

投資価格指数である.二〉特に省レベルの80年代の固定資産投資価格指数について検討･吹

善の必要がある,また､全国と各省の両レベルで､まず労働時間と資本稼働率を､次に労

働投入と資本投入の質を考慮することが必要である｡第2は計測結果のより本質的な分析

である.‥.つまり､中国および各省のTFPの変化に影響する要因､すなわちTFPの中身を更

に詳しく分析･対比することである.二.第3は､本研究が採用(開発)したTFP･資本スト

ック同時推計法の他分野-の応用である.〕まず､同じ方法論を中国の各産業に適用し､全

国レベルの計測結果を産業レベルから補完しなければならない｡,次に､同じ方法論を中国

以外の国､特に東アジアの国々に適用し､国際比較の観点から中国の生産性が比較検討さ

れねばならない.:､このような諸課題を-て､本稿の成長会計分析は､中国経済の成長力の

評価とか中国経済の競争力の分析等､より実践的な内容の研究に移行してゆくだろうo (14)

Ef!



付論 解(TFP成長率)の計算プロセス

第2節で展開されたTFP成長率と資本ストックの同時決定方式は､通常のパソコン･

ソフト(例えばMicrosoft Excel)を使って､極めて容易に､現実経済の数値計算に適用

することができる.｡表Al､図Al､表A2､図A2には､中国の全国レベルのデータに適用

した場合(第4節､表1)の具体的な計算プロセスが例示されている｡表Alと図Alは､

経済的に意味のあるTFP領域に対する繰り返し計算(この場合は13回の繰り返し)の例

示である,この表と図から､TFP成長率の初期値(GTB)を0.025から少しずつ大きくし0･ 112

まで変化させると､ TFP成長率の末尾値(GTE)とのギャップ(GTB-GTE)が､
GTB-0･03746

の点でゼロになることがわかる.‥､つまり､同時決定方式のTFPに関する解は3･75%

(198卜1995年の平均成長率)であり､それに対応する1995年と1980年の資本ストック

(K95, K80)は､それぞれ､ 122168億元と27055億元となる｡

表Alと図Alから､ GTB -

0.111も解の1つであるとの印象を与えるかもしれない｡し

かしながら､表A2から明かなように､これは経済的に全く無意味な解である｡ GTB=0.111

に対応するK95とK80が異常に大きく､しかもK95くK80となるからである〔､表A2と図A2

から､解の条件(GTB=GTE)を満たす点が､ GTB- 0.03746以外に､少なくとも5ケ所で

存在することがわかるが､それらは全て経済的に無意味である. 1980年のストック水準

(K80)がマイナスになるか､プラスで異常に大きくなるからである,従って､第2節表

1の推計値は､経済的に意味のある唯一の解に対応する結果となっている.一般に､経済

的に意味のある解をさがし､それが唯1つであることを確認するためには､若干の試行錯

誤のプロセスが必要になるだろう.〕
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表Al全国データに対する繰り返し計算
(経済的に意味のあるTFP領域)

GDP9558260 GDP8013606

GTB GTB-GTE K95 K80

0.025 0.010907 115841 13612

0.03 0.005095 118150 18518

0.035 0.001345 120758 24059

0.03746 7.19E-06 122168 27055

0.04
-0.00111

123724 30362

0.05
-0.00362 131079 45987

0.06 -0.00423 141228 67552

0.07 -0.00379 156141 99236

0.08
-0.00281 180196 150347

0.09 -0.00163 225523 246651

0.1
-0.00059

342691 495594

0.111
-3.4E-06

2143673 4322093

0.112 1.84E-06 5483111 11417310

図Al全国データに対する繰り返し計算
(経済的に意味のあるTFP領域)

図A2 全国データに対する繰り返し計算(TFPの全域)

GTB-GTE

0-0-0--0 -0-0-- -0-0-0
00.0ー

.010.010.040.110..170.1
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表A2全国データに対する繰り返し計算(TFPの全域)

GTBGTB-GTE K95K80 GTBGTB-GTE K95K80

l●●●●-

-0.049-0.10474

-0.048-0.11433

-0.047-0.12453

98Z38-Z3了89

98365-23518

98494-23245

98624-22967

つつき

U
-0.0020.00074

106850-5491

●●l●;llll● 1O6854-548l
ll●一lll; lUt58′tI-543l

-0.046-0.13567
98756-22687 -0.0017-0.0114ー

106926-5328

-0.045-0.14818
98890-22403 -0.0015-0.01980

106978-5219

-0.044-0.16268
99026-22115 -0.0013-0.02858

107029-5110~

-0.043-0.18012
99163-2ー823 -0.00ー-0.04286

107107-4945

-0.042-0.20202
99302-2ー528 -0.0008-0.05346

107159-4835

-0.041-0.23106 99443-21229■
-0.0006-0.06528

1072ー1-4724

-0.04-0.27247
99585-20926

-0.0004_-0.07875
107263-4613

-0.039-0.33801
99730-20619

-0.0002-0.09449
1073ー5-4502

-0.038-0.46107 99876-20308 0-0.1ー343

0.0002-0,ー3704

107368-4390

107421-4278
-0.037-0.78882

100025-ー9992

-0.0350.90977
100327-19349 0.0004-0.16775

0.0006-0.2ー004

ー07474-4165

107527-4052-U.UJ4lU.t54Z/4 ーUU3/4-l9Zbー

-0.03450.53151
100404-19185 0.0008-0.27300 107580-3939

-0.0340.35929
100482-l9021 0.001-0.37855 107634-3825

-0.03350.26027
100560-18855 0.0011-0.46439 ー07661-3768

-0.0330.19559

-0.0320.11529

100639-18688

100797-18350

0.0012-0.59627 107688-3711

lヨ
lヨ

0.0013-0.82582 107715-3653

-0.0310.06633

-0.030.03231

100958-18008

101122-17661

0.00190.68173 107878-3307

U.UUZU.b24Z9 lU/ヨub-3249

-0.02950.01859
101204-17486 0.00250.23950 108042-2958

-0.0290.00635
101287-17310 0.0030.14864

0.00350.10047

0.0040.06767

108181-2663

108320-2366

108462-2067
-0.028720.0000l

101334-17210

-U.UZ85-U.UU4/a lUl3I1-l/l3Z

-0.028-0.0150ー
101455-16953 0.00450.04086 ー08604-1764

-0.0275-0.02464

-0.027-0.03383
-0.0265-0.04274

101540-16772

10ー626-16591

101712-16408

0.0050.01496 ー08748-1459

U0.0052650.00001 ー08824-ー296

U.UU53-U.UUZIU ーU883b-ーZl4

-0.026-0.05ー53 101798-16224 0.0054-0.00833 ー08864-1212

-0.0255-0.06034 10ー886-16038 0.0055-0.01495 108893-115ー

-0.025-0.06932 101974-15851 0.006-0.05774 109039-840

-0.024-0.08854 102151-15473 0.0065-0.l4104 109187-526

-0.0235-0.09923

-0.022-0.14006

102241-15282

102515-14701

0.007-0.45782 109336-209
⊂X3

0..0071-0.68589 109366-145

-0.0215-0.15888

-0.021-0.18247

102608-14504

102701-14306

0.00760.66453 109517176 0○

U.UU/8U.4U35l lUtlb/8JUb

-0.0205-0.21353
102795-14106 0.0080.29658 109639434

-0.02-0.25722
102890-13905 0.0090.14052 1099471090

-0.0ー95-0.32466
102985-13702 0.010.09727 ー10262ー758

-0.019-0.44537
103081-13498 0.0110.07544 ー105822439

-0.0185-0.73193
103ー78-13292 0.0ー20.06ー65

0.0130.05ー87

ー109093134

ー112433843-0.0184-0.84505 103198-ー3250

-0.01730.94ー40 103414-12791 0.0ー40.04445

0.0150.03854

ー115834566

1119315305-U.Ul/U.bb-ZUl lUこj4/3-lZ亡帽5

-0.01650.31982 103573-12452 0.020.02043 1137809234

-0.0160.21105 103674-12239 0.0250.01091 11584113612

-0.01550.14821 103775-12023 0.030.00510 118150185ー8

-0.0150.10648

-0.01450.07612

-0.0140.05249

103878-1180(∋

103981-11587

104085-11366

0.0350.00134 12075824059

U0.037460.00001 ー22ー6827055

U.U4-U.UUlll ーZこj/Z43U3tiZ

-0.01350.03306 104189-11143 0.05-0.00362 ー3107945987

-0.0130.01634
10429-5-10919 0.06-0.00423 14122867552

-0.01250.00ー33
104401-10693 0.07-0.00379

0.08-0.00281

0.09-0.00163

15614199236

180196150347

225523246651

++.-+l+ll. lU44ーl-1UtjIJ

-U.U124-U.UUlb3 lU44'L3-lU648

-0.012-0.0ー270
104509-10465 0.1-0.00059 342691495594

-0.0115-0.02635

-0.011-0.04017

-0.0105-0.05477

104617-10236

10472(∋-10004

104836-9771

0.1110.00000 21436734322093

U0.1120.00000 5483ー11114173ー0

U.llと)-U.UUUUb -lこjZ6b-5l-3Uミ)1ZIZ

-0.01-0.07092
104946-9535 0.12-0.00038 -375384-1030079

-0.0095-0.08974
105058-9298 0.13-0.00242

-114726-476268

-0.009-0.11303
105ー71-9059 0.14-0.00759 -44460-326974

-0.0085-0.14408
105284-8818 0.15-0.01971

-11787-257556

-0.008-0.ー8987
105398-8575 0.16-0.05582 7094-217440

-0.0075-0.26838
105514-8329 0.ー65-0.12490 ー383ー-203126

-0.007-0.44534 105630-8082 0.167-0.22045 ー6179-198138

-0.0069-0.51255

-0.0067-0.73535

ー05654-8032

105701-7933

0.168-0.35268 17289-195778

lヨ
t=

0.1685-0.50415

0.17060.58ヰ99

17829-194630

19997-190025-0.0066-0.94141

-0.00590.9004了

105724-7883

105890-了531 0.1710.40731
0.1720.22584

20392-189186

21357-187ー36-U.UU王)/U.b6ZZ3 lUミ)tlJ/-/4Z9

-0.00550.40341 105985-7328 0.1730.15080 22289-185154

-0.00530.31064 106033-7226 0.1740.10857 23192-183237

-0,0050.22592 106106一丁072 0.1750.08050 24065-l81382

-0,00450.14675
106227-6814 0.1760.05964 24911-179585

-0.0040.ー0001
106349-6554 0.1770.04275 25730-177843

-0.00350.06761 106473-6292 0.1780.02806 26525-l76155

-0.0030.04241 106597-6027 0.1790.01445 27295-174518

-0.00250.02087 106723-5760 0.180.001ー0 28043-172930
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注

(1) Krugman [1994]では､市場経済移行期の中国について生産効率の改善を認めるものの､その多く

が2度と繰り返すことのできない1度限りのものとみなされている｡一般に､投入増大型の｢まぼろし

のアジア経済｣という見方に対して､明治以降の日本の経済発展はマルクス型(投入増大型)からクズ

ネッ型(生産性改善型)の成長パターンに変わったとする見方(速水[1996､第5章])が対置されてよ

い｡

(2)例えば､ 1995年､中国共産党十四次大会第5回全国大会で提出された《国民経済と社会発展"九

五"計画及び2010年長期目標に関する建議》によれば､ ｢今後15年の目標を実現するために､もっとも

重要なのは二つの全局的な根本転換を実現することである｡一つは伝統的な計画経済体制から社会主義

市場経済体制-の転換､二つ目は経済成長方式の粗放成長(Ext.ensive Growth)型から集約成長(Intensive

growl.h)型-の転換である｡｣呉敬連[1995]によれば､上記の粗放成長型は要素投入増大型を､集約成

長型は全要素生産性増大型を意味する｡

(3)その他の生産性研究として､鄭玉約他[1993]､ Jefferson他[1995]等がある｡

(4)データ期間が偶数年､例えば1986-1995年の10年間になる場合には､ Kを対象期間中央すなわち

1990年末の資本ストックとみなし､毎年の実質投資額(Ⅰ(t.))を(4)(5)式に対応する

(4') K(t+1)
= (1-a) K(t)十Ⅰ(t)

(5') K(t,-1)
= (K(t)

-Ⅰ(t.-1)
) / (1-∂)

に従って前後10カ年で累積し､期首･期末平均の年央値((K(t)十K(t十1))/2)を使って資本ストックの

成長率を計算すればよい｡

(5) Gy､ GL､ o)､ ∂､ Iに現実の平均値データをあてはめれば､ (3)式で決まる期間中央のKはTF

P成長率xのみの関数(K(A)と表記)である｡このK(x)をベースに､ (4)(5)式に従いIの年実績

値で前後に(逆)累積し､その成長率を平均したGK もまたⅩのみの関数(GK(x)と表記)である｡こ

のGK(x)は､出発点(I)式の成長会計恒等式(GY =o) GL十(1-o)) GK(x)十x)を成立させなければな

らない｡一般に､データ期間がn年の場合には､資本ストックの平均成長率GK(x)は､分母子がxに関

するn次の多項式である有理関数となり､従って､最後の成長会計式はⅩに関するn十1次の多項式に

なる｡

(6)年鑑データは年末値であるが､年央値に直すことなく､そのまま使用した｡年末値に基づく労働

投入の成長率は､年央値に基づくそれとほぼ同じで､ TFP推計に大きな影響はないと判断した｡

(7)加重平均のウェイトとして､前者を1/3､後者を2/3に設定した｡

(8)加重平均のウェイトとして､前者を1/3､後者を2/3に設定し､後者の中では､建築材料を1/3､

賃金指数を2/3に設定した｡

(9)李京文他[1993]では資本ストックの水準に関するデータが公表されていないが､その増加率は

我々の推計の方が概して1-2%高くなっている｡

(10)表1下段に示されているように､ `八五'期間で平均されたTFP成長率は6.06%であり､ `六五'

期間や`七五'期間に比べ加速している｡この意味では､表1の推計値と`八五'期5カ年のデータに

基づく推計値とは整合的である｡
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(ll)在庫投資を含めた固定資本形成データを使用した場合､ TFPの成長率は3･41%､ 1995年の資本ス

トックは145999億元になる｡この推計のデータ･ソースはSSB-PRCandIER-RU [1997] (TableA･21, Table

A.22)である｡また､ young [1994](footnot･e 9)によれば､ Io
-基準年の実質投資額､ g -基準年に先

立つ5カ年の実質投資(Ⅰ)の平均成長率､ a
-減価償却率とすれば､基準年における実質資本ストッ

クの水準(Ko)は

Ko=Io/ (g十∂)

によって推計される｡この公式を中国全経済に関する表1のデータに当てはめると､基準年が1986年の

場合にはKo-31864億元､基準年が1995年の場合にはKo-94163億元という推計値が得られる.これらの

ストック水準は､表1に比べかなり小さく､ GDP比で見ても異常に小さくなる｡

(12)図2から､本稿の資本ストックは､資本･産出比率がほぼ一定(1.8-2.3)になる水準で推定さ

れていることがわかる｡公表データから計算されたICORは､この比率よりはるかに大きくなる｡

(13) 1995年の資本ストック(表3最後の欄)と15カ年平均の資本投入増加率を3地域で比較された

い｡

(14)成長力の評価については経済企画庁[1997]を､競争力の分析については江崎･板倉[1996]､江

崎･伊藤･王･横倉[1996]を参照されたい｡
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Growth Accounting of China for National, Regional,

and Provincial Economies: 19$1-1995

by

MitsuoEZAKI and LinSUN

AB STRACT

we have presented in this paper a new method of estimating total factor productivity (TFP)and

capital stocks simultaneously atthe same time,and applied itto the growth accountlng Of the

Chinese economy ln the national, reglOnal,and provincial levels･ Noting that quality lS not

allowed for in our capitaland labor so that our TFP growthor residual includes also quality

improvement
of capital and labor, the measurement and analysis Of this paper can be

summarized as follows･ The rapid growth in China for the fiReen years since the Reform and

Open-up Policy lS mainly due to the high and stable level of capital input, the contribution of

which is around 50% of GDP growth･ The contribution of labor is small around 15% of GDP

growth, and ithas been declining steadily･ The growth of TFP has been fairly high at the rate

around 3-4% with a rislng tendency, and its contribution to GDP growth is around 40%･ The

economic growth of reglOnS and provinces in China also depends heavily on the input of

capital･ The higher growth in the East reg10n is attributed also to the higher Input Of capital in

the reglOn compared with the Middleand West reg10nS. Between the East and the other two

reglOnS, the gap in GDP growth has widened rece血1y during也e period of the 8血色ve-year plan･

Ths is partly due to the capital input promoted further in the East reglOn, but mainly due to the

TFP
growth accelerated drastically ln the East reglOn compared with the other tⅥ℃ reglOnS･

Again between也e East and the other
two reglOnS, the gap ln per C叩止a GDP has Ⅵ7idened

remarkable especially ln the 1990s. The gap ln income withinrural households, especially

between the Westand the other two reg10nS, 1S a Crucial factor to
explain this reglOnal income

disparity･The level of TFP is also quite important, together with the level of capital, to explain

the income disparlty ln China between reg10nS and provinces. The growth of TFP in each

province in the 1990s is closely related with such common factors as the expansion of non-

state enterpnses, the increase in foreign direct investment and, to a lesser extent, the degree of

human development, but itstilldepends much on the reg10n-specific elements･
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1. Introductiom

China has achieved averageannual growth of lO% during the past 1 8 years･ This rapid

growth is anticipated
to continue further, though with slight slowdown, by many Institutions

such as Wわrld Bank 【1997],Economic Pl皿ning Agency of Jap弧【1997],Ch血ese Academy of

s.cial Sciences [1994], and so on. Pessimistic views, ho&ever, are also found on the

sustainabilityof rapid growth for China. A typicalexample isthe view expressed by Krugman

【1994],i.e.,'The Mythof East Asia's Miracle," which means that China will also face the limit

of growth sooner or later since itdepends heavily on the massive increase in Inputs With only

small improvement in
productivlty aS in the case of Asian NIEs･1 hternally in China,the

necessity tO
Change the pattern of development toward the growthdriven by technical progress

has been stressed in也e 1990s,2 making the analysts Of productiv止y and sources of grow血a

ceⅡtral concem of policy makers.

The purpose of this paper is to provide the growth accountlng Of GDP level for

national, reglOnal,and provincial economies of China, coverlng the period of
198 1-1995from

the 6dl to the 8th flVe-year Plans･ Bythe growth~ accounting, lt is aimed at to
quaJltitatively

clarify the sources of growthand the role of productivlty ln the rapid growth period after the

introduction of Reform and Open-up Policy in 1978. There already exist several researches on

the productivlty analysis Of China･3 Among others, special reference should be glVen tO the

jointresearch made by Chinese, American, and Japanese scholars (Li,Jorgenson, Zhengand

Kuroda [1993], and Li et al. [1992]).It is also也e purpose of也is p叩er tO COmpare Our

measurement withtheirs. This paper is different from the existing Studies above on the

followlng three scores. First isthe methodology. We have developed and used a new method of

estimating both capital stocksand total factor productivity (TFP) simultaJleOuSly based on the

framework of growth accountlng. Second is the objectof study. We have attempted to provide

measurement and analysis not Only for the aggregate national economy but also for three

aggregate regions (i.e.,East, Middle, and West) and thirtyprovinces (including three

municipalities and five autonomous regions).4
Third is theanalysis of regional disparityby

growth accounting. We have applied the framework of growth accounting across the thirty

provinces to account fわrreglOnal income dispar止y丘om productiv止y.

We will discuss the new method and the data processlng for measurement in Section 2.

Next, we will provide measurementandanalysIS Of growth accountlng for the national

economy in Section 3 and for the reg10nal and provincial economies in Section 4. Then, we

will give an overview of regional income disparityin Section 5andanalyze it across provinces

from the growth accountlng POlnt Of view. Finally, we will provide concluding remarks in

Section 7･ A technical note is glVen tO the computational procedure of our new method in也e
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appendix.

2. Methodology and Data

2.I. Simultaneous determination of capital stocks and
TFP growth

It is not easy to get data on capital stocks for China as well as for many other

countries. Inthis paper, we will try to estimate capital stocks in China directly onthe basis of

the growthaccounting framework for the period of 15 years (198 1-1995),targetingthe 6th five-

year plan(1981-1985), the 7thfive-year plan(1986-1990), aJld the 8也five-year
plan(1991-

1995)･ The essence of our method is to determine both capital stock seriesand TFP growth

consistently at the same time,first, byintegratlng growth accountlngand capitalaccumulation

(stock-flowrelation)and,then,by adding to it annualflow data on real investment. We will

explain below briefly our methodologlCalframework.

Denotlng
grOWthrate of real GDP by GY, growth rate of labor by GL, growth rate of

real capital stocks by GK, grow血rate of TFP by GT, distribution share of labor bya,, real

capital stocks by K, real investment by I,and rate of depreciation by 6, we canexpress:

(1) GY -

a, GL + (1- a,)GK
+ GT (growthaccountingidentity)5

(2) GK -

I/K - 6 (capitalaccumulationidentity)

By
combining the two identities, we get the relationship between capital stocks (K)and

investment flows (I):

(3) K -

((1-a,) / (GY -

a,GL
- GT + ｢1-a,) 6)i

･

I

In this relation, we first selectanarbitrary proper value of TFP grow血rate (GT) for the target

period of 15 years (198111995)･Next we use the actual observed values ofarmual growth rates

(GY GL), distribution rate (a,),弧d depreciation rate ( 6) averaged for the same 15 years.

Finally, we apply the actual data on real investment (D averaged again for the same 15 years.

Then, we can calculate the level ofreal capital stocks (F) for the same target period. We regard

it as the level ofcapital stocks atthe mid-point of the target period (i.e.,mid-year of 1988).

On the basis of this mid-1988 level of capital stocks, we accumulate actual real

investment of each year (I(t))back and forth for 15 years by the following formula:

(4) K(i+1)
-

(1-6)K(i) + ｢Z(t)+I(t+1))/2
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(5) K(t-1)
-

{K(i)
-

(I(i)+I(tll))/2j / (1-6)

Then we get a series of capitalstocks for 15
years,from which we cancalculate average

a-ual growth rate (GK).6Applying this growth rate tothe growth accounting formula (eq.(1)),

we get a new average growth rate ofTFP forthe target period (G7), which is different from the

initialvalue set atanalbitrary level atthe beglnnlng Of the calculation. We,therefore, change

the initial value of GTinthe proper direction to start the same calculation agaln, resulting

again a different GT at the end of the second calculation. We continue this iterative calculation

process until GT at the beginnlng coincides withGT atthe end.

We have explained our method by means of iterative calculation. In general, our

method leads to a polynomial equation of high order with respect to the growth rate of
TFP

(say,x)･
For example, the polynomial equation will be ofx16 for the sample period of

15 years.7

We will obtain, therefore, several different solutions forthe actual economy, of which only one

solution will economically make sense judging from the levels of TFP growthand capital

stocks, as canbe seen from the measurement of Section 3and the solution process inthe

Appendix.

2･2･ Data processing (1980-1995)

We have applied the methodology above, flrSt,tO the national economy as a
wholeand,

then, to three aggregate regionsand thiny provinces･ Prior to the presentation of measurement,

we will briefly explain sources, conceptsand processlng Ofthe data used in our measurement.

To begin with are the sources ofdata･ The data used in this paper areal1 derived from

such official publications as StatisticalYearbooks of the Govemment of China (especiallyof

the State Statistical Bureau). Among others, we haveintensively used China Statistical

Yearbook (variousissues),China Statistical Yearbook on Investment in Fixed Assets: 1990-

1995,
and China Regional Economy: A Prone of1

7 Years ofReform and Opening-Up.

Next are the concepts and processing of data on the five parameters or variables (GY,

GL, a,, 6and I) needed
to

estimate TFP growth rate (GT)and capital stocks (K).First,the rate

of GDP growth (GY) depends on real GDP in all of the national, regional,and provincial levels.

Second, the rate of labor input growth (GL) is based on "total number of employed persons"

available in China Statistical Yearbook 1996 for the national level･8 For the regionaland

provincial levels, we have relied on both China Statistical Yearbook (since1985)and China

Regional Economy (before19985)･As a result, changes in working hoursand labor quality are

not allowed fわr in the growth accountlng Of也is p叩er. Third, the distribution share of labor

(a,)
depends on "payment for laborers" available in China Statistical Yearbook. Such data are
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available only for the 1993-1995 period in the provincial level, so that the 3-year averages for

199311995 are applied to the whole period 1981-1995･ Labor shares for the national economy

and the three aggregate reglOnS are Weighted averages of the component provincial shares･ The

share is estimated to be 0.5 15 for the national economyand regarded as common for the whole

period.9 Fourth, the rate of depreciation ( 6) is estimated to be O･049, which isthe rate of

depreciation for state enterpnses averaged for 198 1-1992･ This rate is assumed
to be common

to alllevels of the economy fb∫the whole period･

Fif払,and finally, real investment flows (I)are obtained by deflating "total investment

in fixed assets〃 available in China Statistical YTearbook･ The year 1995 is treated as the

〟

benchmark of investment deflator. The investment denator is derived from prlCe index of

investment in fixed assets" available in China Statistical Yearbook for the period 199011995 in

all levels of the economy･ For the period 1980-1989, the deflator in the aggregate national level

is the weighted average of "producer price index of machine building industry" (availablein

china Statl-stical Yearbook 1996) and
"total output price index of construction industry"

(available in China Statistical Yearbook of
Construction Industry 1996).10The deflators in the

provincial level, on the other hand, are the weighted averages of "producer price index of

machine building industryn aJld
uproducer prlCe index of building materials," both are available

in China Statistical Yearbook 1996, incorporatlng ln the latter "real wage index of staff and

workers" available in China Regional Economy to allow for the increase in wage cost in each

province･ll

We must note that "total investment in fixed assets" is the lumpISum data on total

investment which do not allow for the compositionand efBciency of component investment

goods･ Therefore, the capital stocks obtained by accumulating such total investment are also

the lumpISum data on total capital, which allow neither for the compositionand eWICiency of

component capital assets nor for the change in the utilization rate of capital caused by business

cycle. The same is true for the data on labor as mentiわned already. As a result, the TFP growth

measured as residuals in this paper will include changes in the quality of capital and labor as

well as variations in working hours and capital utilization. It must be stressed that our TFP

indicates productivlty Of capital and labor in orlglnal units before quality adjustments.12

3. Growth Accounting fわrthe National Economy

Applying the method and data of Section 2 first to the national economy, we have

obtained the estimates oil TFP growth and capital stocks (atconstant 1995
prices)

for the

period
198l-1995 as shown in Table 1. Part of the TFP estimates obtained by the jolntStudy

team of China, U･S･ and Japan (Li,Jorgenson, Zheng
and Kuroda [1993,Table 2-3])are also
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Table 1. Growth Accounting of China (1981-1995): Nationa) Economy

Growth Rate (%)
Year GDP Labor Capital TFP TFP(Li)* OR* TFP(OR)

Cap.Stocks**

(Bil一ion
nYuan)

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

5.2

9.3

ll.2

15.3

12.9

8.9

ll.6

ll.3

4.1

3.8

9.2

14.2

13.5

12.7

10.6

3.2 7.4

3.6 8.2

2.5 9.6

3.8 10.8

3.5 12.8

2.8 13.8

2.9 13.8

2.9 13.5

1.8 10.5

2.6 7.4

2.9 7.1

1.9 8.5

1.3 10.7

2.1 12.4

1.5 12.6

-0.1 -0.6
3.4 4.4

5.3 3.4

8.1 7.8

4.9 4.9

0.7 0.7

3.4 4.5

3.2 4.4

-2.0 -1.7

-1.1 -0.1
4.3

9.2

7.6

5.6

3.7

ー2.0
1.9

1.1 2.3

2.0 3.3

4.4 3.7

0.7 4.2

-3.5 4.2

-1.1 4.5

-1.1
4.3

-5.1 3.1

-3.0 2.0

2.2 2.1

5.9 3.2

3.5 4.1

1.2 4.4

-0.8 4.4

2908.2

3146.2

3447.0

3819.6

4307.1

4900.8

5575.3

6326.5

6989.8

7504.3

8035.9

8717.5

9652.5

10846.1

12218.0

1981-1995 10.2 2.6 1 0.6 3.8 0.3 3.4 6559.7

1981-1985

1986-1990

1991-1995

10.8 3.3 9.7 4.3 4.0 1.3 3.1

7.9 2.6 1 1.8 0.9 1.6 -2.7 3.6

12.0 1.9 10.3 6.1 2.4 3.7

3525.6

6259.3

9894.0

* TFP(Li) = Estimates obtained by China, US and Japan team (Li,Jorgenson, Zhen and Kuroda [1993]).
OR = Operation Rate = Actual GDP (Ya)/Potential GDP (Yp)

where ln(Yp)
=

-2.010
+ 0.245 ln(L)+ 0.875 1n(K) (L=labor,K=capital, R2=0.992, Sample:1980-1995)

TFP(OR) = TFP - OR

** Capital stocks are measured in rea一terms at constant 1995 prices.

Tab一e 2. Contributions to GDP Growth: Nationa=‡conomy

Year

ContributionstoGDPGrowth(鶴) ContributionsGDPGrowth(%)* RealⅠnVestme∩t**

LaborCapitalTFP Labor+ORCapitaけORTFP-OR (growth,%) (BiltionYuan)

1981 3269-1 135ー36 2.5 336.9

ー982 204337 264925 25.9 424.2

1983 ー24147 2ー5030 14.5 485.7

1984 133453 284824 23.0 597.3

1985 144838 175132 25.9 752.0

1986 16758
-45747 14.0 857.6

1987 135829 85339 13.3 971.7

1988 135829 85338 10.8 1076.9

1989 23125-48
-416575 -19.2 869.8

ー990 3493-27 -65550 -3.0
844.1

1991 163747 284923 13.1 954.7

1992 72964 284923 25.3 1196.0

1993 53956 185131 27.8 ー528.3

1994 84744 135235 18.1 1804.8

1995 75835 45542 10.9 2001.9

198ー-1995 135037 115237 13.5 980.1

198トー985 164440 215029 18.4 519.2

ー986-ー990 177211 -75750 3.2 924.0

199ー-ー995 84150 185131 19.0 1497.1
* Growth of operation rate is

added to labor and capital growth but subtracted from TFP growth
** Measured in real terms at constant 1995 prices.
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listed in Table 1 to be compared with
our results･ Our estimatesand theirs are qulte Similar in

the light of both grow血rateand variation patternof TFP in splte Of the difference in

me也odology adopted･
1 3

In Table 1,the average annual rate ofTFP growth (GT) is estimated to be 3･8% for the

target 198l-1995 period. This is the estimate which is unlqueand economically makes sense,

as call be seen by the process of derivlng SOlutions shown in the AppendixI This is also the

estimate obtained by setting the distribution share of labor (a,) and the rate of depreciation

( 6) to be 0.515and 0.049, respectively, forthe whole
1981-1995 period･ Ifa, is changed from

0.45 to 0.53, GTvariesfrom 3.2%to 3.9% (whileKin 1995 varies from 12212.9to 12213･4

billion yuans).If
6 is changed from 0.030 to 0.049, GTvaries from 3･6% to 3･8% (whileK

in 1995 varies丘om
13790.5 to 12218.0 billion

yuans).
Ifthe sample period is changed to也e

8th丘ve-year planperiod (1991-1995) of5 years, GTincreases from 3.8% to 4.7% (whileK in

1995 decreases from 12218.0 to 11018.6 billion
yuans).14

Judging from these sensitivity

experiments, we can say that the long-termanalysIS Of 15 years on the basis of the TFP

estimates shown in Table 1 will not be affected much
even if the labor shareand the rate of

depreciation are changed to some extent･15

As canbe seen from Table 1, real GDP in China increased at the average 10.2% rate

for 15 years since the Reform and Open-up Policy, reaching the average 12･0% rate in the 8th

丘ve-year plan period. Grow血of labor, hoⅥ√ever, declined steadily. Real capital stocks

increased in parallel with real GDP more or less at the same rate. During the 7thfive-year plan

period, however, real capital stocks continued to grow and achieved a high rate of ll･8%

desplte the slow down ofreal investment to a low 3.2% rate, exceeding the growth of GDP by

almost 4%. TFP growth, on the other band, maintained positive growth in most years,

achievlng the average 3.8% rate throughout the target period. TFP growth, however, became

negative or close to zero especially ln the years of recession such as 1981, 1986, 1989 and

1990.

Contributions to GDP growth by production factors are summarized in Table 2. As can

be seen from Table 2, labor contribution remained at a low level throughout the period, with

the average contribution of 13%, reacbing也e 30% level only in 2 years under recession of low

GDP growth rates. Capital input, on the contrary, was the decisive factor to the growth of GDP

throughout也e period･ Its average contribution was 50%, reaching也e level of 70% in the 7也

five-year planperiod. TFP contribution, on the other hand, was moderate seemingly with a

slight upward trend though annual fluctuations were fairly large compared with laborand

capital･ Its average contribution was 36%, reaching the 50% level in the latest five-year plan

period.

Our measurement and observation concerning Table land Table 2 depends more or
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less on our treatment of business cycle duringthe sample period of 15 years･ We have already

notedthatthe data on laborand capital are lumpISum totals without allowlng for such elements

as quality, composition, working hours, utilization rate, etc. These elements are related, in

general, to educational improvement, state enterpnse reform, forelgn direct investment,

investment
goods imports,and so on, all of which affect the level ofTFP as well as its change･

We will investlgate these elements later inthe cross provincial analysis･ Here we concentrate

only onthe business cycle aspect, which is closely related withworking hoursand utilization

rate of capital･ Since the data on working hoursand utilization rate of capital are not available

for China, we have introduced a proxy variable, i.e.,operation rate (OR) ,
to get a rough idea

on the impact of business cycle on TFP growth. OR is defined asthe ratio of actual GDP Na)

to potential GDP (Yp),wherethe latterYp is obtained by regressing Ya on labor (L)and capital

(K) for the sample period 1980-1995･ Then, we have modified the originalTFP growth by

subtractlng from itthe rate of change in OR･ The resultsare presented also in Table 1 together

with the estimated regression equation inthe footnote･16 contributions to GDP growth arealso

modified correspondingly and the modified results are also presented in Table 2.

We can derive several interestlng Observations from the modified results shown in

Table land Table 2･ First, by eliminatlng business cycle effects,the TFP growth becomes qulte

stable at the level of 3% or more throughout the sample period with a small upward trend.

Second, by eliminating business cycle effects, the capital contribution becomes qute stable at

the level of 50% or more throughoutthe period･ Third, the orlglnalandthe modified results

almost coincide on the TFP growth as
well as on the relative contributions of labor, capitaland

TFP
averaged for the whole sample period･ We need, however, a reservation for the modified

results especially on labor sincethe labor contribution is now negative in several years･ The

modification may have been done too much especially for labor･17

0bservations on both orlglnal and modified results in Tables land 2 may be

summarized in the followlng Way. China has achieved a good grow血perfTormance over the 15

years since the introduction of Reformand Open-up Policy･ The main factor has been the

stable and high level of capital inputs, the contribution of which is around 50% ofGDP growth.

The labor coI血bution is small around也e lO% level and declining steadily･ Ⅷe TFP growth

has been fairly high at the level from 3% to 4% with a slight tendency of acceleration,and its

contribution to GDP growth is around 40%･ These arethe observations on the aggregate

national economy to be extendedand elaboratedfurtherfrom the reg10nal and provincial polnt

of view.

4･ Growth Accounting fわrRegions and Provinces
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Table 3 presents the results obtained by applying the methodology and data of Section

2 to也e 3 aggregate regions (East,Middle弧d West) as well as to也e 30
provinces (including3

municipalities and
5 autonomous regions).18

It also includes the results obtained for the

national economy ln the previous section･ From Table 3 we can derive several observations and

analys上s On the economic grow血of reglOnS and provinces in China f♭r the past 15 years

coverlng也e
6也, 7血and 8血丘ve-year plans･

There exists a fairly big disparity ln real GDP growthbetween reglOnS aS Well as

between provinces. In terms of the average growthrate of
15 years, the East coastal region is

higber也an也e Middle and West reglOnS by over 2%. In也e provincial level, rapidly growlng

Guangdong (14.7%) and Fujian(14.2%) have achieved growth rate twice as high as slowly

growing Heilongjiang(7.2%) and Qinghai (7.3%).In general, provinces with high growth rates

concentrate in the East reglOn, While provinces with low growth rates in the West reg10n. We

cannot say, however, that provinces in the East are all of high growth, and provinces in the

West are all of low growth, since there are 4 provinces in the East growlng at lower rates than

the national average. In terms of the average growth rate of 5 years fbr也e 3丘ve-year plan

periods, the reglOnal disparlty between East, Middleand West has widened steadily. During the

6th plan period, growth of the East was higher than the Middle and the West by l% only, but

the disparlty became more than 4% during the 8也plan period･ From the 6也to the 8也plan, the

growth speed of the Middle and West reglOnS Was almost unchanged or even declined, but the

East region accelerated in growth not only as a reglOn but also in all of its component

provinces･ Between 30 provinces, the maximum disparlty ln growth was twice in the 6dl plan

period but i{became almost
3 times in the 8也plan period･

Despite the big disparity in real GDP growth, discrepancy in growth of labor is not

large between the three reglOnS. Furthermore, ln all provinces, growth of labor declined from

the 6山to the 8thplan period. resulting ln the same tendency for the national economy･

Contribution of labor to GDP growth declined more drastically in the East reglOn.

Growth ofcapital, on the other hand, was always higher in the East by 4 to 5% than in

the Middle and the West. Discrepancy ln Stock level widened between the East and the other

tⅥ70 reglOnS Steadily during the e血re period of
15 years･19 In the provincial level, provinces of

high GDP grodh are those of high capltal growth, so that growth driven by capital is true also

for the provincial economy･ Contribution of capltal to GDP growth was especially high in the

East (65%) compared with the Middle (40%) and the West (49%) when averaged for the entire

15 years, but itdeclined in the East drastically丘om 71% in the 6也plan period to 43% in也e 8也

plan period, while itremained almost unchanged inthe Middle (丘om 31% to 33%) and in也e

West (from 41% to 41%)･ Disparity in GDP growth has been widening between the East and

the other two reg10nS, While the capital contribution now differs littleand the labor
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Tab一e 3. Growth Accounting for National, Regional and Provincial Economies of China: 198卜1995

Averagedfbrl5years(l981-l995) AVeragedforthe6thp[anperiod(1981-1985) AVeragedforthe7thplanperiod(1986-1990) AVeragedforthe8thplanpenod(1991-1995) 1995

Cap.Stock

(Bili○○nYuan)

Growthrate(%) Contribution(A) Growthrate(A) Conbibution(A) G｢ow仙rate(%) Contributjon(A) Gro仙｢ate(%) Contributjon(ち)

GDPLaborCapitalTFP LabolrCapitalTFP GDPLaborCapitalTFP LaborCapitalTFP GDPLaborCapitalTFP LaborCapitafTFP GDPLaborCapitalTFP LaborCapitaFTFP

Nationa( 10,22.610.63.7 ー35037 lO.83.39.74.3 164440 7.92.611.80,9 177211 12.01.910.36.1 84ー50 1221.7

East 12.02.515.13.0 106525 ll.33.815.71.4 167112 8.62.016.2-0.7 1196-8 16.0ー,813.58.2 5435ー 687.4

Middle 9.82.88.74.3 ー64044 10.93.57.65.5 183151 6.82.810.lO.7 236610 ll.62.ー8.56.7 103357 289.4

West 9.52.710.53.4 164936 10.53.29,84.5 174142 7.62.912.10.7 21709 10.41.99.75.1 104149 160.6

E

A

S

T

Beijing 9.82.213.3l.9 117019 9.43.512.41.3 186814 8.22.415.7-1.0 1499-12 ll.80,81ー.75.4 35146 4(∋.2

Tianjin 8.81.58.63.5 75439 9.43.18.43.4 14493(ラ 5.20,18.40.6 18911 1ー.9ー.28.96.4 54254 26.1

Hebei ll.12.99.25.3 143848 10.23.88.54.3 203842 8.42.910.81.9 185922 14.62.28.29.7 82666 55.5

Liaoning 9.12.38.83.3 125336 9.44.16.64.0 203842 7.61.411.60.7 8839 10.31.58.35.1 74450 73.4

Shanghai 9.30.314.7-0.3 1102-3 9.10.917.8-2.6 4125-29 5.70.014.0-3.3 0158-57 13.00.112.35.1 06139 72.8

Jiangsu 13.52.014.25.2 75439 l3.23.8.l3.44.4 145234 10.21.715.01.6 87616 17.10.414.ー9.6 14356 92.0

Zhejiang 13.92.524.1-0.1 9920 14.94.428.7-2.4 14102-1(∋ 7.72.025.2-6.6 12173-85 19.1ー.218.48.8 35146 62.4

Fujian 14,23.320.52.8 126820 ー3.33.724.7-0.3 1587-2 9.83.219.1-0.9 1792-9 19.43.l17.69.5 84349 29.2

Shandon 12.42.711.05.1 104942 ll.93.29.75.2 124444 8.42.613.4-0.1 ー487-1 16.82.310.1ー0.3 63361 90.2

G∪a∩gdon 14.73.023.61.5 ー07910 12.35.329.2-4.8 22ー17-39 12.61.122.ll.1 5879 19.12.619.58.2 75043 ー17.6

Guangxl 10.42.911.44.7 193645 8.33.510.52.5 284131 6.12.812.20.3 30654 16.72.511.611.2 102367 23.2

Hai∩an 14.52.241.1-3.7 9117-26 9.52.547.0-ll.3 16204-119 18.42.036.32.3 68113 8.9

.W

E

S

T

Shanxi 9.32.54.45.8 ー42363 l1.83.32.88.7 141274 5.92.55.81.8 224830 10.1ー.84.76.9 92368 30.9

Mongolia 10.42.612.33.5 ー45234 14.53.813.56.4 154ー44 7.01.910.81.2 1568ー7 9.62.l12.53.0 125731 15.9

Jilin 10.23.910.13.7 224137 10.95.39.04.1 283437 8.64.811.61.0 325612 1ー.1ー.69.76.1 83655 24.1

Heilong)Lan 7.22.5T22.1 155629 7.23.56.22.2 214830 6.62.28.50.8 147312 7.91.76.83.3 94942 40.1

Anhui ll.53.26.26.9 152660 l4.34.04.310.2 151471 5.93.08.40.3 27685 14.42.66.0ー0.1 92071 37.3

Jiangxl 10,52.810.74.8 173845 10.42.910.64.6 183845 7.42.911.51.3 255818 13.82.79.98,4 122761 ー9.3

Henan 10.93.210.05.0 183546 ll.93.98.56.2 202852 7.73.212.21.0 256113 13.02.59.27.9 122761 49.4

Hubei 10.52.110.64.3 104941 12.32.910.55.7 124246 6.31.910.90.0 1685-1 13,0ー.410.47.2 63955 38.8

H∪nan 8.92.69.73.7 184141 9.12.78.54.2 193546 6.73.OlO.90.7 286210 ll.12.09.66.2 113356 36.0

M

Sichuan 9.12.412ー02.7 155629 9.72.811.23.4 174935 6.42.813.9-1.1 2592-17 ll.31.510.95.8 84151 53.7

Guizhou 9.33.57.24.4 242948 12.53.86.37.8 1919(∋2 6.84.38.40.9 404614 8.72.46.94.6 ー73053 ー2.5

∩ Yunnan 10.53.012.62.2 136621 ll.83.812.73.2 155927 9.42.913.30.9 14779 10.22.3ー1.82.7 106327 22.7

D Tibet 7.90.89.ー5.4 82468 ll.30.98.78.8 61678 2.50,49.70.2 13807 9.81.19.17.1 91972 2.4

D Shaanxi 9.82.98.24.8 ー83349 ll.13.86.96.1 212555 8.92.810.43.1 194635 9.42.17.45.3 143156 24.7

L Gans∪ 9.22.56.54.8 143551 8.53.14.74.6 192754 9.62.88.73.9 154541 9.71.86.15.8 931(iO 14.2

E Oinghai 了.32.44.64.0 ー92754 9.13.33.45.8 211663 5.32.25.61.6 244531 7_61.84.74.5 142759 5ー5

Ninp(ia 9.23,49.03.2 204535 ll.63.86.46.5 1856 8.03.51ー.80.6 24688 8.ー2.98.72.6 19ヰ932 4.9

Xinjiang ll.31.814.23.8 95734 12.51.916.04.1 85833 9.71.713.92,4 106625 ll.81.812.85.0 84942 2ー.3

*1 Sum of capital stocks by province or by region is smaHer than national tota一(5.8% or 7.8%) because of the investment in unseparable regions.

*2日ainan became the thirtyth province in March 1998. Average for 198ト1995 means that for 1986-1995･



Contribution is generally small･ This indicates a slgnificant role of TFP in the widenlng gap ln

growth especially in recent years･

TFP groⅥ也was bigber in也e Middle and West reglOnS than in也e East reglOn during

the period of the 6dl
and 7thflVe-year Plans, but this relation was reversed in the recent period

of the 8也丘ve-year plan･ In也e provincial level, bal一or more of也e provinces in the East reglOn

with negative
TFP growth during the 6也and 7thfive-year plans all achieved positiveand high

TFP
growth in the recent 8th planperiod･ Correspondingly, TFP contribution to GDP growthin

the East reg10n, Which was much lower thanthe Middle and West reglOnS during the 6thand 7th

five-year plans, attained almost the same level in the latest 8血planperiod･ In other words,the

TFP contribution improved drastically in the East (丘om 12% to 51%) but not much in the

Middle (from 51%to 57%) and in the West (from 42%to 49%).

In sum, at least three observations can be derived from Table 3 on the economic

growth of China in the reglOnal and provincial level. First,也e economic growth of reglOnS and

provinces in China depends heavily on the input of capital as for the national economy. Second,

the higher growth in the East reg10n is attributed to the higher Input Of capital inthe reglOn

compared with the Middleand West reglOnS. Third, the gap in GDP growth widened between

the East
and the other

two reglOnS during the period of the 8也five-year plan･ This~is partly due

to the capltal input promoted further in the East, but mainly due to the TFP growth accelerated

drastically in the East compared with the other two reglOnS.

5. Regional Disparity: Overview

Regional disparlty Or the widenlng gap between reglOnS is one of the key lSSueS in the

current Chinese economy･20 The reglOnal disparlty discussed in the previous section has been

concemed about the gap in GDP growth, which leads to the gap ln economic size or economic

capaclty between regions. This is an importantfi1ed of regional development strategy, but most

of the researches on reglOnal disparlty ln the past have focused on the widenlng gap ln income

between reglOnS and provinces･ Here wewi1l also concentrate on the gap ln income between

reglOnS and provinces, and analyze it on the basis of the growth accountlng applied across the

thirty provinces･ Befわre the analysts, We Ⅵ7illgive an overview of the reglOnal income disparlty

in China in terms of per capita GDP (Table 4),average wage of formal employees (Table5),

and income of urban andrural households (Table 6).Though this section provides several

important facts on the disparlty Of reglOnal income, it can be skipped to the next section for the

analysis Of disparlty Without losing the continuity Of argument･21

Table 4
presents,first, real per caplta GDP of each province at constant 1995 pnces

for 1980
and

1995 in both absolute and relative levelsI The table also provides changes in the
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Table 4. Per Capita GDP (at Con`stant 1995 Prices) by Province: 1980-1995

1980 1995 1995minus1980 G｢owthRate(%)

GDP/N*China=1Guizhou=1 GDP/N*China=1Guizhou=1 China=1Guizhou=1 1981-851986-90199ト901981-95

National 13931.002.29 48541.002.62 0.000.32 9.36.310.78.7

East 15521.112.56 68701.423.71 0.301.15 9.86.815.010.5

Middle 11160.801.84 37210.772.01 -0.030.17 9.55.110.68.4
West 9190.661.5ー 29850.621.6ー

-0.040.10 9.36.19.38.2

E

A

S

T

Beuing 36952.656.09 130732.697.06 0.040.97 7.96.5ー2.59.0

Tiartiin 35272.535.81 ー03082.125.56
-0.4l-0.25 7.93.7ー0.97.5

Hebei 11600.831.91 44440.922.40 0.080.49 8.66.2ー3.69.5

Liaonlng 22031.583.63 68801.423.71 -0.160.08 8.26.19.78.0

Shanghai 64334.6210.59 189433.9010.22
-0.71-0.37 5.64.512.77.6

Jiangsu 133ー0.962.ー9 72991.503.94 0.551.75 12.28.416.012.2

Zhejiang 13470.972.22 80741.664.36 0.702.14 13.76.6ー8.412.9

Fujian 12200.882.01 69651.433.76 0.561.75 ll.48.117.912.5

Shandong 12100.871.99 57581.193.ll 0.32ー.ll 10.76.3ー6.211.1

Guangdo∩g ー3480.972.22 79731.644.30 0.672.08 10.510.616.912.7

Guangxi 10520.751.73 35430.731.91
-0.030.18 6.44.215.08.6

Hainan 8010.581.32 52251.082.82 0.501.50 16.87.516.613.6

M

Shanxi 11920.861.96 35690.741.93 -0.ー2-0.04 10.54.48.37.7

Mong○=a 8690.621.43 36390.75ー.96 0.ー30.53 13.05.611.910.2

I JiJin 12080.871.99 44140.912.38 0.040.39 ー0.07.4ー0.19.2

D Hei]ongjiang 22251.603.66 54651.132.95 -0.47-0.71 6.25.46.96.2

D Anhui 8300.601.37 33570.691.81 0.100.44 ー3.04.212.810.0

L Jiangxi 8380.601.38 30800.631.66 0.030.28 8.95.613.19.2

E Henan 9000.651.48 33130.681.79 0.040.31 ー0.35.711.79.2

Hubei 11570.831.91 41420.852.24 0.020.33 10.94.41ー.69.0

Hunan 11670.841.92 34700.711.87
-0.l2-0.05 7.74.910.17.6

W

E

S

T

Sichuan 9900.711.63 32010.661.73 -0.050.10 8.85.210.88.3■

Guiヱhou 6070.441.00 ー8530.381.00 -0.050.00 ー1.05.07.47.8

Yunnan 8610.621.42 30440.631.64 0.010.22 ー0.27.68.78.8

Tibet ー0670.771.76 23920.491.29 -0.27-0.47 8.90.78.25.9

Shaanxi 8340.60ー.37 28430.591.53 -0.010.16 9.97.58.58.6

GanSu 7840.561.29 22880.471.23
-0.09-0.06 7.17.97.77.6

Qinghai 7840.561.29 22880.471.23 -0.09-0.06 7.17.97.77.6

Ningxia 12380.892.04 33280.691.80
-0.20-0.24 9.25.36.26.9

Xirtiiang 12910.932.13 48190.992.60 0.070.48 ー1.37.49.09.2

* N =
population



Table 5. Average Wage of Formal Employees (at Constant 1995 Prices) by Province: 1980-1995

1980 1995 1995minus1980 GrowthRate(%)

ReaLWageChina=1Guizhou=l F3ealWageChina=1Guizhou=1 China=1Guizhou=1 81-8586-9091-9581-95

National 29931.001.00 55001.001.23 0.000.23 4.42.55.84.2

East 30431.021.02 63801.161.43 0.140.41 5.33.37.05.2

Middle 29550.990.99 44530.810.99 -0.180.00 3.ll.73.82.9

West 31741.061.06 48730.891,09 -0.170.02 4.31.92.93.0

E

A

S

T

Beuing 39081.31l.3l 81441.481.82 0.180.51 5.12.87.65.2

Tianjin 31441.051.05 65011.181.45 0.130.40 5.64.45.35.1

Hebei 26700.890.90 48390.881.08 -0.010.19 4.53.64.44.2

Liaoning 35051.ー71.18 54340.991.21 -0.180.04
3.23.32.73.1

Shanghai 31041.041.04 92791.692.07 0.651.03 6.83.912.77.8

Jiangsu 27640.920.93 59431.081.33 0.160.40 7.91.86.75.5

Zhejiang 31711.061.06 66191.201.48 0.140.42 5.62.17.95.2

Fujian 20350.680.68 58571.061.31 0.380.63 7.05.89.57.4

Sha∩dong 21420.720.72 51450.941.15 0.220.43 6.14.48.36.3

Guangdong 35901.201.20 85201.551.90 0.350.70 5.83.19.26.1

Guangxl 29660.990.99 51050.931.14 -0.060.15
3.96.72.74.4

Hainan 34401.151.15 53400.971.ー9 -0.180.04 2.80.76.23.2

M

Shanxi 29831.001.00 47210.861.05 -0.140.05 4.62.72.53.3

Mongo=a 28410.950.95 41340.750.92
-0.20-0.03

2.91.73.32.6

I Jilin 30321.011.02 44300.810.99 -0.21-0.03
2.40.84.82.7

D Heilongjiang 33361.111.12 41450.750.93 -0.36-0.19
1.40.23.01.5

D Anhui 26090.870.87 46090.841.03 -0.030.16
4.03.05.04.0

L Jiangxi 28190.940.95 42110.770.94 -0.180.00
3.00.84.82.9

E Henan 25630.860.86 43440.790.97 -0.070.ー1
3.72.35.03.7

Hubei 29660.990.99 46850.851.05 -0.140.05
3.92.73.13.2

Hunan 31651.061.06 47970.871.07 -0.190.01
3.72.03.12.9

W

E

Sichuan 30521.021.02 46450.841.04 -0.170.01
3.92.52.63.0

Guizhou 29831.001.00 44750.811.00 -0.180.00
3.ll.93.82.9

Yunnan 28220.940.95 51490.941.15 -0.010.20
5.62.45.14.3

Tibet 42181.411.41 73821.341.65 -0.070.24 7.8-2.48.44.6

Shaanxi 31851.061.07 43960.800.98 -0.26-0.09
4.ll.71.22.3

S

T

Gansu 34621.161.16 54931.001.23 -0.ー60.07
5.51.13.53.3

Qinghai 34621.161.16 54931.001.23 -0.160.07 5.51.13.53.3

Ni∩gxia 33991.ー41.14 50790.921.13 -0.210.00
3.21.93.42.8

Xinjiang 34271.141.15 53480.971.20 -0.170.05
4.32.02.93.1



Table 6. Annua) Per Capita Income (at Constant 1995 Prices) of Urban and Rural Households by Province: 1980-1995

∪｢banHouseholds Ru｢alHouseholds Urban-R∪ralDisparity

1980ー99519951980 1995 1995 GrowthRate(%) 1980 1995 1995 G｢owthRate(%)
lncomeChina=1 lncomeChina=l minus80 81-8586-909l-9581-95 lncomeChjna=l ]ncomeChina=l minus80

81-8586-9091-9581-95
rbn/Rurlrbn/Rur[minus8

Nationa一 17211.00 38921.00 0.00 5.04.37.85.7 6181.00 15781.00 0.00 12.32.94.56.6 2.792.47-0.32

East 18421.07 48321.24 0.17 6.84.98.66.7 8331.35 23641.50 0.15 12.73.16.37.3 2.212.04-0.17

Middle 14320.83 31730.82 -0.02 6.43.46.95.5 5610.91 14320.91 0.00 12.43.04.66.7 2.552.21-0.34

West 15650.91 34530.89 -0.02 7.62.07.15.6 5510.89 10560.67 -0.22 10.32.90.74.6 2.843.270.43

E

A

S

T

Beijing 23121.34 58681.51 0.16 1.811.09.17.3 8971.45 32242.04 0.59 19.13,54.99.2 2.581.82-0.76

Tianjin 18841.09 46261.19 0.09 7.23.88.26.4 10271.66 25311.60 -0.06 12.04.13.36.5 1.841.83-0.01

Hebei 14730.86 36740.94 0.09 5.97.06.4.6.4 5040.81 16691.06 0.24 14.3-0.312.78.9 2.922.20-0.72

Liaoning 18851.10 33070.85 -0.25 2.85.13.93.9 7881.27 17571.ll -0.16 ll.13.03.55.9 2.391.88-0.51

Shanghai 22141.29 68221.75 0.47 9.23.911.08.0 17102.77 42462.69 -0.08 ll.84.44.06.7 1.301.610.31

Jiangsu 16680.97 42091.08 0.ll 9.02.28.56.6 7181.16 25471.61 0.45 15.21.111.49.2 2.321.65-0.67

Zhejiang 19361.13 57181.47 0.34 9.34.19.77.7 7281.18 29661.88 0.70 17.55.47.510.1 2.661.93-0.73

FLtiian 16860.98 43261.ll 0.13 6.66.010.77.8 5530.89 20491.30 0.40 15.52.99.99.4 3.052.ll-0.94

Shandon 14510.84 39531.02 0.17 8.14.48.67.0 6551.06 17151.09 0.03 ll.30.59.17.0 2.222.300.09

Guangdon 20781.21 68501.76 0.55 7.95.711.78.5 9471.53 26991.71 0.18 9.65.07.27.3 2.202.540.34

Guangxi 16860.98 42891.10 0.12 7.14.88.06.6 6751.09 14460.92 -0.18 9.ll.75.25.3 2.502.970.47

Hainan 18291.06 43451.12 0.05 7.92.98.26.3 7991.29 15200.96 -0.33 9.61.13.04.6 2.292.860.57

M

I

D

D

L

Shanxi 13680.79 29270.75 -0.04 6.24.45.35.3 4950.80 12080.77 -0.04
15.31.23.16.6 2.762.42-0.34

Mongolia 12700.74 25870.66 -0.07 7.21.95.95.0 5940.96 13000.82 -0.14 12.61.33.75.9 2.141.99-0.15

Ji[in り441.01 29140.75 -0.26
0.23.87.53.8 4970.80 16101.02 0.22 12.19.16.29.1 3.511.81-1.70

Heito∩glla 15760.92 29680.76 -0.15 6.9-0.77.14.4 5450.88 17661.12 0.24 12.08.37.19.1 2.891.68-1.21

Anhui 13840.80 34060.88 0.07 7.14.87.16.3 5060.82 13030.83 0.01 13.91.46.07.1 2.732.61-0.12

Jiangxi 9830.57 30460.78 0.21 12.73.97.78.1 5030.81 15370.97 0.16 ー4.63.26.07.9 1.961.980.02

E Henan ー1550.67 30300.78 0.ll 7.95.27.16.7 4440.72 12320.78 0.06 12.73.25.87.2 2.602.46-0.14

Hubei 14740.86 36060.93 0.07 7.94.36.66.3 6901.12 15110.96 -0.16 12.73.31.55.8 2.142.390.25

Huロan 19301.12 40701.05 -0.08 4.73.37.65.2 7781.26 14250.90 -0.36 10.2-0.83.44.3 2.482.860.37

W

E

S

T

Sichuan 14770.86 35860.92 0.06 8.64.65.46,2 5160.84 11580.73 -0.10 9.04.73.45.7 2.863.100.23

Guizhou ー2350.72 34270.88 0.16 10.03.48.27.2 2770.45 10870.69 0.24 14.78.25.99.6 4.453.15-1.30

Yunnan 15010.87 36840.95 0.07 8.03.87.16.3 4080.66 10110.64 -0.02 13.62.23.66.5 3.673.64-0.03

Tibet 24131.40 4460ー.ー5 -0.26 7.60.26.14.6 6681.08 12000.76 -0.32 9.09.5-2.15.4 3.613.720.10

Shaanxi 15610.91 30480.78 -0.12 5.55.43.34.7 5320.86 9630.61 -0.25
13.50.2-0.54.4 2.933.170.23

Gansu 9050.53 28940.74 0.22 8.0-2.524.610.1 5730.93 8800.56 -0.37 5.90.52.73.0 1.583.291.7ー

Qinghai 9050.53 28940.74 0.22 8.0-2.524.610.1 5730.93 8800.56 -0.37
5.90.52.73.0 1.583.291.71

Ningxia 16560.96 30270.78 -0.18 5.52.74.74.3 6010.97 10370.66 -0.32 10.02.3-0.34.0 2.752.920.16

Xinjiang 15800.92 38410.99 0.07 8.92.27.86.3 7331.19 11370.72 -0.46 ll.72.3-3.93.4 2.163.381.22



relative levels ofreal per cap血GDP丘om
1980 to 1995 (i･e･,"1995 minus 1980") as well as

its anmal average growth rates for the 3 flVe-year Periodsand the entire fiaeen-year period･

Table 4 indicatesthe ongolng Situation of reglOnal income disparlty in China seen from per

caplta GDP･ Namely, the gap between the poorest Guizhou and the richest Shanghai was

narrowlng though to a very small extent, but the gap between the poorest Guizhouand the

other provinces in the East region expanded mostly
to a remarkable exterlt (See "1995

minus

1980", Guizhou-1). Also in the light of the relative levels to national average (China-1),the

gap between provinces of the East andthose of the West was widenlng ln general･ In terms of

the growth rate, on the hand, the difference was small between reg10nS and provinces during

the 1980s, but there emerged a big difference inthe 1990s.

Table 5 presents similar data on income disparlty ln terms Ofthe real wage of formal

employees at constant 1995
prlCeS.When seen from wage data or as far as formal employees

are concemed, the income disparity is far smaller between reg10nS and provinces compared

with the case seen丘om per cap止a GDP. From 1980 to 1995,也e gap
ln average Wage increased

to some extent between the East and the other two regions ("1995 minus 1980", China-1) wi也

trend acceleration in the 1990s as canbe seen from the growthrates. Also for the same period,

almost all provinces in China increased their relative positions to Guizhou･ Wage here is more

or less related to urban income in Table 6.

Table 6 compares annual per caplta income between urbanandrural households in

eacll reg10n Or in each province.
To put itinanother way, Table 6 provides data on income

disparlty between regions and provinces either within urban households or
withinrural

households. From the table, we can derive three observations with interestlng Implications
on

the reglOnal income disparlty in China. First,the gap ln per Cap止a income between reglOnS and

provinces was bigger f♭r the mral bousebolds than fわrthe urban both in 1980 and
1995,

especially in the latter.Second,丘om 1980 to 1995, this income gap widened littlefor the urban

households, but much fわr the mral, resulting especially丘om the relative decline in mral

income of almost all provinces in the West. Third, the urban-rural income gap narrowed in

many provinces of the East and Middle reglOnS, but widened mostly in the West reg10n. Table

6, therefore, indicates a crucial role of therural households and the West reg10n in explaining

the reglOnal income dispar止y in China.

In sum, we can say on the reglOnal dispar止y in China the fbllowlng two Scores. First,

the gap ln Per CaPlta GDP widened remarkably between the East and the other two regions

especially ln也e 1990s･ Second, the income gap wi也in mral households especially betⅥ′een

the West and the other two regions Was Crucial to explain the reglOnal disparlty ln the 1990s･

6･ Regional Disparity: Gap Accounting Analysis
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The regional income disparityoverviewed in the previous section call beanalyzed on

the basis of the growth accounting framework applied to the cross section data of thirty

provinces･ The framework here may better be called "Gap Accounting rather than"Grow血
〃

Accountlng
, Since it accounts for changes in income over reglOnS Or Provinces ratherthaJl

〃

changes in income over time. The target here is the disparity ln Per CaPlta GDP between

provinces in 1995, i.e.,GDP爪J (1995) in Table 4 or Ymin Table 7･22 In
other words, we will

compare per caplta GDP of each province with the national averageand try to account forthe

discrepancy ln Per CaPlta GDP in terms of the discrepancy ln labor, capitaland total factor

productivity for each reglOn･ The formula for gap accounting applied tothe cross section data

can be expressed as:

(6) Ay/yo- a, Al/lo+(1-a,) Ak/ko+ ATFP/TFPo

where Ay-y-yo, Al-I-lo, Ak-k-ko, ATFP -TFP-TFPo,y -Yq-percaplta

GDP, l - L/N -

per caplta labor Input, k - KN -

per caplta CaPitalinput, TFP - total factor

productivlty, CO
-

labor share, N
-

population, Y - GDP, L - labor input,and K -

capital

lnPut･ Note that the su氏x o means the national average,and yo, lo, koand TFPo areall set

equal to one (1.0).

All necessary data for 3 aggregate reg10nS and
30

provinces are listed in the firsthalf

of Table 7, while the results of gap accountlng are Presented in the remainlng half, the last

three columns of which give percentage contributions of labor, capitaland TFP to the gap ln

per capita GDP computed by using eq.(6).Note that TFP/TFPo is derived from A TFP/TFPo

where TFPo-1, indicatlng the absolute level ofTFP with the national average as the base･

From Table 7, we can polnt Out,first, On the disparity between three aggregate reglOnS･

In the aggregate reg10na1 level, capital input is the common key factor to account for regional

disparity. That is to say, the higher income in the East is due to the higher input of capital (by

45%), while the lower income in the Middleand the West due to the lower input of capital (by

67%and 50% respectively).TFP is also the key factor, but not common, withthe exception of

the Middle reglOn. That is to say, the higher income in the East is due to the higher level of

TFP (by 53%), Ⅵ血ilethe lower income in the West due to the lower level ofTFP (by 57%)･

Labor input, in general, does not account much for the income disparityeither positively or

negatively.

Second, within the East region, the capital input factor is dominaJlt for Beijing,TianJln,

Shanghai and Liaonlng, While the TFP factor is dominaJIt for Shandong, Jiangsu, Zhejiangand

Fujian,to account for the higher per capita GDP than the national average. For Guangdong, the
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Table 7. Gap Accounting across Provinces: 1995 *

N

ぐ0000ps)

GDP(Y)

(100m¥)

L

ぐ0000ps)

K

(100m¥)

W

(Lshare)

Y/N=y

(¥/psns)

L/N=l K/N=k

(¥/psns)

RatiotoNationalAVerage(China=l) GapRatetoNationaーAVerage(%) contributiontoGapRate(%)l
y/yo I/lo k/ko 丁FP′TFPo △y/yo △l/lo △k/ko ATFP′丁FP △l/lo △k/ko ムTFP/丁FP○

National 121ー21 58260 62388 122160 0_515 4810 0.5ー5 10086 1_000 1.000 1.000 1_000 0.0 0.0 0.0 0.0

East 49350 33615 25718 68741 0.499 6812 0.521 ー3929 1_416 1.0ー2 1.381 1.222 41.6 1.2 38.1 22.2 ー 45 53

Middle 42901 15868 21145 28941 0.554 3699 0.493 6746 0_769 0.957 0_669 0_946 -23.1 -4.3 -33_1 -5.4 -10 -67 -23

West 27413 815q 14767 16055 0.580 2973 0_539 5857 0.6ー8 1.046 0.581 0.783 -38.2
4_6

-41.9 -2ー.7 7 -50 -57

E

A

S

T

Beuing 1251 1395 665 4620 0.484 11150 0.532 36930 2.318 1.032 3.662 0.970 131.8 3.2 266.2 -3.0
1 101

-2

TiarLiin 895 920 515 2614 0.445 ー0284 0.576 29216 2_138 1.118 2.897 1.095 113.8 ll.8 ー89.7 9.5 5 87 8

Hebei 6437 2850 3252 5548 0.539 4427 0.505 8619 0ー920 0.981 0_855 0.999 -8.0 -1.9 -14.5 -0.1 -ー3 -86 E】

Liaoning 4037 2793 2028 7337 0.458 6919 0_502 18174 1.439 0.975 1.802 1.039 43.9
-2.5

80.2 3_9 -3
94 9

Shanghai 130ー 2463 794 7279 0.358 18922 0.610 55932 3_934 1.185 5.546 1.292 293.4 18.5 454.6 29.2 3 87 10

Jiangsu 7066 5155 3650 9196 0.482 7296 0.517 ー3014 1.517 1.003 1.290 1.370 51.7 0.3 29.0 37.0 0 28 72

Zhejiang 4389 3525 2621 6241 0.470 8031 0.597 14220 1.670 1_159 1.410 ー.383 67.0 15.9 41_0 38.3 12 31 57

Fujian 3ー65 2ー6ー 1567 2924 0.530 6827 0.495 9240 1.419 0.962 0.916 1.479 41.9 -3.8 -8.4
47.9 -5 -ー0 ー14

Shando∩g 8705 5002 4358 9022 0.457 5747 0_50ー 10364 1ーー95 0.972 ー.028 1.194 ー9.5
-2.8

2_8 19.4 -7
7 100

Guangdo∩ 6838 5382 3551 11761 0.507 7870 0.519 17199 I_636 1.008 1.705 1_287 63.6 0.8 70_5 28.7 ー 54 45

Guangxl 4543 1606 2382 2323 0_671 3535 0_524 5113 0.735 1.018 0_507 0_925 -26.5
1.8

-49.3 -7.5 4 -76 -28

Hainan 723 364 335 894 0.589 5037 0.463 12365 1.047 0.898 1ー226 1_002 4.7
-10.2

22_6 0.2 -119
215 4

M

I

Shanxi 3077 ー092 1425 3093 0.508 3550 0.463 10051 0.738 0_899 0.997 0_792 -26.2 -10.1 -0_3 -20.8 -20 ■ -80

Mo∩go=a 2284 833 1029 ー586 0.560 3646 0.451 6943 0.758 0.875 0.688 0.969
-24.2 -12.5 -31_2 -3.ー -28 -60 -13

J川n 2551 1ー29 127ー 2410 0_584 4427 0.498 9448 0_920 0.967 0.937 0_967 -8.0 -3.3 -6_3 -3.3 -23 -36 -42

D Heilon由iang 3701 2015 1543 4010 0.435 5443 0.417 10835 1.132 0_809 1_074 1ー183 ー3.2 -19.ー
7.4 ー8.3

-69
30 139

D Anhui 6000 2004 3207 3734 0.524 3339 0_535 6223 0_694
.1_038

0_6ー7 0.859 -30.6
3.8 -38.3 -14_1

6
-60 -46

し Jiangxl 4063 ー205 2101 ー926 0.630 2966 0.517 4741 0ー617 1.004 0.470 0.841 -38.3
0.4

-53.0 -15.9
1 -59 -41

E Henan 9ー00 3003 4509 4936 0.614 3300 0.495 5424 0_686 0.962 0.538 0.909
-31,4 -3.8 -46.2 -9.ー -7 -64 -29

Hubei 5772 2391 2594 3885 0.514 4143 0.449 6731 0_861 0.872 0.667 ー.088 -13.9 -ー2.8 -33_3
8.8 -47 -ー16

64

Hunan 6353 2ー96 3467 3604 0.621 3456 0_546 5673 0ー719 1.060 0.562 0.874
-28.1

6.0 -43.8 -ー2.6
12 -67 -45

W

E

S

T

Sichuan 1ー163 3534 6301 5369 0.577 3166 0.564 4810 0.658 ー.096 0.477 0.843 -34.2 9.6 -52.3 -15.7
15

3

6

-7

-69 -46

Guizhou 3420 630 18ー2 ー250 0.627 ー843 0.530 3656 0.383 1.029 0.362 0.640 -61.7
2.9 -63.8 -36.0 -44 -58

Yunnan 3990 1207 2149 227ー 0_453 3025 0.539 5692 0.629 1.046 0.564 0.831
-37.1

4_6 -43.6 -.16.9 -61

0

-32

-45

Tibet 236 56 115 238 0.794 2372 0.488 10085 0_493 0.947 1.000 0.528 -50.7 -5.3 -0.0 -47.2 -93

Shaanxi 3513 1000 1748 2475 0.608 2847 0.498 7045 0.592 0.966 0.699 0.743 -40.8 -3.4 -30.1 -25.7 -5 -63

Gansu 2438 553 ー483 1422 0_509 2270 0.608 5833 0_472 ー.181 0.578 0.585
-52.8

ー8.1 -42.2 -41.5
18 -39 -79

Qinghai 481 165 242 553 0_571 3435 0.502 11492 0.714 0.974 1.ー39 0.664 -28.6 -2.6
13.9 -33.6 -5

22 -ー17

Ningxia 512 170 241 494 0.54ー 3315 0.47ー 9648 0.689 0.914 0.957 0.755
-31.1 -8.6 -4.3-24.5 -15 -7 -79

Xinjiang ー661 835 676 2134 0_544 5025 0_407 12848 1.045 0.790 1.274 1.027 4.5
-21.0

27_42.7 -249
289 60

*N=population(10000persons).Y=realGDP(100mi"ionyuans).L=]abor(10000persons).K=realcapitalstocks(100m=ionyuans).Y/Nhereiscomputed.whiLeY/NinTable4isfromStat/'stI'Ca/yearbook.



Table 8. Factors of TFP Growth: Regressions across Provinces (199ト1995)*

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

Constant

g(L),%

g(K). %

HDI, %

Trade/GDP, %

Dummy⊥M

(Midd一e)

Dummy-W

(West)

3.3244

(1.367)

0.6313

(4.451)

0.3687

(4.451)

0.068

(1.625)

1.9696 1.8901 l.7973 9.2139 5.4239

(3.456) (1.098) (1.020) (2.886) (3.914)

0.7144 0.7102 0.7104 0.7480 0.7292

(4.155) (4.163) (4.093)

0.2856 0.2898 0.2896

(4.155) (4.163) (4.093)

0.0202 0.0235

(0.726) (0.801)

0.1395 0.1380 0.1371

(6.535) (6.375) (6.207)

0.0861 0.0749 0.093

(2.336) (1.862) (1.590)

-0.01
08

(-0.432)

(3.891) (4.223)

0.2520 0.2708

(3.891 ) (4.223)

-0.0458

(-1.313)

0.1022 0.1 128

(4.302) (4.966)

0.041 5 0.0408

(1.060) (1.028)

-1.8982 -1.1333

(-1.828) (-1.299)

-3.561 2 -2.2365

(-2.716) (-2.470)

0.51 3 0.830 0.833 0.834 0.875 0.866

1.328 2.141 2.1 94 2.213 2.269 2.221

*
g(

I ) =
average annua一 growth rate for 1991-1995.

HDI = Human Development Index, level in 1990.

Inon-s/I = investment of non-state enterprise / total investment, average for 199l-1 995.

FDI/I = foreign direct investment / tota一 investment, average for 1991-1995.

Trade/GDP = (exports+imports)/GDP, average for 1991-1995.

Dummy-M = dummy variable for the provinces in the Middle region.

Dummy-W = dummy variable for the provinces in the West region.

R2 =

coefficient of determination, DW = Durbin-Watson ratio. ( ) = t-ratio.

Data sources: Ch/ha Stet/'stI'ca/ yeallbook, Ch/'na F7egl'ona/ Economy, etc.
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capitaland
TFP factors are both important, while for Hainan, the lower Input Of labor is

substituted by the higher Input Ofcapital･ The lower income in Hebeiand Guangxl, Onthe hand,

canbe expalned mainly by the lower Input Of capital･
Next, ln the case of the Middle reg10n

where per caplta GDP is generally lower, bo也capital and TFP explain也e lower血come in

many provinces, while laborand capital in some provinces,and labor and TFP in another

province･ In Heilong]1ang, the higher level of TFP offsets the lower level of labor Input,

resulting ln the higher income than the national average. Finally, ln the case of the West reg10n,

the low level of TFP orthe low level of both TFPand capital input is the major factor to

account for the much lower level of per caplta GDP.

We cansee from Table 7 that the level of TFP is qulte important in explainlng the

income disparlty in China between reglOnS and provinces. Then,也e problem is what accounts

for the difference in TFP level between reg10nS and provinces. Table 8 is an attempt to answer

this question based agaln On the cross section data of
30

provinces, though indirectly by

explaining the growthofTFP, notthe level, in the 1990s forthe 8也planperiod (1991-1995).

Table 8 presents the results of regression where growthof real GDP (gU)) is explained by

growthof production factors (g(L) and g(K)),
level of human development (HDI), degree of

market economy (Inon-s/I),degree of openness (FDI/Iand Trade/GDP), and region-specific

factors (Dummy-M and Dummy-W). Note that the coefficients of laborand capital (i.e.,share

parameters)
are constrained to add up to one.23 It is assumed in the regression that the TFP

growth corresponds tothe GDP growth unexplained by the growth of labor and capital inputs,

i.e.,the explanatory variables other thang(L) and g(K).
From Table 8, we cansee that the non-

state enterprlSeS, foreign direct investment and, though to a weaker degree, social development

are the important common factors to explain TFP growth in each province･24 still many,

however, may be left unknown since the two reg10n-specific dummy variables are estimated
to

explain the large gap (1.9-3.6% or 1.ト2.2%) in residuals or TFP growth betⅥ′eenprovinces in

the East and the Middle and West reglOnS.

7. Summary and Conclusion

We have presented in this paper a new method of estimatlng total factor productivlty

(TFP) and capital stocks simultaneously at the same time,弧d applied it to也e growth

accountlng Of the Chinese economy ln the national, reg10nal, and provincial levels. The

measurement and analysts Of this paper can be summarized as follows･ The rapid growth in

China fわrthe丘氏een years since the Refわrm and Open-up Policy lS mainly due to也e high and

stable level of capital input, the contribution of which is around 50% of GDP growth. The

contribution of labor is small around 15% of GDP growth, and it has been declining steadily.
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The growth of TFP has been fairly high atthe rate around 3-4% witha rislng tendency,and its

contribution to GDP growth is around 40%･ The economic grow血of reglOnSand provinces in

China also depends heavily on the input of capital･ The higher growth inthe East reglOn is

attributed also tothe higher Input Of capital in the reg10n compared with the Middleand West

reglOnS. Between也e East and也e other two reglOnS,也e gap血GDP grow也has widened

recently during the period of the 8thfive-year plan･ This is partly due tothe capitalinput

promoted further in the East region, but mainly due tothe TFP growth accelerated drastically

in the East reglOn COmpared wi出血e other
two reglOnS. Again between也e East and也e o血er

two regions, the gap ln Per CaPlta GDP has widened remarkable especially inthe 1990s･ The

gap ln income withinrural households, especially betweenthe Westand the other two reg10nS,

is a crucial factor to explain this regional income disparity.The level of TFP is also quite

important, together with the level of capital,
to

explain the income dispanty in China between

reg10nS and provinces. The growth ofTFP
in

each province inthe 1990s is closely related with

such common factors as the expansion of non-state enterprlSeS, the increase in forelgn direct

investment
and,

to a lesser extent, the degree of human development, but itstilldepends much

on the reglOn-SpeCi丘c elements.

The research of this paper must be extendedand elaborated in the following direction.

First is the data improvement. Measurement of TFPand capital stocks here depends heavily on

the estimates of real investment, namely, of investment deflator, which must be improved

especially for the provincial level in accordance with the improvement in data availability. The

same is true also for the quality of capital and labor, including more rlgOrOuS treatment Of

working hours aJld utilization rate ofcapltal. Second is the content of TFP. Theanalysis ofTFP

itself must be extended theoretically and emplrlCally especially for the provincial level,

clarifying also the reglOn-specific elements. Third is the application of our new method to

other fields_ One possible field of application is the growthaccountlng Of industry level to

analyze industrial structure as well as to
supplement the analysis Ofthe aggregate national level.

Another field is to apply the method to other developlng countries especially in the Eastand

SouthAsia to analyze the productivlty ln China from the point Of view of theinternational

comparison･ After accomplishing these tasks, theanalysIS Of growth accountlng ln this paper

will shiftto more practical problems of the Chinese economy such as evaluation of growth

pote血als, analysュs Of intema{ional competitiveness, and so on･25
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Appendix: Computation of Solutioms

The method
developed in Section 2 to simultaneously determine TFP growthand

cap血1 stocks
can be applied

to the numerical calculation on the a血al economy qu止e easily

by uslng Ordinary PC so氏ware such as Microso氏Excel･ Table Al, Figure Al, Table A2,and

Figure A2 illustrate concrete computation procedure when the method is applied to the national

data of the Chinese economy (Section 3, Table I).Table Al and Figure Al illustrate the

iterative calculation (with 13 iterations in this case)for the economically meaningful range of

TFP. From Table Aland Figure Al, we can see that the gap (GTB-GTE) between the initial

value of TFP growthrate (GTB) at the beginning of calculationand the end value of TFP

growth rate (GTE) at the end of calculation becomes zero at the point GTB-0･03746 during the

process in which GTB is changed bitby bit from O･025 to O･112･ That is to say, the solution for

TFP of the simultaneous determination system is 3.75% (averagegrowth rate for 1981-1995),

and the corresponding capital stocks in 1995and 1980 (K95, K80) are, respectively, 12216･8

and 2705.5 billion yuans.

Table Al and Figure Al may glVe an impression that GTB-0･ ll 1 is another solution,

but this is a solution which is economically meanlngless
as seen from Table A2, since K95 and

K80 which corresponds to GTB-0･11l are abnormally large and K95 becomes smaller than

K80 (i.e.,K95<K80). From Table A2 and Figure A2, we can see that there exist at least 5

points, other than GTB-0.0347, which satisfythecondition
for solution (GTB-GTE), but all

of them are economically meaningless since their stock levels in 1980 (K80) become either

negative or positive but abnormally large･ Therefore, the estimates in Table 1 of Section 2 can

be said to correspond to the solution which is unlque and economically meanlngful･ Generally

speaking, some process of trial and error will be needed
to

search the solution which is

economically meanlngful and to confirm itto be unlque.
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Tab一e Al. [teration for National Data

(EconomicaJLy Meaningfu一 Range of TFP)

GDP9558260 GDP8013606

GTB GTB-GTE K95 K80

0.025 0.010907 115841 13612

0.03 0.005095 118150 18518

0.035 0.001345 120758 24059

0.03746 7.19E-06 122168 27055

0.04
-0.00111 123724 30362

0.05
-0.00362

131079 45987

0.06
-0.00423

141228 67552

0.07
-0.00379

156141 99236

0.08
-0.00281

180196 150347

0.09
-0.00163 225523 246651

0.1
-0.00059

342691 495594

0.111
-3.4E-06

2143673 4322093

0.112 1.84E-06 5483111 11417310

Figure Al. Iteration for National Data

(EconomicaHy meaninful Flange of TFP)

Figure A2. Iteration for National Data (Possible Range
of TFP)

GTB-GTE

0 0-0-0--0
-0-0-- -0-0-0 00.01

.010.010.040.110..170.
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Tab]eA2ⅠterationforNationalDatatL)osslb]eHangeo†lHJ)
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Notes:

1. Kmgman [1994] admits the improvement in productive efnciency for the transition

economy of China, but regards it basically as the once-for-all occurrence without being

repeated again･ Generally speaking, the Krugman's view on Hthe Mythof East Asia's Miracle"

can be contrasted with the view of Hayamiand Ogasawara [1995] or Hayami [1996 (Ch･6)],

according to which the ModernEconomic Growth(MGE) of Japansince the Meiji era had two

phases in sequence: the Marx
phase of input-led.growthand the Kuznets phase of productivlty-

1ed growth. Chen [1997]and Hsiaoand Hsiao [1998] give comprehensive evaluations of the

Krugman's
view on East Asia･

2･ "The most urgent task to
realize the targets fbr也e comlng 15 years is to realize

comprehensive and fundamental transformation in two directions･ One is the transformation

from traditional centrally planned economic system to socialist market economy,and another is

the transformation from extensive growthto intensive growth･" see 〃proposals on the 9也Five-

Year Plan of Economic and Social Development and on the Long-Term Targets for the Year

2010〃 submitted to the 5thNational Convention of the Chinese Communist Party ln the 14也

Session held in 1995. According to Wu [1995],the extensive growth means growth led by

increasing factor Inputs, While the intensive growth means growth led by increaslng

productivity.

3. See Li, Jorgenson, Zhenand Kuroda [1993],Zhenand Rawski [1993], Jefferson, Rawski

and Zhen 【1995],etc.

4. Thirty provinces are as of 1995. Chongqlng Was recently designated as the fourth

municipality under the direct control of the State.

5. This growth accounting identity is of standard traditionaltype such as
eq.(3

･4)
of Jorgenson

and Griliches [1995], eq.(23) of Young [1994], eq.(7)of
Chen [1997], etc. The laborand

capital shares ( a and 1-
a,),

however, are treated as constant, so that we are assuming here a

Cobb-Douglas production function of constant returns to scale with teclmologlCal change of

Hicks (or Harrod or Solow) neutrality. Traditionally, the residual or TFP
growth (GT) is

identified with advances in knowledge, improved resource allocation, economies of scale, etc.,

incorporating quality improvement of capital and labor into respective factor inputs (e.g.,

Denison and Chung [1976],Table 4-6).In the measurement of next section, however, we allow

neither for labor quality nor for capital quality due to the lack of data, so that the TFP growth

measured there eventually incorporates any changes in factor quality ln addition to the ordinary

residual elements mentioned above.

Level and growth of productivity under the Hicks-neutral technological change are

different from those under the Harrod-neutral one. They are, however, easily convertible
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between the two teclmological types in the case of Cobb-Douglas productionfunction･ Writing

the Cobb-Douglas production function of the two types as

y - A La'K'" - (BL)のK-w (A, B: level of technology),

we get the relationships for the level of and the rate of change in teclmology as

A
-Ba'and

GA -a'GB (GA,GB:growthrateofA,B).

In this paper, the residual or TFP growth (G7) is measured by GA, which canbe converted into

GB by GA/a'if the nature of technology lS Purely labor-augmenting, resulting ln the TFP

growthto be zeroand the grow血oflabor input to be (GB+GL). The same is true for the case

of Solow-type capital-augmentlng teChnologlCal change･ Our measurement of TFP growth

includes all the elements of productivlty Change, incorporatlng both labor- and capital-

augmenting ones. In the measurement of TFP growth, the share data (a,) must be selected

carefully, since it affects the estimate of TFP growth in a sensitive way especially when labor

and capital augmentation (orquality)is explicitly allowed for.

It must be noted further that there are several direct ways to estimate capital stocks (K)

suchas:

K'Y -

(Ik/ Y) / (g+ 6 +n) (Klenowand RodriguezIClare [1997])

where
Ik - investment in physical capital, g

-

growth rate of Y/L, and n -

growth of working-

age population, and

K -

I/(g + 6) (e.g.,Young[1994])

where g - average growth rate of investment for several years. Our estimates of capital stocks

will be different more or less from the estimates based on the equations above. See footnote 15

below fわrthe case of second equation.

6. If the data period is even in number, e.g., 10 years for 1986-1995, we regard K as the stock

at the mid-polnt Ofthe target period, i.e., stock at the end of 1990,and accumulate back and

forth for 10 years by the following formula･.

(4') K(t+1)
-

(1- 6)K(i) + I(t)

(5') K(t-1)
-

(K(t) - K(i-1))/(1- 6)

Then we can calculate grov^h rate of capital stocks based on the mid-year level:

(K(t)+K(t+ 1))/2.

7･ If the actual average data are used for GY, GL, w, ∂ and I, the mid-polnt Capital stock K

is determined by eq. (3) as
afunction ofTFP growth rate x only (denoted by K(x)).Then, the

actual armual investment I is accumulated back and forthon the basis of this K(x) by using eqs.

(4) and (5),so that its average growth rate GK will also be afunction ofx only (denoted by

GK(x))･ This GK(x) must satisfythefirst identity of growth accounting (eq.(I):GY
-

a, GL

+ (1-a,)GK(x) +
x).If the sample period is n years, the growth rate ofcapital GK(x) canbe

expressed as a rationalfunction with the polynomial ofxn on both numeratorand denominator,
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resulting ln the growth accountlng identlty Ofthe polynomial ofxn'1 ･

8･ Data on labor in China Statistical Yearbook are observed atthe end of each year, butthe

orlglnal data are used in growth accountlng Without convertlng them to the mid-year levels.

Gaps between mid-yearand year-end levels are small, affectlng littlethe TFP measurement･

9･ The share O･5 15 obtained from StatisticalYearbook is a littlebit higher thanthe share O･469

obtained from the 1995 input-output table, which gives the share of labor by industry as

follows: agrlCulture O･838, industry O･303,
construction O･536, transportation and

communication O･502, commerce O･279,
non-material production

O･547･ A large share in

agrlCulture indicates that the wage income of self-employment is not excluded from payment
〟

for laborers" at least in that sector, which occupies 21% of GDP. The labor share used in Li

[1992] (Table2,
p･344) is 0.52 on the average for the period 1977-1990. Shi [1998] considers

the approprlate level of production elasticlty Of labor fわrChina to be O･65-0･75,也ough也is is

an intuitive judgement based on the estimates by World Bank on developing countries (0.547)

alld developed countries (0.615).

10. Weights are 1/3 for the former and 2/3 for the latter.

Ill Weights are 1/3 for the formerand 2/3 for the latter,while 1/3 for building materialsand

2/3 for wage cost in the latter.

12･ See footnote 5 above･ Our estimates of TFP growth are based on average growth rates of

output, labor and capital for the sample period of
15 years･ Effects of variations in working

llOurS and capital utilization become negligible as far as estimates on average TFP growth for

the whole sample period are concerned.

13･ Data on the level of capital stocks are not made public in Li, Jorgenson, Zheng, and Kuroda

[1993]･Data on the rate of increase in capital stocks are available,and their estimates are lower

than ours byト2%.

14･ As shown at the bottom ofTable 1, the average TFP growth for the period of the 8th丘ve-

year plan is 6･ 1%, which indicates acceleration from the period of the 6dl or 7dlfive-year plan･

In this sense, Table 1 based on the 1981-1995 period is consistent with the result based on the

5-year data of the 8血色ve-year plan period.

15･ TFP
growth and capital stocks in 1995 become 3･41%and 14599･9 billion yuans,

respectively, if inventory Investment is included in the data for investment in addition to the

investment in fixed assets･ The data source
of this estimation is SSR-HU [1997] (TableA.21

and Table A22)･ According to Young [1994] (footnote9),the level of real capital stocks in the

benchmark year (Ko) can be estimated by the formula: Ko - Io / (g + 8), where Io -

real

investment in the benchmark year, g -

average growth rate of real investment (I)for the 5

years pr10r tO the benchmark year, and 8 -
rate of depreciation･ Applying this formula to the

data of Table 1 for the national economy of China, we get Ko -

3186･4 billion yuans for the
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benclmark year 1986,
while Ko - 9416･3 for the benclmark year 1995･ These stock estimates

are fairly small compared with our estimates in Table 1,and their ratios to GDP become

abnormally small.

16. The estimated regression equation aims at obtaining potential GDP Np) by envelope, so

thatthe goodness-of-fit was regarded as most important, neglecting the mismatch between

labor shareand output elasticity Of labor･ We have attempted also to estimate Yp by a peak-to-

peak log-linear extrapolation of real GDP, resulting ln Similar estimatesand implications as in

Tables 1 aJld 2. Inany case, the effects of business cycle
can be neglected for the estimates of

average grow血rates for the whole sample period of
15 years, which are the startlng POmt Of

our measurement.

17. Itis assumed in the calculation of modified contributions that the change in working hours

and the change in capital utilization
are the sameand equal to the change in operation rate･

This assumptlOn may be too strong especially
on labor･

18. The 3 aggregate regions Of East, Middle and West are administratively Important for the

govemment of China in reglOnal plannlng and investmeI止allocation･

19. Compare between regions the capital stocks in 1995 (thelast column ofTable 3) and the

average growth rates of capital over 15 years･

20. Nakagane [1996] gives a comprehensive and thoughtful review on the regional disparity in

china. Minematsu, Sakata, Tei and Yamada [1997] discusses the regional development strategy

in China, coverlng the issue of disparlty･

21. We have retained this section here without puttlng lt in the appendix, since we consider it a

good introduction concerning facts to the next analytical section on gapanalysis･

22･ Per caplta GDP in Table 4 is different from per caplta GDP in Table 71 The former is

obtained directly from China Statistical Yearbook, while the latter by computlng the ratio of

GDP to population in China Statistical Yearbook1

23. Estimated labor share (0.63-0.75) in Table 8 is rather high comparedwith the national

average (o.515).Data on the labor share for 30 provinces range from O･3 for Shanghai to O･8

forTibet･ Regressions across provinces in Table 8 are made without weights concernlng the

size of each province.

24･ We have attempted in the regression analysis tO use alternatives for each of the explanatory

variables in several ways, but the results are not better than the variables listed in Table 8,

except HDI for which the health index is better. HDI consists of health, education and income,

and the data for HDI as well as its components are available in Minematsu, Sakata, Tei and

Yamada [1997].

25. See Economic Planning Agency [1997] for the evaluation of growth potentials･ See Ezaki

and Itakura [1996]and Ezaki, Ito,Wang and Itakura [1996] for theanalysis ofcompetitiveness･
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中国の地域格差と生産性(TFP)

孫 林･江崎光男

Regional Disparity in China and Total Factor Productivity (TFP)

ABSTRACT

Regional disparity or the widening gap between regions is one of the important issues in current

Chinese economy. In this paper, nrst
wegive an overview of the regional

income disparity in China

in terms of per capita GDP. Then we analyze the formation of regional
disparity or thewidening gap

between regions and provinces using data on average wage of formal employees, income of urban

and rural households, indicators or township and village enterprises (TVE's) and

income structure or or rural households. Finally we compare per capita GDP of each region and

province with the national average, and account for the discrepancy in per capita GDPinterms of

the discrepancy in laborinput, capital input and total factor productivity (TFP)for each region and

province using the growth accounting丘･amework.

The analysis has shown that the gap in per capita GDP widened remarkably especially in the

1990s between the East, Middle and West regions. The main parts of widened regional income

disparity came丘･om the widened gap in income within rural households between the East and the

other two regions. The crucial factor to explain thiswidened gap in income withinrural households

is the discrepancy of TVE's. The results of regional disparity accounting reveal that the level or

TFP and the level ofcapital input are also quite important factors to explain the gap in per capita

GDP in China between regions and provinces.

1.はじめに

中国経済は"改革･開放"政策が打ち出された1978年以来の20年間で急速に成長して

きた｡ Wold Bank(1997)によれば､中国は1978-1995年の17年間で､ 1人当たりGDPを四

倍増し､世界近代史において最も短い期間で1人当たりGDPの倍増を実現した国である.｡

現時点では､全国1人当たりGDPの絶対水準はまだ低いものの(1997年､ 6079元､ 735

ドル､ 『中国統計年鑑1998年』による)､ 20年前と比べると､人々の生活水準が大幅に改

善された.〕また､中国経済全体としても､世界経済における地位が高まりつつある.)

一方で､中国はあくまでも､発展途上国であり､政府が公式に発表した貧困人口の数は

1998年末の時点でまだ5000万以上である｡経済全体が急成長する中で､地域間の人々の

所得が発展の差によって､大きく広がり､地域格差の問題が顕著化しつつあるo 近年､地

域格差の問題が経済政策だけの問題ではなくて､国家政治的統一性､民族問題､農民問題
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などの国家安定の問題でもあると認識されているから､国内外で､地域格差問題の関心が

高まり､中国の地域間経済格差に関する研究が盛んに行なわれているo

本稿の目的は､中国の地域間1人当たりGDP格差の現状を検討する上で､地域格差がい

っ､どこで､どのように変化してきたかを分析し､成長会計分析のフレームワークを応用

して､横断面データによる地域間1人当たりGDP格差の会計分析を通じて､地域間1人当

たりGDP格差と労働､資本､生産性(TFP)との関係を探ってみたいo

格差を観察するには､ 1980年と1995年二時点の変化および二時点間5年ごとの増加率

を分析指標として採り上げる, 1人当たりGDP格差の会計分析は1980､ 1985､ 1990､ 1995

年四時点で行う,分析の地域対象は､ 30の一級行政区(省･直轄市･自治区) 1)と地理

上で30の一級行政区を三分割した東部･中部･西部地域とする2)o東部･中部･西部地

域データは地域内の省･直轄市･自治区データの集計であり､ 1人当たりの指標は加重平

均したものであるL,

データの出所であるが､使われているデータは､全て､中国政府(国家統計局)が正式

に公表している年鑑類から採られている{〕その主なものは､ 『中国統計年鑑』(各年版)､『中

国国内生産総値核算歴史資料1952-1995』､ 『改革開放十七年的中国地区経済』である｡

本稿の内容は次のように構成している｡第二節では中国の地域格差の現状を検討するこ

と､第三節では地域格差の形成を詳しく分析すること､第四節では1人当たりGDP格差の

会計分析を展開すること､第五節では分析をまとめ､結論をつけることにしたいo

2.地域格差の現状

本節では､まず中国の地域間経済格差の現状について検討する.

中兼(1996)によれば､従来の中国の地域格差に関する研究の多くは､地域間(省･市･

自治区)と地域内(都市と農村)フローの所得の絶対格差と相対格差を中心とした分析に重

点が置かれていた｡

本稿でも､フローの所得(主に1人当たり GDP)の絶対格差と相対格差を注目する.〕し

かし､本稿では地域格差の形成を解明するために､ 1人当たりGDPレベルに止まらず､地

域間の職工賃金の格差､地域間の都市住民･農村住民の所得格差及び同地域内の都市住民

と農村住民との所得格差を詳しく分析する,また､中国の東部･中部･西部及び30の省･

市･自治区を対象にして､ 1980年と1995年という15年離れた2時点における各種の地

域間格差の絶対値､相対値及び中国の`第6次5カ年計画' (1981-1985年)､ `第7次5

カ年計画'(1986-1990年)･ `第8次5カ年計画'(1991-1995年)の平均成長率を出し

て比較する3)o実質指標はすべて1995年価格で統一されている｡一分析の重点は三大地域､

省レベル1人当たりGDPの格差進展の原因におかれるo

中国では､ 1人当たりGDPの地域格差が拡大しているのかo

表1は80年と95年各地域･省のGDPが全国GDPに占めるシェア､ `六五' ･ `七五' ･
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表1地域別実質GDPシェアと年平均成長率(%)

地域別シェア 変化 年平均GDP実質成長率

80年95年 95-80 `大玉'`七五'`八五'81-95

全国 100.0100.0 0.0 10.87.912.0ー0.2

東口 50.858.3 7.5 ーー.38.6ー6.012.0

中ロ 32.127.5
-4.6

10.96.81ー.79.8

西口 17.1ー4.1 -2.9 10.57.610.49.5

東

部

也

域

北京 2.82_4 -0.4
9.48.21ー.89.8

天.I 2.ll.6
-0.5

9.45.21ー.98.8

河] 4.84.9 0.ー ー0.28.414.61ー.1

遼曹 6.34.8 -1.4 9.47.610.39.I

港 5.34.3 EE 9.15.713.09.3

;1+ 6.48.9 2.5 ー3.210.217.113.5

漸; 4.26.1 1.9 14.97.7ー9.113.9

福 2.53.7 1.3 13.39.819.414.2

山 7.28.7 ー.5 1ー.98.4ー6.812.4

広 5.79ー3 3.6 12.3ー2.6ー9.1ー4.7

広西 3.02.8 -0.2 8.36_1ー6.710.4

港 0.40.6 0.2 14.39.3ー8.414.0

中

部

地

域

山西 2.41.9 -0.5 ーー.85.910.19.3

内裏 1.6ー_4
-0.1

ー4.57.09.610.4

日
⊂コ 2.22.0

-0.2
ー0.98.611.110.2

黒竜; 5.83.5 -2.3
7.26.67.97.2

安 3.33.5 0.2 14.35.9ー4.411.5

江西 2.22.1
-0.1

10.47.413.810.5

河 5.35.2 -0.I ー1.97.713.0ー0.9

湖ヨ 4.44.1
-0.3

ー2.36.313.010.5

湖 5.03.8
-1.2

9.ー6.71ー.18.9

西

部

地

域

四Il 7.96.1 -1.7 9.7(ラ.411.39.1

貴州 1.41.I -0.3
ー2.56.88.79.3

日
Ea

2.22.1
-0.1

ーー.89.410.2ー0.5

西 0.20.1 -0.1 ー1.32.59.97.9

映西 2.0ー.7 -0.3 1ー.ー8.99.49.8

甘 1.2ー.0 -0.3
8.59.69.79.2

青● 0.50.3 -0.2 9.15_37.67.3

寧夏 0.40.3 -0.1
1ー.68.08.19.2

新 1.41.4 0.ー 12.59.71ー.811.3

データ出所 F中四国内生産捨値核算歴史資料1952-1995』,

F改革開放十七年的中園地区経済d,

F中国統計年鑑』(各年度)｡

表2 地域別1人当たり実質GDP(元)､成長率(%)と地域別資本ストック(億元)

80年 95年 変化 各期間実質成長率 95年資本

ストックGDP/人全国基準 GDP/人全国基準 95-80 `六五'`七五'`八五'81-95

全国 1393ー.00 48541.00 0.00 9.36.3ー0.78.7 147822

東部 15521.1ー 68701.42 0.30 9.86.815.0ー0.5 83043

中部 1ー160.80 37210.77 -0.03 9.55.110.68.4 39124

西部 9190.66 29850.62
-0.04 9.36.19.38.2 2302ー

秦

部

也

域

北京 36952.65 130732.69 0.04 7.96.5ー2.59.0 5954

天津 35272.53 103082.12 -0.41 7.93.710.97.5 3414

河北 11600.83 44440.92 0.08 8.66.213.69.5 6431

遼寧 2203ー.58 68801.42
-0.16

8.26.ー9.78.0 7757

上海 64334.62 189433.90 -0.71 5.64.512.77.6 8179

江蘇 ー3310.96 72991.50 0.55 12.28.416.0ー2.2 12988

新江 13470_97 8074ー.66 0.70 ー3.76.6ー8.4ー2.9 7350

福建 12200.88 6965ー.43 0.56 ll.48.1ー7.9ー2.5 4185

山東 12ー00.87 57581.19 0.32 ー0.76.3ー6.2ー1.1 11731

広東 13480.97 79731.64 0.67 10_510.616.912.7 1ー048

広酉 10520.75 35430.73
-0.03

6_44.215.08.6 3163

海南 8010.58 52251.08 0.50 ー6_87.516.613.6 1167

中

那

地

域

山西 1ー920.86 35690.74 -0.ー2 10.54.48.37.7 2446

内薫古 8690.62 36390.75 0.13 13.05.61ー.910.2 2404

吉林 12080.87 44ー40.91 0.04 10.07.410.19.2 3ー34

黒竜江 22251.60 54651.13
-0.47 6.25.46.96.2 6410

安徽 8300.60 33570.69 0.ー0 13.04.2ー2.8ー0.0 4640

江西 8380.60 30800.63 0.03 8.95.6ー3.19.2 2175

河南 9000.65 33130.68 0.04 10.35.711.79.2 7390

湖北 ー1570.83 4ー420.85 0.02 ー0.94.411.69.0 5422

湖南 11670.84 34700.7ー -0.ー2
7.74.910.17.6 5107

西

部

地

域

四川 9900.71 32010.66
-0.05

8.85.210.88.3 8479

貴州 6070.44 18530.38
-0.05

ll.05.07.47.8 1682

雲南 8610,62 30440.63 0.0ー ー0.27.68.78.8 2858

西栽 10670.77 23920.49
-0.27

8.90.78.25.9 292

映西 8340.60 28430.59
-0.0ー

9.9T58.58.6 390ー

甘粛 7840.56 22880.47 -0.09 7.17.97.77.6 ー4ー7

青海 ー5321.10 34300.7ー
-0.39

7.33.36.ー5.6 596

寧夏 ー2380.89 33280.69 -0.20 9.25.36.26.9 696

新稚 12910.93 48190.99 0.07 ll.37.49.09.2 32ー2

データ出所 表1に同じ｡

注資本ストックの計測方法についは,江崎･孫(1998)を参考されたい｡ 95年資本ストックの計測値は

全面的に改訂されている｡



`八五'･ 15年間のGDP平均成長率を示しているo これは各地域が全国に占める経済規

模の地位の変化と､各期間経済成長の実績を反映しているo

"改革開放"以来の15年間､中国の各省･地域が最低7.2%､最高14.7%の成長率で成

長してきた結果､ 95年の全国における経済実力の地位が80年と比べて､大きく変わった

のである.東部地域GDPの全国に占めるシェアが7.5ポイントも高くなったのに対して､

中部は4.6､西部は2.9ポイントで低下した.省レベルから見ると､躍進したのはほとん

ど東部の各省であり､中部､西部の各省はほとんど後退したのである｡特に､沿海地域の

江蘇､漸江､福建､山東､広東五省がそれぞれ2.5､ 1.9､ 1.3､ 1.5､ 3.6ポイントも高く

なっているo 旧社会主義時代の重工業基地として知られる遼寧､黒竜江省と"三線"建設

の重鎮である四川省の地位は著しく低下したのである4).成長率から見れば､ 80年代で

は､東部､中部､西部の間で､差はあまりないが､ 90年代に入って､大きな差が見られ

る｡

表2は80年と95年各地域の一人当たりGDP絶対値､全国平均レベルとの相対値､ `六

五'
･ `七五' ･ '^五'･ 15年間の一人当たり GDP平均成長率を示しているo これは中

国の一人当たりGDPから見た地域間経済格差の進行状況を反映している.

1980年から1995年にかけて､東部地域1人当たりGDPが全国平均レベルの1.11倍か

ら1.42倍まで上昇したのに対して､中部地域が0.80倍からo.77倍､西部地域が0.66倍

から0.62倍まで低下したのである,つまり､中国では､ 1980年の時点で1人当たりGDP

において､地域間の格差がすでに存在していたが(東部は中部の1.39倍､西部の1.69倍)､

1995年の時点では格差がさらに拡大していた(東部が中部の1.85倍､西部の2.3倍)a

省レベルから見ると､直轄市の天津､上海と遼寧､黒竜江省が全国平均レベルとの倍率を

下げたのに対して､東部の各省は大幅に､中部の各省はわずかであるが全国平均レベルと

の倍率を上昇させた,西部の各省ではほとんど倍率が下がっている｡ 15年間を経て､天

津､上海といったもともと豊かなところは全国平均レベルの上昇によって､その差が縮ま

ってきた.遼寧､黒竜江省の場合は国有企業の後退によって全国平均レベルとの差が縮ま

ったと考えられるo 沿海地域の江蘇､漸江､福建､山東､広東五省の場合は著しい発展に

よって1980年1人当たりGDPの全国平均レベル以下から1995年のそれを大きく上回るレ

ベルまで上昇したo 同時に全国レベルを押し上げたのもこれらの省の貢献であるo これに

対して､西部各省は全国平均レベルとの差が発展の遅れによってさらに広がっていたo 成

長率から見ると､格差がさらに広がったのは主に90年代において起きたことがわかる,

次節では西部地域･省が1人当たりGDPにおいて､なぜ90年代で全国平均レベル､東

部地域･省との格差をさらに広げたのかを都市部と農村部を分けてもっと詳しく分析して

いきたいo

3.地域格差の形成
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中国では都市部と農村部の人々の所得にかなりの格差が存在し､各地域､省でこの15

年間の改善様子もそれぞれ異なっている,,そのために､ 1人当たりGDP地域間の格差に対

して､都市部と農村部を分けて分析する必要があると思われる｡

表3は80年と95年における各地域の職工5)に関する賃金絶対値､全国平均レベルと

の相対値､ `六五' ･ `七五'
･ `八五'･ 15年間の職工賃金平均成長率を示している.こ

れは中国の職工賃金から見た地域間経済格差の進行状況を反映している｡

明らかに､東部地域と中部､西部地域との間で職工賃金の格差が少しだけ拡大しているo

1980年の時点では､西部の賃金が東部､中部のほうより高かったが(東部が西部の0.96

倍､中部の1.03倍)､ 1995年の時点で､逆転され､東部地域が西部地域の1.3倍､中部

の1.43倍になった仁.しかし､一人当たりGDPほどの格差は見られない,成長率から見た

場合､･大きな差がないものの､東部地域の成長がこの15年間で中部､西部地域より速か

ったことがわかる.省レベルの一つ特徴としては国有企業の多い省(遼寧､黒竜江､吉林､

内蒙古､隣西省など)で全国平均レベル賃金との差が広がっているo これはいわゆる国有

企業が多い在来工業地域の衰退という新しい経済格差問題でもある6)｡

表4は80年と95年各地域の都市住民と農村住民一人当たりの収入絶対値､全国平均レ

ベルとの相対値､各地域内の都市住民と農村住民一人当たり収入の相対値､ `六五' ･ `七

五'
･ `八五'･ 15年間の都市住民と農村住民一人当たりの収入平均成長率を示している｡

これは中国の都市住民と農村住民一人当たりの収入から見た地域間経済格差の進行状況を

反映している｡

都市住民一人当たりの収入において､東部地域と中部､西部地域との格差があるものの､

あまり広がらなかった｡ 1980年の時点で､東部地域が中部の1.29倍､西部の1.18倍で

あったが､ 1995年の時点では､ぞれぞれ､ 1.52倍と1.40倍である,〕省レベルでも､東部

各省と中部､西部各省との間で顕著な格差進行が見られない.また､職工賃金と同じく､

国有企業の多い省では在来工業の衰退で都市失業人口の増加による都市住民一人当たりの

収入が全国平均レベルとの差を広げていたが, 1人当たりGDPほどの格差は見られない)

ところが､農村住民一人当たりの収入において､明確な格差が見られる.｡全国平均レベ

ルと比べると､東部地域が1980年の1.35倍から1995年の1.5倍に上昇し､中部地域が

o.91倍で変わらない.西部地域がo.89倍から0.67倍-低下した.,地域間で比較すると､

東部地域が中部地域の1.48倍から1.65倍､西部の1.51倍から2.24倍になっている｡東

部地域と西部地域の農村住民1人当たりの収入が著しく広がった.省レベルで見ると､東

部各省と西部各省との間で､格差がかなり進行しているL,たとえば､沿海地域の漸江省は

1980年の時点で､内陸の貴州省の1.27倍だったが､ 1995年の時点では､それの3.37倍

である.)

成長率から見ると､ 90年代の農村住民一人当たりの収入において､東部各省が高成長

したが､西部各省のほうが鈍化したのは明らかである,

地域内､各省内の都市住民と農村住民一人当たりの収入格差において､東部と中部では
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表3 地域別実質職工賃金(元)と年平均実質成長率(%)

80年 95年 変化 各期間実質成長率

実質賃金全国基準 実質賃金全国基準 95-80 一六五'`七五'`八五'81-95

全国

東部

29931.00 55001.00 0.00 4.42.55.84.2

30431.02 63801.16 0.ー4 5.33.37.05.2

中部 29550.99 44530.8ー -0.18
3.ーー.73.82.9

西部 31741.06 48730.89 -0.ー7
4.3ー.92.93.0

莱

部

地

域

北京 3908ー.3ー 81441.48 0.18 5.ー2.87.65.2

天津 31441.05 6501ー.ー8 0.ー3 5.64.45.35.1

河北 26700.89 48390.88 -0.0ー
4.53.64.44.2

遼寧 35051.ー7 54340.99 -0.18
3.23.32.73.1

上海 3ー04ー.04 9279ー.69 0.65 6.83.9ー2.77.8

江蘇 27640.92 59431.08 0.ー6 7.9ー.86.75.5

漸江 3ー7ーー.06 6619ー.20 0.ー4 5.62.ー7.95.2

福建 20350.68 58571_06 0,38 7.05.89.57.4

山東 2ー420.72 51450.94 0.22 6.ー4.48.36_3

広東 35901.20 85201.55 0.35 5.83.19.26.1

広西 296(;0.99 51050.93 -0.06
3.96.72.74.4

海南 34401.ー5 53400.97
-0.18

2.80.76.23.2

中

部

地

域

山西 2983ー.00 47210.86 -0.ー4
4.62.72.53.3

内蒙古 284ー0.95 41340.75 -0.20
2.9ー_73.32.6

吉林 3032ーー01 44300.81 -0.21
2_40.84.82.7

黒竜江 33361.ー1 4ー450.75
-0.36

1.40.23,01.5

安徽 26090.87 46090.84
-0.03

4.03.05.04.0

江西 28ー90.94 421ー0.77 -0.ー8
3.00.84.82.9

河南 25630.86 43440.79 -0.07
3.72.35.03.7

湖北 29660.99 46850.85 -0.14
3.92.73.13.2

湖南 3165ー.06 47970.87
-0.19

3.72.03.12.9

西

部

也

域

四川 30521.02 46450,84 -0.ー7
3.92.52.63.0

貴州 29831.00 44750.81 -0.18
3.ー1.93.82.9

雲南 28220.94 51490.94
-0.01

5.62.45.14,3

西蔵 42ー8ー.41 7382ー.34 -0.07
7.8-2.48.44.6

映西 3185ー.06 43960_80 -0_26
41171.22.3

甘粛 34621.16 54931.00
-0.16

5.51.13.53.3

青海
_42301.41

57531ー05
-0.16

6.3-1.62.12.3

寧夏 33991.ー4 50790.92 -0.21
3.21.93.42.8

新稚 3427ー.14 53480.97 -0.17
4.32.02.93.1

データ出所 表1に同じ｡.
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表4 地域別都市住民･農村住民1人当たり実質収入(元)と実質成長率(%)

都市住民 農村住民 地域内都市と農 村の格差

80* 95年 格差進`~ 各期間都市住民収入の成長率 80年 95年 格差進`ー 各期間農村住民収入の成長率 80年 95年 格差進行

収入国基準 収入全国基準 95-80 `六五'一七五'`八五'81-95 収入全国基準 収入全国基準 95-80 `六五'`七五'`八五'15年間 都市/農､ 都市/農､ 95-80

全国 17211.00 38921.00 0.00 5.04.37.85.7 6181.00 15781.00 0,00 12.32.94.56.6 2.79 2.ヰ7 -0.32

東部 18421.07 48321.24 0.1了 6.84.98.66.7 8331.35 23641.50 0.ー5 12.73.16.37.3 2.21 2.04
-0.ー7

中部 14320.83 31730.82
-0.02 6.43.46.95.5 5610.91 14320.91 0.00 12,43.04.66.7 2.55 2.2ー -0.34

西部 ー5650.91 34530.89
-0.02

7.62.07.15.6 5510.89 10560.67
-0.22

10.32.90.74.6 2,84 3.27 0.43

東

部

也

域

北京 23ー21.34 58681.51 0.16 1.811.09.17,3 8971.45 32242.04 0.59 19.13.54.99.2 2.58 1.82 -0.76

天津 ー8841.09 4(;261.19 0.09 7.23.88.26.4 10271.66 25311.60 -0.06 12.04.13.36.5 1.84 1.83 -0.0ー

河北 14730.86 36740.94 0.09 5.97.06.46.4 5040.81 16691.06 0.24 14.3-0,312.78.9 2.92 2.20 -0.72

遼寧 ー8851.10 33070.85 -0.25
2.85.13.93.9 7881.27 ー7571.ll -0.16 ー1.13.03.55.9 2.39 1.88

-0.51

上海 22141.29 68221.75 0.47 9.23.911.08.0 17102.77 42462.69 -0.08 11ー84.44.06.了 ー.30 1.6ー 0.31

江森 16680.97 42091.08 0.ー1 9.02.28.56.6 7181.1(∋ 25471.61 0.45 15.21.11ー.49.2 2.32 1.65 -0.67

漸江 19361ー13 57181.47 0.34 9.34.19.77.7 7281.18 29661.88 0.70 17.55.47.510.1 2.66 1.93 -0.73

福建 16860.98 43261.1ー 0.13 6.66.010.77.8 5530.89 20491.30 0.40 15.52.99.99.4 3.05 2.ー1 -0.94

山東 14510.84 39531.02 0.17 8.14.48.67.0 6551.06 17151.09 0.03 ーー.30.59.17.0 2.22 2.30 0.09

広東 20781.21 68501.76 0.55 7.95.711.78.5 9471.53 26991.71 0.18 9.65.07.27.3 2.20 2.54 0.34

広西 16860.98 42891.10 0.12 7.14.88.06.6 6751.09 14460.92 -0.18 9.ll.75.25.3 2.50 2.97 0.ヰ7

海南 18291.06 43451.ー2 0.05 7.92.98.26.3 7991.29 15200.96
-0.33

●●●一● 2.29 2.86 0.57

中

部

也

域

山西 13680.79 29270.75
-0.04

6.24.45.35.3 4950.80 12080.77
-0.04

ー5.31.23.16.6 2.76 2.42 -0.34

内蒙古 12700.74 25870.66 -0.0了 7.21.95.95.0 5940.96 13000.82 -0.14 12.61.33.75.9 2.14 1.99
-0.15

書林 17441.0ー 29140.75 -0.26
0.23.87.53.8 4970.80 16ー01.02 0.22 12.19.ー6.29.1 3.51 1.81 -1.70

黒竜江 ー5760.92 29680.76 -0.ー5 6.9-0.77.14.4 5450_88 17661.12 0.24 12.08.37.ー9.1 2.89 1.68
-I.21

安徽 13840.80 34060.88 0.07 7.14.87.16.3 5060.82 ー3030.83 0.01 13.91.46.07.1 2.73 2.61 -0.12

江西 9830.57 30460.78 0.2ー 12.73.97.78.1 5030ー81 ー5370.97 0.ー6 1ヰ.63.26.07.9 1.96 1.98 0.02

河南 11550.67 30300.78 0.1ー 7.95.27.16.7 4440.72 12320.78 0.06 12.丁3.25.87.2 2.60 2.46 -0.14

湖北 ー4740.86 36060.93 0.07 7.94.36.66.3 6901.12 15110.96 -0.16 ー2.73.31.55.8 2.14 2.39 0.25

湖南 1930ー.12 40701.05 -0.08 4.73.37.65.2 7781.26 14250.90
-0.36

10.2-0.83.44.3 2.48 2.88 0.37

西

部

也

域

四)I 14770.86 35860.92 0.06 8.64.65.46.2 5160.84 11580.73
-0.10

9.04.73.45.7 2.86 3.10 0.23

貴州 12350.72 34270.88 0.ー6 10.03.48.27.2 2770.45 10870.69 0.24 14.78.25.99.6 4.45 3.15 -1.30

華南 150ー0.87 ･38840.95 0.07 8.03.87.16.3 4080.66 10110.64 -0.02
13.62.23.66.5 3.87 3.64

-0.03

西蔵 24131.40 44601.15 -0.26 7.60.26.14.6 6681.08 12000.76
-0.32

9.09.5-2.15.4 3.81 3.72 0.ー0

映西 15610.9ー 30480.78 -0.12
5.55.43.34.7 5320.86 9630.61 -0.25 13.50.2-0.54.4 2.93 3.ー7 0.23

甘粛 9050.53 28940.74 0.22 8.0-2.524.610.1 5730.93 8800.56 -0.37
5.90.52.73.0 1.58 3.29 1.71

青海 17571.02 3ーー20.80 -0.22 7.6-0.75.74.2 648ー.05 10300.65
-0.40

9.00.3ー.73.7 2.7ー 3.02 0.31

寧夏 16560.96 30270.78 -0.18
5.52.74.74.3 6010.97 10370.66 -0.32

10.02.3-0.34.0 2.75 2.92 0.18

'L7JT二 15800.92 38410.99 0.07 8.92.27.86.3 7331.19 11370.72
-0.46

ll.72.3-3.93.4 2.16 3.38 1.22

データ出所 表1に同じ｡



縮小したのに対して､西部のほうではかなり拡大したことがわかるo また､三大地域内の

都市住民と農村住民の所得格差については､東部､中部地域では縮小したのに対して､西

部地域では逆に拡大していたo

以上の分析からわかるように､ 90年代において､東部地域､各省の農村住民と西部地

域､各省の農村住民の間で格差がさらに広がったのである｡これこそ東部地域と西部地域

の間で1人当たりGDPの格差がさらに拡大した原因である｡つまり､西部地域の農村地域

が遅れていたのである｡

なぜ東部各省の農村部と西部各省の農村部との間で､格差がさらに拡大していたのか｡

これは東部各省の農村部と西部各省の農村部との間に生じた郷鎮企業発展の差によるもの

であると考えられるo 言い換えれば､各省農村部所得格差の拡大は各省農村部の工業化の

差によるものである,

表5は1995年度の各地域郷鎮企業の従業員が農村全体総労働力に占めるシェア､郷鎮

企業の1人当たりGDP､郷鎮企業GDPが農村全体GDPに占めるシェア､郷鎮企業従業員の

賃金､郷鎮企業による所得と農村全体所得との比を示しているo これは各地域の農村にお

ける郷鎮企業の重要性を反映している,

農村全体における郷鎮企業の従業員シェア､ GDPシェア､所得シェアから見れば､東部

各省より中部､西部各省の郷鎮企業の発展が大きく遅れていることが読み取れる.

表5の最後欄は80年と95年二時点で農村住民純収入に占める農業収入シェア(農業収

入と純収入との比率､純収入は農業収入､賃金収入､移転収入を含む)の変化であるo東

部のほうが10%減ったのに対して､中部がほとんど変わらず､西部が7%の増加である｡

つまり､東部地域では農村住民1人当たり収入の中で､農業収入がますます重要でなくな

って､代わりに､郷鎮企業による収入がますます重要になっている,‥,これに対して､中部

地域では農業収入と郷鎮企業による収入が同時に増えているから､シェアがあまり変わら

ない.西部地域は逆に農業収入のほうが重要になっているo以上の分析からわかるように､

農村郷鎮企業従業員の収入が農村全体の収入に大きく影響している｡

同じ結論が他の研究でもなされている.たとえば､林毅夫･察肪･李周(1997)による

と､ 1989-90年において政府は農民により多くの殻物を生産し､郷鎮企業を閉鎖するよう

に強制した,その結果､ 1989年の農家1人当たりの純収入は対前年比で8.4%低下し､ 90

年の同値はわずか1.5%の伸びに止まった.)物価上昇の影響を取り除けば､ 1人当たりの

純収入は1985年のレベルに及ばなかったo

また､経済企画庁(1997)によれば､東部地域の各省で農村部の工業化が中部､西部地域

より先行して進んでいるo郷鎮企業は効率的な経営と高い労働生産性によって､農村部に

おける工業化の進展に大きな役割を果たしてきたo このような郷鎮企業は江蘇､漸江省な

ど従来から農業が発達していた地域を中心に発達したo こうした地域で､郷鎮企業の急成

長､つまり､農村工業化が農村地域の経済成長の原動力となっていたのである.当然なこ

とであるが､こうした地域の農村住民の収入が中部､西部地域の農村住民より大幅に改善
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表5地域別郷鎮企業状況(95年)と農村住民一人当たり収入内容の変化(%)

郷鎮企業指標 農村住民収入内容
従業員 GDP 賃金 所得 80年 95年

郷鎮企業/ 郷鎮企業 郷鎮企業/ 郷鎮企業 郷鎮企業/ 農業収入 農業収入 変化
農村全体全国基準 一人当たり全国基準 農村全体全国基準 一人当たり全国基準 農村全体全国基準 /純収入 /純収入 95-80

全国 0.29ー.00 11340ー.00 0.551.00 1705ー.00 0.151.00 73.6 71.3 -2.3

東部 0.361.26 ー2872ー.14 0.601.09 21941.29 0.20ー.32 69.0 59.2
-9.8

中部 0.280.96 108520.96 0.520.95 12920.76 0.120.75 76.9 77.6 0.7

西部 0.ー80.64 75630.67 0.420.77 10080.59 0.090.57 72.8 79.8 7.0

菓

部

地

域

北京 0_602.ーー 12067ー.06 0.59ー.08 39212.30 0.493.18 40.6 37.9 -2.8

天津 0.622.ー6 15855ー.40 0.721.32 26931.58 0.362.35 47.9 53.9 6.ー

河北 0.331.16 102900.9ー 0.581_06 ー2030.7ー 0.ー6ー.04 71.5 68.9
-2.5

遼寧 0.501.76 ーヰ560ー_28 0.621.12 1870ー.10 0.211.38 64.4 66.2 1.8

上海 0.612.13 222301.96 0.83ー.52 46102.70 0.593.79 44.8 27.9 -16.9

江蘇 0.33ー.ー7 177451.56 0.66ー.20 28851.69 0.261.68 77.0 62.8 -14.2

漸江 0.38ー_33 87410.77 0.55ー.01 24511.44 0.301.95 78.7 57.2
-21.5

福建 0.4ーー.44 150571.33 0.60ー.08 19281.ー3 0.18ー.ー5 78.3 63.3
-15.0

山菜 0.401.41 13478ー.19 0.661_19 ー6500_97 0ー2ーー.39 70.0 71.8 1.8

広東 0.431.49 99470.88 0.551.00 2755ー.62 0_281.82 58.4 65.1 6.7

広西 0.090.33 134681_19 0.330.61 ー838ー.08 0.070.44 73.0 80.ー 7.1

海南 0.190.65 84430_74 0.200.36 9500.56 0.040.23 70.2 86.ー 15.9

中

部

地

域

山西 0.431.5ー 67890.60 0.621.13 10930.64 0.291.86 50.4 64.6 14.3

内蒙古 0.381.33 76340.67 0.400.72 8570.50 0.100.63 53.0 85.8 32.7

古林 0.341.19 83540.74 0.370.67 9ー70.54 0.070.45 59.6 79.3 ー9.8

黒竜江 0.361.2(; 1166ー1.03 0.390.70 10360.61
-0.060.40

68.8 86.8 ー8.1

安徽 0.230.80 ー368ー1.2ー 0.581.06 1827ー.07 0.ー81.ー5 73.4 75.3 1.9

江西 0.280.99 112500.99 0.571.03 ー0450.61 0.120.79 85.0 75.5
-9.4

河南 0.190.66 121941.08 0.530.97 14090.83 0.130.82 77.7 81.5 3.8

湖北 0.371.28 126851.ー2 0.58ー.05 13760.81 0_150.97 89.6 81.9
-7.6

湖南 0.260.92 90590.80 0.490.89 12400.73 0.130.85 74.2 76.9 2.7

西

部

地

域

四川 0.220.78 96440.85 0.530.97 ー0870.64 0.130.82 74.6 74.3
-0.4

貴州 0.050.ー9 644ー0.57 0.200.36 6530.38 0.030.19 53.8 80.1 26.4

雲南

西蔵

映西

0.150.52 54320.48 0.330.59 10170.60 0.100.63

0.000.00

0.120.80

79.6

69.8

72.1

78.3

85.2

75.1

-1.2

ー5.4

3.00.250.87 43040.38 0.380.70 7750.45

甘粛 0.230.82 52570.46 0.490.90 8320.49 0.18ー.ー3 58.3 83.4 25.ー

青海 0.060.21 45160.40 0.100.ー8 15050.88 0.050.30 78.7 88.3 9.6

寧夏 0.090.31 62240.55 0.200.3(～ 18ー81.07 0.070.47 70.5 76.8 6.3

新報 0.1(iO.56 50600.45 0.090.ー7 16600.97 0.050.29 81.3 85.1 3.8

データ出所 表1に同じ｡



されていた,

漸江省の実例を見てみよう｡､漸江省の場合､農村住民1998年純収入は3800元に達し､

10年以上連続的に各省･自治区の首位を占め､その主な収入源は郷鎮企業であると最近

報道されている7)0

っまり､東部地域各省の農村部と中部地域､西部地域各省の農村部との間で､農村住民

収入そして地域間1人当たりGDP格差が拡大したのは東部各省の農村部と中部､特に西部

各省の農村部との間で郷鎮企業発展の差によるものである.｡

結論から言えば､中国17年間の"改革･開放"政策を実施して以来､経済が著しく発

展してきたが､同時に､副産物として生まれたのは地域間経済格差の拡大というものであ

る.この地域間経済格差の拡大について､少なくとも次の5点を指摘できるo 1)東部地

域の経済地位が上昇しているのに対して､中部､西部地域のほうが下落しているo 2)一

人当たりGDPでは東部各省と中部､特に西部各省との間で格差が著しく拡大しているo 3)

一人当たりGDP格差の拡大は主に､各地域･省の職工或いは都市住民の間で格差が拡大し

た部分によるものではなくで､各地域･省の農村住民の間で格差が拡大した部分によるも

のであるoつまり､東部各省の農村部と中部､特に西部各省の農村部との間で､経済格差

が著しく拡大したことによるoまた､三大地域内における都市住民と農村住民の所得格差

については､東部､中部地域では縮小したのに対して､西部地域では逆に拡大している｡

4)一人当たりGDP､農村住民一人当たり収入格差の拡大は主に､ 90年代にできたもので

ある. 5)東部各省の農村部と中部､西部各省の農村部との間で､経済格差が著しく拡大

しているのは東部各省の農村部と中部､西部各省の農村部との間で生じた農村工業の発展､

つまり郷鎮企業発展の差によるものである｡

4.地域間1人当たりGDP格差の会計分析

表6は各地域･各省の1980､ 85､ 90､ 95年一人当たりGDPの格差に関する会計分析の

結果である8)｡-表6は次のように計測される仁.成長会計分析の場合､次の式が成り立つ:

(y-yo)/yo =山*(L-Lo)/Lo

+(1-u)*(K-Ko)/Ko
+ (T-To)/To

ただし､ Y=1人当たり実質GDP､ L=1人当たり労働力9)､ K=1人当たり資本ストック､ T=TFP

レベル､山=労働分配率rT

これは成長会計式であるから､ Yo､ Lo､ Ko､ Toは前期のデータであり､ Y､ L､ K､ Tは

今期のデータであるo ここで､地域格差の会計分析を行うために､ Yo､ Lo､ Ko､ Toを全

国平均レベルの指標に定義し､ Y､ L､ K､ Tを各地域､各省の指標に定義するo全国のYo､

Lo､ Ko､ Toを比較基準にした場合に､各地域､各省のY､ L､ Kが全国平均レベルに対す
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表61人当たり実質GDP地域格差の会計分析(80-85-90-95)

1980年 1985年

相対格差レベル(全国=1.00) 全国レベルとの格差率(%) 格差の要因別貢献度(%) 相対格差レベル(全国=ー.00) 全国レベルとの格差率(%) 格差の要因別貢献度(%)

y/yol/lok′kot/to y/yo-ll/l○-1k/ko-1t/to-1 l/lok/hot/to y/yoI/lok/kot/to y/yo-1l/lo-1k/ko-1t/to-1
1/1ok′kot/to

全国 1.001.001.001.00 0.00.00.00.0 1.001.00ー.001.00 0.00.00.00.0

東部 1.111.041.051.07 ll.44.05.26.8 16.923.559.6 1.14ー.071.031.10 14.26.62.79.6 23.59.467.1

中部

西部

0.800.920.750.96 -19.9-7.5-24.9-4.4 -20.3-57.6-22.0 0.810.940.730.96 -18.9-6.2-26.8-3.5 -18.2-63.2-18.6

0.660.990.670.81 -34.0-0.6-32.7-l9.1 -1.0-42.9-56.1
0.661.000.670.81 -34.1-0.3-33.5-19.1 -0.5-43.5-56.1

束

部

也

域

北京

天津

2.651.193.890.84 165.219.0289.0-16.2 4.6105.2-9.8 2.451.193.161.15 145.318.7215.614.9 5.684.210.2

253ー.234.ー30.57 153.222.8313.5-42.6 6.0121.8-27.8 2.371.213.460.82 136.720.7245.9-l7.9 6.1107.0-13.1

河北 0.830.980.700.99 -16.7-1.9-29.9-1.4 -6.0-B5.8-8.2
0.811.000.680.96 -19.3-0.3-32.0-3.9 -0.9-79.0-20.1

遼寧 1.580.951.761.17 58.1-4.775.717.1 -3.574.ー29.4
1.491.001.441.25 49.50.344.125.0 0.349.350.4

上海 4.62ー.656.141.16 361.765.0513.916.5 6.788.74.6 3.881.334.801.47 287.632.6379.546.8 4.579.216.3

江蘇 0.961.100.94.0.94 -4.510.0-5.9-6.5
110.7-66.2-144.5 1.091.150.951.04 9.0ー4.9-4.63.6 84.9-25.040.1

新江 0.971.120.761.01 -3.312.3-24.ll.3
199.6-337.537.9 1.ー81.200.761.18 17.520.2-23.618.2 60.4-64.3ー03.9

福建 0.880.900.631.09 -12.4-10.4-37.39.3 -48.4-126.975.3
0.960.900.79ー.1ー -3.8-10.5-21.211.2 -160.I-235.5295.6

山東 0.870.980.800.97 -13.2-ー.7-20.4-2.5 -6.7-74.2-19.ー 0.930.990.80ー.03 -7.2-ー.1-20.42.5 -8.5-126.535.0

広兼 0.971.050.771ー04 -3.24.8-23.44.5 83.0-321.4138.4 1.021.140.871.00 2.313.5-ー3.20.3 340.1-253.813_7

広西 0.751.020.520.95 -24.5ー.5-48.1-5.5
3.7-81.3-22.4 0.661.000.510.86 -33.80.2-48.8-14.0

0.3-58.9-41.4

海南 0.580.810.320.99 -42.5-ー9.4-68.1-1,4 -25.5-71.2-3.4
0.800.950.531.03 -20.0-5.1-46,73.2 -14.4-101.716.0

中

山西 0.860.940.790.99 -ー4.4-5.9-20.6-1ー2 -20.4-71.6-8.0 0.900.950.701.07 -10.4-5.1-30.36.5 -26.0-136.962.9

内蒙古 0.620.730.690.91 -37.6-27.0-30.7-8.9 -37.0-39.5-23.6
0.740.750.661.03 -26.3-25.1-34.53.3 -50.5-62.012.4

古林 0.870.740.87ー.07 -13.3-26.1-13.46.8 -103.0-48.251.2 0.890.830.851.05 -10.7-16.9-15.35.4 -83.4-67.450.9

部 黒竜江 1.600.781ー881.25 59.7-21.887.825.4 -17.875.242.6
1.390.811.801.ll 38.7-19.380.010.7 -26.198.527.6

安徽 0.600.950.420.87 -40.4-4.8-58.5-12.9 -6.8-61.3-31.9
0.701.000.520.91 -29.6-0.5-48.1-9.2 -1.0-67.9-31.1

也 江西 0.600.960.370.88 -39.9-3.5-63.3-ll.6 -5.2-65.7-29.1 0.590.950.320.90 -41.0-5.5-67.9-9.7 -7.8-68.4-23.8

河南 0.650.930.550.89 -35.4-6.8-45.ー-ll.3 -10.5-57.5-32.1
0.670.960.590.88 -32.8-4.5-41.2-12.1 -7.6-55.4-37.0

域 湖北 0.830.980.710.98 -16.9-2.2-28.6-2.4 -6.9-78.9-14.2
0.890.960.721.04 -ー0.7-3.6-28.14.0 -18.4-ー19.137.5

湖南 084106083088 -16256-16.7-12.3
19.9-44.0-75.8 0.781.030.740.87 -21.B3.2-26.5-12.8

8.7-50.1-58.6

西

四1l 0.711.050.660.84 -28.95.2-34.1-16.4
9.9-53.1-56.8 0.691.050.660.81 -3ー.05.0-33.7-ー8.5

8.8-49.1-59.7

貴州 0.440.930.370.75 -56.4-7.1-63.3-24.6 -7.0-49.4-43.6
0.470.950.440.75 -53.0-5.1-56.5-24.8 -5.3-4T9-46.8

真南 0.62ー.020.530.81 -38.22.3-46.8-19.3
3.4-52.9-50.5 0.651.040.530.82 -35.44.4-46.8-17.6

7.0-57.l-49.9

部 西蔵 0.771.310.410.72 -23.430.8-58.9-27.8
93.0-74.0-1ー9.0 0.731.120.730.71 -26.511.8-26.8-28.8

33.4-25.0-108.4

映西 0.600.890.990.66 -40.1-10.9-0.8-33.8 -14.8-0.9-84.3
0.6ー0.920.850.72 -38.6-7.6-15.1-27.7 -ll.1-17.2-71.7

也 甘粛 0.560.960.460.83 -43.7-4.1-53.6-16.9 -5.0-56.4-38.6
0.500.950.390.81 -50.0-4.9-61.0-19.3 -5.3-56.0-38.7

青海 1.100.961.480.92 ー0.0-3.948.4-8.4 22.4-207.184.8 ー.000.951.140.97 0.3-5.314.1-2.8 -10312086-955

域 寧夏 0.890.921.260.81 -ll.1-8.226.4-19.5 -38.5113.4-174.9
0.880.911.240.82 -ー1.8-9.524.1-ー7.7 -43.793.3-149.6

斬it 0930901.120.93 -7.4-10.211.8-6.9 -77.471.1-93.7
1.020.851.250.99 1.8-ー4.725.4-0.7 -460.1596.9-36.8

tJl

･･｣



続表6 1人当たり実質GDP地域格差の会計分析(80-85-90-95)

1990年 1995年
相対格差レベル(全国=1.00) 全国レベルとの格差率(ち) 格差の要因別貢献度(%) 相対格差レベル(全国=ー.00) 全国レベルとの格差率(%) 格差の要因別貢献度(%)

y/yol/lok/kot/to y/yo-1l/lo-ーk/ko-1t/to-1 l/lok/k○t/to y/yol/lok/kot/to y/yo-ーl/t○-1k/ko-1t/to-1 l/Iok/kot/to

全国 1.00ー.001.001.00 0.00.00.00.0 1.001.001.001.00 0.00.00.00.0

東部 1.171.031.ー31.09 17.12.913.39.2 8.737.853.6 1.421.011.381.22 41.61.237.922.3 1.444.953.7

中部 0.770.950.740.91
-23.1-5.4-26.0-8.7 -l3.1-49.4-37.5 0.770.960.750.91

-23.1-4.3-25.3-9.0 -10.0-50.9-39.1

西部 0.65ー.020.670.79 -34.61.8-33.4-20.7 2.9-43.1-59.8 0.621.050.690.73 -38.24.6-31.2-26.6 6.6-36.9-69.6

東

部

也

域

北京 2.49ー.173.421.07 148.617.1241.97.5 5.189.85.0 2.32ー.033.900.85 131.83.2290.0-14.9 1.2ー10.1-1ー.3

天津 2.101.073.190.96 110.37.12ー8.7-4.4 3.2ー00.8-4.0 2.141.123.l30.98 1ー3.8ーー.8212.6-2.5 5.097.2-2.2

河北 0.800.980.690.96
-19.5-1.6-30.6-3.8 -4.3-76.1-l9.6 0.920.980.821.02 -8.0-1.9-18.ll.6 -12.7-107.720.4

遮音 1.480.95ー.471.26 48.2-5.047.225.7
-4.951.653.3 1.440.981.571.16 43.9-2.557.415.6 -2.867.335.5

上海 3.571.194.881.27 257.318.9388.127.5 3,ー86.210.7 3.931.185.151.51 293.4ー8.5414.951.5 2.779.7ー7.5

江蘇 I.ー91.091.141.08 19.49.114.ー7.9 24.035.240.8 1.521.001.511.26 5ー.70.350.626.2 0.349.150.6

瀬江 1.191.201.011.08 18.9ー9.60.78.2 55.1ー.643.3 1.671.161.371.40 67.015.937.240.2 ll.728.260.1

福建 1.050.920.891.ー4 4.7-8.1-ll.514.2
-98.0-102.7300.7 1.420.961.081.40 41.9-3.88.440.0 -4.89.595.3

山東 0.930.970.861.01 -7.1-3.0-ー3.81.0 -22.5-91.413.9 1.190.971.10l.15 19.5-2.810.415.5
-7.027.579.5

広東 ー.25ー.041.00ー.22 25.04.20.522.5 9.20.989.9 1.641.011.321.47 63.60.832.447.4 0.724.974.4

広西 0.601.000.500.82 -39.8-0.4-50.0-18.1 -0.6-53.9-45.6 0.741.020.570.90
-26.51.8-43.0-10.1

4.0-65.9-38.1

海南 0.850.940.800.97 -14.9-6.0-20.1-3.4 -24.6-52.7-22.7 1,050.901.320.96 4.7-10.232ー2-4.1 -119.1306.1-87.0

中

部

也

域

山西 0.820.950.661.02 -17.8-5.1-34.41.6 -14.8-94.29.0 0.740.900.650.96
-26.2-10.1-34.9-4.0 -19.8-65.0-15.2

内薫古 0.720.730.661.01 -28.4-26.7-33.81.5 -51.6-53.65.2 0.760.870.860.89 -24.2-12.5-13.8-1l.1 -27.8-26.3-45.9

書林 0.930.940.950.99 -6.7-5.7-5.2-1.2 -48.0-33.6-18.3 0.920.971.010.94
-8.0-3.30.7-6.5 -22.73.8.-81.I

黒竜江 1.340.8ー1.68ー.12 33.7-19.167.611.6 -29.895.534.4 1,130.811.421.00 ー3.2-19.14ー.90.2 -68.8167.ーー.7

安徽 0.641.010.640.78 -36.3ー.1-35.6-22.5 1.8-39.8-62.0 0.691.040.630.85
-30.63.8-36.6-14.9

6.4-57.6-48.8

江西 0.570.950.340.88 -42.8-5.0-66.0-12.0 -6.8-65.2-28_0 0.621.000.440.85 -38.30.4-56.1-14.6 0.6-62.6-38.0

河南 0.650.970.620.84 -34.8-3.5-38.2-16.2 -5.6-47.8-46.5
0.690.960.670.85

-31.4-3.8-33.5-ー4.7 -6.8-46.4-46.7

湖北 0.820.920.730.98 -18.1-7.7-27.3-2.0 -24.2-64.8-1l.0 0.860.870.771.04 -ー3.9-12.8-23.03.9 -47_3-80.628.0

湖南 0.731.050.710.83 -26.54.6-29.5-16.7
10.1-47.1-62.9 0.721.060.660.83

-28.16.0-34.1-16.8
12.0-52.4-59.7

西

部

也

域

四川 0.661.080.620.78 -34.38.2-38,4-21.5 13.2-50.5-62.7 0.66ー.100.620.78 -34.29.6-37.8-22.3 15.3-50.1-65.2

貴州 0.441.030.450.67 -55,72.5-55,2-33ー0 2.5-43.3-59.3 0ー381.030.400.62 -61.72.9-59.7-37.7 2.7-41.5-61.2

至南 0.691.050.470.90 -31.35.0-52.6-9.7 8.7-77.6-31.1 0.631.050.590.82 -37.14.6-41.3-18.0
6.0-57.4-48.6

西蔵 0.560.990.920.59 -44.5-1.0-7.7-41.5 -1.6-5.1-93.3
0.490.951.010.52

-50.7-5.31.4-47.7 -6.90.9-94.1

映西 0.650.940.990.69 -35.4-5.7-1.4-31.5 -9.5-1.6-88,9 0.590.970.910.65 -40.8-3.4-9.0-35.0 -4.7-9.7-85.6

甘粛 0.540.960.450.82 -46.0-4.3-55.5-17.7 -5.0-56.4-38.6 0.471.ー80.480.63 -52.818.1-52.4-36.5
ー7.5-48.4-69.1

青海 0.870.911.080.89 -12.6-8.67.9-ll.5 -37.328.0-90.7 0.710.971.010.72 -28.6-2.61.5-27.9 -4.92.4-97.5

寧夏 0.840.90ー.260.77 -15_5-9.725.8-23.0 -32.280.0-147.9
0.690.911.110.68

-31.1-8.611.3-31.9 -14.617.2-102.5

新iI 1.070.791.281.06 7.4-20.827.56.4 -154.5168.286.3 1.040.79ー.580.88 4.5-2ー.058.4-ー1.9 -249.3616.6-267.2

データ出所 表1に同じ｡

注 Y=1人当たり実質GDP. L=1人当たり労働力. K=1人当たり資本ストック. T=1人当たりTFP. u =労働分配率; yo,Lo.Ko,To.woは全国｡



る相対値(y/Yo､ L/Lo､ K/Ko)が得られ､ Tの相対値(T/To)が次のように計算されるo

(T-To)/To =(YIYo)/Yo -w*(L-Lo)/Lo

-(1一山)*(K-Ko)/
Ko

山については比較基準の全国平均coと比較対象の各地域､各省山の平均値を使うo

基準とする全国平均レベルとの相対格差値のY/Yo､ L/Lo､ K/Ko､ T/Toが得られると､

比較対象(ここでは各地域､各省)の1人当たり実質GDP､ 1人当たり労働力､ 1人当た

り資本ストック､相対TFPレベルが､基準とする全国平均レベル(-1.0)との格差率(Y/Y｡-1.

0､ L/Lo-1.0､ 氏/Ko-1.0､ T/To-1.0)が得られる｡この格差率をもって､格差の会計分析

を行うことにする｡

会計分析に必要とする資本ストックの計測に関する方法論については江崎･孫(1998)､

EZAKI and SUN(1998)を参考されたいoただし､本稿で使われている資本ストックの計測

に必要な5種類のデータ(GY､ GL､ co､ ∂､ Ⅰ)の中で､前述論文と違って､労働分配率

(co)は『中国国内生産総値核算歴史資料1952-1995』の各年度｢労働者報酬｣に基づ

いているo また､毎年の実質投資額(Ⅰ)は固定資産投資ではなくて､ 『中国国内生産総値

核算歴史資料1952-1995』の資本形成総額指数(在庫を含む)を利用するo 1995年の全

国･三大地域･各省の資本ストックは表2の最後の欄にまとめている0

前節の分析によると､中国では､ 1980年から1995年かけて､各地域･各省の間で､一

人当たりGDPにおいてかなり大きな格差が表れている,表6からわかるように､ 1980､ 1985､

1990､ 1995年の四時点で､ 1人当たり GDPにおいて､東部地域は全国平均よりそれぞれ

ll.4%､ 14.2%､ 17.1%､ 41.6%高いのに対して､中部地域は19.9%､ 18.9%､ 23.1%､

23.1%低く､西部は34%､ 34.1%､ 34.6%､ 38.2%低いのであるo

このような一人当たりGDP格差に対して､各地域･各省の1人当たり労働､ 1人当たり

資本ストックまたTFPレベルはどのようなはたらきをしていたのか0

表6の格差会計分析の結果からわかるように､四時点において､東部地域の一人当たり

GDPが全国平均より高い一つの要因は､東部地域の1人当たり資本ストックが全国平均よ

り高いことにあり､一人当たりGDPの全国平均より高い部分のそれぞれ23.5%､ 9.4%､

37･8%､ 44.9%を説明している.また､労働はそれぞれ16.9%､ 23.5%､ 8.7%､ 1.4%

を説明している. TFPのレベルはそれぞれ59.6%､ 67. 1%､ 53.6%､ 53.7%を説明してい

る,労働のほうはあまり貢献していないが､ 1人当たり資本ストックとTFPのレベルは

かなり貢献している.)

中部地域の場合は四時点で一人当たりGDPが全国平均より低い主な要因は､中部地域の

1人当たり資本ストックが全国平均より低いであり､一人当たりGDPの全国平均より低い

部分のそれぞれ-24. 9%､-63.2%､-26%､-50. 9%を説明している｡労働はそれぞれ-20. 3%､

-18.2%､ -13.1%､ -10%を説明しているo TFPのレベルも全国平均より低いから､それ

59



ぞれ-22%､ -63.2%､ -37.5%､ 139.1%を説明している.中部地域では特に1人当たり資

本ストックの不足が原因であり､ TFPレベルの低いこともかなり影響している｡

西部地域の場合は四時点で一人当たりGDPが全国平均より低い第一の要因は､西部地域

のTFPのレベルが全国平均より低いことにあり､一人当たりGDPの全国平均より低い部分

のそれぞれ-56.1%､ -56.1%､ -59.8%､ -69.6%を説明しているo資本ストックのレ

ベルも相当に低く､それぞれ-42.9%､ -43.5%､ -43.1%､ -36.9%を説明しているo労

働はそれぞれ-1.0%､ -0.5%､ 2.9%､ 6.6%を説明している.,西部地域では1人当たり

資本ストックも不足であるが､もっとも重要な原因はTFPレベルの低いことにある｡

各省の状況を見てみると､中部地域､西部地域の各省は資本ストックとTFPがほとんど

マイナスの貢献をしていることがわかるo逆に､東部地域の各省はほとんど資本ストック

とTFPの両方が一人当たりGDPの全国平均レベルより高い部分に貢献している｡また､東

部地域の各省を時系列でみるとTFPによる貢献が徐々に高まるのに対して､中部地域､西

部地域の各省はかえって徐々に低下しているc.

結論から言えば､一人当たりGDPにおいて､東部地域及び東部各省が全国平均より高い

のは東部地域及び東部各省の一人当たり資本ストックとTFPのレベルが全国平均より高い

からである｡中部地域､西部地域及び各省の状況はその反対であるo 中部地域では､資本

ストックの不足が主な原因であり､西部地域ではTFPのレベルが低いことが主な原因であ

る.､

5.結論

本稿では､ 1980年から1995年かけて､中国の東部､中部､西部三大地域間及び30の

省･直轄市･自治区間の1人当たりGDP格差の現状と変化を検討した上で､格差拡大の時

期､格差拡大の原因､格差拡大と郷鎮企業の発展との関係を分析したo また､成長会計分

析のフレームワークを応用して､横断面データによる各地域､各省･直轄市･自治区の1

人当たりGDP格差の会計分析を通じて､各省･直轄市･自治区の1人当たりGDP格差と労

働､資本､生産性(TFP)との関係を探ってみた.以上のような分析を通じて､中国の地域

格差について､以下のように要約できる.

中国経済全体において､東部地域のシェアが上昇しているのに対して､中部､西部地域

のほうが下落している,三大地域の間で一人当たりGDPの格差が拡大し､特に東部地域と

西部地域との格差が著しく拡大している.省レベルでは同じ現象が見られるo特に東部の

江蘇､漸江､福建､山東､広東五省と西部各省との格差が発展の大きいずれによって広が

ったo このような一人当たり GDP格差の拡大は主に､東部地域･省と西部地域･省の職

工或いは都市住民の間で格差が拡大した部分によるものではなくで､農村住民の間で格差

が拡大した部分によるものである.つまり､東部各省の農村と中部､特に西部各省の農村

との間で､所得格差が著しく拡大している,東部各省の農村と中部､西部各省の農村との

60



間で､所得格差が著しく拡大しているのは東部各省の農村と中部､西部各省の農村との間

で生れた農村工業の発展､つまり郷鎮企業発展の差によるものである｡また､三大地域内

の都市住民と農村住民の所得格差については､東部､中部地域では縮小するのに対して､

西部地域では逆に拡大していたo このような一人当たり GDP､農村住民一人当たり収入格

差の拡大は主に､ 90年代にできたものである｡,

1人当たりGDP格差と労働､資本及び生産性について､次のようなことが言える｡まず､

質の要素を考慮していないが､労働は決定的な要因ではない｡次に､省レベルから見ると､

中部地域､西部地域の各省は資本ストックとTFPがほとんどマイナスの貢献をしているこ

とがわかる.逆に､東部地域の各省はほとんど資本ストックとTFPの両方が一人当たりGDP

の全国平均レベルより高い部分に貢献している｡また､東部地域の各省を四時点(1980､

1985､ 1990､ 1995年)でみると TFPによる貢献が徐々に高まるのに対して､中部地域､

西部地域の各省はかえって徐々に低下している傾向が見られる.最後に､三大地域で見る

と､一人当たりGDPにおいて､東部地域が全国平均より高いのは東部地域の一人当たり資

本ストックとTFPのレベルが全国平均より高いからである｡中､西部地域が全国平均より

低いのは中部地域では､資本ストックの不足が主な原因であり､西部地域ではTFPのレベ

ルが低いことが主な原因であるo 言い換えれば､東部地域と中部地域､西部地域との一人

当たりGDPの格差を解消するために､中部地域､西部地域に対するより多い投資とTFPの

改善が求められるo

ここで注意すべきことは以上の1人当たりGDP格差に関する結論はあくまでも地域と地

域､省と省との比較から得たものであるが､各省内の格差状況にあまり触れていないこと

である.たとえば､東部地域内の遼寧省の場合､同じ地域の江蘇､漸江､福建､山東､広

東五省と比べると､発展が大きく遅れていることがわかるo ところが､飛躍的に発展して

いる遼寧省内の大連市と省内のその他の地域と比べると､また違う様子である｡同じ広東

省内でも､もっとも豊かな地域ともっとも貧しい地域との1人あたりGDP格差が1992年

ですでに十数倍になっていた10).本稿では三大地域､省レベルを対象にしているから､

各省内の地域格差に関する分析は今後の課題にしておきたいo また､各地域､各省の生産

性レベルになぜ大きな格差が存在しているのかについて､産業間生産要素(特に労働)の

合理的移動が一つの重要な要因として考えられるが(林毅夫･察肪･李周(1997))､もっ

と具体的な実証分析が求められる｡

荏

1)中国では台湾省を除き､ 1986年の時点では29の省･直轄市･自治区があったが､ 1987年に海南が
広東省から分離して省に昇格し､ 1997年重慶市が四川省から分離して直轄市に昇格したから､現在31

の省･直轄市･自治区になっている｡本研究は､ 1981年から1995年を対象とするから､海南省の1987

年以前のデータが広東省から分離して作成し､四川省のデータは重慶市を含んでいる｡

2)中国では習慣的に30の省を東部･中部･西部地域に三分割しデータを作って､地域格差問題を論じ

る｡東部地域は北京､天津､河北､遼寧､上海､江蘇､新江､福建､山東､広東､広西､海南の12省･
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市･自治区､中部地域は山西､内蒙古､吉林､黒竜江､安徽､江西､河南､湖北､湖南の9省･市･自

治区､西部地域は四川､貴州､雲南､西蔵､陳西､甘粛､青海､寧夏､新彊の9省･市･自治区であるo

3)中国は1953年から社会発展の5カ年計画を作り始めていた｡ 1963-1965年は経済調整のため中断

され､ 1966年から再開したのである｡現在は`第9次5カ年計画'にある｡

4)東北地域の遼寧省､黒竜江省は1950年代旧ソビエトの援助で多数の大型重工業プロジェクトが作

られ､中国の社会主義重工業化建設に大きく貢献したのである｡ "三線''建設は1960年代に､旧ソビエ

トとの戦争を備え､多くの工場を中国の西南部の偏僻な山奥に移転させる戦略である｡

5)職工とは企業の医療､住宅などの福祉を享受する正社員を指している0

6)在来工業地域は旧社会主義時代の重工業基地のことである(峰松他､ (1997))0

7)
1999年1月13日『人民日報』の報道｡

8)一人当たりGDPの会計分析は速水(1995､
p130)を参考されたい｡

9)
1人当たり労働は労働人口と総人口の比率であり､労働力資源を表す0

1
0)各省内の地域格差については胡鞍鋼･王昭光･康噴光(1995)を参考o
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Reducing CO2/SO2 Emissions by EnvironmentalTax in China:

A CGE SinulationAnalysis

by

Mitsuo Ezaki, MorihikoKinjo, Linsheng Gu and Shuchang Qi

1. Introduction

Global
warming is a hot issue not only in current Japan where the third

Conference of Parties (COPS) of the Framework Convention on Climate Change

(FCCC) was held in Kyoto recently (in December 1997) but
also in current world

involving both developed and developing countries. The purpose or this paper is to

quantitatively investigate the effect of introducing carbon and/or sulfur tax into

China by using the method of simulation analysis based on CGE (Computable

General Equilibrium) modeling, focusing Ion the current 9thfive-year plan period

(199612000). We will provide various simulation results on the extent＼and cost of

reducing CO2/SO2 emissions, the impact on growth and industrial structure, and

so on, if the pollution tax is levied on the emissions ofCO2 and/or SO2 in a similar

way to the carbon tax. As a result, it is expected to get a starting point fわrthe

analysis of joint implementation (to be more precise, "Clean Development

Mechanism" )between China and Japan to cope with the issue of global warming.1

Since the UN Conference on Iluman Environment held in Stockholm in 1972,

China has been tackling with the protection or environment in both national and

local government levels (See Appendix A).2 National Conference on Environmental

Protection was held fわur times in 1973, 1983, 1989 and 1996, contributing to the

formatJion of the basis of environmental administration. During the 1970s and

1980s, for example, the "three-synchronization" rule was introduced, enforcing

both main equipment and environmental protection measures to be included

simultaneously in the three stages of designing, building and usage, and the

comprehensive use of "three
wastes" (i.e.,waste gases, waste water, and solid

wastes) was positively promoted. Furthermore, the Law or Environmental

Protection was introduced partially in 1979 and implemented nationwide in 1989.

In the 1990s, the environmental administration was strengthened by taking the

opportunity of Earth Summit (UN Conference on Environment and Development)

in Rio de Janeiro in 1992. The environmental plans were proposed one a氏er

another such as Action Plan of Environmental Protection in China (September
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1993), China's Agenda 21 (March 1994), the 9thFive-Year Plan of National

Economy and the Environmental Plan (March 1996), and so on･ According to the

latest environmental protection plan for the 9thfive･year plan, total level of waste

emissions in the year 2000 are controlled to be less than that of 1995 fわrmost

indicators. The exception is sulfur dioxide (SOB), for which total emissions are

expected to increase by 3･8% from 23･69 to 24･60 million tons during the five･year

period.3 No targets, however, are mentioned explicitly f♭r carbon dioxide (CO2) in

any plans of the 1990s, so that the problem of global warming does not seem yet to

occupy an important position in the administration of environmental protection in

China. On the contrary, emissions of sulfur dioxide (SO2) have become a problem of

vital importance in China in connection with people's
health.

In this paper, we will quantitatively investigate the reduction of
CO2

emissions with the reduction of SOB emissions in mind. The methodology is CGE

modeling based on the 1995 input･output table, which is the extension oftbe 1992

table (See Table Bl in Appen血Ⅹ B fわr 7･sector table). Data on CO2 and SO2

emissions by industry and households are newly estimated for 1990 and 1995 (See

Appendix B, Table B2). According to the new estimates, total CO2 emissions in

1995 are about 3 billion tons in terms or carbon dioxide (about 0.8 billion tons in

terms of carbon) with the composition of 2.6 billion tons (86%) for industries and

0.4 billion tons (14%) for households. Total SO2 emissions in 1995, on the other

hand, are 24.4 million tons in terms of sulfur血oxide with the composition of 20.9

million tons (85%) for industries and 3.5 million tons for households.4

In Section 2, we will present the system ofenvironmental CGE model to be used

for various simulations for the 9th five-year plan period (1996-2000). We will

provide standard simulation (standard scenario) in Section 3 and compare it in

Section 4 with alternative simulations (alternative scenarios) in order to analyze

CO2/SO2 emissions in terms of carbon or su岨1r tax. Summary and conclu血ng

remarks are given in Section 5. In Appendix A, we will provide a review and

evaluation of national environmental protection plans in China mainly f♭r the

1990s, while in Appendix B, we will give a brier explanation on the method and

procedures of estimating CO2 and SO2 emissions in China f♭r1990 and 1995.

2. The System of Environmental CGE Model

The environmental CGE model of China is a model with 7 sectors, covering

(1) agriculture, (2) mining, (3) lig叫 manufacturing, (4) energy, (5) heavy
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manufacturing, (6) construction, and (7) services. Table 1 presents the whole

system of equations, while Table 2 gives the correspon血ng notation. The whole

environmental system is obtained by ad山ng environmental variables or equations

to the ordinary economic system. We will explain,丘rst, on the or血nary non-

environmental system and, then, on the introduction or environmental variables or

equations into it.

The economic system f♭rnon･environmental aspects is basically the same as

the CGE model of China presented in Kinjo and Ezaki [1997] or the CGE model of

Vietnam presented in Ezaki and Son [1997]. The two preceding models adopt

production and composite-goods functions
of Cobb-Douglas type, which are

replaced in the present model by those of CES (Constant Elasticity of Substitution)

type･ The present model (and the two prece血ng models also) are based

essentially on the standard CGE model of open economy developed by Dervis, de

Melo and Robinson [1982, Ch.7]. However, the present economic system (and the

two preceding models also)
have two important deviations from the standard CGE

model. The first deviation occurs in the labor market, for which our system ofTable

l does not assume the equilibrium between demand and supply･ That is to say, in

each of the six non･agricultural industries (i
= 2- 7), nominal wage (Wi) is given

exogenously as policy variable! and the marginal con血tion (eq.(6)) determines

demand for labor (Li),While input of agricultural labor is determined as residual by

the difference between total supply of labor (LS) and total non-agricultural demand

for labor (eq.(7)).This formulation, which may be said to follow the dualistic

development
model of Lewis type, seems to丘t better 也 the reality in the transition

economy of China with surplus labor in the agricultural sector･ This is, so to speak,

the case or non-competitive labor market segmented by industry･

The second crucial deviation occurs in the aggregate budget
constraint

leading to the Law or Walras (eq.(57)),by which our system regards the balance

between nominal savings (domestic S and fわreign F) and nominal investment (In)

as the equilibrium condition that determines prices in their absolute levels. That is

to say, the balance
equation (S+F-In = 0) is dropped as the redundant equilibrium

condition in solving the system, so that the corresponding price (of nominal

investment (In) in Chinese yuans (C¥)) is set at the unitary level (C¥=1.0

naturally) as the price of numeraire, resulti工唱in the determination of other prices

in their absolute levels･ In our system of Table 1, the exchange rate (ER) may be

changed freely (See the upper part of eq.(46))or fixed at some constant level (See

the lower part of eq.(46)).
In the former case offlexible exchange rate, the price of
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US dollar (the level of ER, C¥/USS) is determined at the absolute level with C¥ as

numeraire so as to attain the equilibrium in the fわreign exchanges market (eq.(46),

eq.(57)).
Product prices (PXi's)also change freely to be determined at the absolute

level with C¥ as numeraire
so as to attain the equilibrium in the product markets

(eq.(45),eq.(57)).
Nominal wages (Wi's) in non･agriculture are exogenous, so that

they may appreciate
or depreciate against C¥ as numeraire･ The investment-

saving balance is thus the key equilibrium con血tion that determines all of the

prices in terms of C¥ absolutely.

We must note that the balance between savings and investment coincides

with the equilibrium in money market (i.e.,S+F･In
= Md･Ms) if the balance between

demand and supply for non-money financial assets such as loans, net foreign

assets, etc. holds automatically as identity by quantity adjustment (See eq.(57)).

In this case, money supply (Ms), in place of nominal investment (In),becomes

crucial for the price determination in the absolute level, i.e., to explain inflation.

We must note also that in our case or non-competitive labor market explained

above, the balance between demand and supply is attained by quantity adjustment

in血vidually in each of the segmented labor markets. The丘rst term in eq.(57),

therefore, must vanish as the identity equal to zero rather thanthe excess demand

equation. The same is true fわrthe balance between demand and supply in the

capital market, and the second term in
eq.(57) must vanish as zero identity rather

than the excess demand equilibrium condition, since the quantity adjustment
is

exclusively used to attain the balance in the capital market in our system. The

same is again true for the market of US dollars in the case offixed exchange rate

system, and the last term or eq.(57) vanishes as identity since the balance between

demand and supply is attained by the quantity adjustment offbrelgn Capital in且ow

(FS) as shown in the lower part ofeq.(46)).

We have stressed two important characteristics of our economic system,

which mean the deviations from the standard CGE model. Environmental

variables fbcusing on carbon tax are, then, introduced into this economic system on

the basis
ortbe fわllowing decomposition fわrmula, which is called "Kaya's identity":5

CO2 CO2/E x E/Ⅹ Ⅹ Ⅹ/L x L

CO2
emissions CO2 emissions Energy Input Output Population

per energy lnput per Output Per labor

From this decomposition, we can see that energy consumption is the basic
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determinant of CO2 emissions and that there are two血rections in reducing CO2

emissions: firstly, to reduce CO2 per unit input of energy (COB/E) and, secondly, to

reduce energy per unit output (E/X).The first includes technology improvement of

two kinds: direct elimination (e.g.,by dumping CO2 in the ocean) and energy

substitution (e.g.,from coal to
petroleum), while the second means technology

improvement of energy saving.

Using the above analytical framework, we can describe the relations between

CO2 emissions (CO2I, CO2H, CO2T), carbon tax (PCO2) and the two directions of

technology improvement (CO2/E, E/Ⅹ)as fわllows:6

(1) CO2I = =iRCO2i ･

a.i
･ XSi (totalCO2 emissions by industries)

(2) CO2H = RCO2b ･ C (totalCO2 emissions by households)

(3) CO2T = CO2Ⅰ + CO2H (totalCO2 emissions oftbe economy)

(4) INCO2 = PCO2 ･ CO2Ⅰ (carbon tax revenue in nominal value)

(5) IRCO2 = INCO2 / PI (realinvestment fわrenvironmental protection)

(6)PNi=PXi-=)P)
･

aji-PXi
･ tdi-PCO2 ･ RCO2i ･

a.i (carbontaxascost)

(7) S =
sp

･ YP+ sG ･ YG + INCO2 (carbon tax revenue as saving)

(8) Qi= ∑〕ai〕
･

Ⅹ㌔+Ci+ Gi+Ii+bli ･ IRCO2 (IRCO2 as demand)

(9)RCO2i ∝ RCO2i (1-RRCO2
･

IRCO2/CO2Ⅰ)

(technology improvement fわrthe next period: CO2/E)

(10)a.1 ∝ a｡i
･

(1-RRX4
･

IRCO2/Ⅹ4Ⅰ) whereX4I= ∑ⅩS4i

(technology improvement for the next period: E/勾

where aji
= intermediate input

coefficient, a4i =

energy input coefficient, RCO2i =

rate Of

CO2 emissions per energy input, RCO2b =

rate Of CO2 emissions per energy

consumption, PNi =

net Output price, PXi =

gross Output price, ⅩiS =

gross output, pi =

price of composite goods, Qi =

tot,al demand for composite goods, S =

total savings, YP =

non-government income, YG =

government income, sk =

Saving rate, and so on.

These equations are derived based on the following simplifying assumptions.

① Revenue from the carbon tax (INCO2) is spent only on investment for

environmental protection. ② Real investment f♭r environmental protection

(IRCO2) becomes final demand in the same
way as ordinary investment. ③

1RCO2 is treated in the same way as consumption, not resulting in the

accumulation of production capital. ④ IRCO2 causes proportionate reduction in

CO2 emissions per unit input of energy (technology improvement), realizing

common rate of improvement (RRCO2 = tonJIOO million yuans in real terms) in
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each industry. ⑤ IRCO2 causes proportionate reduction in energy input per unit

output (technology improvement), realizing common rate of improvement (RRX4
=

100 million yuans in real terms / 100 million yuans in real terms)･ ⑥ Measures of

environmental protection are implemented domestically･

The framework for the analysis of CO2 emissions above is totally valid also

for the analysis of SO2 emissions･ The same,therefore, applies to the relations

between SO2 emissions (SO2I, SO2H, SO2T), sulfur tax (PSO2), and technology

improvement in the two directions (emission coefficient RSO2i, energy input

coefficient a4).
The same is true also for the common rates of technology

improvement (RRSO2, RRX4). Only the tax rates and the rates of technology

improvement are different due to the difference in carbon (C) and sulfur (S)

contents per unit of energy lnput･ As mentioned above, total amounts or CO2 and

SO2 emissions in China in 1995 are 3.0 billion tons and 24 million tons (0.24billion

tons), respectively, so that the gap in terms of weight exceeds 100 times.7

3. Standard Scenario for the 9thFive-Year Plan (1996-2000)

During the 8th Five･Year Plan period (1991･1995), the Chinese economy

regained a rapid, sustained growth and realized the growth target to quadruple

GNP for 20 years from 1980 to 2000, advancing the target date by 5 years. For the

current 9th Five-Year Plan (199612000),therefore, the growth target was revised to

quadruple
"per

capita GNP" from the 1980 level by the year 2000, while the long-

term target for the year 2010 was set to double GNP during the first decade of the

21st century･8 The current 9thFive･Year Plan assumes the numerical targets for

various economic and social indicators, which are summarized in Table 3 only for

macroeconomic in血cators, including the long･term targets by the year 2010, in

parallel with the targets for the 8th plan･Asseen in Table 3, the growth targets for

the 9thplan are 8-9% for GDP, 10% for investment, and 6.5% for labor productivity,

while the trade balance is assumed to move towards the equilibrium. We have

constructed a case where the simulation results become as close as possible to

these numerical targets, and called it as "standard scenario" since the results are

used as the basis of comparison with the case of introdu血唱enVironmental

protection policies･ We have regarded the fixed exchange rate system as standard,

because the exchange rate ofyuan per US dollar has been fairly stable since it was

devalued drastically at the beginning of 1994. Table 4 shows this standard scenario,
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which corresponds to the case of Business As Usual (BAU)･ The standard scenario

ofTable 4 obtains slightly higher GDP growth than the numerical target oftbe 9血

plan! but we have regarded it reliable enough to be used as the basis of comparison

in evaluating environmental protection policies･ The upper most part or Table 4

(the block f♭r"Walras'Law") in血cates the number ofiterations needed to solve the

system (NIT), the convergence criterion (EPS), and the con丘rmation or Walras'

Law (i.eリValue of excess demand in each market correspon血ng
to

eq･(57) ofTable

1).We can confirm in the lightofWalras'Law that computation was correctly done,

since solutions obtained without using the savings-investment
balance constraint

(S+F-In=0) satisfy in fact the unused constraint almost perfectly.

Parameter values and data used to derive the standard scenario are

summarized partly ln Table 5･ In the case of production function, elasticities of

substitution (ESXs) for 7 industries are set at the levels shown in Table 5,

following basically the estimates ofKuroda 【1984]O:able 10-2 and Table ll-1) for

Japanese industries, thoughthe GlobalTradeAnalysis Project (GTAP) suggests

the elasticities to be generally a little higher than one･9 In the case of composite

goods
function

which aggregates domestic and imported goods, elasticities of

substitution (ESQs) for 7 industries are set at the same levels as GTAP as shown in

the second part of Table 5･ Next isthe extrapolation of exogenous variables up to

the year 2000･Asshown in the third part ofTable 5, growth rate of labor supply

(LS), growth rate ofnon-agricultural wage (RL) and growth rate of real investment

(IR) are assumed to be l%, 6% and 8% respectively. The most difficult

extrapolation is on the technical progress or productivity increase in each industry,

i.e., GPO) (rates of increase in scale parameter
for 7 production functions) and

G(ju) (rates of decrease in intermediate input coefficients for 7 industries)I The

assumed rate of technical progress is especially high for agriculture (8%)･ The high

rate of technical progress in agriculture is necessitated
to achieve agrlCultural

output growth to some extent in spite of the exodus or agricultural labor･ In other

words, we have assumed that the agricultural sector in China responds to the

exodus of labor by increasing working hours. In the case of export function, price

elasticity (77 ) and change in scale (EO) in each industry are derived by referring to

regression results based on time series data.

Tbe lower･most part of Table 5 indicates data on capital stocks by industry･

We have allocated total capital stocks to each industry proportionately to capital

income by assuming the rate of return to capital 也 be equal
between industries･

Now we stress that total capital stocks here are estimated
by

using a completely
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new method, which is quite
different from the ordinary method based on ICOR

(Incremental Capital-Output Ratio). The new method, which is proposed in Ezaki

and Sun [1997】,combines the formula of growth accounting with the formula of

capital accumulation (i.e.,stock-flow relation),resulting in the simultaneous and

consistent estimation of both capital stocks and growth or TFP (Tbtal Factor

Productivity). We will explain this methodology very briefly below･

Denoting growth rate of GDP by GY, growth rate of labor by GL, growth rate

ofreal capital stock by GK, growth rate ofTFP by GT, labor share by (d, level of

real capital stock by K, level of real investment flow by I, and rate of depreciation

by a
,

we can express the fわrmulas or growth accounting and capital accumulation

aS :

GY= 山 GL+(1-u)GK+GT

GK= Ⅰ/K-a

From the two identities, we get the relation between real capital stock (K) and real

investment flow (Ⅰ):

K=[(1･w)/(GY- w GL-GT+(1-co)a )]- I

For the period of 8thflVe･year Plan (199111995), for example, we assign a proper

level of TFP growth asthe initial value of GT, and compute K based on the last

identity above by using actual data on GY, GL, w, ∂ andI, which are averaged for

the five-year
period. Regarding K as the capital stock at the mid-point of the five-

year period (i.e.,mid-point of 1993), we accumulate annual real investment flows

(I(t))for five years both forwardly and backwardly according to the following

formulas:

K(t+1) =K(t)
+ (Ⅰ(t)+Ⅰ(t+1))/2-∂ K(t)

K(卜1) = 【K(t)-(I(t)+Ⅰ(t-1))/2】/(1-a)

Now we have a series of capital stocks for five years, from which we get average

growth rate of capital (GK) for the five-year plan period. Applying this average

growth rate to the first identity of growth accounting, we get a new level of average

TFP growth, which is different from the initial value of GT. Then, we change the

initial value of GT in a proper level and direction, and reach agaln different K,
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different GK, and different GT. This iterative process of computation is continued

until GT at the beginning ofiteration coincides with GT at the end ofiteration･
10

Total capital stocks for all industries estimated by this method are shown at

the end of the lower-most part of Table 5. However, capital stocks by in血vidual

industries shown in the same lower-most part of Table 5 are the results or

proportional allocation based on the assumption of common and equal rate of

return to capital f♭rall industries. The new method ofcapital stock estimation can,

in principle! be applied to the in山vidual industry level, provided that real

investment series by industry are available together with several real input･output

tables. The estimation ofcapital stocks and TFP growth for individual industries is

left to be done as a future research task.

4. Simulation Analyses of CO2 and SO2 Emission

Table 4 indicates, in the middle block f♭r"changes in economic variables," the

simulation results called standard scenario which correspond very closely to the

growth targets of the 9th five-year plan･ Table 4 indicates also, in the final block for

"changes in environmental variables," the dynamic path of CO2/SO2 emissions f♭r

the case of BAU (Business as Usual) where
no measures are taken f♭r the

protection of environment. In this case, total emissions of CO2 (CO2T) increase

from 3.05 billion tons in 1995 to 5.63 billion tons in 2000 at the annual growth rate

or 13.0%. Tわtal emissions of SO2 (SO2T), on the other hand, increase fiom 24.3

million tons in 1995 to 45.2 million tons in 2000 at the rate 13.2%. In this case,

energy input coefficient (a4I),thoughflXed in each industry, increases gradually

from 0.032 to 0.033 when averaged for seven industries.

The question here is what will happen to CO2 and SO2 emissions, growth

rateand industrial structure, inflation and the balance of payments, etc., if the

government of China introduces carbon or sulfur tax at the beginning of five-year

plan period and use the revenue fわr investment on environmental protection as

assumed in Section 2. Direction of changes and degree of impacts depend, of course,

on the levelsムftaxrates (PCO2 and PSO2) as well as on the degree oftechnology

improvement in two kinds:
energy saving (RRX4) and reduction of CO2 and SO2

emissions per energy input (RRCO2 and RRSO2). It is, however, not easy to get

de丘nite quantitative relations between investment on environmental protection

(IRCO2 and IRSO2) and the degree of technology improvement (RRX4, RRCO2

and RRSO2). In this paper, therefore, we will try to evaluate the impacts of carbon
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or su岨Ir tax quantitatively
by hypothetical experiments, i･eリby changing the

degree of technology improvement within a certain range which seems to be

possible and probable･

The first experiment is the case where 140 yuans of carbon tax are levied per

ton of CO2 emissions (i.e.,PCO2
= 140 C¥/t).Technology improvement in this case

is assumed to be realized by energy saving, and its speed is set to be O･1 (i･e･,RRX4

=

o.1) wbicb means that 10 million yuans of energy inputs (in real value at

constant 1995 prices)
are saved by 100 million yuans of environmental protection

investment (in real value at constant 1995
prices).

Note that 10 million yuans of

real energy lnputS are roughly equivalent with 9000 tons of oil･ The丘ve-year

simulation fわrthis case is presented in Table 6･ Comparing Table 6 with Table 4 of

BAU, we can see that total CO2 emissions (CO2T) in the year 2000 decrease to a

fairly large extent from 5･63 billion tons to 4･06 billion tons, coming back closely to

the level in 1995. Similarly, total SO2 emissions (SO2T) in the year 2000 decrease

from 45.2 million tons to 31.9 million tons and the rate of direction is almost the

same as for CO2. Energy input coefficient (a4i)in the year 2000 also decreases to a

large extent from O･032 to O･025 when averaged for all industries･ This drastic

improvement in environment
forces sacrifice to some extent in variousfields of the

national economy･ GDP growth rate, for example,
decreases from lO･3% to 9･7% for

the five-year plan period･ The level ofreal GDP in the year 2000 decreases by 3･0%

from 9.7 trillion to 9.4 trillion yuans･ The rate of inflation increases for the plan

period by 0.5 point from 3.9% to 4.4% in terms of GDP deflator (PY)･ Deficit in the

current balance of payment (FS) increases thoughto a relatively small extent (1%

of GDP) in the year 2000. Impacts on real production by industry are not unifわrm,

negative in some industries while positive in others such as construction industry･

Speaking in general, economic costs in this case do not seem to be large in spite of

fairly big effects on environment.

The second experiment is the case where 14000 yuans of sulfur tax is levied

per ton of SO2 emissions (i.e=PSO2
= 14000 C¥/t)under the same assumption or

energy saving and the same rate of technology_血provement (RRX4 = 0･1) ･ The

five-year
simulation for this case is presented in Table 7, the contents of which are

almost, unchanged compared with Table 6 for CO2. Small differences are observed

on the reduction of CO2 emissions, resulting mainly from the level of sulfur tax

assumed in Table 7.ll It may be concluded that no big differences will
be

observed

on reducing Cog emissions between the two tax measures as far as the approach to

technology lmprOVement is made in the direction of energy saving, though it
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depends more or less on the assumptions adopted in Section 2.

Table 6 is a special case where the rate of carbon tax (PCO2) is set be 140

C¥/t and the rate of technology improvement in energy saving (RRX4) to be 0.1

C¥(1995 prices)/C¥(1995 prices).
By observing many of such special cases, we may

be able to derive general implications on the reduction of CO2 emissions, so that

we have conducted 48 experiments for 8 different rates of carbon tax (PCO2)

changing from 0 to 140 with the notch of20 and for 6 different rates of technology

improvement (RRX4) changing fiom 0.00 to 0.10 with the notch of 0.02. The丘ve･

year simulation results for these 48 special cases are summarized in Table 8,

comparing basically with the case ofBAU in Table 4. Similarly, we have conducted

48 experiments, which are summarized in Table 9, for 48 pair-wise combinations of

carbon tax (PCO2) and technology improvement (RRCO2), where the technology

improvement is not of energy saving type but or the second血rect type which

reduces CO2 emissions per unit orenergy input. Note that RRCO2 (ton/C¥ at 1995

prices)
means bow many tons ofCO2 are reduced by one unit ofreal environmental

investment. We have conducted similar experiments focusing on the sulfur tax

(PSO2), and the results are summarized in Table 10 only for the case of technology

improvement of energy saving type.

From Table 8 and Table 9, we can derive several implications on the relations

between carbon tax and CO2 reduction fわrthe economy of China in the 9比丘Ⅶ･year

plan period (1996-2000).

First, the introduction of carbon tax contributes de丘nitely to the reduction

of COB emissions (See ACO2T and ACO2T/CO2T in both tables). This is true

even when the technology improvement in eitber山rection, RRX4 or RRCO2,

becomes zero. Even in the case of no technology improvement, the carbon tax of

140 yuans per ton makes the CO2 emissions smaller by 4% compared with BAU.

And the reduction rate is larger in the households sector than in the industrial

sectors (See △ CO2H/CO2H and △ CO2Ⅰ/CO2Ⅰ). The de丘nite contribution of

carbon tax means an important signi丘cant role of the market in reduclng CO2

emissions, resulting from the increase in production cost due to the levy of carbon

tax･ Needless to say,the reduction rate is higher and the carbon tax becomes more

effective, if the rate of technology improvement is higher.And the reduction rate

becomes higher fわr higher tax rates, if the rate of technology improvement is

constant. Important questions are: what is the actual level ofRRX4 or RRCO2, and

to what extent RRX4 and RRCO2 can be raised and at what cost.

Second, the reduction of CO2 emissions through energy saving technology
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may have limitation in its effectiveness, since the ratio of CO2 emissions in 2000 to

those in 1995 (CO2T(2000/1995) in Table 8) is only 1.329 at the highest and does

not become smaller than 1 for higher rates of technology improvement (RRX4).

This is because lowering the coefficients of energy input means the reduction of

CO2 emissions as a direct effect, on the one hand, but it means also the increase in

production and energy demand as side effects due to cost reduction, on the other.

The role of market becomes an important factor again in evaluating energy saving

technology. In case of the technology improvement of direct CO2
reductionぐIlable

9),the ratio of2000 to 1995 in CO2T becomes smaller than 1 quickly, and even to

the level or 1/4 at the lowest. The question is again to what extent RRCO2 can be

raised and at what cost.

Third, real GDP must be sacrificed to some extent in order to achieve the

reduction of CO2 emissions (See AGDPR).12 Theamount of sacrifice is 1-6%

decrease in the level of GDP compared with BAU. It is 0.2-1.4% decrease in the

growth rate of GDP compared with BAU (See △GDPR/GDPR,
g(GDPR)).

The

degree of decrease ranges fairly widely, and where is the most probable point

depends again on the extent and cost of technology improvement. However, we can

say definitely that the higher the tax rate, the bigger the sacrifice in real GDP, if

the rate of technology improvement is constant at some level･ That is to say, the

rate of carbon tax and the rate of GDP growth are negatively correlated. We must

note also that the decrease in GDP compared with BAU is far smaller in nominal

terms than in real terms (See △GDPN). This is due to the in且ationary tendency

caused by the introduction of carbon tax.

Fourtb, the average cost of CO2 reduction when measured by the decline in

real GDP gradually decreases in parallel with the increase in the amount of CO2

reduction, i･e･, the increase in carbon tax under the丘Ⅹed rate of technology

improvement (See △GDPR/△CO2T in both tables).This is true also in terms of

the marginal cost･ This may look
unusual situation f♭r JOint implementation",

(一●

where the marginal cost curve with positive slope is almost always assumed in the

discussion･13 However, the marginal cost curve with negative slope as observed in

Tables 8 and 9 fわr China cannot be denied as totally inappropriate in considering

joint implementation. Between China and Japan, for example, the joint

implementation (precisely speaking, "Clean Development Mechanism (CDM)" )can

be beneficial for the two countries even in the case of declining marginal cost

curves, if there exist a big gap in the marginal cost measured in terms or some

appropriate currency between the two countries. However, the optimal level of
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joint implementation (not of CDM) becomes difficult to be determined in this case.

Fifth, if we measure the cost of reducing COB emission by nominal GDP, both

of the average and marginal costs increase in parallel with the increase in the

amount ofCO2 reduction (See △GDPN/△CO2T in Table 8).Therefわre, it maybe a

possible approach to measure cost and bene丘ts of joint implementation (or CDM)

in terms or nominal GDP. The carbon tax of 100 yuans per ton of CO2 emissions,

for example, is the private cost for afirm which causes the decrease in profits, the

nominal value (cost)of which is loo yuans per ton ofCO2 for the firm. On the other

band, it is the social cost wbicb causes the decrease in income fわrthe whole society,

the nominal value (cost)ofwhicb is 137 yuans per ton ofCO2 measured in terms or

GDP (See△GDPN/△CO2T f♭r the case of RRX4 = 0.1 in Table 8). This nominal

social cost (per ton of CO2) increases in accordance with the increased reduction of

CO2 emissions caused by the increase in the nominal private cost (per ton
ofCO2),

i.e., the carbon tax.Asa result, it becomes possible to determine the optimal level

of joint implementation.
14

Sixth, the cost of CO2 reduction measured in terms ofnominal GDP can allow

also fわr the increasing marglnal cost of physical or engineering sense, which

usually occurs in physical environmental investment, in addition to the increasing

marginal cost of social or economic sense caused by the carbon tax. For that

purpose, we just read the measured cost (△GDPN/△CO2T in Table 8) in the

direction from Southwest to Northeast (namely, from large to small RRX4 and from

small to large PCO2). The problem is again what is the speed of rising physical

marginal cost or how fast is the slow down of technological improvement in the

actual economy.

We have investigated the reduction of CO2 emissions in China from the point

of view of the carbon tax based on the dynamic CGE simulation. We can, however,

approach the same problem of CO2 reduction also from the point of view of the

sulfur tax as mentioned on Table 7. Table 10 presents simulation results for

levying the sulfur tax under the technology improvement of energy savlng type,

which is comparable with Table 8 fわrthe carbon tax. We can see that △CO2T in

Table 10 is quite close toACO2T in Table 8･ It must be emphasized again that the

approach from the sulfur tax in reducing CO2 emissions is effective and useful for

China.

5. Summary and Future Researches
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In this paper, various
dynamic simulations have been attempted based on an

environmental CGE model of China for the period of the 9thfive･year plan (1996-

2000). From the simulation analysis, we have derived several quantitative

implications on reducing CO2 emissions in China. Among others, introducing

carbon tax is effective in reducing COB emissions; its social cost decreases

marginally when measured by real GDP; the social cost increases marginally when

measured by nominal GDP, resulting
in a meaningful analysis Of joint

implementation or CDM; approaching
from the sulfur tax to the CO2 reduction is

as effective as approaching
from the carbon tax.

In this paper, there still remain several research tasks to be done in the near

future. First, capital stocks must be
estimated

for individual industries directly,

instead of prorating, by using the sa血e new method as f♭rtotal capital stocks.

Second, the standard scenario has been confirmed to be extended to the year 2010,

so that the same analyses can/must be made fわra longer 15 year period (1996-

2010). Third, an elaboration of the model must be made fわrenergy industry in

order to allow fわrenergy substitution between coal, oil, and natural gas. Fourth,

the rate of technology improvement was crucial in interpreting simulation results,

so that information on this engineering aspect must be collected as widely as

possible. Fifth, the joint implementation between China and Japan or the CDM,

precisely speaking, is an important and interesting problem, for which an

integrated study based on the models of two countries must be made by adding the

model of Japan, and the present study on China should be a good starting point.

These are research tasks of immediate future,
while a new research topic to be

done continuously is to analyze CO2/SOB emissions in the provincial level, focusing

on one province in China such as Sichuan.

Appendix A. Estimation ofCO2 and SO2 Emissions

Table Al indicates the 7-industry input･output table of China (1995) used in

the analysis of this paper, while Table A2 presents the estimates of CO2 and SO2

emissions (1990, 1995) for the same 7 industries as well as for the households

sector･ The former 7･industry input10utPut table is obtained by aggregating the

original 33-industry extended IO table. The latter is obtained also by aggregating

the estimates fわr33 industries.

The table of CO2/SO2 emissions by industry in China is estimated by

focusing on CO2 and SO2
which are emitted into the air in the process of
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combusting energy products of various kind through economic activities of

producers and consumer･ The method of estimation is briefly explained below.

(1)Sources of data and their collection

First, the table of energy consumption by industry is estimated to derive the

table of CO2/SO2 emissions･ The table of energy consumption consists of the

processed data on丘nal consumption and transfわrmation consumption f♭r 15 kinds

of energy products･ It must be noted that energy consumption f♭rtransfわrmation is

divided into "consumption as fuels" and "consumption as raw materials".

Generations or emissions of CO2 by industry are computed based on the table

of energy consumption by industry and the amount of carbon (C) contained in the

consumed energy.

Generations
of SO2 by industry are computed also based on the table of

energy consumption by industry and the amount of sulfur (S) contained in the

consumed energy･ allowlng for different
production and processing･ Emissions of

SO2 are computed based on the related statistics and data or the National

Environmental Protection Agency,
referring also to the advice of experts.

Data on the amounts of carbon and sulfur contained in coal, oil, and natural

gas are obtained respectively fiom national bureaus of coal, oil, and natural gas.

Since coal･ oil, and gas are excavated at different
places while generated in

different ages, the
weighted average contents of carbon or sulfur are used to

compute their generations.

(2)Energy transfわrmation

ln order to estimate the amount or energy used f♭rtransfわrmation into the

secondary energy, statistics and data on the energy consumption by industry are

divided into two parts: final and transformation consumptions by industry, and the

energy table is obtained a鮎r some data processing･ Accor血ng to the standard

industry classification of China,the
energy transformation industries consist of

coal excavation, cokes, coal products, petroleum products, chemicals, and so on.

The amount of energy used f♭rthe transfわrmation into the secondary energy is

computed in the fわllowing way.

Fuel consumption of the energy transformation industry

(coal,oil, and natural gas)
= total energy consumption used in the energy transfわrmation industry

~

energy input as raw materials in the energy transfわrmation industry

On the other hand, CO2 and SO2 emissions orthe energy transfわrmation industry

are computed by:
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co2 generations
= total CO2 generations by fわrmula

- co2 contained in the transformed secondary energy

so2 generations
=

total SO2 generations by fわrmula

-

so2 contained in the transfわrmed secondary energy

(3) Computation of COB/SO2 generations and emissions

co2 generations
= fuel consumption

X
carbon contents

x mass ofchemical compound
x loss coefficient (%)

so2 generations
= fuel consumption

X
sulfur contents

x mass of chemical compound
x loss coefficient (%)

so2 emissions
= SO2 generations

X
sulfur elimination coefficient (%)

china is a country of big energy consumption, oflow efficiency ln utilization, and of

imperfect combustion with much waste･ Therefore, the computation of CO2 and

so2 emissions by industry must allow for the loss of energy･ which corresponds to

"loss coe伍cient" above.

(4)Computation of CO2/SO2 generations and emissions fわrspecial industries

A. Computation of gas recovery in the metal refinery and rolling industry･

Total amount of gas recovery (100 million cubic meters)

=

gas generations per ton of iron production
X annual iron production

x estimated rate of gas recovery (%) ofmetal refinery
firms

co2 and SO2 contained in total recovered gas are computed based on the fわrmulas

for generations and emissions above, and subtracted from total CO2/SO2

generations and emissions in the metal refinery and rolling industry･ The rate (%)

of gas recovery for the metal refinery firms is estimated by using iron production

(gas generations per ton of iron) since only large and part of medium sized firms

posses the technology of gas recovery･

B. Computation of CO2/SO2 generations and emissions in cokes industry･

CO2/SO2 generations in cokes production

= (1 -

cokes production/coal consumption as input) × loss coefficient

+ co2/SO2 generations by fuel consumption of cokes industry

NOTES:

1. According to the Kyoto Protocol of COPS, "Joint lmplementation" means joint

activities between developed countries themselves to reduce CO2 emissions･

"clean Development Mechanism", on the other band, means JOint projects
between

developed and developing countries to attain sustainable
development or the latter,
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and the reduction of COB emissions arising from the projects can be credited to the

attainment of numerical targets or the fわrmer. See Environmental Protection

Agency 【1998].

2. See
also Imura and Katsuhara [1995], Sadakata [1997], etc. for environmental

protection management in China.

3. See Table A2 inAppendixA.

4. Kuroda et al. [1996] Crable 1-2, p.17) provides the estimates oftotal
COB and

SO2 emissions for 1987 as 2.4 billion and 20.3 million tons, respectively, so that our

estimates for 1990 and 1995 shown in Table B2 seem to be different in estimation

method and concepts from their estimates. Our estimates are consistent with the

official data regarding totalanount of emissions.

5･ See IPCC [1997, Ch.1], Ueda [1996, Ch.10] for Kaya's identity.

6･ See equations with ※ in Table 1. Note that these equations allow also fわr

introducing the sulfur tax in addition to the carbon tax.

7･ As a result, the common rate of technology improvement f♭r CO2 reduction

(RRCO2, tons/'95笥should be bigger by 100 times than the same rate for SO2

reduction (RRSO2, tons/'95¥).

8･ See Mitsubisbi Research lnstitute 【1996].

9･ GTAP covers more than 30 countries or regions in the world, and its

methodology is the linked system or country or regional CGE models. See

Kawasaki [1996] for the system and parameter values adopted by GTAP.

10･ See Ezaki and Sun [1997] for the details
of methodology and the results of

measurement on the whole economy or China as well as on its 30 provinces and

cities･ TFP estimates fわrthe whole economy in the 1980s are quite comparable

with those ofLi Jingwen 【1992].

11･ The question is wbetber or not the carbon tax of 140 yuans per ton of CO2 is

equivalent with the su血r tax or 14000 yuans per ton orSO2 fiom the point of view

of the CO2 emissions･ Judging from the size of CO2 and SO2 emissions measured

in tonnage, the sulfur tax must be bigger in value by more than 100 times than the

carbon tax,
since CO2 and SO2 emissions originate generally from common sources

of energy.

12･ See Akita and Sawa [1997】(Fig.1)for a variety ofrelations between the rate of

carbon tax and the rate of GDP growth provided by other quantitative researches.

See Jorgenson and Wilcoxen [1993] and Kurodaand Shimpo [1993] for the analysis

of CO2 reduction based on the dynamic general equilibrium framework.

13･ See Kuroda [1996] (Chapter II),for example.
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14. C｡sts and
bene丘ts measured in real GDP are determined accor血ngly･
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Table 1. Environmental CGE Model of China: System of Equations

____H__________.______-----･･-･--一一1-----=========================================================こ--------･---I-I-~--~~~~-~■...I.~~-I

I-~~~-I--1~~~
Price relations:

(I) PMi - PMSi ･ER

(2) PE‡i -PXi /ER

(3'Pi = 'pxi

'Di岩iP!ioB';i･i'=[l',a?(lil_MippQQミ,十(1(-p望ii!1･,DiPQi]
I,pQi

(4)
栄

pNi -PXi
- ∑ Pj･aji -PXi･tdi -Pco2･Rco2i･a4I

or
PNi =PXi- ∑ Pj･aji-P‡i･tdi~Pso2･Rso2i･a4I

Production function:

`5'XiS = Ai
-

[αi

'LipoX::i917Tl)p'Kxii,pXi]
1′pXi

(pxi<1)

Labor皿arket conditions
:

(6) Li -AiqXipXi･ (αi･PNi /Wi) oXi
･xi Wi -eXOgenOuS (i -2･･･7)

7

(7) Ll
=己S -

1F=2Li

(8) Wl-AIpXl･
α1･PNl･ (Xl /Ll)

l'dLPXl

(9)W-∑Wi･Li/i:S

Capital market conditions:

(10) Ki -Ki

(ll) Ri -AipXi･ (卜αi) ･PNi･ (Xi/Ki)1-PXI

(12)R-∑Ri･Ki/豆S 豆S-∑Ki

lncome and saving◆:

(13) Yp- (卜tyK)
･R･KS十(1-tyL)

･

W･亡S

(14) YpA-Wl･Ll十Rl･Kl

(15) YpN - Yp
-

YpA

(16) YG-tyL･W･[S十石K･R･豆S十∑ tdi･PXi･XiS

(17)S- sp･Yp十5G･YG十INCO2

Consumers:

(18) CpAi -

γAi
I (1-SPA) ･YpA / Pi (∑γAi-1)

(19) CpNi -

γNi･ (卜spN) ･YpN / Pi (∑γNi-1)

(20) C -

∑(CpAi十CpNi)

(21) PC- [(卜spA)･YpA十(卜spN)･YpN] /C (PC･C≡ ∑ Pi･ (CpAi+ CpNi) )

Government :

(22) G- (1-sG)
･YG/

PG

(23) Gi -bGi･G

(24) PG- ∑bGi･Pi

(∑bGi-1)

(PG･G≡ ∑Pi･Gi)
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CO芝
emission and CO2 tax reVenne:

(25)
※

co2Ⅰ= ∑ Rco2Ⅰ･a4i･ 貫is

(26)
※

co2打- ∑ Rco2H･C

(27)
栄

co2T - CO2Ⅰ十CO2H

(28) 'X INCO2 - Pco2 ･CO2Ⅰ

(29).XIRCO2 - INCO2 / PI

SO2 emission and SO… ta又 revenue:

(30)
栄

so2Ⅰ= ∑ Rso2Ⅰ･a4i･ 又is

(31)
栄

so2H- ∑ Rso2H･C

(32)
#

so2T - SO2I 'SO2H

(33)
※

INSO2 - Pso2･SO2Ⅰ

(34)
※

IRSO2 - Pso2･SO2I

Capital formation:

(35) In=PI･Ⅰ

(36) Ii-bli･Ⅰ

(37) PI-∑bli･Pi

Foreign capital infloy:

Ⅰ =

exogenous

(∑bli -

1)

(PI･Ⅰ≡ ∑Pi･Ii)

(38)F=FS･ER (ER=ERe) or F=FS･ER

Demands components
:

(39) ※Qi= ∑ aij･ⅩjS十Ci+Gi十Ii十bli･IRCO2

or
Qi=∑aij･ⅩjS十Ci十Gi十Ii十bli･IRSO2

(40)di=1/Bi･ [βi･(Mi/Di)pQi十(1-βi)]1/pQi
where di=Di/Qi

(41) Di-di･Qi

(42) Mi - (Bi/(1-Bi)
･PXi/PMi)oQi ･Di

(43) Ei二EOi･ (ni/PESi)ni

(44) ⅩiD=Di十Ei

Equilibriu皿COnditions:

(45) ⅩiD = 芙is
and PXi = PXei Where PXe =

equilibrium price

(46) ∑PMSi･Mi-∑PESi･Ei-FS-0 and ER-ERe

where ERe =

equilibriu皿eXChange rate

or FS- ∑ PMSi･Mi- ∑PESi･Ei and ER-玩(exogenous)

GDP identity:

(47) E- ∑Ei

(48) PE- ∑ PXi

(49) M- ∑Mi

(50) PM- ∑ PMi
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(51) GDPn-YL 'YK+YG

=

∑(pxi- ∑Pj･aji)･ⅩiS

=PC･C十PG･G十PI･Ⅰ十PE･E-PM･M

(52) GDP=C+G+I+E-M

(53) PGDP = GDPn / GDP

(54) GDPni = (PXi - ∑Pj･aji) ･ⅩiS

(55) GDPi = (- ∑aji)･ⅩiS

(56) PGDPi - GDPni / GDPi

Valras' Law:

(57) W･ (LD一己S)十R･(∑Ki一面S)十∑PXi･(XiD-xiS)

十(S十F-In)十ER･(∑PMii･Mi-∑PESi･Ei-F‡) ≡0

1nterte皿pOral
change

for timet (t =

1(1995), ‥‥ 16(2010))

(58) KSt.+1 =KSt十It,- a ･KSt

(59) (Ki/KS)t十1 = (Ki/KS)t ･ [1十p ･ (Ri,t-Rt)/Rt] (例:
p=0･1)

or (Ki/KS)t,+1 = O i (policy variable, exogenous const･ant)

Interte皿pOral technological imovation for time t to
reduce GHGs emission:

(60) -X
a4Ⅰ,t十1

-

a4Ⅰ,t･ (卜RRx4,t.･ IRCO2,t. / CO21,t)

or
a4I,t.'1

=

a4I,t,･ (1-RRx4,t.･ IRSO2,t / SO2I,t.)

(61)
#

Rco2l,t.'1
-

Rco2I,t.
･ (1-RRco2,t ･ IRCO2,t / CO2I,t.)

or Rso2I,t'l =Rso2I,t. ･ (1-RRso2,t ･ IRSO2,t /SO2I,t.)

N.B. Walras'Law can be ext,ended t.o include money as follows++ :

(57') w･(LD-tS)十R･(∑Ki-豆S)十∑PXi･(XiDIXiS)

where S

+昌iM冒｡~="s2M昌竺RÅ志sE≡"S品d･TiM;
∑PESi ･Ei - FS'… 0

AMd=Md-Md-1･ AMS=MS-MS-1･ Md-l≡附s-1

Md/PGI)P- W｡IGDPV
and MS=MS

※ Equat.ions
With environment.al variables.

* The model divides t･he whole economy int.o t.wo major sectors: government. and

non~government, due to the insufficiency of sector-wise
data in the current.

SNA
of China･ Similarly, government tax revenue levied on.capital income is

estimat･ed in the model by the difference between government. act.ual revenue

and government. I.ax revenue of I.he IO table.

** This formulation assumes that･ t･he balance between demand and supply for

nonlnOney financial assets such as loans, net foreign asset.s, etc. holds

aut･omat.ically by quant･it･y adjustment., so t,hat the balance equat,ions for

these asset.s are not equilibrium condit.ions but identities.
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Table 2･ Enviro皿ental CGE Model of China: Notation
of the System

-～~~-I--一----------------I---------------------I-------･･■･---------------I----････_--__

l~ttt
I-tL-I--I----~t1-------------I---1一--･二===ニー==================================

Not･es: (i) super-bar means exogenous variable.
(2) suffix "i" means industry i.

( Variables )

Price Variables:

PXi

I:.I.1主
PE‡

Pi

PNi

Wi

=

output price
= import.

price
= importr

price in US dollars
=

export price in US dollars

price of composite goods
=

price of net outptlt. (value added)
=

wage rate

W =

overall average wage rate

Ri =

rental rate of capital
R =

overall average rental rate of capital
ER =

exchange rate per US dollar

PC = deflator for private consumption expenditlユre
PG = deflator

of government COnSu叩t･ion expendit∴ure
PI = deflat･or

of gross capit.al format.ion

PE = deflator
of exports

PM = deflat･or
of imports

PGDP = deflator
of GDP

Quantity Variables:

芸喜1i≡昌:£≡三言冒.frg;;喜…so::f,u:t
Li = demand for labor (in original unit.)
Ki =

existing capital or demand for
capital

Ki=

CpA

CpA

Gi二

Ii=

Qi=

Di=

Mi=

E垂≡
LD=

KS=

KD=

C =

G =

Ⅰ =

E =

M =

= Peasant
consumption demand for gross output

Non peasant･ consumption demand for gross output･

goverment consumpt,ion demand for gross out.put

investment demand for gross output

quantity of composit.e goods
domestic demand for gross output･

import. demand

export demand by foreign countries

t･ot･al supply of labor (in
original unit)

total demand for labor (in
original unit)

total supply of phisical capltal
=

total demand for phisical capi†.al

real privat･e consumpt･ion expendit･ure

real government consumption expendit.ure

real gross capit.al formation

real export.s

real imports

GDP =

real GDP

Rate Variables:

di =

domest･ic demand
rat･io of composite goods

Value Variables:

Yp =
non government･ income

YpA =

PeaSant･ incoJne

YpN =
non peasant･ income

YG =

government income

S =

gross national saving
ln =

nominal gross capital formation

GDPn =

nofninal GDP

F -

net･ capit,al inflow (deficit in t･he current. balance of payment)

忘.S.I
_

net･ capital inflow in US dollars

demand for money (Ml or M2)
MS -

supply of money (Ml or M2)
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〈 parameters 〉

Functional Parameters :

Ai
=

scale
factor of Const･ant Elasticit･y

ai
= labor share of Const･ant Elast･icit･y

pxi = factor elasticity of subst･it,ution

production function

oxi
-

i/llPXi

Bai
i

Jfs
cianltie

rfmaecdtioart･e
o

flncPounts.?aOnetffEilCaise.TclOtfy

of
Subst.itut.ion production funct･ion

of Substit.ution product,ion funct･ion

of Const.ant. Elast,icity of Substitution

good j in industry i

of Substitution composite goods

function

B i
= import, share of Constant･ Elast･icit･y of Subst･itution composite goods

function

pQi =
factor elast･icit･y of subst･it･ut･ion of Constant･ Blast,icity of Subst,itution

composit･e goods funct,ion

EOo19i-
=slc/all-ePQfiactor

of export demand function

りi
=

price elasticity of export･ demand function

γci
=

Share parameter of Cobb-Douglas ut･ility funct･ion

Mo =

scale
factor of real demand for money

v
=

elast･icity of real demand for money wit･h respect to GDP

Shares and
Ratios:

bGi =

quantit･y rat,io to real gove-nent consumption

bli =

quant･it･y rat･io t･o real invest,ment･

sL
=

Saving rate of non government income

SPA
=

Saving rate of peasant income

SPN
=

Saving rat･e of non peasant･ income

sG
=

Saving rate of government･

Tax Parameters :

t･di
- indirect, (net of subsidy)

tax rate in product,ion

tL
=

rat･e Of t･ax on individual income

tK
=

rat,e Of t･ax on corporate income and profit･s

くEnvironmental Variables 〉

Quantity Variables:

CO2Ⅰ = COりemission
▲■

CO2H = CO2 emission

of all industries (100million tons of

of households sect.or (100million t.ons
▲J■1

co2T- t･0;al CO2 emission (100million t･ons of CO2)
IRCO2 -

real en盲ironmental investment to reduce CO2 emission

s.of2と.2)
IRSO2

-

real en盲ir6nment･al
investment･ to reduce SO2 emission

Value Variables:

INCO2
=

nominal environment･al
investment. t′o reduce CO2 emission

lNSO2
=

nominal environmental
investment t･o reduce SO2 emission

〈 Parameters 〉

Functional Parameters :

a4I
=

average input･ coefficient･ of energy for all indust･ries

Rco2i = CO2 emission coefficient･ of energy input･ in indust･ry i

Rso2i = SO2 emission coefficient of energy input in indust･ry i

RRx4 =

t･eChnological innovation for int,ermediat･e input, coefficient･ of energy

RRco2 =

technological innovat･ion for CO2 emission coefficient, of energy

RRso2 -

technological innovation for SO2 emission coefficient, of energy

Tax Parameters :

Pco2- t･aX rate Of CO2 em.iss.ion (yuan/t･)

Ps｡2 = tax rate Of
SO2 emlSSIOn (yuan/t)

so2Ⅰ
- SO2

em享ss享on
of all industries (100million i･ons of

so2H - SO2 emlSSIOn Of households sector (100million t･ons

so2T
-

t･Ot,al SO2CO2
emiss享on

(100million t,oりSOf SO2)
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Table 3. Targets of the Ninth Five-Year Plan and Achievements of the Eighth Five-Year Plan

8-5planperiod(199卜1995) 9-5planperiod(1996--2000) 2010

Targets Actual Targets Targets

QuarltitVat1995prices unltS

Annual

growth

Valueor

quantltV

Valueor

rate

Annual

growth QuantitV

GDP 100皿yuanS 6%

9%

42,085

14000

58,261 8-9% 93,664

Primaryindustriy % 4.1% 3.5%

6.8%

(sharein'95)16%
Secondaryindustry % 17.3% (sharein'95)49%
Tertiaryindustry % 9.5% (sharein'95)35%

Agriculturalproduction 100myuans 3.5% 20,340

ⅠndustrialProduction

Vi11age&ToⅥーShipEnterp.

100myuans

100mVuans

6.5% 91,894

42,589(1)
GNP

PerCapitaGDP

100myuan5

VuanS 3,679
about8%

1.840

85,000 Twiceof2000

Foodproduction

10000tons 46,640

49,000

-50.000

TotalinVestment 100myuans 5.7%

5.5%

2.1%

9.8%

26,000

8,400

19,445

43,000

7,365

23,000

ll,000

10% 130,000

FiXedassetinVestment/GDP % about30%

State-ownedunits

(accumulation)
Capitalconstruction

(accumulation)

ⅠnnoVation

(accumulation)

100myuans

100myuans

100myuans

100myuans

%
100mVuans

88,000

Capitalcoefficient

LaborproductiVit▼ %

3.6

6.5%

3.0

ConsumerPriceⅠndeX

(1985=100)
258.6(2)

Less

thanGDP

.T†→(,.,+L

BudgetreVenue 100myuans 6.1% 4,124

Budgetexpenditure 100mVuan5 5.7% 4.230

Moneysupply

M1 % about18%
M2 % about23%

EXternaltrade 100mUSS 1,154

23%(3)

7.3% 4,000

EXport5 100mUSS 6.1% 2,000

Ⅰmports 100mUSS 8.7% 2,000

AVeragetariffrate % 15%

Totalpopulation 100mpers. 12.77 12.ll 10.83%o 〈1.3bi11ion く1.4bi11ion

F.D.Ⅰ.(accumulation) 100爪USS about1600

Notes: (I) Numericalvalue
(2) Numer!cal value
(3) NumerlCal value

for 1994

for 1994

for 1996

source: Kinjo and Ezaki [1997], Table a, p.185･



Table 4. Standard Scenario (BAU: Business As Usual, Fixed Exchange Rate)

Yalras'Lay

Notation 1995 1996 1997 1998 1999 2000

NⅠT Numberof■iteratioーーS 654 1411 1231 1031 915 768

EPS Convergencecriterion 1E-16 1E-16 1E-16 1E-16 1E-16 1E-16

1 W*L EXcessde血and,1aborserVices(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2 R*K Excessdemand,capitalservices(100m¥) -3.40 -3.20 -3.00 -2.90 -2.80 -2.70

3 PX1*X1 Excessdemand,agri.products(100m¥) 0.10 0.10 0.10 0.20 0.20 0.30

4 PX2*X2 Excessdemand,miningproducts(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

5 PX3*X3 EXcessde血and,1ightmanuf.prod.(100皿¥) 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.20

6 PX4*X4 EXcessdemand,energyproducts(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

7 PX5*X5 Excessdemand,heavymanuf.prod.(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.10 0.10 0.10

8 PX6*X6 Excessdemand,constructionprod.(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

9 PX7*Ⅹ7 EXcessde血and,services(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.10

10 S十F-ⅠN ISbalance(excessdemand,LTtOney)(loony) 2.70 3.40 4.20 4.90 5.70 6.50

Eq RE*S Excessdemand.Us舌(foreignex.)(loony) 0,00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Total su血OfeXcessdemandinValue(100m¥) -0.40 0.50 1.40 2.40 3.40 4.60

ChangesineconomicVariables

Variable Notation Growthrate 1995 1996 1997 1998 1999 2000

1 XS1 AGR.prod.,real,100皿¥('95p) 5.0% 20338.4 21468.3 22597.7 23723.5 24840.0 25940.5

2 XS2 MIN.prod. 13.3% 5456.7 6283.3 7166.0 8106.5 9106.7 10168.5

3 XS3 L.M.prod. 9.7% 30304.0 33732.9 37224.3 40796.6 44456.8 48204.9

4 XS4 ENE.prod. 14.0% 5580.7 6480.4 7443.2 8470.4 9564.1 10726.0

5 XS5 H.M.prod. 13.0% 50542.8 58023.6 66000.0 74502.8 83562.3 93208.9

6 ⅩS6 CON.prod. 8.1% 13404.2 14501.8 15685.4 16962.0 18338.8 19823.9

7 XS7 SER.Prod. 12.5% 30915.0 35407.2 40115.9 45052.2 50231.9 55670.5

8 LD1 AGR.labor,10000persoーーS -5.0% 33013.0 31415.6 29880.0 28396.8 26957.4 25555.9

9 LD2 MIN.labor 3.7% 1631.8 1709.3 1779.9 1843.9 1901.8 1954.2

10 LD3 L.M.labor 3.6% 4702.3 4889.1 5070.1 5250.5 5431.0 5610.3

田 LD4 EN巳1abor
･0.9%

459.7 469.0 475.2 478.8_ 480.5 480.7

12 LD5 tl.M.labor 4.6% 5006.3 5281.4 5541.9 5789.9 6027.1 6254.8

13 LD6 CON.labor 4.4% 2512.7 2593.3 2695.7 2817.8 2958.7 3117.8

14 LD7 SER.labor 8.5% 15062.2 16654.2 18199.3 19700.6 21164.7 22596.8

･15 KDl AGR.capital 14.2% 5064.0 5878.2 6757.5 7707.2 8732.9 9840.6

16 KD2 MIN.capital 14.2% 11615.0 13479.8 15493.8 17668.9 20018.0 22555.0

17 KD3 L.M.capital 14.2% 26718.0 31008.7 35642.7 40647.3 46052.4 51889.8

18 KD4 ENE.capita 14.2% 14624.0 16971.1 19506.0 22243.7 25200.3 28393.6

19 KD5 H.M.capital 14.2% 38722.0 44939.6 51654.5 58906.7 66739.1 75198.0

20 KD6 Con.capital 14.2% 3629.0 4211.6 4840.8 5520.3 6254.3 7046.9

21 KD7 SER.capital 14.2% 48326.0 56086.0 64466.9 73518.1 83293.5 93851.0

22 LS Laborsupply,10000persons 1.0% 62388.0 63011.9 63642,0 64278.4 64921.2 65570.4

23 KS Realcapitalstocks,100m¥ 14.2% 148719.0 172596.0 198383.2 226233.3 256311.4 288795.8

24 CR PriVCorlS,real,100山¥('95p) 13.7% 28350.9 33034.9 37927.3 43030.2 48359.7 53933.7

25 GR GoVrCons ll.9% 6691.2 7599.0 8557.4 9568.4 10634.9 11759.6

26 ⅠR ⅠnVestment 8.0% 23877.0 25787.2 27850.1 30078.1 32484.4 35083.1

27 ER EXports ll.9% 11568.9 12899,5 14413.5 16133.1 18075.9 20260.9

28 MR Ⅰmports 16.6% 11038.0 12788.2 14898.0 17401.3 20350.1 23808.6

29 YR GDP 10.3% 59450.0 66532.5 73850.3 81408.5 89204.8 97228.8

30 YR1 AGR.GDP,real,100山¥('95p) 5.0% 12158.3 12833.8 13508.9 14181.9 14849.4 15507.2

31 YR2 MⅠN.GDP 13.3% 2739.8 3154.8 3598.0 4070.3 4572.5 5105.6

32 YR3 L.M.GDP 9.7% 7918.4 8814.4 9726.7 10660.2 11616.6 12595.9

33 YR4 ENE.GDP 14.0% 2109.0 2448.9 2812.8 3201.0 3614.3 4053.3

34 YR5 a.M.GDP 13.0% 13585.9 15596.7 17740.8 20026.3 22461.5 25054.6

35 YR6 CON.GDP 8.1% 3893.9 4212.8 4556.6 4927.5 5327.4 5758.8

36 YR7 SEE.GDP 12.5% 17043.5 19520.0 22115.9 24837.3 27692,9 30691.1

37 PX1 AGR.price.l995=1.0 l6.2% 1.001 1.239 1.468 1.689 1.905 2.121

38 PX2 MⅠN.price
-2.7% 1.000 0.963 0.934 0.909 0.889 0.872

39 PX3 L.M.price 5.4% 1.000 1.061 1.121 1.181 1.241 1.301

40 PX4 ENE.price
-4.0%

1.001 0.947 0.904 0.868 0.839 0.816

41 PXS I.M.price
-1.1% 1.000 0.982 0.968 0.958 0.952 0.947

42 PX6 CON.price 0.3% 1.000 0.995 0.995 0.998 1.005 1.015

43 PX7 SER.Price 1.5% 1.000 1.015 1.030 1.045 1.060 1.077

44 PL1 AGE.wage,10000¥(imputed) 34.1% 0.309 0.460 0.634 0.836 1.069 1.340

45 PL2 MⅠN.wage,10000¥ 6.0% 0.655 0.694 0.736 0.780 0.827 0.876

46 PL3 L.M.wage 6.0% 0.420 0.446 0.472 0.501 0.531 0.563

47 PL4 ENE.wage 6.0% 0.752 0.797 0.845 0.896 0.950 1,007

48 PL5 u.M.wage 6.0% 0.919 0.974 1.032 1.094 1.160 1.230

49 PL6 CON.wage 6.0% 0.830 0.880 0.933 0.989 1.048 1.111

50 PL7 SER.waL!e 6.0% 0.506 0.536 0.569 0.603 0.639 0.677

(Table 4 continued)
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(Table 4 concluded)
51 PKl AGR.rent,10000¥(imputed) 6.5% 0.321 0.372 0.405 0.425 0.436 0.440

52 PK2 MⅠN.rent,10000¥
-9.8% 0.112 0.100 0.090 0.081 0.074 0.067

53 PXS L.M.rent
-9.9% 0.126 0.111 0.099 0.089 0.081 0.075

54 PK4 ENE.rent
-13.8% 0.085 0.073 0.063 0.054 0.047 0.041

55 PK5 日.M.rent
-8.5%

0.167 0.151 0.137 0.126 0.116 0.107

56 PK6 CON.rent
-5.2% 0.392 0.359 0.335 0.319 0.307 0.300

57 PK7, SER.rent
-0.6% 0.173 0.172 0.171 0.170 0.169 0,167

58 PL AV.wage,allindus.,10000¥ 17.6% 0.447 0.548 0.654 0.766 0.883 1.007
59 PK AV.Reーーt,a11indus‥10000¥

-4.5% 0.160 0.152 0.144 0.138 0.132 0.127
60 RE EXchangerate(¥/S),1995=1.0 0.0% 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

61 PC PrivConsdeflator,l995=l.0 4.9% 1.001 1.075 1.135 1.185 1.229 1.269
62 PG GoVrConsdeflator 1.5% 1.000 1.015 1.030 1.045 1.060 1.077
63 PⅠ Investmentdeflator i.6% 1.000 1.012 1.026 1.043 1.062 1.083
64 PE EXportsdef■1ator 1.9% 1.000 1.023 1.043 1.063 1.082 1.101

65 PM Ⅰmportsdeflator 0.0% 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

66 PY GDPdeflator 3.9yo 1.000 1.048 1.091 1.131 1.171 1.209

67 YN GDP,nominal,100m¥ 14.6% 59478.2 69700.8 80564.3 92111.1 104417.3 117564.4
68 S GNS,nominal,100m¥ 8.4% 24420.9 26494.7 28720.5 31117.3 33700.2 36483.3
69 F DeficitofcurrentBOP,100m¥ 0.0% -534.2 -402.7 -140.7 251.7 790.9 1500.8
70 FS DeficitofcurrentBOP,100mS 0.0% -534.2 -402.7 -l40.7 251.7 790.9 1500.8
71 lN Investment,nominal,100m¥ 9.7% 23884.1 26088.6 28575.7 31364.1 34485.3 37977.7
72 M2D Moneydemarーd,100m¥ 14.6% 60755.9 71198.0 82294.9 94089.7 106660.2 120089.8
73 M2S MonevsuDDlv.100m¥ 14.6% 60753.2 71194.6 82290.7 94084.8 106654.5 120083.3
74 LSN Laborsupply,non-ACR.,10000p. 6.4% 29375.0 31596.3 33762.0 35881.6 37963.8 40014.5
75 RLN Av.wage,non-AGR‥10000¥ 5.7% 0.603 0.636 0.672 0.710 0.751 0.795
76 SVAR1 ShareofrealGDP,AGR.

-5.1% 0.205 0.193 0.182 0.173 0.165 0.157
77 SVAR2 ShareofrealGDP,MⅠN. 2.3% 0.046 0.047 0.049 0.050 0.051 0.052
78 SVAR3 Shareof■realGDP,L.帆.

-0.9%
0.133 0.132 0.131 0.130 0.129 0.128

79 SVAR4 Shareof■realGDP,ENE. 3.0% 0.035 0.037 0.038 0.039 0.040 0.041

80 SVAR5 Shareof■realGDP,巳.M. 2.1% 0.229 0.234 0.240 0.245 0.249 0.254
81 SVAR6 ShareofrealGDP,CON.

-2.3% 0.066 0.063 0.062 0.060 0.059 0.058
82 SVAR7 ShareofrealGDP.SEE. 1.6% 0.287 0.293 0.299 0.303 0.307 0.311

ChangesinenViron皿enta1Variables

Variable Notation
Growth

rate
1995 1996 1997 1998 1999 2000

1 CO2Ⅰ CO2emission,allindus.,100mt 12.9% 26.3 30.2 34.3 38.7 43.3 48.2
2 CO2H CO2e皿ission,households,100mt 13.7% 4.3 5.0 5.7 6.5 7.3 8.1
3 CO2T CO2emission,total,lOOmton l3.0% 30.5

0

0.000

35.1 40.0 45.1 50.6 56.3
4 PCO2 CarbontaX(¥/CO2t) 0.0% 0

0.000

0

0.000

0

0.000

0

0.000

0

0.000
5 RRCO RedロCtionrate(CO2t/'95¥) 0.0%
6 SO2Ⅰ SO2emission,allindus.,lOOmt 13.1% 0.209 0.241 0.274 0.310 0.347 0.387
7 SO2H SO2emission,households,lOOmt l3.7% 0.034 0.040 0.046 0.052 0.058 0.065
8 SO2T SO2emission,total,100mton 13,2% 0.243 0.280 0.320 0.361 0.405 0.452
9 PSO2 SulfurtaX(¥/SO2t) 0.0% 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
10 RRSO Reductionrate(SO2t/'95¥) 0.0% 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

匹】 a4i Energyinputcoeffi.,allindus. 1.1% 0.032 0.032 0.032 0.033 0.033 0.033

12 RRX4 Energvsavingrate('95¥/'95¥) 0.0% 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
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Table 5. Parameters of St･andard Scenario

Parameters of CES tion function

ESX

LOX

ZXL

(u)

(p)
(β)

ZXK(1-B
ZXO (B)

1 AGR 2 WIN

O.8 0.6

-o.
25 -0. 667

0. 909 0. 182

0. 091 0.818

0. 761 0.855

3 L.M. 4 ENE 5 H.M.

o.6 0.6 0.6

-o.667 -0.667 -0.667

0. 156 0.027 0. 154

o. 844 0. 973 0. 846

1. 762 0. 529 2. 276

6 CON 7 SER

O.8 0.8

-0.
25 -0. 25

0. 572 0. 406

0. 428 0. 594

4.577 1.07

parameters of CES composite
funct ion

ESQ(u)

LOO(p)

ZQM(a)
ZQD(1-α

ZQO (A)

1 AGR 2 MIN

2.2 2.8

0. 545 0.643

0. 155 0.322

0. 845 0. 678

1.336 1.715

3 L.M. 4 ENE 5 H.M.

3 2 3

0.667 0. 5 0. 667

0.309 0. 11 0.356

0.691 0. 89 0. 644

1.668 1.243 1. 789

6 CON 7 SER

l.9 1.9

0. 474 0. 474

0.012 0

0. 988 1

1.025 1

rates G(-)Assumed growth and increments

G (LS) G(RL)
0.01 0.06

1 AGR 2 MIN

O. 08 0. 04

0 0

0.05 0.02

G(FS) D(sP) D(sG)
0 0 0

3 L.M. 4 ENE 5 H.M.

0 0.03 0.03

0 0 0

0.18 0.02 0.15

D(cP) G(IR)
0.01 0.08

6 CON 7 SER

O 0.01

0 0

0 0

stocks by industryCapital

l AGR 2 MIN 3 LM.

5064 11615 26718

4 ENE 5 H.班. 6 CON 7 SER TOTAL

14624 38722 3629 48326 148719

90



Table 6･ Alternative Scenario (Carbon Tax: PCO2=140, Energy Saving Rate: RRX4=0. i)

Walras'Law

Notation 1995 1996 1997 1998 1999 2000

NⅠT

EPS

Nu皿berofiterations

ConVergerⅠcecriterion

654 1509 1237 1067 929 746

1 W*L Excessdemand,1aborservices(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
り

R*K EXcessdeJnand,capitalservices(100m¥) -3.40 -3.00 -2.90 -2.80 -2.70 -2.60
3 PX1*X1 EXcessdemand,agri.products(100m¥) 0.10 0.20 0.20 0.20 0.20 0.40

4 PX2*Ⅹ2 ExcessdeJnand,miningproducts(loony) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

5 PX3*Ⅹ3 Excessdemand,1ightmanuf.prod.(100m¥) 0.10 0.10 0.10 0,10 0.10 0.20

6 PX4*Ⅹ4 Excessdemand,energyproducts(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

7 PX5*Ⅹ5 EXcessdemand,heaVyl¶anuf.prod.(100m¥) 0.00 0.00 0.10 0.00 0.00 0.10

8 PX6*Ⅹ6 Excessdemand,constructionprod.(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

9 PX7*X7 EXcessdeJnand,services(100m¥) 0.00 0.00 0.10 0.00 0.00 0.10

10 S+F-ⅠN ISbalance(excessdemand,money)(100ln¥) 2.70 3.10 3.90 4.80 5.70 6.40

ll RE*S ExcessdeJnand,しTSS(foreignex.)(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Total SulnOfeXcessdemandinvalue(100Jn¥) -0.40 0.40 1.50 2.40 3.40 4.70

ChangesineconomicVaribles

VarlableNotation
Growth

rate
1995 1996 1997 1998 1999 2000

1 ⅩS1 AGR.prod.,real,100皿¥('95p) 5.1% 20338.4 21680.7 22756.8 23867.2 24987.1 26100.1

2 ⅩS2 WIN.prod. ll.9% 5456.7 6104.9 6916.2 7759.4 8641.2 9566.3
3 ⅩS3 L.M.prod. 9.5% 30304.0 33231.9 36649.5 40201.2 43876.6 47664.6
4 XS4 ENE.prod. 8.0% 5580.7 6120.1 6647.0 7159.7 7669.7 8184.9
5 XS5 日.M.prod. 13.0% 50542.8 56990.3 65163.3 73846.9 83095.3 92953.8
6 ⅩS6 CON.prod. 10.5% 13404.2 16603.3 17836.0 19148.1 20549.1 22048.8

7 ⅩS7 SER.prod. ~12.4% 30915.0 34969.2 39845.0 44859.3 50071.7 55518.1

8 LD1 AGR.labor,10000persons
-4.9% 33013.0 31773.9 30120.9 28592.6 27138.1 25733.2

9 LD2 WIN.labor 1.4% 1631.8 1608.3 1655.6 1691.6 1720.7 1745.4
10 LD3 L.M.labor 3.1% 4702.3 4705.6 4880.1 5071.1 5270.3 5471.9
ll LD4 ENE.labor

-13.5% 459.7 371.9 314.7 274.2 244.9 223.1
12 LD5 H.M.labor 4.4% 5006.3 5067.7 5386,6 5680.3 5956.6 6219.9

13 LD6 CON.labor 8.1% 2512.7 3255.7 3337.8 3440.8 3563.5 3705.3

14 LD7 SER.labor 8.3% 15062.2 16228.8 17946.2 19527.8 21027.2 22471.7

15 KD1 AGR.capital 14.2% 5064.0 5878.2 6757.5 7707.2 8732.9 9840.6
16 KD2 MIN.capital 14.2% 11615.0 13479.8 15493.8 17668.9 20018.0 22555.0
17 KD3 L.M.capital 14.2% 26718.0 31008.7 35642.7 40647.3 46052.4 51889.8
18 KD4 ENE.capita 14.2% 14624.0 16971.1 19506.0 22243.7 25200.3 28393.6
19 KD5 H.M.capital 14.2% 38722.0 44939.6 51654.5 58906.7 66739.1 75198.0
20 KD6 Con.capital 14.2% 3629.0 4211.6 4840.8 5520.3 6254.3 7046.9
21 KD7 SER.capital 14.2% 48326.0 56086.0 64466.9 73518.1 83293.5 93851.0
22 LS Laborsupply,10000persons 1.0% 62388.0 63011.9 63642.0 64278.4 64921.2 65570.4
23 KS Realcapitalstocks,100m¥ 14.2% 148719.0 172596.0 198383.2 226233.3 256311.4 288795.8
24 CR PriVCons,real,100m¥('95p) 13.4% 28350.9 30781.9 36227.6 41712.7 47350.9 53204.0
25 GR GoVrCons ll.9% 6691.2 7634.8 8590.0 9593.0 10649.3 11763.0
26 ⅠR ⅠnVestment 8.0% 23877.0 25787.2 27850.1 30078.1 32484.4 35083.1
27 ER EXports ll.0% 11568.9 12385.6 13736.9 15382.5 17301.4 19496.7
28 MR Ⅰmports 18.0% 11038.0 14054.7 16276.2 18819.7 21767.5 25200.5
29 YR GDP 9.7% 59450.0 62534.7 70128.4 77946.7 86018.5 94346.3
30 YR1 AGR.GDP,real,100m¥('95p) 5.2% 12158.3 12960.7 13622.1 14304.0 14991.6 15674.9
31 YR2 MⅠN.GDP 12.6% 2739.8 3065.3 3503.9 3962.9 4445.4 4953.8
32 YR3 LM.GDP 9.8% 7918.4 8683.5 9611.6 10577.9 11579.5 12613.4
33 YR4 ENE.GDP 8.8% 2109.0 2312.8 2540.1 2763.7 2987.4 3214.2
34 YR5 H.M.GDP 13.8% 13585.9 15319.0 17702.7 20253.8 22986.8 25914.1
35 YR6 CON.GDP 10.7% 3893.9 4823.3 5197.7 5595.9 6020.8 6475.4
36 YR7 SER.GDP 12.8% 17043.5 19278.5 22086.9 24989.4 28017.7 31191.2
37 PX1 AGR.price,1995=1.0 16.4% 1.001 1.140 1.426 1.678 1.913 2.140
38 PX2 MIN.price

-2.8% 1.000 1.006 0.961 0.924 0.893 0.868
39 PX3 L.M.price 5.7% 1.000 1,053 1.127 1.193 1.256 1.317
40 PX4 ENE.price

-1.1% 1.001 1.222 1.118 1.045 0.990 0.947
41 PX5 H.M.price

-0.5% 1.000 1.038 1.017 1.000 0.986 0.976

(Table 6
continued)
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Table6concluded)10501054
42

43

PX6

PX7

CON.price

SER.price

1,1%

1.6%

1.000

1.000

1.062

1.038

1.054

1.050

1.050

1.061 1,072

7

1.084

1348
44 PL1 AGR.wage,10000¥(imputed)

34.2% 0.309 0.403 0.603

0.736

0.821

0.780

1.06

0.827 0.876
45 PL2 MⅠNwage10000¥ 6.0% 0.655 0.694

46 PL3

メ

LMwage 6.0% 0.420 0.446 0.472 0.501 0.531 0.563

47 PL4 ENE.wage 6.0% 0.752 0.797 0.845 0.896 0.950 1.007

48 PL5 HM.wage 6.0% 0.919 0.974 1.032 1.094 1.160 1.230

49

50

PL6

PL7

CON.wage

SER.wage

6.0% 0.830 0.880 0.933 0.989 1.048 1.111

6.0% 0.506 0.536 0.569 0.603 0.639 0,677

047
51 PK1 AGR,rent,10000¥(imputed) 6.8% 0.321 0.331 0.389 0.421 0.439

.4
0.056

52 PK2 MⅠNrent10000¥ -13.1%
0.112 0.090 0,08-0 0.070 0.062

53 PK3

I

LM.rent -10.6%
0.126 0.104 0.093 0.084 0.077 0,072

54 PK4 ENE.rent -33.2%
0.085 0.049 0.031 0.021 0.015 0.011

55 PK5 H.M.rent -8.7%
0.167 0.141 0.131 0.122 0.113 0.106

56

57

PK6

PK7

CON.rent

SER.rent

-1.0%
0.392 0.477 0.438 0.409 0.388 0.372

-0.8%
0.173 0.167 0.168 0.168 0.168 0.166

58 PL AV,wage,allindus.,10000¥ 0.0% 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

59

60

PK

RE

AVRenta11indus‥10000¥ 17.8% 0.447 0.521 0.642 0.762 0.885 1.014
I

EXchangerate(¥/S),1995=1.0 -4.9%
0.160 0.144 0.139 0.134 0.129 0.124

61 PC PriVConsdeflator,1995=1.0 5.2% 1.001 1.069 1.149 1.206 1.252 1.291

62 PG GovrConsdeflator 1.6% 1.000 1.038 1.050 1.061 1.072 1.084

63 PⅠ ⅠnVestmentdeflator 2.2% 1.000 1.057 1.069 1.082 1.097 1.114

64 PE EXportsdeflator 2.4% 1.000 1.046 1.073 1.093 1.110 1.126

65

66

PM Ⅰmportsdeflator 0.0% 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

PY GDPdeflator 4.4% 1.000 1.071 1.125 1.168 1.207 1.243

67 YN GOP,nominal,100m¥ 14.5% 59478.2 66983.4 78885.8 91058.9 103789.6 117258.9

68 S GNS,nominal,100m¥ 8.0% 24420.9 26152.9 28251.7 30562.9 33088.1 35832.9

69 F DeficitofcurrentBOP,100皿¥ 0.0% -534.2
1098.7 1535.7 2001.5 2554.4 3240.1

70 FS DeficitofcurrentBOP,loom寄 0.0% -534.2
1098.7 1535.7 2001.5 2554.4 3240.1

71 ⅠN Ⅰnvestment,nominal,100m¥ 10.3% 23884.1 27248.5 29783.5 32559.5 35636.7 39066.5

72 M2D Moneydemand,100m¥ 14.5% 60755.9 68422.2 80580.3 93014.9 106019.1 119777.7

73 M2S Moneysupply,100m¥ 14.5% 60753.2 68419.1 80576.4 93010.1 106013.4 119771.3

74 LSN aborsupply,non-AGR.,10000p. 6.3% 29375.0 31238.0 33521.1 35685.8 37783.1 39837.2

75 RLN AV.wage,non-AGR‥10000¥ 5.8% 0.603 0.641 0.676 0.714 0.755 0,799

76 SVAR1 ShareofrealGDP,AGR. -5.2%
0.205 0.195 0.183 0.173 0.165 0.157

77 SVAR2 ShareofrealGDP,MIN. 1.4% 0.046 0.046 0.047 0.048 0.049 0.050

78 SVAR3 ShareofrealGDP,L.M. -1.1%
0.133 0.131 0.129 0.128 0.127 0.126

79 SVAR4 ShareofrealGDP,ENE. -2.0% 0.035 0.035 0.034 0.034 0.033 0.032

80 SVAR5 ShareofrealGDP,H.M. 2.5% 0.229 0.231 0.238 0.246 0.253 0.259

81 SVAR6 ShareofrealGDP,CON. -0.2%
0.066 0.073 0.070 0.068 0.066 0.065

82 SVAR7 ShareofrealGDPSER. 1.7% 0.287 0.290 0.297 0.303 0.308 0.312
∫

ChangesinenVironmenta1Variables

Variable Notation
Growth

rate
1995 1996 1997 1998 1999 2000

1 CO2Ⅰ 02emission,allindus.,lOOmt 4.4% 26.3 29.2 30.2 31.1 31.9 32.6

2 CO2H 02emission,households,100mt 13.4% 4.3 4.6 5.4 6.3 7.1 8.0

3 CO2T CO2emission,total,100皿tOn 5.8% 30.5

0

33.8 35.7 37.4 39.0 40.6

4 PCO2 carbontaX(¥/CO2t) 0.0% 140 140 140 140 140

5 RRCO Reductionrate(CO2t/'95¥) 0.0% 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

6 SO2Ⅰ 02emission,allindus.,100mt 4.1% 0.209 0.232 0.239 0.246 0.251 0.256

7 SO2H 02e皿ission,households,100mt 13.4% 0.034 0.037 0.043 0.050 0.057 0.064

8 SO2T
∫

SO2emission,total,100mton 5.6% 0.243 0.269 0.283

0

0.296

0

0.308

0

0.319

0
9

10

PSO2

RRSO
sulfur.tax(¥/SO2t)1
Reduct10nrate(SO2t/'95¥)

0.0%

0.0%

0

0.000

0

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ll a4i nergyinputcoeffi.,allindus. -4.7%
0.032 0.032 0.030 0.028 0.026 0.025

12 RRX4 EnergysaVingrate('95¥/'95¥) 0.0% 0.000 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100
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Table 7. Alternative Scenario (Sulfur Tax: PSO2=14000, Energy Saving Rate: RRX4=0. 1)

Walras'Law

Variable Notatlorl 1995 1996 1997 1998 1999 2000

NⅠT

EPS

Numberofiteration

ConVergencecriterion

654 1488 1253 1051 937 748

1 W*L Excessdemand,1aborServices(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2 R*K EXcessde皿and,capitalserVices(100皿¥) -3.40 -3.10 -2.90 -2.80 -2.70 -2.60
3 PX1*Ⅹ1 EXcessdemand,agri.products(100m¥) 0.10 0.20 0.20 0.20 0.20 0.40

4 PX2*X2 Excessdemand,miningproducts(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

5 PX3*X3 Excessdemand,lightmanuf.prod.(100m¥) 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.20

6 PX4*Ⅹ4 EXcessde皿and,energyproducts(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

7 PX5*X5 EXcessde皿and,heaVymanuf.prod.(100皿¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10

8 PX6*Ⅹ6 Excessdemand,constructionprod.(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

9 PX7*Ⅹ7 EXcessdemand,services(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0,00 0.10

10 S+F-ⅠN ⅠSbalance(eXcessdemand,money)(100皿¥) 2.70 3.20 4.00 4.90 5.80 6.40

ll RE*S EXcessde皿and,口SS(foreigneX.)(100m¥) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

Total Su皿OfeXcessdemandinValue(100m¥) -O.40
0.50 1.50 2.40 3.40 4.70

ChangesineconomicVariables

Variable Notation
Growth

rate
1995 1996 1997 1998 1999 2000

1 XS1 AGR.prod.,real,100m¥('95p) 5.1% 20338.4 21617.3 22707.1 23822.9 24945.2 26059.8

2 XS2 MⅠN.prod. 12.1% 5456.7 6132.0 6952.8 7809.5 8706.9 9649.0

3 XS3 L.M.prod. 9.5% 30304.0 33302.6 36728.5 40276.2 43941.6 47717.0

4 XS4 ENE.prod. 8.9% 5580.7 6154.0 6753.3. 7346.9 7943.2 8548.2

5 XS5 H.M.prod. 13.0% 50542.8 57215.7 65342.1 73984.2 83188.9 92998,5

6 XS6 CON.prod. 10.1% 13404.2 16193.6 17443.1 18774.2 20195.9 21717.4

7 XS7 SER.prod. 12.5% 30915.0 35122.3 39956.8 44952.1 50154.5 55594.9

8 LD1 AGR.labor,10000persons
-4.9% 33013.0 31666.8 30045.6 28532.2 27086.7 25688.4

9 LD2 WIN.labor 1.7% 1631.8 1623.3 1673.4 1712.9 1745.4 1773.0

10 LD3 L.M.labor 3.1% 4702.3 4731.0 4905.8 5093.4 5288.1 5485.2

EE LD4 ENE.labor
-ll.6% 459.7 379.9 331.9 296.1 269.1 248.5

12 LD5 H.M.labor 4.5% 5006.3 5113.6 5419.4 5703.1. 5970.7 6226.0

13 LD6 CON.labor 7.5% 2512.7 3120.6 3215.4 3329.9 3463.1 3614.7

14 LD7 SER.labor 8.4% 15062.2 16376.7 18050.5 19610.8 21098.2 22534.6

15 KD1 AGE.capital 14.2% 5064.0 5878.2 6757.5 7707.2 8732.9 9840.6

16 KD2 WIN.capital 14.2% 11615.0 13479.8 15493.8 17668.9 20018.0 22555.0

17 KD3 L.M.capital 14.2% 26718.0 31008.7 35642.7 40647.3 46052.4 51889.8

18 KD4 ENE.capita 14.2% 14624.0 16971.1 19506.0 22243.7 25200.3 28393.6
19 KD5 H.M.capital 14.2% 38722.0 44939.6 51654.5 58906.7 66739.1 75198.0

20 KD6 Con.capital 14.2% 3629.0 4211.6 4840.8 5520.3 6254.3 7046.9

21 KD7 SEE.capital 14.2% 48326.0 56086.0 64466.9 73518.1 83293.5 93851.0

22 LS Laborsupply,10000persons 1.0% 62388.0 63011.9 63642.0 64278.4 64921.2 65570.4
23 KS Realcapitalstocks,100皿¥ 14.2% 148719.0 172596.0 198383,2 226233.3 256311.4 288795.8
24 CR PrivCons,real,100m¥('95p) 13.4% 28350.9 31270.2 36560.2 41939.1 47490.2 53264.2
25 GR GovrCons 12.0% 6691.2 7658.3 8615.1 9620.8 10680.1 11796.6

26 ⅠR ⅠnVest皿ent 8.0% 23877.0 25787.2 27850.1 30078.1 32484.4 35083.1

27 ER EXports ll.1% 11568.9 12452.7 13837.0 15492.4 17409.9 19597.0

28 MR Ⅰ1叩OrtS 17.8% 11038.0 13843.6 16057.1 18609.8 21574.3 25026.7

29 YR GDP 9.8% 59450.0 63324.8 70805.4 78520.7 86490.3 94714.3
30 YR1 AGR.GDP,real,loony('95p) 5.2% 12158.3 12922.8 13588.8 14270.5 14956.4 15637.7
31 YR2 MIN.GDP 12.6% 2739.8 3078.9 3516.2 3975.6 4459.2 4969.1
32 YR3 L.M.GOP 9.7% 7918.4 8702.0 9625.3 10583.5 11575.3 12598.5

33 YR4 ENE.GOP 9.6% 2109.0 2325.6 2575.1 2824.5 3076.8 3333.9

34 YR5 H.M.GDP 13.6% 13585.9 15379.6 17714.3 20214.0 22891.4 25758.4

35 YR6 CON.GDP 10.3% 3893.9 4704.2 5080.0 5480.4 5907.9 6365.5
36 YR7 SER.GDP 12.8% 17043.5 19362.9 22125.1 24991.5 27987.0 31128.4
37 PX1 AGR.price,1995=1.0 16.4% 1.001 1.169 1.441 1.686 1.917 2.141
38 PX2 WIN.price

-2.8% 1.000 0.998 0.957 0.922 0.893 0.870

39 PX3 L.M.price 5.6% 1.000 1.057 1.127 1.192 1.255 1.316

40 PX4 ENE.price
-0.8%

1.001 1.211 1.118 1.052 1.002 0.963

41 PX5 H.M.price
-0.6% 1.000 1.027 1.008 0.993 0.981 0.972

42 PX6 CON.price 0.9% 1.000 1.049 1.043 1.041 1.043 1.048
43 PX7 SEE.price ●lー 1.000 1.033 1.046 1.058 1.070 1.082

(Table 7
continued)

93



(Table7concluded)
44 PL1 AGR.wage,10000¥(imputed) 34.3% 0.309 0.419 0.613 0.828 1.071 1.350

45 PL2 WIN.wage,10000¥ 6.0% 0.655 0.694 0.736 0.780 0.827 0.876

46 PL3 L.M.wage 6.0% OJ.420 0.446 0.472 0.501 0.531 0.563

47 PL4 ENE.wage 6.0% 0.752 0.797 0.845 0.896 0.950 1.007

48 PL5 H.M.wage 6.0% 0.919 0.974 1.032 1.094 1.160 1.230

49 PL6 CON.wage 6.0% 0.830 0.880 0.933 0.989 1.048 1.111

50 PL7 SER.wage 6.0% 0.506 0.536 0.569 0.603 0.639 0.677

51 p氏l AGR.rent,10000¥(imputed) 6.8% 0.321 0.343 0.394 0,423 0.439 0.446

52 PK2 MIN.rent,10000Y -12.70^
0.112 0.092 0.081 0.072 0.064 0.057

53 PK3 L.M.rent -10.6%
0.126 0.105 0.094 0.085 0.078 0.072

54 PK4 ENE.rent -30.8%
0.085 0.051 0.034 0.024 0.018 0.014

55 PK5 H.M.rent -8.6%
0.167 0.143 0.132 0.123 0.114 0.106

56 PK6 CON.rent -1.7%
0.392 0.452 0.418 0.393 0.374 0.36

57 PK7 SER.rent -0.7%
0.173 0.169 0.17 0.169 0.168 0.167

58 PL Av.wage,allindus.,10000¥ 0.0% 1

0.447

1

0.529

1

0.646

1

0.764

1

0.886

1

59 PK Av.Rent,allindus.,10OOO¥ 17.8%
1.014

60 RE EXchangerate(¥/S),1995=1.0 -4.9%
0.16 0.146 0.14 0.134 0.129 0.125

61 PC PrivConsdeflator,1995=1.0 5.2% 1.001

1

1

1

1

1

1.075 1.149 1.205 1.251 1.29

62 PG GoVrConsdeflator 1.6% 1.033 1.046 1.058 1.07 1.082

63 PⅠ ⅠnVestlⅦentdeflator 2.1% 1.049 1.062 1.076 1.092 1.109

64 PE Exportsdeflator 2.3% 1.043 1.069 1.089 1.106 1.123

65 PM Ⅰ皿pOrtSdeflator 0.0% 1

1.069

1

1.121

1

1.163

1

1.202

1

66 PY GDPdeflator 4.4%
1.239

67 YN Gop,nominal,100m¥ 14.6% 59478.234 67708,959 79341.009 91356.602 103979.41 117365.43

68 S GNS,nominal,100m¥ 8.0% 24420.92 26196.951 28314.658 30633.725 33161.249 35905.406

69 F DeficitofcurrentBOP,100皿¥ 0.0% -534.155
852.596 1269.808 1741.121 2311.107 3019.332

70 FS DeficltofcurrentBOP,100l¶S 0.0% -534.155
852.596 1269,808 1741.121 2311.107 3019.332

71 ⅠN Investment,nominal,100m¥ 10.3% 23884.059 27046.379 29580,454 32369.987 35466.577 38918.295

72 M2D Moneydemand,100m¥ 14.6% 60755.879 69163.404 81045.322 93319.021 106212.99 119886.54

73 M2S Moneysupply,100JnY 14,6% 60753.168 69160.228 81041.306 93314.157 106207.2 119880.08

74 LSN aborsupply,non-AGR.,10000p. 6.3% 29374.977 31345.1 33596.363 35746.176 37834.539 39882.008

75 RLN Av.wage,non-AGR.,10000¥ 5.8% 0.603 0.64 0.675 0.713 0.754 0.798

76 SVAR1 ShareofrealGt)P,AGR. -5.2%
0.205 0.194 0.183 0.173 0.165 0.157

77 SVAR2 ShareofrealGDP,MⅠN. 1.6% 0.046 0.046 0.047 0.048 0.049 0.05

78 SVAR3 ShareofrealGDP,L.M. -1.1%
0.133 0.131 0.13 0.129 0.127 0.126

79 SVAR4 ShareofrealGDP,ENE. -1.2%
0.035 0.035 0.035 0.034 0.034 0.033

80 SVAR5 ShareofrealGDP,H.M. 2.5% 0.229 0.231 0.239 0.245 0.252 0.258

81 SVAR6 ShareofrealGDP,CON. -0.5%
0.066 0.071 0.068 0.067 0.065 0,064

82 SVAR7 ShareofrealGl)P,SER. 1.7% 0.287 0.291 0.298 0.304 0.308 0.312

CbangesinenVironmenta1Variables

Variable Notation
Growth

rate
1995 1996 1997 1998 1999 2000

□ CO2Ⅰ 02emission,allindus.,100mt 5.9% 26.3 29.3 30.9 32.4 33.7 35.1

2 CO2H 02emission,households,100mt 13.4% 4.3 4.7 5.5 6.3 7.1 8.0

3 CO2T CO2emission,total,100mton 7.1% 30.5 34.0 36.4 38.7 40.9 43.1

4 PCO2 carbontax(¥/CO2t) 0.0% 0

0.000

0

0.010

0

0.010

0

0.010

0

0.010

0

5 RRCO Reductionrate(CO2t/'95¥) 0.0% 0.010

6 SO2Ⅰ 02emisslon,allindus.,100皿t 5.7% 0.209 0.233 0.245 0.256 0.266 0.276

7 SO2H 02emission,households,100皿t 13.4% 0.034 0,038 0.044 0.050 0.057 0.064

8 SO2T SO2emisslorー,total,100皿tOn 6.9% 0.243

0

0.000

0.271 0.289 0.306 0.323 0.340

9 PSO2 sulfurtax(¥/SO2t)I 0.0% 14000 14000 14000 14000 14000

10 RRSO Reductionrate(SO2t/'95¥) 0.0% 0.000 0,000 0.000 0.000 0.000

ll a4i nergyinputcoeffi.,allindus. -3.5%
0.032 0.032 0.030 0.029 0.028 0.026

12 RRX4 EnergysaVingrate('95¥/'95¥) 0.0% 0.000 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100
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Table 8. Reducing CO2 Emissions by Carbon Tax (PCO2) : 1995-2000

[Technology hprovement
of Energy Saving Type (RRX4)]

△CO2T (Difference from BA打, 5-year total, 100皿illion tons)
PCO2 (yuans /ton) -

J RR‡4 0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0.02

0. 04

0. 06

0. 08

0. 10

0. 000

0. 000

0, 000

0. 000

0. 000

0. 000

-1. 478 -2. 934

-2. 571 -5. 073

-3. 654 -7. 184

-4. 731
-9.

264

-5. 799
-ll.

316

-6. 862
-13.

341

-4.
368

-7.
511

-10.
591

-13.
607

-16.
562

-19.
455

-5. 779

-9.
885

-13. 881

-17.
768

-21. 549

-25. 227

-7. 166

-12. 196

-17. 056

-21. 755

-26. 292

-30. 675

-8. 535

-14. 446

-20. 126

-25. 576

-30.
809

-35. 830

-9. 884

-16. 643

-23.
093

-29. 246

-35.
113

-40.
708

ACO2T/CO2T (Ratio to BAU, 5-year total)
PCO2 -

0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0. 006 -0. 011

-0.
010

-0. 020

-0. 014 -0. 028

-0. 018
-0.

036

-0. 023 -0. 044

-0. 027
-0,

052

-0.
017

-0.
029

-0.
041

10.
053

-0.
064

-0. 076

-0.
022

-0.
038

-0.
054

-0. 069

-0. 084

-0. 098

-0.
028

-0. 047

-0. 066

-0. 084

-0. 102

-0. 119

-0. 033

-0. 056

-0. 078

-0. 099

-0. 120

-0.
139

ー0. 038

-0. 065

-0.
090

-0.
114

-0.
136

-0.
158

CO2T (2000/1995)

PCO2 -

1 RRX4 0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0.02

0. 04

0.06

0. 08

0. 10

1. 845

1, 845

1. 845

1. 845

1. 845

1. 845

1.831 1.817

1.815 1.786

1. 799 1. 756

1. 784 1.726

1. 768 1. 697

1. 753 1. 668

1. 804 1. 791 1. 779 1. 767

1. 759 1. 732 1. 706 1. 682

1. 714 1. 675 1. 637 1. 601

1. 671 1. 620 1. 571 1.526

1. 630 1. 567 1. 509 1. 454

1. 589 1. 517 1.449 1. 387

1.755

1. 658

1. 567

1. 482

1. 403

1. 329

AGDPR (Difference from BAU, 5-year total, 100 million yuans of '95
prices)

PCO2 -

J RRX4 0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

-3768.
8

-7465. 3

-3615. 2 -7123. 9

-3462. 0
-6788.

2

-3311. 7
-6458.

3

-3161. 2
-6133.

5

-3013.
0

-5814. 3

-11093.
9

-10534.
4

-9987.
7

-9454. 3

-8933. 0

-8423. 8

-14660.
5

-13853.
1

-13070. 3

-12310. 3

-11573. 7

-10857.
7

-18169. 7

-17085. 8

-16043. 4

-15037. 6

-14068.
3

-13131.
7

-21625. 0

-20239. 8

-18914.
4

-17645.
0

-16427.
9

-15259. 4

-25030. 2

-23318.
6

-21690.
9

-20141. 0

-18663. 5

-17253. 5

△GDPR/GDPR (Ratio to BAD, 5-year total)
PCO2 -

J RRX4 0 20 40 60 80 100 120 140

0.00

0. 02

0. 04

0. O6

0. 08

0.10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0. OO8
1O.

016

-0. 008
-0.

015

-0. 007
-0.

015

-0. 007
-0.

014

-0.
007

-0.
013

-0.
006

-0. 012

-0. O24

-0. 023

10. 021

-0, 020

-0. 019

-0. 018

-0. 031

-0.
030

-0. 028

-0.
026

-0.
025

-0.
023

-0.
039

-0.
037

-0.
034

-0.
032

-0.
030

-0.
028

ー0.
046

-0.
043

-0.
040

-0.
038

-0. 035

-0. 033

-0. 054

-0. 050

-0. 046

-0. 043

-0. 040

-0.
037

g(GDPR) (Growth rate of real GDP)

PCO2 -

J RRX4 0 20 40 60 80 100 120 140

0,00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0. 1030

0. 1030

0. 103O

0. 1030

0. 1030

0. 1030

0. 1010 0. 0990

0. 1010 0. 1000

0. 1020 0. 1000

0. 1020 0. 1000

0. 1020 0. 1010

0. 1020 0. 1010

0. 0970

0. 0980

0. 0980

0. 0990

0. 0990

0. 1000

0. 0950

0. 0960

0. 0970

0. 0980

0. 0980

0. 0990

0. 0930

0. 0940

0. 0950

0. 0960

0. 0970

0. 0980

0. 0910

0. 0930

0. 0940

0. 0950

0. 0960

0. 0970

0. 0890

0. 0910

0. 0930

0. 0940

0. 0960

0. 0970
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△GDPR/△CO2T ('95 yuans /ton)

PCO2 →

J RRX4 o 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

2549. 9 2544. 4 2539. 8 2536. 9 2535, 5

1406. 2 1404. 3 1402. 5 1401. 4 1400. 9

947. 4 944. 9

700. 0 697, 1

545. 1 542. 0

439. 1 435. 8

943. 0 941. 6 940. 6

694. 8 692. 8 691. 2

539.4 537. 1 535. 1

433. 0 430. 4 428. 1

2533. 7 2532. 4

1401. 1 1401. 1

939, 8 939. 3

689. 9 688. 7

533. 2 531. 5

425. 9 423. 8

AGDPN (I)ifference from BAU, 5-year total, 100 million yuans)

PCO2 -→

J RRX4 o 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0, 10

-1663.
2 -3479. 9

-1446.
5

-3030.
3

-1235.
4

-2597.
7

-1025. 9 -2179.
6

-822. 4 -1776.
3

-621.
3 -1386. 1

15445. 3

-4741. 0

-4073. 4

-3438.
5

-2834.
1

-2257.
2

-7554.
2

-6569.
8

-5649.
7

-4787. 7

-3975.
1

-3209.
8

ー9802.
4

-8510.
5

-7316.
3

-6211.
5

-5182. 6

-4223.
0

-12188. 2

-10553.
6

-9064.
7

-7700.
0

-6443.
5

-5281.
8

-14711. 3

-12698. 3

-10887.
4

-9245. 5

-7748.
1

-6374.
9

△GDPN/△CO2T (yuans /ton)

PCO2 -う
.

J RR‡4 0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

/

/

/

/■′

/

/

1125. 3 1186. 1

562. 6 597. 3

338. 1 361. 6

216. 9 235. 3

141.8 157.0

90. 5 103. 9

1246. 6 1307. 2

631. 2 664. 6

384. 6 407. 0

252. 7 269. 5

171. 1 184.5

116. 0 127. 2

1367. 9 1428. 0 1488. 4

697. 8

429. 0

285. 5

197. 1

137. 7

730. 6 763. 0

450. 4 471. 5

301. 1 316. 1

209. 1 220. 7

147. 4 156. 6

INCO2/GDPN (Carbon tax revenue /nominal Gop, 5-year total)

PCO2 -I-ラ

1 RRX4 0 20 40 60 80 100 120 140

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0, 010 0. 020 0. 029 0. 039

0. 010 0. 019 0. 029 0. 038

0. 010 0. 019 0. 029 0. 038

0. 010 0. 019 0. 028 0. 037
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Table 9. Reducing CO2 Emissions by Carbon Tax (PSO2) : 1995-2000

[Tecbnology lmp工OVe皿ent in Per Energy CO2 Emission (RRCO2)】

△CO2T (Difference from BA口, 5-year total, 100 million tons)

PCO2 -

ACO2T/CO2T (Ratio to BAU, 5-year total)
PCO2 -

CO2T (2000/1995)

PCO2 -

AGDPR (Difference from BAU, 5-year total, 100 million yuans of
'95

prices)
PCO2 -

△GDPR/GDPR (Ratio to BAロ, 5-year total)

PCO2 -

g(GDPR) (Growth rate of real GDP)

PCO2 -
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△GDPR/△CO2T ('95 yuans /ton)

PCO2 →

△GDPN (Difference from BA口, 5-year total, 100皿illion yuans)

PCO2 -う

AGDPN/ACO2T (yuans /ton)

PCO2 →

INCO2/GDPN (Carbon tax revenue /nominal GDP, 5-year total)

PCO2 →

△co2Ⅰ/CO2Ⅰ(Ratio to BAU, 5-year total)

PCO2 →

△CO2H/CO2H (Ratio to BAU, 5-year total)

PCO2 -
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Table 10. Reducing CO2 Emissions by Sulfur Tax (PSO2) : 1995-2000

[Technology lmproveJnent Of Energy Saving Type (RRX4)]

△SO2T/SO2T (Ratio to BAU, 5-year total)

PSO2 -

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0.
005

-0.
011

-0.
009

-0.
017

-0. 013
-0.

024

-0.
016

-0.
032

10.
019

-0.
038

-0.
023

-0. 045

-0. 016

-0. 026

-0. 036

-0. 047

-0. 056

-0. 066

-0. 021

-0. 035

-0. 048

-0. 061

-0. 074

-0. 085

-0.
027

-0. 044

-0. 060

-0. 075

-0. 091

-0. 105

-0.
032

-0.
051

-0.
070

-0. 088

-0.
106

-0.
123

ー0.
036

-0.
059

-0.
081

-0.
101

-0.
121

-0.
140

△CO2T/CO2T (Ratio to BA打, 5-year total)
PSO2 -

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0.
005

-0.
010

-0.
008

-0.
017

-0.
012

-0.
023

-0. 015
-0.

030

-0.
018

-0.
036

-0. 022
-0.

043

ー0. 015

-0. 025

-0. 034

-0. 044

-0. 053

-0. 062

-0. 020

-0. 032

-0. 045

-0. 057

-0. 069

-0. 081

-0.
024

-0.
040

-0.
055

-0. 070

-0.
085

-0.
099

-0.
029

-0.
047

-0.
065

-0.
083

-0.
100

-0.
116

-0.
033

-0. 055

-0.
075

-0. 095

-0. 114

-0. 132

SO2T (2000/1995)

PSO2 -

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

1. 860

1. 860

1. 860

1. 860

1. 860

1. 860

1. 848 1. 831

1, 831 1. 807

1. 819 1. 782

1. 807 1. 753

1.794 1. 728

1. 778 1. 704

1.819

1. 782

1. 745

1. 708

1.671

1. 634

1. 807 1. 794

1. 757 1. 733

1. 708 1. 675

1. 658 1. 617

1. 613 1. 560

1. 572 1. 510

1. 782 1. 774

1. 712 1. 687

1. 642 1. 609

1. 576 1. 535

1. 510 1.465

1. 453 1. 399

CO2T (2000/1995)

PSO2 -

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

1. 845

1. 845

1. 845

1. 845

1. 845

1. 845

1. 832 1.821

1. 820 1. 796

1. 807 1. 771

1. 794 1. 747

1. 782 1. 723

1. 770 1. 699

1. 809

1. 772

1. 736

1.701

1. 667

1. 634

1. 798 1. 787

1. 750 1. 728

1. 703 1. 671

1. 658 1. 617

1. 615 1.565

1. 572 1. 515

1. 776 1. 766

1. 707 1. 687

1. 641 1. 612

1. 578 1. 541

1. 518 1,474

1.461 1.411

△GDPR/GDPR (Ratio to BA打, 5-year total)

PSO2 -

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0.08

0. 10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0. 006
-0.

013
-0. 019

-0. 006
-0.

012
-0. 018

-0.
006

-0. 012

-0.
006

-0. 011

-0.
005

-0. 011

-0. 005 -0. 010

-0. 017

-0.
016

-0.
016

-0.
015

ー0.
025

-0.
024

-0.
023

-0. 021

-0. 020

-0. 019

-0. 031

-0. 030

-0. 028

-0. 026

-0. 025

-0.
023

-0. 037
-0.

043

-0. 035
-0.

041

-0.
033

-0. 038

-0.
031

-0. 035

-0.
029

-0. 033

-0. 027
10.

031

g(GDPR) (Growth rate of real GDP)

PSO2 -

99



AGDPR/ASO2T ('95 yuans/ ton)

PSO2 →

o 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

303746.4 273659.0

153523. 3 159910. 6

107580. 9 109931. 2

81150. 5 80618. 9

65658. 1 63942. 8

51973. 1 50944. 8

263327. 3

157864. 8

108079. 4

79323. 8

62861. 8

50342. 7

275317. 8

155918. 1

107372. 7

79751. 8

62386. 4

50741. 2

262132. 3

154041. 1

106291. 4

79409. 7

61857. 3

50222. 5

264837. 3

156589. 2

107245. 5

80009. 3

61892. 1

49841. 6

269874. 1

156729. 6

106885, 1

79292. 3

62047. 5

49903. 0

△GDPN/A SO2T (yuans /ton)

PSO2 →

2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0.04

0. 06

0. 08

0.10

124802. 2 118572, 2

56652. 3 62666. 2

34904. 2 38283. 0

22474. 8 24335. 8

14799. 3 16139. 8

8872. 0 10172. 0

119889. 1

65383. 4

40090. 1

25842. 9

17459. 4

11411. 7

131320. 8

67946. 2

42206. 0

27799. 2

18820. 6

12786. 7

130689. 7

70418. 5

44076. 7

29439. 6

20078. 8

13861. 2

137668. 0

74859. 9

46716. 2

31353. 6

21439. 1

14879. 8

145979. 0

78150. 1

48738. 3

32708. 1

22794. 3

15975. 6

INSO2/GDPN (Sulfur tax revenue /nominal GDP, 5-year total)

PSO2 →

1 RRX4 0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0.0

0.0

0,0

0.0

0.0

0.0

o. o10 0, 020 0. 029 0. 039

o. o10 0. 019 0.029 0. 038

o. o10 0. 019 0. 029 0. 038

o. o10 0. 019 0. 028 0. 037

0. 010 0. 019 0. 028 0. 037

0. 010 0. 019 0. 028 0. 036

0. 049 0. 058 0. 068

0. 048 0. 057 0. 066

0. 047 0. 056 0. 065

0. 046 0. 055 0. 063

0. 045 0. 054 0. 062

0. 045 0. 053 0. 060

ASO2I/SO2I (Ratio to BAU, 5-year total)

PSO2 -う

1 RRX4 0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0. 10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0. 005

-0. 010

-0. 014

-0.
018

-0.
023

-0.
027

-0.
011

-0.
020

-0. 028

-0. 037

-0. 046

-0.
054

-0.
017

-0.
023

-0.
030

-0.
039

-0.
043

-0.
057

-0,
056

-0.
073

-0. 068 -0.
092

-0.
082 -0. 110

-0. 027 0. 114
-0.

038

-0. 049 -0.
058

-0.
066

-0.
071 -0.

083
-0.

097

-0.
092 -0. 110 10.

128

-0.
113

-0.
136 -0. 159

0. 042
-0.

163 -0. 191

ASO2H/SO2H (Ratio to BAU, 5-year total)

PSO2 -う

J RRX4 o 2000 4000 6000 8000 1 0000 12000 14000

0. 00

0. 02

0. 04

0. 06

0. 08

0.10

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

0. 000

-0. 014

-0. 014

-0.
014

-0.
014

-0.
010

-0.
010

-0. 017

-0. 017

-0. 017

-0. 014

-0.
014

-0.
014

-0. 021 -0.
035

-0. 017 -0.
031

-0. 017 -0. 028

-0. 017 -0. 024

-0.
017

-0.
021

-0.
014

-0.
021

-0.
035

-0.
035

-0.
031

-0.
028

-0.
024

-0. 024

-0. 042

-0.
035

-0.
035

-0.
031

-0.
028

-0.
024

-0. 050

-0. 046

-0. 039

-0.
035

-0.
028

-0.
028

100



Table Al. Input-Output Table of China, 1995 (7 Industries, 100血i11ion
yuans)

Agricu卜

ture Mining

Light

Manufac. Eーlergy

Heavy

Manufac.

Construc-

tion Services Subtotal

Agric. 3506 73 6301 1 672 57 457 11067

Mining 47 293 216 1609 2118 543 260 5087

LightM. 1180 115 9927 45 2186 541 2170 16163

Energy 232 354 415 340 2077 175 1338 4930

fJeavyM. 2051 1327 3083 602 24259 6533 3949 41805

Construc. 4 16 8 7 23 113 326 497

Services 1163 538 2444 867 5624 1546 5364 17547

Subtotal 8183 2717 22394 3471 36959 9509 13864 97097

LaborⅠnc. 10197 1069 1978 345 4602 2086 7618 27894

Capita1Ⅰ 1623 1302 3356 1241 6457 1421 8342 23743

NetTaX 338 369 2581 521 2532 386 1084 7811

ValueAdded 12158 2740 7915 2108 13591 3893 17044 59448

ota1Ⅰnput 20341 5457 30308 5579 50550 13402 30908 156545

Rural Non-rural Consump. GoVernm. Consump. Fixed

EXports Ⅰ皿pOrtS

Total Total

Consu皿pt. Consump. Subtotal Consu皿p. Total ⅠnVest皿ent FinalDem. Output

5183 2524 7707 0 7707 1734 316 482 9274 20341

204 118 322 0 322 90 566 609 370 5457

3695 6581 10277 0 10277 769 5332 2233 ユ4145 30308

315 373 688 0 688 46 0 85 648 5579

1963 1961 3923 0 3923 7259 5182 7618 8745 50550

0 0 0 0 0 12908 0 3 12904 13402

2403 3018 5421 6691 12112 1071 178 0 13361 30908

13763 14575 28338 6691 35028 23877 11574 11031 59448 156545

Table A2. CO2
and

SO2 Emission (7 Industries)

CO2*1 SO2*2

1990 p1995 1990 1995

Agricu1. 0.73 0.66 0.004 0.004

Mining 0.81 1.ll 0.006 0.008

LightM. 1.91 2.33 0.017 0.018

Energy 8.23 10.98 0.068 0.105

HeavyM. 6.92 8.84 0.049 0.064

Construe. 0.16 0.17 0.001 0.001

Services 1.65 2.19 0.012 0.009

Subtotal 20.41 26.27 0.157 0.209

Households 4.48 4.26 0.022 0.035

Total 24.89 30.53 0.179 0.244

*1 CO2
em!ss!on

(100 million tons
of CO2)

*2 SO2 emlSSIOn (100 million tons of SO2)
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日中CDMのマクロ経済分析

一炭素税導入のケース･スタディー

江崎光男･孫林･金城盛彦

1.はじめに

1997年12月に京都で開催された｢気候変動に関する国際連合枠組条約(UNFCC)第

3回締約国会議(COP3)｣は｢京都議定書(Kyoto Protocol)｣を採択し､先進国の温室

効果ガスの排出削減目標について2008-2012年の約束期間に対して法的拘束力のある数

値目標を決定した.同時に､議定書に盛られた削減目標をなるべく安い費用で達成するた

め､数値目標が設定されている先進国間では｢排出量取引｣と｢共同実施｣､削減を拘束

されていない開発途上国との間では｢クリーン開発メカニズム(CDM)｣といった共同

取り組みの国際制度が合意されたo注1)

｢クリーン開発メカニズム｣ (以下CDMと略称)の目的は､開発途上国(非附属書Ⅰ

締約国)の持続可能な開発と気候変動枠組条約の目的達成を支援し､かつ先進国(附属書

Ⅰ締約国)の数値目標の達成を支援することにあるo具体的には､開発途上国が先進国と

共同で持続的開発につながるプロジェクトを実施し､それが温室効果ガスの削減をもたら

す場合､一定の認証手続きを経て､削減量の1部を先進国に譲渡できる仕組みであるo例

えば､中国において日中共同で省エネプロジェクトを行い､その結果温室効果ガスが100

万トン減少することが一定の手続きで認証された場合､日本の貢献度(技術や資金の提供)

に応じてその1部(例えば50万トン)を日本の削減量とみなすことができる｡中国は数

値目標を持たないが､残りの50万トン相当の割当量を先進国に売却し利益を得ることが

できる.､注2)

cDMは､従来の開発援助とは異なる資金や技術移転の新たなチャンネルになり得るo

さらにCDMは､気候変動枠組条約の締約国である開発途上国が条約の目的達成を現実に

支援する手段の1つとして位置付けることもできるo CDMは先進国間の共同実施と実質

的には同じであるとの見方があるが､開発途上国では排出削減の数値目標を課せられてい

ないこと､ 2000年以降のCDMによる排出削減量を認証削減量とみなすこと､ CDMプ

ロジェクトの利益の1部を気候変動に対して脆弱な小島喚国にあてるという点で､共同

実施にないCDMの特色がある(注3)

cDMの具体的内容は未だ確定したものではなく､今後の実践の試み､それに伴う問題

点や手続き･細目の交渉を-て､次第に明確にされるべき性質のものである｡ CDMは基

本的にミクロ経済レベルでプロジェクト･ベースを内容とする枠組みである｡他方､マク

ロ経済レベルで､開発途上国に対しても所得比例の負担の軽い炭素税を導入し､税収入か
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ら地球温暖化防止の国際基金を設立､開発途上国に再配分するといった提案がなされてい

る(宇沢(1999)).このような提案から明らかなように､炭素税に関連して､マクロの

国民経済レベルで地球温暖化防止の南北協力を考えることも､ CDMの重要な側面であるo

本稿では､マクロ･レベルのCDMの1例として､日中間で炭素税を導入するケースを

検討する｡.すなわち､温室効果ガスを二酸化炭素(CO2)に限定し､日本と中国のそれぞ

れが炭素税を導入する時のコストとベネフィットを､計算可能一般均衡モデル(以下では

CGEモデルと略称)に基づくシミュレーション分析で評価し,炭素税賦課による日中間

CDMの可能性を検討し､その経済社会-のインパクトを分析する｡

シミュレーション分析の期間は､両国で産業連関表の利用可能な1995年から京都議定

書の約束期間である2008-2012年までの18年間である.京都議定書で日本は2008-

2012年の排出量を1990年の6%減の水準に落とすことを約束した.二酸化炭素に限定

して言えば､日本の1990年におけるCO2排出量は2.91億トン(炭素換算)だから､そ

の6%減の2.74億トンが2008-2012年におけるCO2の目標排出水準になる｡この目標

を達成するため､ゼロの数値目標を持っ中国とどのように共同実施し､利益をいかに配分

するかが本稿の主要な分析内容となる.二､

本稿の構成は以下の通り.‥一次の第2節では､中国経済のCGEモデルを作成し､ 1995

-2012年の期間について標準シナリオ(BAU)および炭素税導入のインパクトを既存の

研究と比較するL,第3節では､日本について同様の分析を試みるo第4節では､炭素税導

入の限界費用曲線を日中両国で比較し､炭素税によるCO2削減の日中共同実施(日中

CDM)の可能性を検討する.第5節は要約と結論に充てられる∩

2.炭素税導入の中国経済-のインパクト

2.1中国経済のCGEモデル

中国環境cGEモデルについて､その基本的特徴を以下に要約するoその詳細について

は､付録B (表Blの方程式体系､表B2の記号)を参照されたい｡

中国モデルは9つの産業(①農業､ ②軽工業､ ③電力､ ④石油､ ⑤石炭､ ⑥金属･化学､

⑦機械､ ⑧建築､ ⑨サービス)より構成されている.石油産業は原油･天然ガスおよびそ

れらの製品から､石炭産業は石炭およびその製品で定義されているo金属･化学産業は金

属･非金属鉱物を含めて定義されているL,

各産業で､国内財と輸入財はC E S型の合成財関数で合成され､国内需要は合成財に対

してなされるr,国内財と輸入財の代替弾力性についてはGTAP値を使用した｡注4)エネ

ルギーは電力･石油(&天然ガス)
･石炭から構成されるが､それらを合成エネルギー財

として処理し､ CES型の合成財関数によりエネルギー代替を考慮する｡ 3エネルギー間

の代替の弾力性(oE)は0･5を想定した.〕各産業の生産関数として､エネルギー以外の
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中間投入はレオンチェフ型(固定係数)､総生産とエネルギー･労働･資本の間にCES

型を想定するoつまり､エネルギー･労働･資本の間で代替関係を考慮するo 3投入間の

代替弾力性(ux)は0･5を想定したo注5)また､家計部門の効用関数はコップ･ダグラ

ス型を採用し､エネルギーは合成財として消費されている.

中国モデルの非環境部分は､基本的に､ Dervis, De Melo andRobinson(1982, Ch17)を

出発点にしているが､エネルギー問およびエネルギー･資本･労働間の代替を考慮した点

に加えて､以下の2点でそれとは大きく異なるo注6)まず第1に､本稿の中国モデルは労

働市場の均衡を想定していないという点であるoつまり､非農業各部門では名目賃金を外

生的に与え(政策変数とし)､労働需要を限界条件で決め､農業部門の労働投入は総労働

供給量から非農業労働需要を除いた残差で決めるo これは､ルイス型2部門発展モデルに

対応する定式化といってよいが､農業部門に余剰労働を抱えている移行経済の中国に対し

て､より適切な定式化であると思われる,〕これは､いわば､各産業で分断された非競争型

の労働市場のケースであるo

第2に､本稿の中国モデルは､ワルラス法則を導く予算制約式を明示的に考慮し､名目

貯蓄(国内Sと海外F)と名目投資(In)のバランス式､すなわちS+F-In=0が､価格の

絶対水準を決める均衡式であることを明確に示した点であるo このバランス式は体系の解

を求める手続きにおいて余剰の均衡式として除外される｡)つまり､名目貯蓄あるいは名目

投資がニュメレールになるのであるが､その価格は当然のことながら単位の1であるから､

モデルが決める相対価格の水準は絶対価格の水準に他ならない.このモデルでは､為替レ

ートを自由に変動させても､ある一定の水準に固定してもよい,前者の変動相場制の場合

には､ドルの価格(元/ドル)は､ドルに対する需給を均衡させるよう､ 1元(ニュメレ

ール価格)を分母にして絶対水準で決まるo非農業の名目賃金は外生であり､ 1元(ニュ

メレール価格)に対して増加しても減価してもよいo このように､貯蓄と投資のバランス

式は元建て価格の絶対水準を決め､インフレを分析するための鍵となる均衡式であるハ注
7)

以上2点が中国モデルの非環境部分について特に強調しておきたい特徴であ

る.本稿の中国環境cGEモデルは､この非環境部分に追加して､エネルギー

投入(消費)量に比例する二酸化炭素排出量および二酸化炭素排出量に比例し

て賦課される炭素税を導入することにより作成されている.本稿では､炭素税

は需要面にかけられている.,つまり､各産業のエネルギー投入および家計部門

のエネルギー消費により排出される二酸化炭素の量に比例して､排出部門(エ

ネルギー需要部門)に炭素税が賦課されている,注8)

本稿の中国モデルは逐次決定型動学モデル(recursive dynamic model)であ

る.‥､つまり､各産業の資本ストックは年初で外生的に与えられ､年末に､各産

業の利潤率に対応して部分的に調整され(調整速度は 0.1に設定)
､次年度の

年初水準とされるo 従って､年毎に､所与の産業別資本ストックの下で､各市
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場の需給均衡が達成されるモデルとなっている∩
注9)

2.2標準シナリオ(BAU) : 1995-2012年

炭素税導入のインパクトを見るために､特にCO2対策を採らない場合(BAU)にお

ける中国経済の標準的な成長経路を確定しておく必要がある.これを標準シナリオと呼ぶ

が､モデルのベンチマーク年(1995年)から京都議定書に対応する期間(2008-2012

午)までの18年間について､その詳細が付録A (表Al)に掲げられているo また､そ

の1部の主要変数については､類似のモデルで類似の分析を行っているZbang (1998)と

の比較対照が可能になるよう､表1と表2にまとめられている.

標準シナリオ(表Al､変数はほぼ記号表に対応)の作成にあたり､原則として､実質

GDP (YR)の成長率が7%前後､二酸化炭素排出量(CO2T)の増加率が過去平均の

5%前後､実質賃金率(W/PY)の伸び率が6 %程度､全要素生産性の伸び率が経済全体

で3%程度､インフレ率(PY)が2%程度､経常収支は2010年頃にほぼ収支ゼロにな

るよう､外生変数およびパラメータの値を選択したo その主要なものについて言えば､総

労働供給の成長率は1%､非農業賃金の増加率は8%､実質投資の増加率は第9次5カ

年計画期の8%､為替レートは1995年水準で固定(ゼロ成長)されている｡また､輸出

関数のスケール･パラメータは､成長率実績の半分を想定した｡､各産業のTFP成長率は､

全経済のTFP成長実績を基準に適宜割り振り､中間投入係数は原則としてゼロ成長を想

定したo

エネルギー間の代替弾力性(oE)を0.5､投入要素間の代替弾力性(ux)を0.5と設

定すれば､ 2010年前後の二酸化炭素排出量は､過去のトレンド(1985-1995年で4.9%)

を外挿した水準にほぼ等しくなる.標準シナリオに関する限り､上記代替の弾性値は､実

物経済および環境変数にかなりセンシティブである,‥､例えば､ uxを0.5から0.25-と

より非代替的な水準に設定した場合､ GDP成長率は7.0%から5.7%-減少し､ GDPデ

フレータ増加率は1.1%から2.0%-増加する｡ CO2排出量の2008-2012年平均の水準

は17.6億トンから15.0億トン-と減少するo これは､ 3要素間の代替弾力性を小さくす

ることにより､現実ではかなり高いと思われる資本と労働の間の代替関係を過小評価した

ためと考えられる,〕いずれにせよ､ GDP成長率5.7%は標準シナリオとして低すぎるo o

Fをo.5から0.25 -半減させた場合､その全体-の影響は極めて小さく､ GDP成長率と

GDPデフレータ増加率はほとんど変わらず､ CO2排出量は18.8億トン-と1.2億トン増

加する｡､その理由は､低い代替弾力性の下で､石炭から石油･電力-の代替が抑制される

からと考えられる.〕

表1と表2の値は､ ZhangモデルのBAUと部分的に比較可能であるo本稿のモデルで

は､ 1995年のCO2排出実績は8.3億トン､ 2010年CO2排出量予測値は17.6億トンに

なる.〕Zhang (1998)の2010年に対するCO2排出量は14.4億トンと予測されているが､
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表1.マクロ経済指標:成長率(標準シナリオBAU) (%)

2010/19952000/l9952010/2000

Zhang(ー998)

2000/ー9872010/2000

実質GDP(YR) 7.239.146.29 7.927.55

6.486.54
等価変分(EV) 7.187.507.02

実賞民間消‡(CR) 6.617.396.22

実質政府消‡(GR) 7.469.876.27

8.817,81実質投資(lR) 8.008.008.00

実質輸入(MR) 9.175.571ー.01 6.865,l2

実質輸出(ER) 8.8511.317.64 8.958.ll

実質総産出額(XS) 7.689.696.69 8.257.86

GDPデフレ-タ(PY)
0.90-0.461.58

民間消‡デフレ-タ(PC) 1.481.151.64

政府消‡デフレ-ラ(PG) 0.73-1.021.62

投資デフレ-タ(Pl) 0.33-1.441.23

輸出デフレ-タ(PE) -0.02-ー.380.67

総産出価格PX o.68-0.701.38

表2.エネルギー関係指標(標準シナリオBAU)

I 995 2000 2010

家計部門CO2排出総t (億ct)

co2捷出捲土(倭ct)
同上Zhang (1998)

so2排出総土(偉st)
モカ消兼/GDP

石油･ガス消兼/GDP

石炭消兼/GDP

エネルギー消葺合計/GDP
モカ価格(px3)

石油･ガス価格(pxヰ)
価格(pxs)

7.292 1 0.043 1 4.253

1.037 l.756 3.379

8.329 1 1.800 1 7.632

5.869(1990)■

0.232

0.01 7

0.065

0.027

0.109

1.000

1.000

1.000

8.989 14.41 3

0.328 0.491

0.050 0.046

0.065 0.062

0.025 0.01 9

0.1 40 0.1 2‡‡

0.780 0.71 6

0.778 0.691

0.958 1.191

*公表統計によれば1990年のCO2排出飴玉は6.58億トンである.

表3. BAUからの市離率:主要変数(2010年)

シナリオーシナリオ2

Zhang(1998)

シナリオ1シナリオ2

実質GDP(YR)(偉元) -0.4-0.8 -1.5-2.8

-1.l-1.8

GDPデフレ-タ(PY) 1.22.1

等価変分(YEV)(偉元) -l.4-2.4

実質民間消費(cR)(億元) -1.8-2.9 -ー.2-3.0

-0.7-1.8

実質政府消‡(GR)(偉元) -0.5-0.9

実質投資(ⅠR)(偉元) 0.00.0

実質輸入(MR)(億元) 1.22.ー -1.2-2.1

実質輸出(ER)(偉元) -1.9-3.4 -5.4-7.4

-20.1-30.ー

産業部門cO2排出総土(倭ct) -ー8.3-27.3

家計部門CO2排出捲土(倭ct) -28.2-42.3

co2排出総土(億ct) -20.2-30.2

PCO2(名目)(元) 160305 205400

-19.5-29.3

22.843.3

so2排出総I(億st) -20.2-30.1

実質モカ総消‡額(偉元) -8.4-l3.7

乗算石油ガス総消糞額(偉元) -4.8-8.5

実質石炭消‡壊(偉元) -24.2-36.0

エネルギー総消*壊(偉元) -9.1-14.6

t力消‡/GDP -8.1-13.1

石油ガス消‡′GDP -4.4-7.8

石炭消‡′GDP -23.9-35.5

エネルギー消‡合計/GDP -8.7-13.9

農業価格(px1)(ー995=1.0) -0.7-1.2
軽エ薬価格(px2)(1995=1.0) 0.ー0.3

t力価格(PX3)(1995=ー.0) 13.123.5

石油価格(pX4)(1995=ー.0) ー.32.3

2.74.9

15.329.1

(ガス価格) 4¢.890.6

石炭価格(pxs)(ー995=1.0) 65.0ー23.1

金化価格(px6)(ー995=1.0) 2.13.6

機会価格(px7)(1995=1.0) 1.12.1

建設価格(pX8)(ー995=ー.0) 1.01.8

三産価格(pxs)(1995=ー.0) 0.71.3

表4. BAUからの帝離率:産業別実質総生産シェア(2010年) (%)

シナリオ1シナリオ2

∠hangHtlt1》)

シナリオ1シナリオ2
I-二●- 1.1ー.9 -0.5-0.3
軽エ業 0.30.6 -0.6-0.4

電力 -7.7-12.5 -6.1-10.7

石油ガス -3.8-6.7 -2.1-8.5

石炭 -22.3-33.2 -26.5-38.1
金属化学 -0.4-0.8 -2.5-3.3

0.10.2

-0.7-ー.4建築業 3.56.0

三次産業 0.10.1 1.75.5
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1990年の予測値5.9億トンは実演より10%強も小さい｡その他のモデルによる予測値

(Zhang(1998),Table llを参照)は､ 9.37億トンから19.6億トンまで大きな幅があるo

李志東(1999)は14.3億トンを予測している. OECDのグリーン･モデルは下限に近い

予測値を与えている(例えば､ KoppelandLee (1996)を参照).

2.3炭素税導入のインパクト

本稿の中国環境cGEモデルにおいて､炭素税はCO2排出量に比例して需要面に賦課

されている.〕つまり､炭素税は､エネルギーを消費する各産業および家計部門のコスト増

大要因として処理されているo 供給面で炭素税を賦課しても本質的に変わりはないo 供給

面アプローチのモデルが多いが､ OECDグリーンモデルは需要面アプローチであるo

中国モデルにおいて､炭素税収入は､全額､生産力の増加を伴わない環境保全投資に支

出されると仮定する.従って､炭素税の導入は､供給面ではコスト増によるマイナス効果

を､需要面では投資増によるプラスの効果を持っ｡資本蓄積による供給面-の効果はゼロ

である.〕

本稿のモデルをZbangモデルと比較するため､ 2010年のCO2排出量をBAUから2

0%削減するケース(シナリオ1)と30%削減するケース(シナリオ2)を実験的に試

みた`二､それらの結果は､主要変数について表3 と表4に要約されているo BAUからの

帝離率でみる限り､両モデルはマクロおよび産業レベルの主要変数にほぼ同程度のインパ

クトを予想している.しかしながら､エネルギー価格に対するインパクトについて両モデ

ルの間で大きな格差が観察されている.本稿の分析において､価格効果が特に石油･石炭

で小さいのは､両産業の生産物価格が基本的に需要面にかかる炭素税を含んでいないこと

による√二､他方､エネルギー生産量に対する効果は両モデルで類似している.

3.炭素税導入の日本経済-のインパクト

3.1日本経済のCGEモデル

日本モデルは､産業分類･合成財関数･生産関数･効用関数など､ほぼ全面的に､中国

モデルに準じているo モデルの詳細については､付録C (表Clの方程式体系､表C2の

記号)を参照されたい｡代替の弾性値についても同様で､国内財･輸入財の場合はGTA

P値を採用し､電力･石油･石炭については0.5､エネルギー･資本･労働についても0.5

を想定した.､二酸化炭素の排出や炭素税の賦課といった環境関連部分､あるいは逐次決定

の動学的部分についても同様で､データやパラメータ値は変わるが､枠組みは基本的に中

国モデルの場合と同じであるo注10)

労働市場は中国モデルと異なる唯一の例外で､労働の総供給を外生に､農業を含む全産
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業の労働需要合計と均衡するよう名目賃金が決定されるoこの場合､各産業の労働を効率

単位で測ることにより､全経済で同質かつ単一の労働市場を想定しているo

中国モデルと同様､為替レートは外生になっているが､変動相場制で処理することも可

能であるハさらに､中国モデルと同様､貯蓄･投資バランスをワルラス法則で落とし､名

目貯蓄(あるいは貨幣)をニュメレールにみなして､物価と賃金を絶対水準で決めている〔事

従って､投資を貯蓄(資金のアヴェイラビリテイ)で決めるのではなく､実質投資を外生

変数(いわば独立の投資関数)で処理している｡ 9 0年代の日本経済は貯蓄過剰の状態に

あり､余った貯蓄は国内投資をファイナンスするのではなく､海外投資に向けられた点を

考慮したo

3.2標準シナリオ(BAU) : 1995-2012年

モデルのベンチマーク年(1995年)から京都議定書の約束期間(2008-2012年)ま

での標準シナリオ(BAU)は付録A (表A2)に掲げられている｡表5 (日本､ BAU)

では主要変数について成長率と水準が要約されているo成長率は1995-2012年の18カ

年に対する平均率､水準は1995-2012年の5カ年平均値である点に注意されたい｡

標準シナリオを導くに当って､ GDP成長率は2%前後､インフレ率は3%前後になる

ことを目安にして､次のように主要な外生変数を外挿した.すなわち､総労働供給の成長

率は1%､実質投資の増加率は2.4% (民間3%､政府1%､在庫o%)と想定し､為替

レートは年率2%で減価する(1995年緒の90¥/Sから2010年前後の126¥/S-)と想定

したo各種パラメータの設定方法については､中国の場合に準じている｡

この標準シナリオによれば､ 1995年のCO2排出量実績3.13億トンは､ 2008-2012年

の5カ年平均で3.94億トンになる.甲斐沼[1998, 1999】によれば､ 2010年における

基準排出量の予測値は､ AIMを含むエネルギー･モデリング･フォーラム(EMF)参

加1 3チームの間で極めてばらつきが小さく､ 4億トン弱の前後で安定している.注11)

ここでは､エネルギー･労働･資本の間の代替弾力性(ox)を0.5､エネルギー内の電

力･石油･石炭の間の代替弾力性(uE)を0.5と想定することにより､ほぼ上記の国際

値に近い値を得た.

標準シナリオに関する限り､上記代替の弾性値は､実物経済および環境変数にあまりセ

ンシティブでないo例えば､ uxを0･5から0･25-とより非代替的な水準に設定した場

合､ GDP成長率は2.1%から2.0%-微減し､ GDPデフレータ増加率は2.9%から3.2%

-微増する. CO2排出量の2008-2012年平均の水準は3.94億トンから3.89億トンへと

やはり微減するに過ぎない. oEを0.5から0.25-半減させた場合､その全体-の影響は

ますます′トさく､ GDP成長率とGDPデフレータ増加率は全く変わらず､ CO2排出量の

減少が3.86億トン-と若干多めになる,､注12)
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表5 炭素税導入のインパクト-主要指標(2008-2012年平均)のBAUからの帝離

日本 中

横準シナリオ(BAU) 炭素税=4000円/Ct 炭兼税=53500円/Ct 標準シナリオ(BAU) 炭兼税=4000円/Ct

成長率(%)水準 車故事(～)水準 帝故事(%)水牛 成長率(%)水事 専従串(～)水牛

農業実質飴生産額(XS1) -1.2012132ー -0.06121242 -0.76120399
3.ー032ー42 0.0832168

軽エ業実質絵生産観(XS2) 0.9090472ー
-0.07904093 -0.80897440

6.2077628 -0.1477519

電力実質総生産壊(XS3) 0.9020ー396
-0.79199805 -8.27184736

6.507889 -2.467695

石油ガス実質盆生産壊(XS4) 0.70103315
-2.46100770 -22.84797ー3

7.20ーー269 -1.ー211143

石炭実質絵生産境(XS5) 0.4013918 -4.88ー3239 -38.938778 4.503468 -7.273216

金属化学実質総生産魚(xs6) 1.801205272 -0.261202184 -2.731ー72315 8.80120786 -0.32120405

機械実質総生産壊(XS7) 2.401817186 -0.071815933 -0.711804281 9.70888ー5 -0.1688672

建築業実質捻生産額(XS8) 2.101206651 -0.011206527 -0.111205289 8.0042576 0.7942911

サービス実質総生産横(XS9) 2.408452421 -0.036450755 -0.356429580 7.209ー249 -0.1991076

労働総供給(LS) 1.007497 0.007497 0.007497 1.0072438 0.0072438

資本絵供給(KS) l.8028480868 0.0028480868 0.0028480868 ー0.40557519 0.00557519

実質GDP(YR) 2.106587933 -0.026586286 -0.456558433 7.00169500 -0.09169347

等価変分(YEV) 2.203953700 0.0ー3954052 -0.193946089 7.2080662 -0.3980350

実質民間消費(cR) 2.203969884 0.023970628 -0.053967887 6.5074187 -0.5073820

実質政府消費(GR) 2.50691217
-0.25689498 -2.3ー675235 7.1019677 -0.1119654

実質投資(lF1) 2.402017432 0.002017432 0.002017432 8.007619ー 0.0076191

実質輸出(ER) 3.20763120
-0.ー576ー987 -1.48751848

8.5045500
-0.5245262

実質幹入(MR) 5.10853721
-0.05853259 0.03853970 9.504¢055 0.3346206

名目GDP(YN) 5.009924539 0.089932097 0.579981546 8.10194663 0.26195164

名目投資(lN) 5.203008ー71 0.083010592 0.823032745 8.6080438 0.2080601

名目貯蓄率(s) 5.103ー51880 0.083154458 0.633171587 8.1079903 -0.ー079828

経常収支赤字(F) 2.00-143713 0.ll-14387ー -3.39-ー38847 0.00537 44.84777

ドル表示経常収支赤字(FS) 0.00-ー06751 0.ll-10687l -3.37-103150 0.00537 44.84777

農業生産物価格(pxー) 6.402.69 0.042.69 0.472.70 6.302.60 -0.152.60

軽エ兼生産物価格(PX2) 3.701.73 0.ー21.73 1.041.75 2.501.43 0.071.43

電力生産物価格(px3) 4.401.96 1.ー1ー.98 12.192.20 -1.800.72 3.460.74

石油ガス生産物価格(px4) 3.401.68 -0.421.67 -2.871.63 -2.一oo.69 0.140.69

石炭生産物価格(pxs) 3.501.70 0.211.7ー 6.321.81 1.501.19 0.131,20

金属化学生産物価格(pxs) 3.201.82 0.351.62 3.541.67 -0.900.83 0.580.84

機械生産物価格(px7) 3.201.60 0.091.60 0.781.61 -1.100.8ー 0.300.81

建築業生産物価格(px8) 2.70ー.46 0.081.46 0.991.48 0.000.96 0.310.96

サービス生産物価格(pxs) 2.501.42 0.041.42 0.471.42 1.001.12 0.181.ー3

全産業平均賃金(pし) 4.50829 -0,04828 -0.56824 9.901.92 -0.10ー.92

全産業平均資本レンタル率(pK) 2.200.1ー -0.190.1ー -1.120.ー1 -8.一oo.05 0.000.05

為替レート(FCX) 2.001.35 0.001.35 0.001.35 0.001.00 0.00ー.00

民間消費デフレ-タ(PC) 2.80ー.48 0.091.48 1.00ー.50 1.501.25 0.381.25

政府消費デフレ-タ(PG) 2.501.42 0.061.42 0.45ー.42 I.001.12 0.161.12

投資デフレ-タ(pⅠ) 2.801.49 0.07ー.49 0.811.50 0.501.05 0.2ー1,05

輸出デフレ-タ(pE) 3.101.57 0.08ー.57 1.ー0ー.59 0.201.00 0.341.00

輸入デフレ-タ(pE) 2.001.35 0.001.35 0.001.35 0.001.00 0.001.00

GDPデフレ-タ(PY) 2.901.50 0.121.51 1.02ー.52 1.ー01.15 0.37ー.ー5

co2排出総量(億ct) 1.603.95 -3.913.79 -30.622.74 4.9017.63
-6.4116.50

産業部門CO2排出絵主(倭ct) 1.703.58 -4.113.44 -3ー.812.44
4.3014.249

-5.84ー3.42

家計部門co2排出総量(倭ct) 1.600.36
-1.760.36 -ー8.890.30 7.803.38ー -8.833.08

政府炭素税収入(YGCO2) 0.000.00 0.00ー5174 0.00ー46519 0.000.00 0.00660

注価格変数の場合は､ 1995年-1.0である.水準変数の場合は､日本は億円､中国は億元である｡
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3.3炭素税導入のインパクト

炭素税は､中国モデルと同様､産業別･部門別に需要面のコスト増の要因として導入さ

れたo しかしながら､炭素税収入については中国モデルと異なり､炭素税収入全額が､家

計部門に還付(移転)されると想定されている｡従って､炭素税の導入は､供給面ではコ

スト増によるマイナス効果を､需要面では移転所得から生じる消費増によるプラスの効果

を持つo移転所得から生じる貯蓄増は､実質投資が外生で処理されているため､必ずしも

資本蓄積を通じるストック増に帰結しない.二.物価水準の変動を通じて経済各部門に影響を

およぼすことになるo

このような炭素税導入の枠組みに従って､京都議定書の約束期間である2008-2012年

の5年間､名目で53500円/Ctの炭素税を賦課すれば､ 5カ年平均の炭素税排出量水準を

1990年の6%減の水準(2.74億トン)まで落とすことができる(表5第3欄を参照)o

これはBAU (3.94億トン)の30%減の水準である.この時､実質GDPの水準はBAU

に比べて0.4%減少する.〕円レートは2%で減価すると外挿されているから､名目53500

円/Ctの炭素税は名目で約400ドル/Ctとなる.｡あるいは､GDPデフレータの伸び率は2.9%

であるから､名目53500円/Ctの炭素税は､ 1995年価格の実質で35200円/Ct (1995年

の為替レートで約390ドル/Ct)になるo天野(1997,表7-5)の各種モデルによる炭素税

シミュレーション結果と比較すれば､上記の結果は､炭素税比率は高めのグループに近い

値を､ GDP減少比率は低めのグループに近い値を示している.〕 AIMモデルによれば､ 2010

年に目標値を達成するのに必要な限界費用(炭素税)は約240ドル/Ct･ (1992年価格)､

GDPロスは約0.3%程度である(甲斐沼(1999)､図2と図7を参照)o

他の研究と大差ないが､本稿の日本モデルが推計する目標達成時のGDP減少比率は

o.4%と小さい.実質で3.0兆円(1995年価格)､名目で5.7兆円であるo対応して､マク

ロ経済や価格､産業構造に与える効果はあまり大きくならない,

4.日中CDMのマクロ経済分析

4.1炭素税と限界費用

炭素税はCO2排出削減の社会的な限界費用に一致するo エネルギー産業の部分均衡分

析に関する図1に基づき､この関係を証明しておこう.図1では炭素税が供給側にかけら

れている点に注意されたい｡従って､エネルギー産業として､石油産業もしくは石炭産業

を考えればよい.

まず､図1 (Ⅰ)すなわちエネルギー産業の生産関数が規模に関して収穫逓減であるケー

スを取上げる.横軸は､エネルギー生産量(Ⅹ)およびそれに対応･比例する二酸化炭素

排出量(CO2)を測る.縦軸は､エネルギー価格およびそれに等しくなるエネルギー産業
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図1限界費用(MC)と炭素税(pco2)

-エネルギー産業の部分均衡分析-

B

0



の限界費用(MC)を測るo d-dはエネルギー需要曲線すなわちエネルギー投入に関する

他産業の限界生産性および家計の限界効用である｡ MC(0)はBAUにおけるエネルギー産

業の限界費用すなわちエネルギー供給曲線を表す｡ MC(2)は炭素税(PCO2)を賦課した

ときのエネルギー供給曲線になる｡従って､炭素税ゼロの需給均衡(点A)により､ BAU

におけるエネルギー生産量(Ⅹ(0))と二酸化炭素排出量(CO2(BAU))が決まる｡同様に､

炭素税PCO2を賦課した時の需給均衡(点B)により､減少したエネルギー生産量(Ⅹ(1))

および削減されたCO2排出水準(CO2(1))が決まる｡

炭素税PCO2 (線分EHに等しい)を賦課することにより(CO2(BAU)-co2(1))だけ二

酸化炭素排出量を削減することができたが､その社会的費用は､炭素税収入を考慮してな

おかつ不足する消費者余剰と生産者余剰の減少分(社会的損失､デッド･ウェイト･ロス)

すなわち三角形AEHの面積である,注13)なぜなら､炭素税をかける前の消費者余剰(三

角形ADC)と生産者余剰(三角形ABC)の合計は三角形ABDの面積になるが､炭素税

をかけた後は､消費者余剰(三角形EDG)と生産者余剰(三角形HBI)に税収入(四角

形EHIG)を加えても､三角形AEHの面積だけ不足するからであるo この面積は､ CO2

排出削減量を横軸､対応する炭素税を縦軸に炭素税曲線を描き､それを横軸方向で積分し

て得られるo つまり､炭素税は､ CO2排出削減の社会的な限界費用に一致するo

本稿のCGEモデルにおける各産業の生産関数は規模に関する収穫不変(一次同次)を

仮定している.この時､エネルギー産業の限界費用は生産規模(Ⅹ)に対して一定､つま

り横軸に平行な直線になるo従って､炭素税は社会的限界費用に等しいとする上記の証明

は､図1qI)に基づいてなされねばならない.さらに､図1の(I) (II)共に､エネル

ギー産業に焦点を当てた部分均衡分析である｡.本稿のCG Eモデルは一般均衡分析であり､

炭素税導入と共に賃金･物価の全てが動くのであるが､議論の本質は変わらない｡

4.2 限界費用曲線と日中CDM

図2は､縦軸で炭素税を測り､横軸でBAUを基準にしたCO2排出削減量を測って､

日中両国に関するCO2排出削減の限界費用曲線を描いているo ただし､中国の横軸は日

本と逆方向であり､その原点はBAUから測った日本の目標削減量(1.21億トン)に置か

れている,これは､日中CDMの1つの手段として､目標削減量ゼロの中国と目標削減量

1.21億トンの日本がどのような条件でCO2排出削減を共同実施できるかを検討するため

であるo また､中国の限界費用(炭素税)は､購買力平価で元を円に換算し､円表示で測

られている,) 1995年の為替レートは11.55円/元､購買力平価は98円/元である,注14)標

準シナリオにおけるGDPデフレータの上昇率は､ 1995-2012年の期間､中国で1.2%､

日本で1.5%と大差ないため(表5参照)､ 2008-2012年の購買力平価は1995年の値と

ほぼ同じ(約100円/元)であると想定した｡.

図2の日本の限界費用曲線から計算されるように(曲線の下の面積を2つの三角形と1
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図2 日中cDMのマクロ経済分析

呈:写ユ娼毒壬



図3 実質限界費用の比較

実質限界費用

(円/t, 95年価格)

ー1
0000

(注1)横軸はBAUに対する2008-2012年平均のCO2排出量削減率
(注2) GDPで測った実質限界費用- AGDP/ACO2

EVで測った実質限界費用- △EV/△CO2

△GDP- 2008-2012年の5年間炭素税を賦課した時
BAUに比べて減少する実質GDPの5ケ年平均｡

△co2- 2008-2012年の5年間炭素税を賦課した時

BAUに比べて減少するcO2排出量の5ケ年平均｡
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つの四角形で近似)､排出削減目標1.21億トンを炭素税53500円/tの賦課により達成す

る場合､名目で約3.1兆円の社会的損失が生じる.〕これは対名目GDP比で0.3%になる

(名目GDPは993兆円)o 実質GDPは上述したようにBAUに比べ0.4%減少するo

同じ目標値1.21億トンを中国の炭素税導入によるCO2排出削減でまかなうとするなら

ば､両国のコストの合計が最小となる最適点は､中国ではトン当り約40元の炭素税をか

けて5カ年平均で約1.06億トン削減し､日本ではトン当り約4000円の炭素税をかけて

5カ年平均で約0.15億トン削減することに対応する｡

この時､中国で発生する社会的損失は､名目で約21.2億元､対名目GDP比で0.01%

に過ぎない｡,実質GDPはBAUに比べ0.10/.減少する.他方､日本で発生する社会的損

失は極めて小さく､名目で約300億円､対名目GDP比では0.003%になり､実質GDP

の減少率は対BAU比で0.02%になる｡このような共同実施の対価として､日本は中国に

対し､毎年､最小限で中国側の直接コスト約2100億円(=4000円/txl.06億t÷2､為

替レート換算では約135億元)､最大限で日本側のコスト削減総額3.05兆円(=4000円/t

xl.06億t+49500円/txl.06億t÷2､為替レート換算では約1960億元)を両極端と

して､その間のどこかの金額で資金を中国に移転する必要があるo どの額に落ち着くのか

は政治的決定の領域に属することだと思われるが､恐らく､限界費用を炭素の価格とみな

した場合の取引額約4200億円(=4000円/txl.06億t､為替レート換算で約270億元)

が妥当な水準もしくは交渉の基準になるだろう,以上の概算において､ 2010年前後の為

替レートは15.6円/元(=11.55円/元Ⅹ1.35)と想定されている(表5参照)o

この時､中国は炭素税40元/t.を課すことになるが､そのGDP成長率の減少は微々た

るものであるo 2008-2012年平均のCO2排出水準は､そうでない場合(BAU)の17.63

億トンから16.50億トン-と6%強減少する.これに付随して､ SO2の排出水準も同程度

減少する,

また､図3から推測されるように､ (実質)炭素税の代わりに実質GDPあるいは等価

変分の限界的減少でもって限界費用を評価しても､ほぼ同様の分析ができるであろう.

5.むすび

日中両国で炭素税を導入しCO2排出抑制を実現することは互いの利益であり､先進工

業国と開発途上国の間で実施されるCDMの1つの有効な方策と考えられるo 問題はその

インパクトの程度であるて､

京都議定書の削減目標を日本が単独で実現したとしても､そこで生じる社会的損失(デ

ッド･ウェイト･ロス)は名目で3.1兆円､名目GDPの0.3%に過ぎないo炭素税は名

目で約400ドル/Ctを必要とし､実質GDPはBAUに比べ0.4%低下するだけであるoエ

ネルギー･モデリング･フォーラム(EMF)に提示されたポスト京都シナリオも多かれ

少なかれ同様である｡ GDPのロスは0.1-0.5%であるし､限界費用(炭素税)も100-
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300ドル程度が提示されているo これを大きいとみるべきか､小さいとみるべきかが問題

である.小さいとみれば､京都議定書の削減目標は簡単に達成できそうにみえるo大きい

とみれば日中CDMは日本にとって利益の大きな手法となる｡日中両国の限界費用曲線が

クロスする点で日中CDMを実行するならば､中国に生じる社会的損失(デッド･ウェイ

ト･ロス)は､名目で21億元､対名目GDP比で0.01%と､微々たるものである｡ GD

pのロスも0.1%に過ぎない｡ 1億トンを越える二酸化炭素削減を微々たるコストと′トさ

な変化で実現することができる.,

残る大きな問題は､ CDMによる利益の全体(約2.83兆円)をいかに両国に配分する

かになるo最も妥当な配分は､日中両国の限界費用曲線がクロスするときの炭素税率(4000

円/Ct)を炭素1トンの市場価格とみなすことであろうo これは､日本に約2.62兆円の利

益を､中国に約0.21兆円の利益を配分することを意味する.この時､日本は中国に対し

て約0.42兆円(為替レート換算で約270億元)の資金移転を行うことが必要になる,

注

1) ｢気候変動に関する国際連合枠組み条約｣および｢京都議定書｣については､例えば､環

境庁(1998)を参照o

2)通商産業省環境立地局(1998年､ p.106)参照｡

3)環境庁(京都議定書･国際制度検討会) (1998)を参照｡

4) GTAPはGlobal TradeAm1ysis Projectの略称であるo GTAP代替弾性値については､

Hartel(1997,Table4.1,p.125)もしくは経済企画庁経済研究所(1998)表2-5参照o

5) oE-0.5､ ux-0.5の設定は標準シナリオの作成に密接に関係しているo次節参照o

6)江崎･ソン(1997)､金城･江崎(1997)､江崎･金城･顧･斉(1998)､金城(1998)は､

本稿の先行モデルである｡それらは全て以下の2つの特徴を持っている｡

7)この貯蓄･投資のバランス式は特定の条件の下で貨幣の需要(Md)と供給(Ms)の均衡

式に一致するo つまり､ S+F-rl- Md-Msとなるo 特定の条件とは､貨幣以外の金融資産(ロー

ン､対外資産など)の需給バランスが､利子率を通じる価格調整ではなく､供給側あるいは需

要側の数量調整により自動的･恒等的に達成されるという条件であるo

8)本質的に同じであるが､炭素税を供給側(エネルギー生産者)にかける方法もあり､一般

にこのやり方のモデルが多いo OECDのグリーン･モデルは需要側からのアプローチであるo

本稿では､産業別･部門別の二酸化炭素排出データを利用したため､需要側のアプローチを採

用したo モデルのベンチマークである1995年に関する産業別･部門別CO2データは､中国国

家統計局斉野暢氏の推計値(江崎他(1998)表A2)を修正して使用した. 1995年中国産業連

関表は公表された延長表(国家統計局(1997))を使用｡

9)中国経済の資本ストック(全経済､各省)の推計については､江崎･孫(1998)､孫･江

崎(1999)､ Ezakiand Sun(1999)を参照｡産業別の資本ストックは､経済全体のそれを各産業

の資本所得で比例配分した(各産業の資本収益率を同じと仮定)0
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10)産業別部門別のCO2排出デ｣タは､ 1995年の総排出量3.13億トン(炭素換算)を､ 1990

年の産業別部門別CO2排出推計(黒田他(1996))で比例配分して概算･推計した. 1995年

の産業連関表は延長表を使用o産業別資本ストックは､民間資本粗資本ストック等を利用して､

概算･推計したo

ll) AIM (Asia-Pacifichtegrated Model)は国立環境研究所と京都大学が共同で開発している

モデルである｡ EMF参加13チームによる附属書Ⅰ各国に対する2010年における基準排出量

の予測については､甲斐沼(1999)図1を参照｡

12)その1つの理由は､ crEがo.25場合､ oxがo.5の場合に比べて､電力の消費が増加し石

油の消費が減少すること､つまり､石油が電力に代替し難くなることにある｡

13)ここでの消費者余剰は､他産業の限界生産性曲線と家計部門の限界効用曲線を合計した需

要関数に基づく広義の概念である点に十分注意されたい.⊃

14)日中の購買力平価に関するデータは､ World Bank, WorldDevelopmenfReportあるいはUNDP,

Human DevelopmentReportから採られている｡
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付緑A 標準シナリオ(BAU) :1995-2012年
表Al中国モデル

BAUシナリオ(Pc.2= 0.0, crE= 0.5, crx =_0.5 )

YEAR

NIT (反故回数)

EPS (収束条件)

W*L (労働市場)
R*K (資本市場)
PXl*Xl (農 業)
PX2*X2 (軽工 業)
PX3*X3 (電 力)
PX4*X4 (石油ガス)
PX5*X5 (石 炭)
PX6*X6 く金属化学)
PX7*X7 (機 械)
PX8*X8 (建 設業)
px9*X9 (サ-ビス)
s+トl (貯蓄投資)

ER*‡ (為替市

I995 2000

113 343

1E-13 1E-13

0
-0.3

-0.2 0

0.1 0.4

0 0.3

0 0

0 0

0 0

0.1 0.I

0 0.1

2005 2008

398 419

1E-13 1E-13

-0.2 -0.6
0 0

0.4 0.3

0.3 0.3

0 0

0 0

0 0

0.2 0.2

0.1 0.1

0 0 0.1 0.I

0 0.1 0.2 0.2

-0.1 -0.5
0 0.7

0 0 0 0

2009 2010 201 1 2012

43 1 450 426 409

1E-13 1E-13 1E-13 1E-13

-0.7 -1 -1.7 -0.9

0 0 0 0

0.3 0.2 0.3 0.4

0.2 0.1 0.2 0.3

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0.1 0.1 0.1 0.2

0.1 0 0.1 0.I

0.1 0 0.1 0.I

0.1 0.1 0.1 0.2

1.1 1.4 1.5 1.7

0 0 0 0

平均成 率 1995 2000 2005 2008 2009 2010 201 1 201 2

1XS1

2 XS2

3 XS3

4 XS4

5 XS5

6 XS6

7XS7

8 XS8

9XS9

10LDl

ll LD2

12 LD3

13 LD4

14 LD5

15 LD6

16しD7

17 LD8

18 LD9

19KD1

20 KD2

21 KD3

22 KD4

23 KD5

24 KD6

25 KD7

26 KD8

27 KD9

28 LS

29 LSN

30 LDN

31 KS

32 KET

33 KDT

34CR

35GR

36 IR

37 ER

38MR

39 YR

40 YR1

41 YR2

42 YR3

43 YR4

44 YR5

45 YR6

46 YR7

47 YR8

48 YR9

49 YEV

0.03 1 20341

0.062 30308

0.065 2934

0.072 3755

0.045 1 726

0.088 32432

0.097 20739

0.08 1 3402

0.072 30908

-0.007 3301 8

0.013 2726

0.005 258

0.008 292

0.012 681

0.008 4299

0.01 2737

0.026 3322

0.034 1 5055

0.101 8352

0.098 1 7265

0.091 4534

0.095 4881

0.098 1 276

0.079 22252

0.098 1 3369

0.108 7313

0.1 19 42925

0.01 62388

0.025 29370

0.025 29370

0.104 122168

0.104 122167

0.104 122167

0.0(;5 28338

0.071 6691

0.08 23877

0.085 1 2727

0.095 12185

0.07 59447

0.03 12158

0.062 791 5

0.073 1422

0.081 1 534

0.042 763

0.097 9261

0.099 5459

0.08 3893

0.071 1 7044

0.072 28338

23763 2764(; 30265

46079 61217 70822

4609 6246 7228

6219 8741 10255

241 7 2985 3284

57531 86603 1 0(;347

39138 61814 77401

1 9744 28941 36365

49076 69217 82162

30773 29869 29578

2989 3140 3232

278 282 281

329 338 337

767 807 819

481 9 4969 4962

3184 3315 3315

3555 4067 4461

18876 22129 24019

I 54(;3 24983 31 982

30659 47712 61 126

7974 12125 15151

8819 13727 17235

2300 3631 4630

37797 54135 64933

24669 391 23 4941 6

1 2554 20578 27879

82049 1 43690 1 95589

65570 68915 71003

34797 3904(; 41 42(;

34797 39046 41 42(;

222282 359705 467940

222282 359705 467940

222282 359705 467940

40469 55356 65997

10713 15132 17853

35083 51 549 64936

21 752 32488 39954

15981 25977 361 77

92037 1 28548 1 52563

14102 16335 1 7858

12055 16024 18541

2362 3321 3912

2683 3935 4715

1050 1276 1391

1 7393 27220 34058

10427 1 6635 20934

5740 841 8 10584

2691 2 37777 44709

40680 56854 6971 8

31 1 83 321 22 33081 34060

741 53 77554 81030 84581

7557 7887 821 9 8553

10761 11268 11775 12284

3378 3470 35(;0 3649

1 13346 1 20563 1 28003 135674

82935 88641 94521 1 0057(;

3923(; 42332 45672 49273

86627 91 I 70 95792 100493

29496 2941 8 29340 29261

3264 3298 3333 3370

281 280 280 279

336 335 334 333

822 825 827 829

4949 4931 491 0 4885

3306 3293 3278 3259

4(;08 4764 4929 51 03

24651 25286 25924 26566

34556 37260 40098 43074

66306 71 895 77930 84448

1 6272 1 7456 1 8709 20035

18519 19868 21285 22777

5003 5399 5820 6265

68732 72639 76659 80798

53153 57054 61 128 65381

30875 34206 37909 42026

21 6063 238359 262634 289061

71713 72431 73155 73886

4221 7 43013 4381 5 44625

4221 7 43013 4381 5 44625

509479 554137 6021 72 653865

509479 554137 6021 72 653865

509479 554137 6021 72 653865

69891 73979 78275 82795

18764 19677 20589 21501

70131 75742 81 801 88345

42628 45400 48272 51 248

40521 45427 50959 571 92

1 60894 1 69371 1 77978 1 86(;96

I 8394 1 8944 1 9506 20082

19414 20305 21215 22145

4112 4314 4517 4722

4979 5246 5514
_

5785

1427 1462 1495 1528

3650(; 39039 41 662 44375

22465 24046 25677 27359

1 1422 12327 13303 14357

47091 49509 51 964 54456

74731 801 76 86106 92580

119



平均成 I995 2000 2005 2008 2009 2010 201 1

50 PX1

51 PX2

52 PX3

53 PX4

54 PXS

55 PX6

56 PX7

57 PX8

58 PX9

59 PL1

60 PL2

61 PLっ

62 PL4

63 PL5

64 PL6

65 PL7

66 PL8

67 PL9

68 PK1

69 PK2

70 PK3

71 PK4

72 PK5

73 PK6

74 PK7

75 PK8

76 PK9

77 PLT

78 PLN

79 PKT

80 REX

81 PC

82 PG

83 PI

84 PE

85 PM

86 PY

87 YN

88 1N

89S

90F

91 F‡
92 M2D

93 M2S

94 SYR1

95 SYR2

96 SYR3

97 SYR4

98 SYR5

99 SYR6

一oo SYR7

101 SYR8

102 SYR9

103 CO2I

104 CO2日

IO5 CO2T

IO6 PCO2

107 RRCO

108 SOX【

109 SOXH

llO SOXT

lll PSOX

l12 RRSO

l13 XEI

l14AE【

115 YGCO

l16 YGSO

0.063 1.000 1.508

0.025 1.000 1.069

-o.o1 8 1.000 0.780
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1.000 0.778

0.01 5 1.000 0.958
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o.o1 0 1.000 0.948
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0.080 0.724 1.064
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0.I 94 0.107
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0.194 0.1 1 1

-0.083
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0.1 94 0.101
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0.1 94 0.I 14
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0.099 0.447 0.805
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1 8
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0.081 60727 91 880

-0.039 0.205 0.1 52

-0.009
0.1 33 0.I 30
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1.564 1.970
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0.070 0.056

0.07 1 0.056
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0.065 0.052

0.072 0.057

0.079 0.066
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0.075 0.060

1.000 1.000

I.140 1.201

0.996 1.060

0.965 1.012

0.944 0.971

1.000 1.000
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1 32593 166477

49730 65684

5441 4 68320

-4684 -2634
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1 35442 1 70053

1 35441 1 70052

0.125 0.114

0.122 0.118

0.025 0.025

0.030 0.030

0.01 0 0.009

0.208 0.21 7

0.127 0.134

0.064 0.068

0.289 0.285

12.288 13.488

2.541 3.038

14.829 16.526

0.000 0.000

0.000 0.000

0.342 0.375

0.071 0.085
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1.382 1.424 1.467

0.71 1 0.716 0.722

0.688 0.691 0.695

1.153 1.191 1.233

0.81 9 0.829 0.840
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0.938 0.954 0.972

1.090 1.121 1.155

I.837 1.997 2.166

2.1 31 2.302 2.486

2.331 2.518 2.719

2.1 27 2.297 2.481
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2.1 32 2.302 2.487

I.844 1.991 2.151

1.486 1.605 1.733

0.054 0.050 0.047

0.056 0.052 0.049

0.053 0.049 0.046

0.053 0.049 0.046

0.054 0.05 1 0.047

0.048 0.045 0.042

0.053 0.049 0.046

0.062 0.058 0.055

0.060 0.056 0.053

1.771 1.915 2.069

1.725 1.859 2.004

0.05(; 0.053 0.049

1.000 1.000 1.000

I.223 1.246 1.270

I.087 1.116 1.149

1.030 1.051 1.073

0.984 0.997 1.01 2

1.000 1.000 1.000

1.116 1.143 1.173

1 79527 193578 208713

72269 79604 87771

73679 79453 85676

-1409
1 52 2096

r1409
1 52 2096

183383 19773(; 213197

183382 197735 213195

0.111 0.108 0.106

0.117 0.116 0.115

0.025 0.025 0.024

0.030 0.030 0.030

0.009 0.008 0.008

0.220 0.223 0.225

0･135 0･137 0･139

0.069 0.070 0.072

0.284 0.283 0.281

13.873 14.253 14.628

3.207 3.379 3.553

1 7.080 17.632 18.181

0.000 0.000 0.000

0.000 0.000 0.000

o.386 0.397 0.407

0.089 0.094 0.099

o.41 3 0.460 0.475 0.491 0.506

2.834

1.511

0.730

0.701

1.278

0.853

0.829

0.992

1.192

2.344

2.685

2.936

2.680

2.683

2.685

2.686

2.323

1.872

0.044

0.046

0.043

0.043

0.044

0.039

0.043

0.051

0.049

2.233

2.161

0.046

I.000

1.295

1.184

1.096

1.029

1.000

1.205

225022

96863

92386

4479

4479

229856

229854

0.103

0.114

0.024

0.030

0.008

0.228

0.140

0.074

0.280

1 5.001

3.730

18.730

0.000

0.000

0.41 8

0.104

0.521

o.ooo o.ooo o.ooo 0.000 0.000 0.000

o.ooo o.ooo o.ooo o.000 0.000 0.000

o.o58 7550.687 11327.259 14890.205 16977.664 17672.572 18368.984 19068.008 19770･699

-o.o I 5 0.048 0.046 0.042 0.040 0.039 0.039 0.038 0.037

o.ooo o.ooo o.ooo o.ooo o.ooo o.ooo o.OOO 0.000 0.000

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
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表A2 日本モデル

BAUシナリオ(Pc.2= 0.0, JE= 0.5, gx ≡ 0.5 )

YEAR

NrT (反故回数)

EPS (収束条件)

W*L (労働市場)
R*K (資本市場)
PXl*Xl (農 業)
PX2*X2 く軽工 業)
PX3*X3 (電 力)
px4*X4 (石油ガス)
PX5*X5 (石 炭)
PX6*X6 (金属化学)
px7*X7 (機 械)

px8*X8 (建 設業)
px9*X9 (サービス)
S+F-【 (貯蓄投資)

ER*‡ (為替市

1995 2000 2005 2008 2009 201 0

336 644 633 619 617 61 I

1E-14 1E-14 1E-14 1E-14 1E-14 1E-14

4.6 5.6 6.5 8.2 7.9 8

-0.2 0 -0.1 -0.1
0.2 -0.2

0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

1.4 1.7 2 2.1 2.2 2.3

0.4 0.5 0.7 0.8 0.8 0.8

0.1

0

i=rj

2

2.3

10.5

-2.6

0

0.1 0.2 0.2 0.2 0.2

0 0

2.2 2.7

2.7 3.4

2.7 3.3

13.7 1 7.3

-3.7 -4.3

0 0

0 0 0

3 3.2 3.3

3.9 3.9 4.2

3.9 3.9 4.2

20.4 20.6 22

-4.5 -4.3 -4.5

0 0 0

201 1 2012

602 605

1E-14 1E-14

9.4 8.5

0.1 0.I

0.3 0.2

2.5 2.3

0.9 0.8

0.2 0.2

0 0

3.6 3.3

4.6 4.3

4.6 4.3

24.6 22.8

-5 -4.5
0 0

平均成 率 1995 2000 2005 2008 2009 2010 201 1 2012

1XS1

2 XS2

3 XS3

4 XS4

5 XS5

6XS6

7XS7

8 XS8

9 XS9

10 LDl

ll LD2

12 LD3

13 LD4

14 LD5

15 LD6

16LD7

17 LD8

18 LD9

19KD1

20 KD2

21 KD3

22 KD4

23 KD5

24 KD6

25 KD7

26 KD8

27 KD9

28 LS

29 LET

30 LDT

31KS

32 KET

33 KDT

34CR

35GR

36IR

37ER

38 MR

39YR

40 YR1

41 YR2

42 YR3

43 YR4

44 YR5

45 YR6

46 YR7

47 YR8

48 YR9

49 YEV

-0.01 2 152797

0.009 7968ヰ0

0.009 1 79683

0.007 95705

0.004 1 3337

0.01 8 927794

0.024 1 282310

0.021 883622

0.024 449391 3

0.000 1 17

0.003 389

0.009 51

0.000 8

0.000 4

0.008 409

0.014 564

0.008 666

0.01 1 4249

-0.03
5 24403 63

0.007 1 51 5884

0.000 1 935662

-0.01
4 269420

-0.004 42585

0.006 301 6307

0.013 3176780

0.039 833564

0.036 851 71 83

0.010 6457

0.010 6457

0.009 6458

0.018 2り47750

0.018 21747748

0.018 21747748

0.022 284381 8

0.025 469520

0.024 1414957

0.032 472703

0.051 401 708

0.021 4799290

-0.01
3 93387

0.009 326369

0.008 1 1 2593

0.007 551 89

-0.002
3975

0.019 36051 I

0.024 446354

0.021 441 275

0.024 31 08353

0.022 284381 8

120852 1 16507

8021 6(‡ 844070

164781 179801

87399 92932

1 2945 13356

984098 1 088994

1413225 1605783

980089 1 086027

5303655 5856766

119 117

387 392

54 56

8 8

4 4

445 457

632 668

654 697

4483 4733

1406583 1 278227

146958(; 1 537768

I 595845 1 695(;04

194594 191710

36392 37375

2787713 30001 65

3048829 3388090

1 198777 1350420

1 18949 120057 121252 122515 123832

879068 891 599 904447

192159 196620 201239

98771 100950 103225

13684 13798 13916

I 157063 1 180662 1204757

1729359 1772275 1816164

1 156186 1 180779 1206002

6205297 6326262 6449793

117 116 116

398 400 402

57 58 58

8 8 8

4 4 4

463 465 467

688 694 701

725 735 745

4889 4942 4996

1294152 1304412 1316164

1604613 1629918 1656450

1791185 1826155 18(‡2515

1 98627 201 549 204695

38427 38812 3921 1

3141572 3190821 3241301

3609602 3686703 3765754

1450353 14861 19 1523222

11813748 13302370 14204873 14523351 14852083

6786 7133

6786 7133

6769 7092

23552068 25781731

23552068 25781730

23552068 25781730

3231 172 3574658

570930 629788

1588910 1787999

555930 653330

51 7738 666868

5429204 5978907

7334(; 70539

329951 3471 90

100492 109553

49439 52680

3666 3706

384097 426771

4931 20 560942

492231 545309

3684503 406901 7

3214632 3555978

7349 7422 7496

7349 7422 7496

7296 7366 7436

27333405 27887838 28461396

27333404 27887840 28461394

27333404 27887840 28461394

38041 74 3884885 3967728

665781 678237 (;90950

1921 103 1967949 2016095

71 6901 739304 762395

772526 811177 851719

6335433 64591 98 6585448

71 982 72643 73359

361474 366586 371 825

117148 119895 122742

56249 57589 58992

3752 3768 3785

4541 82 463672 473359

604342 61 9408 634813

580284 592530 605086

43101 71 4393799 44791 74

3786796 3868073 3951519

91 7567 930923

206015 210947

105590 108041

14035 14157

1 229368 1 254509

1861077 1907056

1231874 1258414

6575955 6704797

116 116

404 406

59 59

8 8

4 4

469 470

707 714

755 765

5050 5105

I 329083 1 342940

1684093 1712757

I 900231 1 939291

208037 21 1 554

39624 40050

3293099 3346286

384691 6 3930325

1561720 1601667

15191619 15542408

7571 7(;47

7571 7647

7507 7579

29054421 29667277

29054422 29667278

29054422 29667278

4052728 41 39907

703930 717187

20(;5577 21 I 6437

786212 810791

8942(;3 938920

671 41 85 6845400

741 1 6 74905

377175 382619

125688 1 28733

60454 61 973

3801 3818

483251 493356

650577 66671 5

6179(;0 631 161

4566346 4655348

4037145 41 24968
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平均成 1995 2000 2005 2008 2009 201 0 201 1 2012

2.774 2.864

1.786 1.846

2.01 6 2.871

1.719 1.758

50 PX1

51 PX2

52 PX3

53 PX4

54 PXS

55 PX6

56 PX7

57 PX8

58 PX9

59 PL1

60 PL2

61 PL3

62 PL4

63 PL5

64 PL6

65 PL7

66 PL8

67 PL9

68 PKl

69 PK2

70 PK3

71 PK4

72 PK5

73 PK6

74 PK7

75 PK8

76 PK9

77 PL

78 PK

79 REX

80 PC

81 PG

82 P1

83 PE

84 PM

85 PY

86 YN

87 【N

88S

89F

90 F‡
91 YTR

92 FY

93 M2D

94 M2S

95 1PN

96 1GN

97JN

98 1PR

99 tGR

IOOJR

101 PIP

IO2 PIG

IO3 PJ

IO4 CO21

105 CO2日

106 CO2T

107 PCO2

108 SO2T

IO9 XE1

110 AEl

lll YCO2

0.064 1.002 1.726

o.o37 1.000 1.21 2

o.o44 0.998 1.440

o.o34 0.997 1.283

o.o35 1.007 1.233

o.o32 1.000 1.209

o.o32 1.000 1.1 84

o.o27 1.001 1.035

0.025 1.000 0.994

o.045 145 1 71

o.045 31 2 369

o.o45 876 1 034

o.o45 723 854

o.o45 831 982

o.o45 462 545

o.o45 432 51 0

0.045 423 500

0.045 467 552

0.1 20 0.01 6 0.058

0.036 0.06 1 0.077

0.064 0.039 0.076

0.075 0.033 0.068

0.053 0.045 0.075

0.050 0.049 0.080

0.048 0.05 1 0.082

-0.01
6 0.1 53 0.084

-0.005
0.1 25 0.085

0.045 431 509

0.022 0.079 0.081

0.020 1.000 1.104

0.028 1.000 1.051

0.025 1.000 0.996

0.028 1.000 1.072

0.031 1.000 1.1 51

0.020 1.000 1.104

0.029 1.000 1.057

0.050 4800488 5736566

0.052 1 41 5565 1 702747

0.051 1 520909 1 81 9300

0.020
-105346 -1 1 6557

0.000
-1

05346
-1

05569

0.050 1 45246 1 73239

0.071 34320 48361

0.050 5360294 6405532

0.050 5360296 6405535

0.059 943387 1 181415

0.037 465832 513818

0.031 6346 7514

0.030 943064 1 093270

0.01 0 465548 489296

0.000 6345 6345

0.028 1.000 1.081

0.027 1.001 1.050

0.031 1.000 1.1 84

0.01 7 2.828 2.956

0.01 6 0.296 0.275

0.01 6 3.I 24 3.230

0.000 0.000 0.000

0.000 0.000 0.000

0.000 0 239242

0.000 0.000 0.025

0.000 0.000 0.000

2.256 2.514

I.458 1.615

1.703 1.855

1.494 1.606

1.453 1.598

1.395 1.522

1.370 1.500

1.224 1.360

1.178 1.314

216 251

467 542

1310 1520

1082 1255

1 244 1 443

690 801

646 749

633 734

699 811

0.085 0.096

0.091 0.1 00

0.093 0.101

0.089 0.099

0.089 0.097

0.092 0.1 00

0.094 0.I 02

0.096 0.104

0.095 0.103

644 748

0.094 0.1 02

1.219 1.294

1.242 1.380

1.178 1.314

1.257 1.390

1.339 1.471

1.219 1.294

1.253 1.397

7493444 88481 07

2248396 2670575

2378124 2809198

-129732 -138627

-10642(; -107163

226336 267334

68146 83716

2.600 2.686

1.671 1.727

1.908 1.961

1.644 1.681

1.649 1.702

1.568 1,614

1.546 1.594

1.409 1.460

1.364 1.415

284 277

570 599

1598 1680

1320 1388

15り 1595

842 886

788 828

772 812

852 896

0.099 0.1 02

0.102 0.105

0.104 0.107

0.102 0.105

0.099 0.102

0.102 0.105

0.105 0.108

0.107 0.110

0.106 0.109

786 826

0.105 0.108

1.319 1.346

1.429 1.479

1.363 1.414

1.438 1.487

1.518 1.566

1.319 1.346

1.448 1.502

9355279 9892649

2829258 2997761

2970631 3141 701

-141377 -143945

-107146 -106953
282689 298959

89660 96026

8367288 9879924 10446240 11046274

8367292 9879928 104ヰ6244 11046278

I 603372 1 934235

636340 726850

8684 9490

1267399 1384921

514255 529837

6345 6345

1.265 1.397

1.237 1.372

1.369 1.496

3.229 3.433

0.31 1 0.341

3.539 3.774

0.000 0.000

0.000 0.000

256961 272238

0.024 0.024

0.000 0.000

2059506 21 93020

75997(; 794670

9776 10071

1426469 1469263

5351 35 540487

6345 6345

1.444 1.493

1.ヰ20 1.470

1.541 1.587

3.506 3.581

0.352 0.364

3.858 3.945

0.000 0.000

0.000 0.000

277762 283474

0.024 0.024

0.000 0.000

1.757 1.813

1.662 1.712

1.644 1.695

1.512 1.567

1.468 1.524

292 307

630 663

1767 1858

1459 1535

1678 1764

931 979

871 916

854 898

942 991

0.105 0.108

0.108 0.111

0.110 0.113

0.108 0.111

0.105 0.108

0.108 0.111

0.111 0.114

0.113 0.116

0.112 0.115

869 914

0.110 0.113

1.373 1.400

1.532 1.587

1.466 1.521

1.538 1.591

1.617 1.669

1.373 1.400

1.558 1.616

10461878 11064781

31 76662 3366(;01

3322941 351 4930

-146283 -148333

-106559 -105934

31 61 96 334454

102844 1 10146

11681884 12355094

11681888 12355098

2335293 2486888

830995 869025

10375 10687

1513341 1558741

545892 551351

6345 6345

1.543 1.595

1.522 1.576

1.635 1.684

3.658 3.737

0.376 0.388

4.034 4.1 26

0.000 0.000

0.000 0.000

289365 295429

0.024 0.024

0.000 0.000
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付録B 中国衆境CGEモデル

表Bl 中国衆境CGEモデル:方程式体系

価格恒等式

(1)

(2)

(3)

(4)

生産開放

(5)

エネルギー書要

(6)

(7)

PM, - PMS,-･(1 +tmL･)･ ER

pESi - PXL-･(1+ i;,)/ER
p,

-(px]･
D, +PM,･ M,)/Q,

where Q,
-耳･わ,･

MLPQ, I(1-βL)･ DL･PQJ)1,/PQJ
uQL-1/(1-po,) , POL.< 1

pNi - PXL - ∑pj･a-,i-PXL･･id,-
ノ≠3,4,5

x,s -

A,･‡αEI･QE?L･r･.αL/･ L71111.αKL･･哀IP･rJ)./P･r･
where aEi+aL,-+aKi =l

ox,
-1/(llPxL.), Px,<1

QEi - ALP･r,'J･､rJ
･(aEt･･PNi/PELT)J-r,

･ XLS

PEL -

BT;Ll

･(i
a;J3･(Pj"-PEOr-.)-1/PEJE

PJ:
-

1>Pc(,2
･

rco2,,I+ Pso2 ･

rs('2,,,･

alll] - A,p･r,'J-1-I
･(αEi･

PNl /PE,)J･､.,

a;I
-

BPE･FIOkl･(a

Ej,令,oE･
aEt

O=3,4,5)

O=3,4,5)

O-3,4,5)

where a,1.I

-QEl,/Xi
,

a,'L

-Q,I/Xi
,

a;I--Q.,･/X, ,
a5'l-

-Q5JXI

Qll･,-豆):･l･(∂Lll,l･Q3P,I:+ ∂}1･.l･Q.p,A.+ a,.15,･Q5P,･E)1/pE

aE,･ - -BE,A
･(∂E,i･(a,E,:)pE

+ ∂E.i･(a.Ef)PE+ ∂E5i･(a53･)pE)1/pE

PE,･ QEL･= P3:.･Q,i+P;i･Q., +P5:･･Q5L･

P/ニ･I･al;,
-P,:･

a,'I

+P;/･
a.I

+P;/･
a5,

+ +

労h市争の書給均衡

(ll) Li
-A,p･t','J･､.′･(a,･pN,/W,)J･r,･xjSand W,･

-WT;
9

(12) Ll-fs-∑Li
l=2

(13) W --AIPx･･ αKl･PN.･(XIS/L.)'1-px･'

(14)

W-∑w,LL/L-s
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井本市牛の書給均衡

(15) Ki -KL

(16) R,
-云,p･､･,･

αKi･

PNl･(x,S/K,)I-p･ri
(17) R-∑R,･K,/哀s (哀s-∑哀,)

分配所得と貯事

-S -S

(18) Yp-(1-tyL)･ W･L +(1-o,K)'R.K

(19) YG-6)L･ W･-LS.示K･R･-KS･∑ti･px,･･xLF

･∑t&,･Wsi･
ER ･ M,

+∑t7･
pxj･ E,

(20) S-sp･ Yp+sG･ YG

家計部門実質洞*支出

(21) Cj-rj･(1-;p)･Y,/P,
(22) Cノ-云言'E,JE･(

6ECi ･ PEC

)JF-I
･ Chl

(23) I; -P,+P(,(,2･r(,(,2,,+Pso2･rso2,,

5

(24) PEC

-云-EIc･(∑6ECj･(P:)-PEJE)-)/pEqE
ノ=3

(25) CE-YE･(1-;p)･Yp/PEC

5

(yE
-∑Y,)

ノ-3

O≠3,4,5)

O =3,4,5)

O =3,4,5)

O =3,4,5)

where CE - BE(･･(6E(,,･C,P[1'+ 6E(,.･ C.PLl + 6E(,5･ C5Pg)1/pE-I

pE(.･ C,:
-P;･

C3
+P;･

C. +P5'･ C5

(26)
C-主c,ノ=1

(27) PC

-(1-;p)･Yp/C
政府部門美甘消*支出

(28) G-(ll;G)･YG/PG
(29) G,

-yG)'G

(30) PG-∑ycj･P,

二教化炭素排出* ･炭素税収入
9 5

(31) CO2l

-∑∑rco2,.Ji･a,'･j･X/S

l=1 j=3

5

(32) CO,H-∑rco,,H,･C.I

ノ=3

(33) CO2r - CO2′ +CO2〃

(34) INCO2 - PCO2･ CO2T

(35) IRCO2 - INCO2 /PI

(pc･c ≡ ∑pj･C,･PEC･CE)
j*3,4,5

(∑yGu-1)
(pG･ G-∑p,･G,)
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二敢化硫黄排出* ･硫黄税収入
9 5

(36) SO2l

-∑∑rso,,,,･a;i･XIS
l=t J=3

(37)

(38)

(39)

(40)

固定資本形成

(41)

(42)

(43)

5

so,H - ∑rso,,H,･Cj

ノ=3

SO2T - SO2] +SO2H

INSO2 - PSO2･ SO2T

IRSO, - INSO2 /PI

In-PI･1 (I-I)

I,･-b],.･ I (∑云′L･
- 1･0)

pI-∑云′,-･pi (PI
･

I-∑pL･･Ii)

外資流入

(44) F-FS･Eli ., F=Fs･ER and ER-ERe(均衡為替レート)

国内財･ *入財書要

(45)

(46)

(49)

(50)

均衡条件

(51)

(52)

GDP定義式

(53)

(54)

(55)

(56)

Q,-- ∑云,j･X,?I ∑a,;･･X,F･ci ･G,I ･Ii ･blj･(IRCO2 ･IRSO2)
ノ≠3,4,5 ノ=3,4,5

dt･ -

i(pi･(%)PQ'･
(1-P/

,)-1'/PQID,-di ･Q,-

･j-(T%
･

A)qQ'･DL.
-0

E,A
-Ei･

Xi
-DL. +E,･

X]
-X,F and PXi-PX,e (PXIF:均衡価格)

FS-∑Wsi･ M,I-∑pES/EL and ER-ER (外生)

or ∑両面,･ML-∑pESi･E,一雨-o and ER-ERe(均衡為替レート)

E-∑E,

pE-∑pxi･(lei;i)EJE
J[-∑11[,

pM -

≡(1P.:-u･Mt/M
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(57) GDPn -YL +YK +YG

-∑(px,- ∑ p,･aJL･⊥ ∑p,･a;I
ノ-3,4,5 ノ-3,4,5 〕

･ x,?

･∑蒜,･由~s,･
M,･ ER.∑teI･PX,･ Ei

J

-pc･
c+pG ･ G+PI･I+PE･ EIPM･ M+INCO2+INSO2

(58) GDP-C+G+I+E-M+IRCO2 +IRSO,

(59) GDPtn
-(PX,-- ∑ pj･云,i-■∑pj･a,'･i)･X,F

ノ≠3,4,5 ノ-3,4,5

(60) GDP, - (1-∑u/,-∑
●

αノ/

L$3,4,5 L'=3,4,5

･61,

PGDP-芸
社会的厚生

･62,

U-(I,T!,5C,rJ)･
C/?1.

(63) EV-C
u'-u

U

)･XIS

(u'= u of altemative secnario)

ワルラス法則

･64,

W･(L-fs)･R･(=KL-ks)･=px]･･(xj
-XL･S)

･(s.F-In)･ER
･〈=fjTsL･

ML

-=pESi･
Ei

-Fs)=o次期資本蓄耕･配分

(65) K(S.I-KtS+IL-a ･KtS

･66,

KL,t･.-%(1･p
PKj

-PK

PK
)･K,.1 (0≦FL≦1)

(注)金港市争を含んだワルラス牡即

･64,,

W･(L-fs)･R･〔=K,-ks)･=pxf･(xF･
-X,F)

･(MD
-MS)･ER(EfihF･･

Mi

-=pESL･･
Ei

-Fs)-owhere S+F-In=AMD-AMS=MD-MS

AMD -MID -M(D_l
AMS =MIS -MIS-1

MID-1 =MIS-I

｣仁_=M,,.GDPV MS=-MS(.r In=I.r F=F)

PGDP
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表B2 中国舞境CGE-モデル記号

壕準モデルの変敢とパラメータ

価格変数:

PX, -第i産業生産物の国内価格

PM, -第i産業の輸入財価格

PM$l-第i産業の輸入財価格(外貨(令)表示)

PE$l-第i産業の輸出価格(外貨(令)表示)

n′-第i産業輸出市場の世界価格(外貨(令)表示)

I: -第i産業における国内財と輸入財の合成財価格

PN/ -第i産業生産物のネット価格

W, -第i産業の平均賃金率

Wn -非農業部門の平均賃金率

W-全産業平均の賃金率

RI -第i産業の資本のレンタル価格

R-全産業平均の資本のレンタル価格

ER-為替レート(元/ドル)

PC-民間消費支出の平均価格

(民間消費デフレ一夕)

PG -政剛肖費支出の平均価格

(政府支出デフレ一夕)

PI-固定資本形成の平均価格

(投資デフレ一夕)

PE-財･サービス輸出の平均価格

(輸出デフレ一夕)

PM-財･サービス輸入の平均価格

(輸入デフレ一夕)

PGDP-GDPデフレータ

土変改:

x;y -第i産業の国内生産量(実質衛)

X, -第i産業の生産物に対する総需要量

L, -第i産業の就業者数(実勢単位)

-,el

L -労働の総供給(労働力人口)

LL;=非農業部門労働の総供給

L -労働力総需要(実勢単位)

K/ -第i産業の固定資本ストック需要(生産資本)

K,S -第i産業の固定資本ストック供給(生産資本)

-∫
K -固定資本ストック総供給

C-実質民間消費支出(家計部門)

C′ -第i産業合成財に対する民間消費
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G=実質政府消費支出

Gi -第i産業合成財に対する政府梢費

Ij -第i産業の固定資本形成(生産資本)

∫- 実質固定資本形成

Q, -第i産業の合成財に対する国内総需要量

β′-第i産業国内生産物に対する国内需要

Mi -第i産業生産物の輸入

Ej -第i産業生産物の輸出

〟-実質財･サービス輸入

E-実質財･サービス輸出

GDl:- -第i産業の実質GDP

GDP -実質GDP

EV-家計部門の等価変分

U-家計部門の効用水準

比事変散:

d,-第i産業国内総需要に占める国内財シェア

●

α仙-3,4,5) =第i産業におけるエネルギー(電力,石

油･ガス,石炭)の中間投入係数

aEi -第i産業におけるエネルギー合成財の中間投入

係数

頼変数:

㌔-民間部門の名目所得

㌔-政府部門の名目所得

S-総国民貯蓄

∫" =名目固定資本形成

GDPjn -第i産業の名目GDP

GDPn =名目GDP

F=純資本流入(経常収支赤字)

FS-純資本流入(外貨(令)表示)

MJ)-###! (M2)

-∫
〟

-貨幣供給(〟2)

印数d( :

Ai -第i産業生産関数の総生産性パラメータ

(CES生産関数)

crx, =第i産業のエネルギー､資本と労働の間の代替

の弾力性 pxl-(c'x, -1)/gx,



αlご/'αl"αKL -第i産業の分配パラメータ

aE/(J.3,4,5) -第i産業から第j産業-の中間投入係数

β′-第i産業輸入財･国内財合成関数のスケール･

パラメータ(CES型)

β =̀第i産業合成財関数の輸入財シェア･

パラメータ(CES型)

OIQ, -輸入財と国内財の間の代替の弾力性

p(i, -(JQ, -1)/qQ,
-0
EI=第i産業輸出関数のスケール･パラメータ

T7, -第i産業輸出関数の価格弾力性

γ′=効用関数のシェア･パラメータ

(cobb-Douglas型)

〟o-実質貨幣需要スケール･パラメータ

v -実質貨幣需要のGDP弾力性

∂′-第i産業の減価償却率

FL-産業間資本に関する調整スピード

租税･♯助金:

J∽f -第i産業の輸入関税率

′e上-第i産業の輸出補助金比率

td) -第i産業の間接税率

∫/∫-所得税率

J〟 -財産所得税

シェア･比較変敦:

bGI -政府最終消費支出における第i産業合

成財の量シェア

bl, -総固定資本係数における第i産業合成

財の量シェア

∫り-政府部門の貯蓄率

sp =民間部門の貯蓄率

乗東関連の変放とパラメータ

価格変敦:

P/:-第i産業投入面の各エネルギー価格に炭素税･

硫黄税を上乗せした価格

Pj'-家計消費における各エネルギー価格に炭素税･

硫黄税を上乗せした価格

P/llI･-第i産業の投入エネルギー合成財価格

Pll-(I-家計消費の投入エネルギー合成財価格

Jt** :

QEi -第i産業のエネルギー合成財の量

Cム･-エネルギー合成に対する民間消費

CO2f -産業部門の二酸化炭素排出量(炭素換算億t)

CO2〃
-家計部門の二酸化炭素排出量(同上)

CO2r -二酸化炭素総排出量(同上)

IRCO2 -二酸化炭素排出抑制実質投資

SO2] -産業部門の二酸化硫黄排出量(硫黄換算億t)

SO2H -家計部門の二酸化硫黄排出量(硫黄換算億t)

SO2T -二酸化硫黄総排出量(硫黄換算億t)

IRSO2 -二酸化硫黄排出抑制実質投資

コEji[]百

INCO2 -二酸化炭素排出抑制名目投資

INSO2 -二酸化硫黄排出抑制名目投資

押欺パラメータ:

cTbl -エネルギー投入合成関数の代替の弾力性

pEi -(JE -1)/c'E

BEi =第i産業におけるエネルギー投入合成関数の

スケール･パラメータ(CES型)

Bllr =民間エネルギー消費合成関数の

スケール･パラメータ

∂別ノ=3,4,5)-第i産業のエネルギー投入合成関数の

シェア･パラメータ

6ECj(j=,,.,5)-民間エネルギー消費合成関数の

シェア･パラメータ

yEl-効用関数におけるエネルギー消費のパラメ~タ

(Cobb･Douglas型)

r(:()2,j/ =エネルギー(電九石油･ガス,石炭)

投入･二酸化炭素排出係数

rso2,ji =エネルギー(電力,石油･ガス･石炭)

投入･二酸化硫黄排出係数

租税変赦:

P(,o2 -炭素税率(元/t)

Pso2 -硫黄税率(元/t)
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付録c 日本発凍CGEモデル

表Cl 日本兼境CGEモデル:方程式体系

価格恒等式

(1)

(2)

(3)

(4)

生産賄敦

(5)

エネルギー書事

(6)

PM, - PMSi･(1 +tmL･)･ ER

pESi -PXi･(1 +蒜j)/ER
pi
-(PX,･

Di + PM,･･ M,)/Qi
where Q,-

-亭･由/
MiPQj

I(1-Pj)･ D,.PQj)1/pQi
oQL-=1/(1-pQ,･) , Po,･< 1

pN,
-PXL

- ∑pj･云jj-PXi･(云oi･詠)
ノ≠3,4,5

XiS -Ai･ (αEL-･ QEPL:ri+ αLL.･ Lア･r,'+αK,･吏L?'r,IiI/p.r,
where aE,･+aLL+aKi-1 ox,-1/(llPx,L), Px,.<1

QEi - AL･P･r.'q･r,
･(aE,･･PNi/PE,.)gユー･･ X,?l

PEL -

BT;:

･〈
5

∑∂冨･(P,:)~pEOE
.ノ=3

P/:-- Pj + Pc(,2 ･

rco2,./i

aE,I - A,p･r,'Jユr,
･(aE,-･

PN,. /PEE)Jユーi
●

αノノ -

BpE,7oE･(a

F].i･計oE･
a Ei

O=3,4,5)

O=3,4,5)

O'=3,4,5)

where aJ;I

-QFJ･,/Xl
,

a,',

-Q,,/X,
,

a;,-Q.,I/X,･
,

a5'L

-Q5,/X,

Q/:.i- BIllL
･〈∂[1.,/Q3P,占､+ ∂FJl.,･Q.p,i.+ ∂Lご5i･Q5P,･F)1′pL.

aE,･
-豆EL･･(∂E,i･(a33)pE

+ ∂E.,･･(a.Ei)PE+ ∂E5,.･(a53･)pE)1′pE

PEi･ QEi -

P3:･Q,,.+P.',･･ Q.,･+P5',･･ Q5i

P};I･a/;I - P,:･a,'I +P;]･
a.I +P5',･ a5]

●
_

● ●

労他市争の書給均衡

(ll) Ll
-A,p･r,'J･､',･(α,･pN,/W,･)q･r,

･ XiS

∑Li-fs and W-后(蘇-均衡賃金率)

L:-L,/a,
W-1i･W
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(15) L'-∑L:

(16) A-LS/L' (A.-1･0, LS-L',∑wLIL:-WL'for1995)
資本市牛の書給均衡

分配所得と貯#

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

-S
K,

-KI

Ri - A,･p･､.I
･(1

- αll1 pN,･(x;S/KL･D)1-p･､.,

R-∑Ri･K]･ /豆s
+I

where Ki -FLi'K, (FLi=1.0)

KS-∑K,･-∑FLt･Kl'-∑K:-K'
FL-KLY/K'-1.0

-.I:

- 1
∫

Yp-(1-tyL)'W･L +(ト少K)･R･K +TRG+YF

-∫ -∫

TRG-trG･(W･L +R･K )

Yo

-∑bLL
･ PX,･･ XIS

yG
-O)-L･ W･is ･ty-K･ R

･哀s十∑ti･
pxi･X,･S

･∑t&l-･PTW5,-･
ER ･M, ･∑t7･

pxi･ E,･
-TRG

S-sp･ Y,+sG･ YG

家計部門実質消*支出

(25) CqJ-YHJ･(1一言,)･yp/p/
(26) CHu

-云£Lgl=･(6EHj
･

Pjご〟/P;I)J]･:･CEH

(27) P;u-P,+Pco2･rco2,Hj
5

(28) PEH

-云-EL･(∑6EHj･(P;u)-PEgE)-1/PEJE
ノ=3

(29) Cl;H

-rEH･(1-;I,)･Y),/p/;H

5

(yJご〃
-∑rHj)

j=3

O≠3,4,5)

O-3,4,5)

O=3,4,5)

where CEH
-BEH･(6EH3･ CZ呈+6EH.･ CZEi+∂EH5･ CSE5)1/pE

PEH･ CEH

-P;,･
CH3

+P;.･
CH.

+P;5･
CH5

9

(30) CH-∑cq/
/=l

(31'

PCH-(1-;p)･Y,/CH

家計外帝円実平滑*支出

(32) Ccj-Ycj･Yo/P,
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(pcH･ CH ≡ ∑pJ･CHv ･PblH･ CHb,)
ノ≠3,4,5

G≠3,4,5)



(36)

c(,/
-云言;Ill:･(∂E.j

･

PE,,/P(,)JJ:
･ CEO

P:,- Pj +Pco2 ･rco2,a)

5

PEO

-云Llo･〈∑6E.j･(P:,,)-PEqE)-I/PEJE
ノ=3

5

CJニ.,,- Y/:.,,･Y,,/P/", (yJll,,- ∑y(}J)
ノ=3

O=3,4,5)

O=3,4,5)

where CEO = Bb･0･(∂EO,･Cop,E +6EO.･ Cop;I+ 6EO5･ CoP5E)l/pE

PEO･ CEO -Po',･ Co,
+PS.･

co. +po'5･ Co5

政府部門実質消*支出

(37)

G-(ll;G)･YG/PG
(38) Gj-rcj･G

(39) PG-∑yGu,･1?I

二教化炭素排出t ･炭素税収入

(40)

(41)

(42)

(43)

固定資本形成

(50)

9 5

CO2I - ∑∑r(:,,2,,,･a,'E･ X:b'
J=1

./=3
5

CO,H - ∑rco,,Hj･CH,

./=_1

CO,, - CO2] +CO,H

YNCO2 - P(,a,･ CO2r

I)7 -PIp･ Ip

I)?/
-b]pj･ I p

pll, - ∑占IJ,/･1:

I(n,,
-PIG･ I G

I(,:J･
-b]GJ･･ I G

pI(; - ∑b-/(I.J･PJ

I,n -PI.J･ I
･J

(∑yc,-1)
ノ

(pG･ G-∑pj･ G,,)

(∑云]p-1･0)

(plp･ I,

-∑p/･
IJ,,)

(∑云ICj
- 1･0)

(pI(;･ IG

-∑pJ･･
Icj)
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(51) IjJ-bIJj･Ij

(52) PI.I-∑云].)/･pJ

(53) In-I芸+I昌+I.7

(54) I-Ip+IG+I･J

(55) PI-In/I

外資涜入

(∑云]･b-
- 1･0)

(pI.]･IJ
-∑p,･

I.)I)

(56) F-FS
･ ER

(57) F,-F,S･ER

(58) FS-∑fi{s,-･ML･-∑pES,-･E,--F,S

国内財･*入財書要

(59)

(60)

(61)

(62)

(63)

(64)

均衡条件

(65)

(66)

GDP定義式

(67)

(68)

(69)

(70)

(71)

Qi- ∑au･Xデ+∑a/;･X:l･cH,+C(,, 'G,'Ip. +IGJ 'I･Ji

.J$3,4,5 ･J=3,4･5

dt･ -

;(pi･(%)PQ'･
(1

"I-,)Il/'pQ'D,-di.QE

･t-(浩･貰)JQ'･DI
E, - -E?･(I1,/PES)-)q,
XJ -D,+E]-

x,
-XIF and PX,-PXEF (PXIe:均衡価格)

∑fiiTs,･M,

-∑fFsI･
El

-FS-F,S-0

aDd ER- ERe (ERe:均衡為替レート)

E-∑E,I

pE-∑pxI･(lei;I.)EL/E

〟-∑〟′

pM

-∑(pMl/,(let-ml))ML/M
GDPn -Yp +Yo +YG

132



-=(px,
- ∑ p/･云j,

- ∑p)･a,'.j一石o,･
pxL･

ノ≠3,4,5 ノ=3,4,5 〕
･ ∑tmL-･PMSL･･Mi･ ER I ∑tei･PX,･･ EL.

J

=PC･C+PG･G+PI･IR+PE･E+PM･M

(72) GDP-C+G+IR+EIM

(73) GDP,n- 〔px/ - ∑ 1?J･云.,,
- ∑1?/･a;,一石o,･pxL

ノ≠3,4,5 ノ-3,4,5 〕

･ x,s

･ x,s

･74, GDPi

-(1-,.某5;ji-I.=S,5aj･-tJ=〕･
XL,

(75) PGDP-GDPn/GDP

社会的厚生

･76,

U-(,,H5CL,I)･
CEYlk

(77) EV-CH･((U'-U)/U) (U'-シナリオが異なる時のU)

ワルラス法則

･78)

W･(L-is)･R･(=K,-ks)･=px]･(xE-XtS)

･(s･F-In)･ER
･〈=fi{si･

Mi

-=pESL･
Ei

-FyS-FS〉
-0

次期資本曹耕･配分

(79) KILl.-K;j'+I(-a･KtS

･80, Ki,t･. %(1･p
PK]

-PK

PK
)'K,.1 (05;p<1)

(注)金散市沓を含んだワルラス法則

･78,,

W･い).R･(=Kl-kLl･=px,･(x]
-XIS)

･(MD-MS)･ER(E両･
Mt-=pESL-･EI

-FyS-FS)
-0

wJleZ･e S+F-In
=AMDIAMS=ML)-MS

AMD - MID - M,lil AMS - MLS - M,S_I MtD_1 ≡ M,S_I

MD/PGDP-諺,,･GDPV MS=IMS(.r In=in｡r F=F)
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表C2 日本務境CGEモデル記号

標準モデルの放とパラメータ

価轍:

PXI -第i産業生産物の国内価格

PM, -第i産業の輸入財価格

PMSL -第i産業の輸入財価格(外貨(S)表示)

PE$l -第i産業の輸出価格(外貨(令)表示)

n′ -第i産業輸出市場の世界価格(外貨(令)表示)

Pl -第i産業における国内財と輸入財の合成財価格

PN/ -第i産業生産物のネットの価格

WI -第i産業の平均賃金率

W -全産業平均の賃金率

Rl -第i産業の資本のレンタル価格

R -全平均資本のレンタル価格

ER -為替レート(円/ドノV)

PC,, -家計州肖費デフレータ

PC/1 -民間消費デフレータ

PG -政府消費デフレータ

PI -投資デフレータ

PI), -民間投資デフレータ

PI(; -政府投資デフレータ

PIJ -在庫投資デフレータ

PE -輸出デフレータ

PM -輸入デフレータ

PGDP = GDPデフレータ

t#:

x/s -第i産業の国内生産量(実質衛

Xl -第i産業の生産物に対する総需要量

Li -第i産業の労働需要(効率樹封

L:-第i産業の労働需要(実数単†幻

-,er

L -労働の総供給(効率削む

L -労働力総需要(実雛削む

K/ -第i産業の固定資本ストック(効率軸か

K,S -第i産業の固定資本ストック供給

K,' -第i産業の固定資本ストック(実数細

-S
K -固定資本ストック総供給(効率単阻

K'=固定資本ストック総供給(実数封5i)

C() -実質家計外消費支出

C()∫-第i産業合成財に対する家計外消費需要

C〃 -実質民間消費支出

C〃′-第i産業合成財に対する家計消費需要

G -実質政肝消費支出
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G′ =第i産業合成財に対する政蹄肖費

Ip -実質民間固定資本形成

Ilミニ第i産業合成財に対する民間投資需要

I(] =実質政府固定資本形成

JG′=第i産業合成財に対する政相投資需要

ナノ-実質在駐ストック増減

′∫′=第i産業合成財に対する在韓投資需要

∫-実質固定資本形成

Qi =第i産業の合成財に卸する国内総需要量

β′-第i産業国内生産物に卸する国内需要

〟′ =第i産業生産物の輸入

Ei -第i産業生産物の輸出

〟 -実質財･サービス輸入

E -実質財･サービス輸出

GDP, -第i産業の実質GI)P

GDP -実質GDP

EV =家書1部門の等価変分

U -家計部門の効用水準

J三ヒ◆i･十/巨

Yp =民間部門の名目所得

Y() -家計脚弓の名目所得

Yl: -海外からの移転所得

㌔ -政府部門の名目所得

TRG -政府の移転支出

∫ =総国民貯蓄

I;-朋民間固定資本形成

I(n]-名目政吋固定資本形成

I.Jn=名目在庫ストック増減

∫" =名目固定資本形成

GDPn =名目GDP

GDP,n =第i産業の名目GDP

F =純資本流入(経常収支赤荊

FS =純資本流入外貨(令)表示)

〟β =貨幣需要(〟2)

-S

〟 -貨幣供給(〟2)

シェア･比帝政:

dj -第i産業国内総需要に占める国内財シェア

相良′<ラメ一夕:

Ai =第i産業生産関数の総生産性′〈ラメ一夕(CES生産関数)

o･x, =第i産業のエネルギー､資本と労働の間の代替の弾力性

px, =(c,x, -1)/Jx,



αr:/ , α],I
,αK,

=第i産業の分酉E,〈ラメ一夕

aI/(/≠3,4,5) =第i産業から第j産業-の中間投入係数

β′-第i産業輸入財･国内財合成関数のスケール･

パラメータ(CES型)

P, -第i産業合成財関数の輸入財シェア･パラメータ(CES型)

CTQ, =輸朋オと国内財の間の代替の弾力性

p(), -(CTL,,-1)/gQ,
-0
E] =第i産業輸出関数のスケール･パラメータ

T7/=第i産業輸出関数の価格弾力性

Y, =効用関数のシェア･パラメータ(Cbbb-Douglas型)

Mo -実質貨幣需要スケール･パラメータ

V =実質貨幣需要のGDP弾力性

61 -第i産業の樹面償去障

i/ -第i産業における労働効率単位-変換比率

〟′=第i産業における資本効率単位-変換比率

〟 =産業間資本配分に関する調整スピード

租･袖払金:

J∽′ -第i産業の輸入関税率

tel

t-d,

qu

J人･

trG

-第i産業の輸出補助金比率

=第i産業の間接税率

=所得税率

-財産所得税

-政牌ヒ率

シェア･比串パラメータ:

y Ill =民間最終消費支出における第i産業合成財の樹封直

y(;, =政府最終消費支出における第i産業合成財の量シェア

Y()/ =家計州肖費支出における第i産業合成財の量シェア

b-(,

bll

=第i産業における家計外消費係数

=総固定資本形成に占める第i産業の合成財の比率

b /I,, -民間部門の総固定資本形成に占める第i産業の合成財比率

b I(;,

b ()./

=政何部門の総固定資本形成に占める第i産業の合成財比率

=政脚肖費の産業間配分比率

∫(; =政府部門の貯蓄率

S), =民間部門の貯蓄率

希錦娼連の放とパラメータ
価格変鼓:

F -第i産業投入面の各エネルギー価格に炭素税.
//

硫黄税を上乗せした価格

P/;,-第i産業の投入エネルギーー合棚相格

PI'[/-家計消費における各エネルギー価格に炭素税･

硫黄税を上乗せした価格

Pc'y -家計-費における各エネルギー個格l頒素

税･硫藁税を上乗せした価格

PEN -家計消費の投入エネルギー働価格

PL･0 -家計9H肖費の投入エネルギー合成財価格

JLA :

Q]11]-第i産業の投入エネルギー合成財の量

CEH -エネルギー合成財に対する家計消費需要量

CEO -エネルギーー合成財に対する家計外消費需要量

CO2[
-産業部門の二財腺剰拙萄炭素換算僚t)

CO2H -聞醐ぅのコ財朕朝地量洞L)

CO2T
-二酪偵素総排出ji(同山

･;i,t･･t･･;巨

YGCO2 -政府炭素税収入

比轍:
●

aノt(j=3,4,5) =第i産業におけるエネルギー偉力･石

油.ガス,石炭)の中間投入係数

a I;I -第i産業におけるエネルギー合成財の中間投入係数

恥′ヾラメ一夕:

J/; =エネルギー投入合成関数の代替の弾力性

pE, -(JE -1)/JE

BE, -第i産業におけるエネルギー投入合成関数の

スケール･パラメータ(CES型)

β/f〃
-家計消費におけるエネルギー合成関数の

スケール･パラメータ

Blll(,-家十外消費におけるエネルギー合成関数の

スケール･パラメータ

6Eji(j-3,4,5)-家計消費におけるエネルギー合成関数

のシェア･パラメータ

6HHj(j=3,.,5) -家計外消費におけるエネルギー合成関

数のシェア･パラメータ

6J:.,,,(
/≡,,.,5)

-民間エネルギー消費合成関数

のシェア･パラメータ

Y F..H =家計部門効用関数におけるエネルギー消費の

パラメータ(Cbbb-a)uglas型)

YH(, =家計外消費におけるエネルギー消費シェア

rH)2,ノ, =エネルギー俺力,石油･ガス,石炭)

投入･二酸化炭素排出係数

:i :･
++i･./弓

P(,.,,2
-炭素税卑元/t) Pso2 -硫黄税率元/t)
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貿易自由化と中国経済-cGEモデルによる動学的シミュレーション

孫 林･江崎光男

1.はじめに

中国は1986年にGATT (関税及び貿易に関する一般協定)加入を正式に申請したo 1995

年1月 のWTO (世界貿易機関)の成立以降は､ WTOの加盟に向けて最大限の努力を続

けてきたが､ 2000年に入った現在､未だ加盟を実現していない｡ 1999年11月15日､

アメリカとの二国間交渉の妥結したことで､加盟に向けて決定的な一歩を踏み出したo し

かしながら､中国がWTO加盟国になるためには､これから､少なくとも二国間交渉､WTO

中国作業部会での多国間交渉､ WTO総理事会の承認と中国全人大の承認という4つの手

続きを完了しなくてはならない｡二国間交渉について､ WTO加盟の135カ国の内､ 37

カ国が中国との二国間交渉を希望しているが､現状としては､アメリカ､日本をはじめ､

16カ国との間に合意に達しているo残りの21カ国の内､最も難しいのはEUとの交渉

であろうo多国間交渉において､ WTOの基本原則､貿易権の自由化と外国為替管理の自

由化について､概ね合意に達している｡遅かれ早かれ､中国のWTO加盟が2000年中に

実現するのはほぼ確実であろう1).

GATT加盟申請以降の14年間に､内外経済情勢が大きく変わっていたo国際的には､

1986年に開始され1994年合意に達したウルグアイ･ラウンドは単に関税の引き下げや

非関税障壁の撤廃のみならず､より包括的な貿易ルールを成立させたo ウルグアイ･ラウ

ンドの合意にもとづき､翌1995年1月にWTOが発足したoモノの貿易だけを対象とす

るGATTと違って､ WTOはサービス分野の貿易､知的所有権､貿易関連投資措置(TRIM)

などの新分野をも対象とする包括的な国際貿易機関である2)a

一方､中国経済は世界経済とのリンケージを年々強めている.表1が示しているように､
中国の貿易規模(名目ドル建て)は14年間で4.9倍に､輸出額は6.3倍に､輸入額は3.9

倍に増加した. 1998年の中国の貿易総額は世界の中で9位を占めるに至っている3)o

中国は1986年以来､国内経済改革･市場化の要請もあって､国内経済情勢を見合わせ

ながら､ WTOのルールと諸協定国の要求に応じて､貿易制度の改革や関税の引き下げな

ど､貿易自由化を進めてきた.特に90年代に､中国は広範囲の関税引き下げや非関税障

壁撤廃を中心とする貿易自由化を数回実施している(表2)｡

1) 『経済導報』(1999.ll,22)､ 『人民日報』(2000.1.13)｡欧州､日本､アメリカとの個別交渉や妥結の

条件の詳細については､質宝波(2000)を参照｡
2)

GATI. ･

WTOの変遷については､青木･馬田(1998)や通産省の『不正貿易報告書-WTO協定か

ら見た主要国の貿易政策』 (1998, 1999年版)を参照｡
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表1 中国の経済成長と貿易(億ドル､名目)

GDP 輸出 輸入 輸出入 直接投資

1986年 2957 309 429 738 19

1990年 3880 620 533 1153 35

1995年 7004 1488 1320 2808 375

1996年 8169 1510 1388 2898 417

1997年 8993 1827 1424 3251 452

1998年 9600 1838 1402 3239 454

1999年 10145 1949 1658 3607

データ出所‥ 『中国統計年鑑1999年』o 1999年のデータは『人民日報』 (2000.1.13)の速報o

表2 中国の貿易自由化措置

時期 貿易自由化の改正措置 改正後の関税率

1991年 輸出の財政補助廃止､輸出払戻し税導入

1992年12月 2898品目の関税率引下げ 平均関税率43.2%

1993年12月 3371品目の関税率引下げ 平均関税率35.9%

1994年1月 283品目の輸入管理撤廃

1994年5月 195品目の輸入許可.割当て廃止

1996年4月 4900品目の関税率引下げ 平均関税率23%

1997年10月 4874品目の関税率引下げ 平均関税率17%

データ出所‥青木･馬田(1998)､第3章(pp.56-57)から作成｡

前述したように､ WTOは関税の引き下げや非関税障壁の撤廃などのモノの貿易だけで

はなく､サービス分野の貿易､知的所有権､貿易関連投資措置(TRIM)などの新分野を

も対象としているから､中国は､ WTO加盟に向けて､関税の引き下げや非関税障壁の撤

廃を実施するほかに､金融､通信､保険､流通などを含むサービスの自由化､知的所有権

の保護､貿易関連投資措置の実施など､より包括的な貿易自由化を推進していかなくては

ならない｡言うまでもなく､中国のWTO加盟に関連する貿易自由化は複雑で､広範囲の

問題に及んでいるが､本稿の目的は､ WTO加盟のために約束した関税の引き下げや非関

税障壁の撤廃など､主に数量化できる貿易自由化が中国経済にもたらすインパクトを､

CGEモデルによる動学的シミュレーションにより､成長･産業構造･雇用･貿易などの

視点から計量的に分析し､他の研究分析と比較参照しながら､ 2010年までの中国経済を

展望することにある｡

本稿は､第2節の中国経済のCGEモデル､第3節の貿易自由化インパクトのシミュレ

ーション分析､第4節の要約と結論から構成されている｡

2.中国軽済のCGEモIT1-ル

2.1中国の文鼻白由化に関するCGEモデルによる先行研究

中国のWTO加盟及び貿易自由化に関するCGEモデル分析について先行研究はいくつ

3)
『人民日報』 ( 1999.4.17)を引用｡
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かなされている｡分析の対象とモデルの構造から区別すると､先行研究は二つのタイプに

分けることができる｡一つ目は､関係諸国が同時に貿易自由化を実施した場合あるいは中

表3 中国の貿易自由化に関するCGEモデル研究

研究者 モデルの性質 分析の背景 主要結論

Yang(1995) 世界モデル ウルグアイ.ラウンド自由貿 自由化パッケージの完全実施は中国

(GTAP) 易パッケージの影響を分析○ にとつて大きな利益○

Fengand 世界モデル 中国の貿易自由化が中国経済 中国の貿易自由化の最も大きい受益

Huang(1997) (GTAP) と関係諸国の経済に与える影 者は中国経済であり,中国とAPEC

響を分析o 諸国の貿易自由化を同時に施するこ

とが､両者に最も効果的o

川崎他(1997) 世界モデル APEC地域を対象に｢マニラ 世界貿易は増大o特に大幅な自由化

川崎(1999) (GTAP) 行動計画｣の貿易自由化措置 措置が行われる地域において､生産

の経済効果を検証o は拡大し､所得は増大○

翌.李.王 一国モデル
関税削減による財政減収を補 累進的個人所得税が財政減収を補填

(1996) 填する国内代替税収案を考 する国内代替税収案である場合､貿

WangandZbai 慮o関税削減が住民厚生と所 易自由化の経済効果と所得分配効果

(1998) 得分配に与える影響を分析o が最も大きいo

王他(1997) 世界モデル 中国のWTO加盟が世界の労 中国にとつて最善の対策は､食品.

働集約製品市場とアメリカの 農産物市場の開放を条件に､先進国

農産物輸出に与える影響を分 における労働集約製品に対する制限

析○ の解除を獲得すること○

李.翌.徐 -一国モデルと
先進国のMFA(繊維協定)撤 MFAの撤廃は中国の繊維製品輸出を

(1999) 世界モデル 廃問題を含め､中国のWTO 拡大し､雇用の改善を促進し､GDP

加盟が中国経済と世界経済に の成長に貢献o世界の労働集約製品

与える影響を分析o 輸出市場と農産物輸入市場に重大な

影響を与える○

Zbangand
一国モデル 二重価格モデルに基づき関税 関税カットは輸出と輸入の両者を増

Warr(1995) の一律50%カットの影響を実 やすが､輸出の増加がより大きく､

験的に分析o 生産､雇用が増加するo

(荏) G℃APはGlobal Trade Analysis Projectの略称｡

国だけが貿易自由化を実施した場合のシナリオを想定し､中国及び関係諸国に与えるイン

パクトについて世界モデルによるシミュレーション分析を行う研究である｡二つ目は貿易

自由化が中国国内産業､雇用､所得分配などに与える影響に注目し､一国モデルによるシ

ミュレーション分析を行う研究である(表3を参照)｡本稿の分析はこの二番目のグルー

プに属する研究である｡

2.2 モデルの特鞍

本稿で使われている中国経済CGEモデルは､最新の1997年の産業連関表に基づき､

35の産業部門(農業部門､ 5つのエネルギー部門､ 20の工業部門､ 9つのサービス部門)

と2つのの民間消費部門(都市住民と農村住民)､ 2種類の労働(非職工労働力､職工労

働力)から構成されている4)｡本稿の分析の重点は中国経済の成長､産業構造､雇用及び

4)中国U)統計体系における非職上は､再就職の退職者､個人･私営企業の従業者､郷鎮企業従業者,
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図1モデルの供給構造

貿易に置かれているから､モデルの生産面(供給構造)が特に詳細に展開されている. (図

1を参照).モデルの構造は基本的に､ ｢中国環境cGEモデル｣ (江崎･孫･金城(1999))

の拡張版であり､ Dervis, De Melo and Robinson (1982)の開放経済のCGEモデルを

原典にしている5)0

モデルの生産構造

生産過程は複数レベルのCES (代替弾力性一定)生産関数により構築されるo第一の

レベルでは､一次投入と合成エネルギー投入の代替関係を想定し､ CES関数に基づき総

生産量を決定する.｡エネルギー以外の中間投入にっては代替関係を考えないで､レオンチ

ェフ型の固定係数により生産量から決定するo第二のレベルでは､エネルギーについて､

5種類のエネルギーの代替関係を想定し､ CES関数に基づき合成エネルギーを決定する6)o

農村労働者等で定義されており､職工は残りの全ての賃金･俸給労働者を意味する(『中国統計年鑑』参

照)｡従って､中国における職工は日本における正社員に相当すると考えられる｡

5)本モデルの方程式の全体系については､付録A及び付録Bを参照｡

6)エネルギーを細分し､非エネルギーと分割したのは､本モデルがエネルギー･環境モデルから発展

し､また､近い将来､貿易と環境の問題に応用することを考えていることによる｡
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一次投入については､労働と資本の代替関係を想定し､
CES関数に基づき一次投入を決

定する｡労働は非職工労働力と職工労働力に分け､非職工と職工の代替関係を想定し､
CES

関数に基づき労働を決定する｡ただし､職工労働市場では市場の均衡を想定し､名目賃金

を内生化した｡非職工労働市場では非農業部門の名目賃金を外生､労働需要を限界条件で

決め､農業部門の非職工は総供給量から非農業部門需要量を除いて残差で決定した7)｡

輸入財と国内財の代替は､Anmington仮説に基づき､ CES関数で捉える｡国内向け供

給と国外向け供給はCET (固定転換弾力性)関数で生産物の代替関係を捉える｡また､

中国経済の規模を考慮し､国際価格が中国の輸出入に影響されると仮定している-8)o

モIT-ルの書辛耕造

農村住民と都市住民の効用関数はCobb-Douglas関数を採用し､エネルギーは合成財

として消費される｡政府消費の効用関数もCobb-Douglas関数を採用する｡投資需要と

中間需要は固定係数で決定する｡

所得分i巳と貯書

生産による所得は民間と政府に分けられる｡民間所得は労働所得と財産所得税から個人所

得税と財産所得税を除いたものであり､固定比率で農村住民と都市住民の間で配分される｡

政府所得は個人所得税､財産所得税､関税､間接税からなる｡但し､当面の扱いとしては､

全ての税収が｢生産税｣ (日本の産業連関表付加価値部門における｢間接税｣)に含めて処

理されている｡すなわち､個人所得税､財産所得税､関税はゼロと想定されている｡貯蓄

は民間貯蓄と政府貯蓄からなる｡

均gi条件

モデルは中国経済を6種類の市場から構成される市場経済として把握する｡ 6種類の市

場とは35の産業からなる国内生産物市場､輸出市場､輸入市場と､ 2つの労働市場､ 1

つの資本市場､ 1つのドル為替市場である

需給バランスの達成方法としては､価格調整と数量調整の2種類が考えられる｡価格

調整においては､価格が伸縮的に変動することにより､需給バランスが達成される｡数量

調整においては､価格は市場の外で決められ､需要量もしくは供給量が調整的に変動する

ことより､需給バランスが達成される(江崎(1989))0

各財市場では､国内財の価格調整によって､均衡が達成される｡

職工労働市場では､外生的に与えられる労働総供給が非農業部門内(農業の職工をゼロ

と仮定)の労働需要合計と均衡するよう名目賃金が決定される｡

非職工労働市場は､均衡を想定せず､各産業間で分断された非競争型の労働市場で処理

するという数量調整型の市場である｡つまり､非農業各産業では名目賃金を外生的に与え､

7)中国の労働市場の現状を考慮し､農村に大量の余剰労働力が存在することと､逆に景気後退による

非農業部門の労働力余剰(本モデルでは非職工)が農業に吸収されることが想定されている｡

8)一般に､影響度は低いと想定されたが､特別の産業､例えば農業について､価格弾力性を高くして､

中国の農産物の輸入が世界農産物価格に大きく影響すると想定することも可能である｡
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労働需要を限界条件で決め､農業部門の非職工は総供給量から非農業部門需要量を除いて

残差で決定する9)｡

資本市場では総資本が外生的に与えられ､それが各産業間で配分され,各産業の資本レ

ンタル率を限界条件で決める｡つまり､数量調整型の市場を想定する｡

輸出市場については､中国の輸出価格は中国の輸出供給と外国の輸入需要が均衡する水

準で決定されるため､このモデルは通常の｢小国の仮定｣を想定していない｡輸入市場に

ついても同様である10)｡

外国為替市場においては､固定為替レートの下で経常収支が数量的に調整することによ

り需給バランスを達成するケースと､自由変動為替レートの下でドルに対する需給均衡で

ドル価格を決める価格調整のケースの両方を考慮している｡

モデルのNuneraire

モデルではWalras Lawの成立を示す予算制約式を明示的に考慮し､そのうちの名目

投資と内外貯蓄のバランス式が均衡価格の絶対水準を決める均衡式であることを明確にし

ている｡つまり､名目投資(In)と国内貯蓄(S)と海外からの純資本流入(F)からな

る貯蓄のバランス式(S+F-In)が価格の絶対水準を決める均衡式である｡このバラン

ス式はモデルを解く際に余分な均衡式として落とされ､その価格(名目貯蓄の価格すなわ

ち単位価格)はNumeraireとなる｡その為に､モデルでは相対価格ではなく､絶対価格

が決められ､量変数の実質値と名目値の両方が得られる11)｡

動学的連結細分

本モデルは逐次決定型動学モデル(recursive dynamic model)である｡モデルでは､総

職工労働と総非職工労働供給の成長率､非職工の賃金上昇率､実質投資成長率及び技術進

歩や実質輸出額の成長率を外生的に与え､また､資本蓄積で得られた資本ストックを利潤

率により各産業に配分することで動学化されている｡

3.文易自由化と中国軽済

3.1シミュレーションのシナリオ投計

前述したように､中国はWTO
-の加盟と国内改革の要請に応じて､貿易自由化を段階

的に実施してきた｡関税率については､単純平均関税率が1992年の43.2%､ 1993年の

9)職工と非職工の賃金関係については､独立で処理する場合(職工賃金が内生､非職工賃金が外生)

と連動させる場合(非職工賃金を産業別に職工賃金と一定の比率関係で保たせる)の両方が可能である｡

10)輸出価格と輸入価格については､厳密に言えば､リンクモデル､つまり世界モデルで需給均衡を考

えなければならない｡この間題の詳細説明について､ Ezakiandlto (1995)を参照｡

ll)
walrasLawは､一般に､財市場･労働市場･債券市場･貨幣市場･外国為替市場等の超過需要を

すべて合計すれぼ恒等的にゼロになり､結果として､ ｢超過需要=0｣という需給均衡条件の1つが余分

(その市場の価格は基準の1)になることを意味する｡ただし､このモデルでは債券市場が明示されず､

利子率外生で債券市場の超過需要が常にゼロ(数量調整)になることを暗黙裏に想定しているため､貯

蓄投資バランスは貨幣の需給均衡に一致し､貨幣の価格を1とする絶対価格が決められることになる｡

ここで､ (S+F-1■-)は､債券市場の超過需要と貨幣市場の超過需要の和に等しくなることに注意.
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35.9%､ 1996年の23%､ 1997年の17%となっている｡しかし､ 1997年の関税引き下げ

後の関税水準はウルグアイ･ラウンド後の先進国および発展途上国の関税水準より高く､

それに加えて､特定の産業および特定の品目において､高関税率が依然として残っている｡

たとえば､普通乗用車の関税は80%である｡ WTOに加盟するために､中国は一層の関

税引き下げと非関税障壁の撤廃を実施しなければならない｡ APEC1998年度のIAP個別

行動計画年次報告12)によれば､中国政府は2000年までに平均関税を15%に､ 2005年

までに､農産物の平均関税を15%に､工業製品の平均関税率を10%に､特定品目として

の普通乗用車の関税を25%に引き下げ､ 185品目の情報技術製品の関税率をゼロに引き

下げることを新たに約束している｡非関税障壁の撤廃については､中国政府は1992年か

ら1997年まで､輸入制限や輸入ライセンスのある品目を徐々に減らして来たが､
2010

年までに､ほぼすべての輸入に関する非関税障壁を撤廃することを約束している｡

上記のような自由化計画が中国経済に与えるインパクトについて､以下でシミュレーシ

ョン分析を試みる｡本稿のミュレーションで使われている1997年の関税率は1996年4

月時点(Zhang,CbenandLi (1998))と1997年10月時点(玉柄才(1998))の関税率

を加重平均したものである｡また､サービス部門の関税はゼロと仮定する｡入手できる関

税率の産業分類が本稿の産業分類と一致しない場合には調整を加えた｡ 2005年に対して

約束された関税率は､農業部門が15%､工業部門が平均で10%である｡ 2005年の工業

各部門の関税率は､ 1997年のレベルに平均の削減率(10%/26%) 13)を乗じて推定した｡

非関税障壁の関税率換算については､張曙光等(1997)の品目別データ(表4を参照)

及び1998年IAPのデータに基づき､産業別データを推測した14)｡輸出払戻し税率は､1999

年で､服装17%､繊維17%､機械17%､電気･電子17%､運送機器17%､メーター17%､

その他の機械･電気17%､残りはそれぞれ15%､ 13%､ 5%である15)｡

以上の方法で加工された関税率､非関税障壁率及び輸出払戻し税率のデータは､表5

に要約されている｡表5のデータに基づき､段階的に､関税の切り下げ､非関税障壁の

撤廃及び輸出補助金の廃止を外生ショックとしてモデルに与え､ほかの外生的要因や政策

変化と組み合わせながら､ 2010年までのシミュレーションが行われた｡モデルにおいて

は､関税切り下げと輸出払い戻し税の廃止による収入減は政府部門に帰属し､非関税障壁

12) APECはIAP (IndividualAction Plan onTrade & Investment Liberalization and Faciltation)

という国別の年次報告書を出している｡
13)

1997年の工業部門の平均関税率は26%であり､ 2005年の約束した工業部門の平均関税率は10%

である｡ 1997年から2005年かけて､工業部門の平均削減率は10%/26%であり､各工業部門で同じ削

減率が想定されている｡

14)非関税障壁の関税率換算は､基本的に､内外価格差によって推測されている｡その詳細については､

張曙光等(1997)を参照｡

15)輸出払戻し税は､輸出製品の増値税に関する還付である｡これは､ 1991年に輸出財政補助金が廃止

された時点で導入された輸出促進策である｡輸出払戻し税の還付は､ WTOのルールに反する措置では

ないが､いずれも廃l卜方向-向かうと予想される｡ここで使われる輸出払戻し税のデータは『人民日報』

(1999.7.19)から引用｡
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表4品目別関税率と非関税障壁率

(1994年)

(%)
品目 関税率非関税 関税+非関税

カラーテレビ

ビデオデッキ

オートバイ

エアコン

鋼材

銅･銅製品

アルミ製品

ガソリン

軽油

燐酸

合成繊維

天然ゴム

合成ゴム

プラスチック

乗用車

原油

パソコン

カラーブラウン管

小麦

自動電話交換機

25.0 88,60

30.0 111.40

65.0 40.56

20,0 26. 10

15.0 4.20

0.0 18.59

8.0 46.27

120.0 11.20

90.0 14.73

15.0 23.76

10.0 7. 15

18.0 9.49

9.0 26.24

6.0 18.70

0. 0 72.40

15.0 7.01

30.0 12.90

30.0 12.90

25.0 11.59

110.0 24.20

1.5 16.69

7.0 6.02

15.0 18.59

0.0 72.40

12.0 8.98

113. 60

141. 40

105. 56

46. 10

19.20

18.59

54.27

131.20

104. 73

38. 76

17.15

27. 49

35,24

24.70

72. 40

22.01

42.90

42. 90

36. 59

134. 20

18. 19

13.02

33.59

72, 40

20. 98

総計 21.7 21.55 43.29

表5 シミュレーションに使われる関税率･

非関税障壁率(NTBs) ･輸出払戻し税率
(%)

関税率 NTBs輸出払戻税

産 業 1997年 2005年1997年 1999年

石油ガス

石油製品

金属採掘

非金属採掘

食品加工

紡績業

服装皮革

木材加工

造紙玩具

化学原料

建筑材料

金属冶金

金属製品

機械製造

自動車製造

運送機械

電気･電器

電子･通信

メーター

機械修理

その他製品

26.0 15.0 50.0

0.0 0.0 0.0

5.3 2.0 0.0

5.3 2.0 0.0

1.9 0.7 17.0

ll.1 4.3 25.0

9.3 3.6 0.0

9.3 3.6 0.0

37.2 14.3 50.0

29.4 11.3 10.0

28.5 11.0 10.0

20.5 7.9 25.0

23.5 9.0 0.0

14.0 5.4 12.0

23.8 9. 1 20.0

13.1 5.0 0,0

17.6 6.8 25.0

17.9 6.9 10.0

38.3 14.7 24.0

6.7 2.6 10.0

18.8 7.2 20.0

28.5 11.O 10.0

18.8 7.2 10.0

0.0 0.0 0.0

27.9 10.7 10.0

(注)関税率は関税収入の輸入額に対する比率｡非関税障壁率は関税率換算された非関税障壁｡輸出払戻し税率は

還付された増値税の輸出額に対する比率｡

の撤廃による収入減は民間部門に帰属すると想定されている16)0

基準シナリオ(SO) (ベース･ライン･シナリオ)は､比較の基準になるシミュレーシ

ョンである｡基準シナリオの作成に当たり､外生変数､パラメータ及び各合成関数の代替

弾力性を決めなければならない｡

主要な外生変数について言えば､職工と非職工の労働供給はそれぞれ1 %､非職工賃金

は5%､実質投資は第9次5カ年計画期の9%で増加すると想定した｡輸出関数のスケ

16)原データでは､全ての税金が｢生産税｣に含められているため､関税率､輸出払い戻し税率はゼロ

に設定されている｡関税率引き下げ(例えば10%)の場合のシミュレーションは､関税率を0.0から-

0･1に引下げて行われた｡輸出払い戻し税率の廃止と非関税障壁の撤廃の場合も同様である｡
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-ル･パラメータは､過去8年間(1987-1995年)の成長率実績(李･醇(1998))に基

っいて外挿し､各産業のTFP成長率は､全経済のTFP成長実績(EzakiandSun
(1999))

を基準に適宜割り振っている｡為替レートは1997年水準で固定(ゼロ成長)されているo

また､中間投入係数は原則としてゼロ成長を想定した｡基準シナリオ(SO)の主なマク

ロ経済指標の1997-2010年の平均成長率は表7の第1欄にまとめられているo

主要なパラメータは1997年産業連関表と『1998年中国統計年鑑』のデータによって

計算される｡合成関数の代替弾力性については､本モデルでは､ 6セットの弾力性が外生

的に与えられている｡労働と資本の代替弾力性及び国内財と輸入財の代替弾力性はG℃AP

値を使用している｡エネルギーと一次投入の代替弾力性,エネルギー間の代替弾力性､職

工と非職工の代替弾力性､国内向け供給財と国外向け供給財の転換弾力性は文献調査によ

って決められる17)｡ 6セットの弾力性に関するセンシティビテイ･テストを行ったが､

労働と資本の代替弾力性を除き､モデルの結果に対する影響はきわめて小さい18)o

本稿では基準シナリオに加えて貿易自由化のインパクトを検証するために､ 7種類の比

較シナリオを試みた(表6を参照)0

表6 シミュレーション･シナリオ

シナリオ 内容

SO 基準シナリオ(本文参照)

S1 1998年から2005年にかけて､1997年の関税水準を線型的に2005年の目標
水準に引き下げ

S2 1998年から2010年にかけて､1997年水準の非関税障壁(関税換算)を線
型的に2010年のゼロ水準に引き下げ

S3 2000年から2005年にかけて､輸出払戻し税を線型的にゼロ水準に引下げ
S4 S1+S2

S5 S1+S2+S3

S6 s5+2000年から元を20%切下げ関税の引下げ
S7 s5+2000年から個人所得税を5%引き上げ

3.2 シミュレーションの轄果

シミュレーション主要な結果は表7にまとめられている｡以下､シナリオ順にシミュ

レーション結果を検討する｡

slシナリオは､基本的に､関税引下げによる輸入価格の減少と政府収入の減少に対応

するインパクトを示している｡ 2005年に対する表7のSl欄から､関税引下げにより､

実質民間消費が増加､等価変分が増加､デフレータが低下､政府収入が減少､実質政府消

費が減少,経常収支が赤字化､実質輸入が増加､実質輸出が増加､実質GDPが減少する｡

17)弾力性の決定について､ Martin(1993)を参考｡
18)

GTAPでは世界諸国に関して､共通の労働･資本弾力性データ(輸入財と国内財の代替弾力性も同

じ)が使われ､また､ほかの文献に比べてそのデータはやや高いほうである｡しかし､中国に関する諸

データはどこからも入手できないから､当面､ GTAPのデータを利用することにした.
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表8 貿易自由化のイン′〈クト:マクロ経済持寄/産薫別実質生産額

SI S2 S3 S4 S5 S6 S7

変動率変動事変効率変動率変動車変動率変動率
(鶴) (%) (鶴) (鶴) (鶴) (鶴) (鶴)

S 1 S2 S3 S4 S5 S6 S7
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(注) so-s7については表7を歩臥変動率は貿易自由化シナリオ(sl
-S7)の基隼シナリオ(SO)からの帝牡を示す｡等価変分はレベル×変動率で計井さ

れているD名目平均賃金のSO(レベル)の単位は1万元｡デフレータの単位は1997年-1･OD横車シナリオにおいて､港沖収支は黒字から赤字に転換する

ために平均成長率が計井できない.
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また､産業別の実質生産額が特に文教衛生科研サービス､公務･その他で大きく減少し､

消費財各部門(農業､石油･ガス､服装･皮革､電子･通信機器､精密機械など)でかな

り増加している.前者は関税収入減による負の所得効果､後者は自由化による価格下落の

正の効果と考えられるo

付録Cの表Cl -C5から理解されているように､産業別の生産物価格は全て減少する.

特に､上記の消費財関連部門で下落が大きい｡労働需要(職工)は､文教衛生科研サービ

ス､公務･その他の部門で大きく減少､残りの全ての部門で増加する.労働需要(非職工)

は､文教衛生科研サービス､公務･その他の2部門で大きく減少､残りの部門でかなり減

少する19)o産業別の実質輸入については､特に関税引下げ率の高い産業(食品､自動車

など)で増加し､残りのかなりの産業で減少しているo関税引下げにも関わらず多くの産

業で輸入が減少するのは､それらの産業でコストダウンによる生産物価格の低下が著しい

からであるo産業別の実質輸出については､文教衛生科研サービス､公務･その他を除く

ほぼ全ての産業で増加している｡これはコストダウンによる生産物価格の減少による｡

表7右辺のSl欄から2010年に対するインパクトが､ 2005年に対するそれと方向はほ

ぼ同じで､度合いが若干増幅されていることがわかる.但し､ GDPに対する負の効果は

消費面における正の効果の累積により相殺されているt,

以上の観察から､関税引下げのインパクトを以下のように要約することが出来る.関税

引下げは物価を下げ､消費水準を高める点で消費者の厚生に貢献するo GDPの減少はあ

まり大きくない点で､生産面あるいは成長面での負の効果は′Jミさい.政府部門の収入､支

出､生産面に対する負の効果が大きいことは言うまでもないo これらのインパクトは時間

的に同方向で累積するo

s2シナリオは､基本的に､非関税障壁の撤廃による輸入価格の減少と民間所得の減少

に対応するインパクトを示す｡､ 2005年に対する表7のS2欄から明らかなように､関税

引下げと異なり､非関税障壁の撤廃は民間収入の減少(負の所得効果)に帰着するため､

民間消費の増加､物価下落､実質政府収入と消費の減少は､ Slシナリオに比べて小さく

なる.また､関税率換算の非関税障壁の撤廃幅が大きいため(表5参照)､実質輸入は著

しく増大し､経常収支赤字化の度合いは著しく大きくなるo消費増の鈍化と輸入の急増に

ょり実質GDPはかなりの幅で減少する.また､産業別の実質生産額は､減少する産業が

多くなっている(言うまでもなく､政府部門の減少幅は縮小)o

付録Cの表Cl-C5から､産業別の生産価格の減少幅は､一般に､ Slシナリオに比

べて′トさくなっているo労働需要は､ Slシナリオに比べて､公務などの政府部門の減少

幅が縮小し､他の部門においては､一般に､非関税障壁の撤廃幅に対応して､減少幅が大

きくなり､増加幅が′トさくなっているo産業別の実質輸入については､非関税障壁撤廃幅

19)非職工の労働需要が多くの場合に減少しているのは､非職工賃金を外生的に処理し､ 5%で成長す

ると想定したことによる｡職工貸金は需給均衡で変動するから､非職工貸金を職工賃金に連動させるこ

とも考えられる｡
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の大きい産業(特に農業､食品､石油･ガスなど)で増加し､残りのかなりの産業におい

て､所得減､消費減､生産減の結果として減少する.産業別の実質輸出の変動は産業別生

産の変動にほぼ対応する(

2010年に対するインパクト(表7右辺のS2欄)は､非関税障壁撤廃のプロセスが2010

年まで継続されるため､マイナスの効果が全面的に累積するo例えば､実質消費の変動は

マイナスになり､実質GDPの減少幅は-1.9%に達するo

以上の観察から､非関税障壁撤廃のインパクトは､関税引下げのインパクトに比べ､

中国経済に対しより深刻な影響を及ぼすことが理解される｡完全撤廃の2010年段階で､

消費は減少､ GDPは減少､経常収支は大幅赤字､産業別実質生産はほぼ全ての産業でマ

イナスになる｡但し､物価水準の大幅な低下により､等価変分はプラスの水準に保たれて

いる.)

S3シナリオは､基本的に､輸出払戻し税の廃止による輸出の減少と政府収入の増加に

対応するインパクトを示すo 2005年に対する表7のS3欄から理解されるのように､政

府収入増と輸出減の結果として､実質GDPは減少､民間消費は減少､政府消費は増加､

経常収支は減少､物価の上昇に帰着するo従って､その中国経済に対するインパクトは基

本的にマイナス方向の効果となっているが､その度合いは一般に小さい｡産業別に見ても､

2010年で見ても全く同様である.

S4シナリオは､関税引下げと非関税障壁の撤廃を組み合わせたシナリオであるため､

基本的に､両シナリオの合計効果が期待されているが､表7のS4欄から明らかなように､

それは相乗効果として現れている.即ち､ SlとS2両シナリオにおける実質GDPの減

少､経常収支黒字の減少(赤字の増加)､物価の下落は大きく増幅されるとともに､ Sl

シナリオの消費増は､ S2シナリオの消費減によって､単純合計以上に相殺されているo

従って､関税引下げと非関税障壁の撤廃の組み合わせたシナリオはプラスの効果よりマイ

ナスの効果が大きくなると判断される.

S5シナリオは､関税引下げと非関税障壁撤廃の組み合わせたシナリオと輸出払戻し税

廃止のシナリオを組み合わせたシナリオであるから､ S3とS4両シナリオの合計効果が

期待されているが､表7のS5欄から明らかなように､ S3シナリオの効果が′トさいため

に､相乗効果に至っていない.〕 S5シナリオのインパクトはS4シナリオのそれとほぼ同

じである｡

S6シナリオは､自由化による輸入増と輸出減を為替の切り下げでいかに修復するかを

視点にして試みられている.表7のS6欄から､ 20%の為替切り下げにより､実質GDP

の減少､経常収支の悪化､政府収入の減少が大きく修復される反面､実質民間消費の増加､

等価変分の増加､物価の低下は大きく減殺されることがわかる,実質輸出が大きく増え､

実質輸入が大きく減少することは言うまでもない.､産業別に見た時､為替切り下げは､基

本的には貿易自由化のプラスとマイナスの効果を緩和･相殺する方向で作用しているが､

各産業に平等に影響を及ぼす点で､関税引下げ､非関税障壁撤廃､輸出払戻し税廃止の場
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合と異なって来るo為替切り下げを併用することは､中国経済に対する貿易自由化の負の

インパクトを和らげるため有効であるが､正のインパクトを相殺する側面も無視できないo

s7シナリオは､自由化による政府収入減を増税によりいかに修復するかの視点で試み

られているo表7のS7欄から､ 5%の所得税増税は､政府収入を大幅に改善する反面､

他の多くの側面でマイナスの効果を増幅していることがわかるoすなわち､実質民間消費

は増加が鈍化(2005年)あるいは絶対的減少(2010年)､実質GDPはさらに減少､経

常収支はさらに悪化､等価変分は増加が鈍化､物価の低下は若干減殺されているo従って､

所得税の増税を併用することは､中国経済に対する貿易自由化の負のインパクトを和らげ

るためはあまり効果があるとは言えない20)｡.

4.むすび

本稿では､ 1997年の産業連関表に基づく CGEモデルを用いて､貿易自由化が中国経

済に与えるマクロ及び産業レベルのインパクトを､関税引下げ､非関税障壁の撤廃､輸出

払戻し税の廃止に焦点をあてながら､ 1997-2010年の動学シミュレーションにより､成

長･産業構造･雇用･貿易などの視点から数量的に分析･検討した.その結果は以下のよ

うに要約される｡

関税引下げは物価を下げ､消費水準を高める点で消費者の厚生に貢献するo GDPの減

少はあまり大きくない点で､生産面あるいは成長面での負の効果は小さい｡政府部門の収

入､支出､生産面に対する負の効果が大きいo非関税障壁撤廃のインパクトは､関税引下

げのインパクトに比べ､中国経済に対しより深刻な影響を及ぼすo完全撤廃の2010年段

階で､消費は減少､ GDPは減少､経常収支は大幅赤字､産業別実質生産はほぼ全ての産

業でマイナスになる.輸出払戻し税の撤廃のインパクトは､基本的に､マイナス方向の効

果となっているが､その度合いは一般に小さいo関税引下げと非関税障壁の撤廃を組み合

わせた場合､両者の合計効果が期待されるが､それは相乗効果として現れているo関税引

下げと非関税障壁の撤廃の組み合わせは､プラスの効果よりマイナスの効果が大きくなる

と判断される.二､関税引下げと非関税障壁撤廃に輸出払戻し税廃止を組み合わせ場合､後者

の効果が小さいために､前者の効果とほぼ同じであり､また相乗効果には至っていない｡

為替切り下げを併用することは､中国経済に対する貿易自由化の負のインパクトを和らげ

るため有効である｡但し､正のインパクトを相殺する側面がある｡所得税の増税を併用す

ることは､中国経済に対する貿易自由化の負のインパクトを和らげるためはあまり効果が

ない｡

以上の要約から理解されるように､貿易自由化措置の実施は中国のマクロ経済と各産業

に正と負の影響をもたらす.｡正の効果は消費水準(経済厚生)の増大であり､価格下落に

20)本モデルでは､投資は政府･民間に分割されず､全て外生で処理されているため､政府収入回復に

ょる投資増を考慮できない点に限界がある｡また､詳細な税収分類を取り入れていないために､増税の
所得分配効果も考慮できない｡
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よる消費財関連産業の生産･雇用増であるo負の効果はGDPの減少であり､多くの産業

における生産･雇用減であるo 中国の貿易自由化に関する本稿の結果は､基本的に､表3

に要約された諸研究の結論と同一の方向にあるが､特に､ GDPに対する負の効果の点で

は異なっているoその理由は､ GDPに対する効果を明示している川崎(1997, 1999)あ

るいは李･翌･徐(1999)の場合､ MFA (多国間繊維協定)撤廃を含め､中国のみなら

ず他の国々の自由化措置も考慮した分析になっているからである21)o本稿の分析は､中

国が一方的に貿易自由化を実施したケースであり､特に非関税障壁を撤廃した場合の大き

な負の効果は強調に値する. MFAの撤廃が中国経済特に繊維産業に大きな正の効果を与

えることは確かであり､この点で本稿の1国分析には限界があるo しかしながら､自由

化により現時点で比較優位にある繊維産業を優先すると同時に､潜在的な比較優位と大き

な波及効果をもつ幼稚産業(例えば自動車産業)をいかにして育てるかという長期の問題

が残る-二､結論的に言えば､中国は､世界経済統合の大きな流れの中で､ WTOへの加盟を

実現し､自由貿易のメリットを最大限に引き出さなければならない.同時に､短期的な利

益と中長期の利益とのバランスをいかにとるか､また､負の影響を和らげるためにいかな

る政策を講じるかが問われているo
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付録A 中国貿易CGEモデル:方程式体系

価格恒等式
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(52) G./

-r(,:J･ G

(53) PG-∑y(jJ･P,

固定資本形成

(54) In
-PI･

I
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(∑y(,:I
- 1)

(pG
･

G-∑17J･G,)

(I-I)



Il-b/t･I

pI-∑占′′･
p,

国内財･抽入財需要

(57)

･(∑-blI
- 1･0

(pI･ I-∑pL･IL)

Ql- ∑云"･x:'･∑aIJ･X;j'.cAL'CN,･'GE'Ii
J≠2,3,4,5,6

J-2･3,4,5,6

p, -

A?,lt･(a諾,
･ PMl-P(,･JQ, I

aDJ?,,
･ pDl-PQPQ, )ll/p()p()I

D,･
-了Q7QP'-I,･(aDt-･PJPDL)JQ,

･

QI

M,

-百QP('g('･(αML･PL/PM,)JQ,
･

Q,

whe,e QL
-杏(aM/･

M/PQ, ･aD,･ D,PQ, )1/PQI
u(_),-1/(1-PQI), Po/<1

国外市歩対中国財の需要

(61) El
-i?･(I1,:I/PESj)q]11J

国外市番対中国財の供給

(62)

外資流入

(63)

均衡条件

国内市場

(64)

輸出市坊

(65)

輸入市歩

(66)

為替市番

(67)

GDP定義式

(68)

(69)

(70)

M:7
-諺?･(PMS,

/nMI-)'7･uJ

F=FS･FR or F=FS･ER and
ER-ERL'(均衡為替レート)

D/･ -DIS and PD)-PD]e

El -E;Y and PEG,-PES:I

M, -M,S and PMSi=PMS:'

FS-∑pMS]･
M/

-∑pESI･
E,

or ∑pMS,･MI-∑pESI･E,一雨-o

E-∑EI

pE-∑(pESi/(1'蒜,I))E//E

M-∑M)
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(PD,e:均衡価格)

(PES;I:均衡価格)

(PMS:':均衡価格)

and ER-ER (外生)

and ER-ERe(均衡為替レート)



1M -

∑(pMi/(I'tm-i 'tn-i))MJM
GDPn

=Yp +YG

=PCA･CA+PCN･CN+PG･ G+PI･I+PE･E-PM･M

=∑〔PX,･- ∑ Pj･aji- ∑Pj･aj,･
j≠2,3,4,5,6 j=2,3,4,5,6 〕

･ X,･S

(75)

(76)

社会的厚生

(77)

(78)

ワルラス法則

(79)

+∑tmi･
PMSi･ Mi･ ER+∑tei･PESi･ ER ･ Ei

GDP=CA+CN+G+I+EIM

GDPin-(PXi- ∑ Pj･左j,I
- ∑Pj･aji)･XiS

)-≠2,3,4,5,6 j=2,3,4,5,6

GDP. - (.-..≠2芸5?6ji-i=2芸5?6ji〕.x･F

PGDP =

GDPn/GDP

U= (IIc,rL
i≠2,3,4,5,6 〕C㌘

EV=C I(U'-U)/U (u'= u of alternative secnario)

wLU･仁｡一三昌).ww･仁wIL-£).R･転Ki-K-S).∑pDi･(Di-DiS)
･ER∑PESi･tEi-EiS)･ER∑PMSi･b4i-M,F)Its+F-In)
+ER･ ∑PMSi･ Mi

-∑PESi･
Ei

-Fs

次期資本蓄積･配分

(80) KtS..
=KtS +I( -a

･ K(S

･81,

Ki,t･.賢(1･p･㌔旦)･K(･l
(0≦〟≦l)

(注)金融市場を含んだワルラス法則

(64',

Wu･仁u-L一言).ww･仁w一三£).R･転Ki-K-S).∑pxi･(xi-X,,)
･ER∑PESi･(Ei-EiS).ER∑PMS,.･b4i-MiS)

･(MD
-MS)･ER(=PMSi･

Mz1

-=PESi･
Ei

-FT5)≡owhere S+F-In=AMD-MS=MD-MS

AMD
=M(D -M(D-1

AMS
=M(S -M(S-1

M(D_1 =M(S_1

MD/PGDP-M-OIGDPV MS-肩s(0, In=I｡r F=F)
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付録B 中国貿易CGEモデル:記号

価格変故:

ER-為替レート(元/ドル)

PMS,-第i産業の輸入財価格(外貨(令)表示)

PES]-第i産業の輸出価格(外貨(令)表示)

H′-第i産業輸出市場の世界価格(外貨(令)表示)

PM/ =第i産業の輸入財価格

PD/ -第i産業の国内財価格

PESL =第i産業の輸出財価格

P,･-第i産業における国内財と輸入財の合成財価格

PXE -第i産業生産物の国内価格

PN/ -第i産業生産物のネット価格

P/二･′-第i産業の投入エネルギ-合成財価格

P/lrA =農村家計消費の投入エネルギー合成財価格

P/:.cN-都市家計消費の投入エネルギー合成財価格

Pvi -第i産業の一次投入価格

W/ -第i産業の平均賃金率

W-全産業平均の賃金率

W[/I -第i産業非職工の平均賃金率

W[/ =非職工の全産業平均賃金率

Ww] -第i産業職工の平均賃金率

Ww -職工の全産業平均賃金率

W; -職工の均衡平均賃金率

RI 〒第i産業の資本のレンタル価格

R-全産業平均の資本のレンタル価格

PCA -農村住民消費デフレータ

PCN -都市住民消費デフレータ

PG=政府支出デフレータ

PI-投資デフレータ

PE=財･サービス輸出デフレータ

PM=財･サービス輸入デフレータ

PGDP=GDPデフレータ

土変敦:

x:q -第i産業の国内生産量(実質額)

X, -第i産業の生産物に対する総需要量

が′=第i産業の国内向け供給

ELYl =第i葎業の国外向け供給

QEj -第i産業のエネルギー合成財の量

VL -第i産業の一次投入の量

上′-第i産業の就業者数

L[/I-=第i産業の非職工就業者数

Ll-, -耶･甘=-削欄l油i:-斤故

L:.I -第i産業の職工就業者数(効率単位)

-S

Lu =非職工労働の総供給

-∫
Lw -職工労働の総供給

ら =職工労働の総供給(効率単位)

K/ =第i産業の固定資本ストック需要(生産資本)

〟∴-第i産業の固定資本ストック供給(生産資本)
-lil

K -固定資本ストック総供給

CA -農村住民実質消費支出

C〃 -都市住民実質消費支出

CEA =エネルギー合成に対する農村住民消費

C/;N =エネルギー合成に対する都市住民消費

G-実質政府消費支出

G` -第i産業合成財に対する政府消費

J′-第i産業の固定資本形成(生産資本)

J= 実質固定資本形成

Qi =第i産業の合成財に対する国内総需要量

β′-第i産業国内生産物に対する国内需要

〟′ -第i産業生産物の輸入

E, =第i産業生産物の輸出

〟-実質財･サービス輸入

E-実質財･サービス輸出

GDPi -第i産業の実質GDP

GDP =*# GDP

EV=家計部門の等価変分

U=家計部門の効用水準

頼変敢:

YpA,YpN -都市住民と農村住民の名目所得

㌔ =政府部門の名目所得

S-総国民貯蓄

∫" -名目固定資本形成
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GDP,n -第i産業の名目GDP

GDPn -名目GDP

F-純資本流入(経常収支赤字)

FS-純資本流入(外貨(令)表示)

M/)-貨幣需要(M2)

-.＼

〟 -貨幣供給(〟2)

舛救任:

-0
〟′=第i産業輸入関数のスケール･パラメータ

りML =第i産業輸入関数の価格弾力性

-0
E/=第i産業輸出関数のスケール･パラメータ

T7/:･I=第i産業輸出関数の価格弾力性

｣?,∫-第i産業CET転換関数スケール･パラメータ

α/LIS,,α/)LYL =第i産業国外向け供給と国内向け供給

の分配パラメータ

CT･r/ =第i産業の国外向け供給と国内向け供給の間の

転換の弾力性p,/;
=(Jl; -1)/J･/;

A,i,/-第i産業CES生産関数の総生産性パラメータ

αJ;,,αv, =第i産業エネルギー投入と一次投入の分配

パラメータ

Ox/ = 第i産業のエネルギー投入と一次投入の間の

代替の弾力性px,
-(c'x, -1)/c'x,

｣/:･′-第i産業におけるエネルギー投入合成関数の

スケール･パラメータ(CES型)

6/;./I(/-2=.6)-第i産業のエネルギー投入合成関数の

シェア･パラメータ

g/ll/ =エネルギー投入合成関数の代替の弾力性

p/ユ,,
- (cT/i.,- 1)/JE,

A,,/-第i産業一次投入関数スケール･パラメータ

α/I/,αK/ =第i産業労働と資本投入の分配パラメータ

CTv, =第i産業の労働投入と資本投入の間の代替の弾

力性pv, -(o'v, -1)/JvI

Al.1=第i産業労働合成関数のスケール･パラメータ

α[/,,αw, =第i産業非職工と職工の分配パラメータ

J/./ =第i産業の国外向け供給と国内向け供給の間

の転換の弾力性PL, -(c'L, -1)/qL,

Aoi -第i産業輸入財･国内財合成関数のスケール･

パラメータ

α〟′,αβ′ =第i産業国内財と輸入財分配パラメータ

Jo, =輸入財と国内財の間の代替の弾力性

pQ, -(cTQi -1)/JQ,

aLj(J≠2...6) =第i産業から第j産業-の中間投入係数

ajL･(j=2,3,4,5,6) =第i産業におけるエネルギー(電力･石

炭,石炭製品,石油･ガス,石油製品)の中間投入係数

aEL･ =第i産業エネルギー合成財の中間投入係数

YAl,YNi=農村住民と都市住民効用関数のシェア･パ

ラメータ(Cobb-Douglas型)

rFJIA,yEN =農村住民と都市住民効用関数におけるエ

ネルギー消費のパラメータ

AE(:A, AECN -農村住民と都市住民エネルギー消費

合成関数のスケール･パラメータ

6/1.(.A/(./-2.,.6),61;(:AJ(ノ-2.,,6)-農村住民と都市住民エネ

ルギー消費合成関数のシェア･パラメータ

〟o-実質貨幣需要スケール･パラメータ

V -実質貨幣需要のGDP弾力性

∂ -資本減価償却率

4yi -第i産業の職工労働効率単位-の変換率

〃=産業間資本に関する調整スピード

租税･♯助金:

J∽′ =第i産業の輸入関税率

tnt -第i産業の輸入関税率

tei -第i産業の輸出補助金比率

tdi -第i産業の間接税率

//.

/人･

-所得税率

-財産所得税

シェア･比事変敢:

V=民間所得に占める農村住民所得の比率

b.,,

b/,

=政府最終消費支出の第i産業合成財の量シェア

=総固定資本係数の第i産業合成財の量シェア

S(i -政府部門の貯蓄率

S],A,Sl,N -農村住民と都市住民の貯蓄率
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付録C 表Cl.貿易自由化のイン′くクト‥産業別の生産物価格

2005年 2010年

SO

レベル

sーS2S3S4S5S6S7

変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率

(%)(%)(%)(%)(%)(%)(%)

SO

レベル

slS2S3S4S5S6S7

変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率

(%)く%)(%)(%)(%)(%)(%)

1PX1農業 2.ー8 -13_7-15.3-0.7-30.2-30.9-10.6-30.7
3.5ー -15_7-30,7-0.5-48.7-49.2-34.4-48.9

2PX2電力
0.97 -9.6-6_50.4-17_5-17.2-6_0-ー4.0

0.96 -10.3-12.10.4-26.1-25.5-16_7-22.6

3PX3石炭採掘 EEE] -9.6-6.20.5-ー7.2-ー6.7-6.0-13ー3
1_18 -10.5-12_00.4-26.0-25.5-16.7-22.3

4PX4石炭製品
I.03

-ー0.4-6.90.5-18.6-ー8.0-6.7-ー4.4
1.05

-ll.2-12.80.5-27.7-27.2-18.0-23.7

5PX5石油.ガス
0.89

-8.2-6.50.1-15.7-15.5-3.1-12.6
0.86

-9_7-ーー.20_2-23.8-23.5-ー3.9-20.4

6PX6石油.ガス製品 0.87 -8.4-7.50.5-16.9-l6.4-4.4-13.8
0.82 -9.6-13.10.5-25.6-25.0-15.6-22.3

7PX7金属採据
ー.07 -8.4-6.00.3-15.3-14.9-4.7-12ー5 lⅡ -9.3-ー1.30_4-23.3-23.0-14.4-20.5

8PX8非金属採掘
1.1ー

-8.5-6.10.4-ー5.7-ー5.4-5.3-ー2ー9
1_19 -9.6-12,40.3-24.9-24.5-16.0-22-2

9PX9食品加工
ー.61

-12.6-13_5-0.3-27.3-27.6-10,7-26.9
2.31 -14.7-28.5-0.3-45.8-46.0-33.1-45.4

10PXー0紡績.織物 1.26 -12.3-9.90.1-23_0-22_9-9.1-2ー-4
1_53 -14.1-21.30_1-37.4-37.3-26.0-36.1

11PX1一服装.皮革
I.20 -ll.2-8,90.3-20.9-20_7-9.3-19.2

1.39
-13.2-ー9.00_3-34.2-34.0-24.5-32ー7

12PX12木材加工.家具
1.ー6 -10.2-8.00.3-19_2-18_8-7.9-17-0

1.32 -ll.9-17.20.2-31.7-31.4-22.2-29.7

13PX13祇.玩具.文具
1.13

-10_4-7.90.3-19.3-柑.9-8.0-16.9
1.26 -ll.9-16.70_2-31.2-30.9-21.7-29.1

ー4PXー4化学原料.製品
1.ー0

-10.4-8_70.3-20ー1-ー9_9-7.7-17-9
1.22 -†2.0-18.30.2-32.9-32.6-22.5-30.8

ー5PX15建筑材料.非金属 ー.04 -8.8-6.30.3-16.1-15.8-6,1-13.3
ー.07 -9.9-12.60_4-25.2-24_9-16_7-22-5

16PX16金属
ー.04

-9_7-7.10.4-17.9-17.5-6_4-14-7
1_06 -10.6-13_30.4-26.9-26.4-17-4-23,8

17PX17金属製品
1.05 -9_2-6.90_4-17_0-16_6-6.4-14.1

I.08 -10.2-13.1.0.4-26.0-25.6-17ー1-23.3

18PX18一般機械
ー.03 -9.8-7.40.4-18.1-17.7-6_9-15.1

1.05 -10.7-13_50.4-27.0-26.5-17-6-24.1

19PXー9自動車
1.03

-10_8-7_30.4-19.2-18_7-7.6-15.9
1.05

-ll.3-13.90.5-28.3-27.7-187-25.3

20PX20その他輸送機械
1.04 -ー0.0-7.80.5-18.8-ー8.2-7.2-15.5

1.07
-ll.0-14.40_5-28.4-27.7-18.8-25.2

21PX21電気機械
1.06 -10_0-T50.5-18_6-18.1-7.3-15-7

1.10 -ll.ー-14.50.5-28.4-27.9-19.0-25.6

22PX22電子.通信機器
1.05 -12.2-6.80.5-19.7-ー9.3-7.9-17.5

1.08 -13.3-13.10_6-28.5-27.8-18.3-26.0

23PX23精密機械
ー.05

-10.8-6.40.5-18.2-17,7-6.3-15.3
1.08

-1ー_9-ー2,70.5-27.3-26.8-ー7.4-24.4

24PX24機械設備修理
ー.12

-8_1-5.70.4-14.8-14.3-5.3-12.1
ー.20 -9_0-10.80.2-22.4-22.1-14.3-19.9

25PX25その他製造業
1.15 -9_5-7.60.2-18.1-18.0-6.2-16.1

1.30 -ー1.2-16.40.2-30.ー-29.9-20.0-28.1

26PX26建設
ー.13 -8.4-5.80.4-15_3-14_9-5.8-12.4

1.22 -9.4-ll.40.3-23.6-23.ー-ー5.5-20.8

27PX27貨物運送.倉庫
1.ll

-9.5-6.20.5-17_2-16_8-5.6-13.3
1.17 -10,2-ll_50.3-25.4-25.0-15.9-21.7

28PX28旅客運送
1.10 -9_8-6.70.5-18,2-17_7-6-4-14.1

ー.15
-ー0.3-12.80.4-27.3-26.8-ー7.9-23.7

29PX29郵便.通信
0.93 -10,3-6.60.4-18.5-18.1-7-1-15.1

0.91 -10.8-12.60.3-27.1-26.7-17.8-23ー9

30PX30商業
1.20 -9.1-6.30.3-16.6-16.3-6ー2-ー3.6

1.33 -10.ー-12.60.3-25.9-25.6-17.2-23.ー

3ーPX31飲食業
1.52

-ll.0-ll.3-0.2-23.5-23_7-9-5-22.6
2.05 -13.3-24.8-0.2-40.7-40.9-29ー7-40.0

32PX32公共サービス
1.ー4 -9.4-6.40.4-17.3-16.8-6.3-14.2

ー.23 -10.4-13.00.2-26.8-26.4-17.7-24.0

33PX33文教衛生科研
1.23

-12.5-7.70.6-22.0-21_3-8.5-16.5
ー.39 -13.2-14.80.5-32.7-32.0-21.8-27.9

34PX34金融保険
ー.15

-9.5-6.00.3-ー7.1-16_7-5.8-13.4

-6607-197-189-78-143

1.22

1.37

-10.ー-ll.50_3-25_5-25.0-16.3-22.ー

-ー1.9-ー2.50.4-29.0-28.2-19.2-24.3
35PX35公務.其の他

1.22
-ll.4

注:表7の脚注を参照



付録c 表c2.貿易自由化のインパクト:産業別の労働需要(職エ)

2005年 2010年
SO SーS2S3S4S5S6S7 SO SーS2S3S4S5S6S7

レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率 レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率
(万人) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%) (万人) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%)

1LWE1農業 0

379

0.00.00.00.00.00ー00_0 0

385

0.00.00.00.00_00.00.0

2LWE2電力 5_0-0.5-1.15_54_24.0-1.3 6.2-I.0-0ー88.87.36.81.3

3LWE3石炭採掘 544 4.00_2-0.75.34ー44.20.4 57ー 4.90.7-0_79.18_ー7_73.5

4LWE4石炭製品 72 4.2-1.4-1.44.22.84.2-2.8 82 6_1-2.4-1_26.ー4.96_1-ー_2

5LWE5石油.ガス ー79 12.3-1.I-1.714.512.3ー4.53.4 169 ー3.00.0-ー.223.720.723.ーー1.8

6LWE6石油.ガス製品 77 5.2-1,30_05.23.95.2-1ー3 81 4_9-2.5-1.28.67_47.4ー.2

7LWE7金属採掘 100 7.01_0-1.011.09.014.02.0 118 7.63.4-0.820.3ー7.823.710.2

8LWE8非金属採掘 187 4.82ー1-0.59.ー8.07.03.2 220 5.54.1-0.515.0ー3.613.69.1

9LWE9食品加工 259 6.2ー.5-0_46.66.2-ー.90.8 ー92 6.33.1-0.57.36.8-ー.6ー.0

ー0しWE10紡績.織物 406 5.76.9-2_016.713_514.87.1 372 8.320.7-1.344.440.641.732.8

11しWE1一服装.皮革 221 10.44.1-2_3ー7.213ー1ー3.67_2 233 ーー.2ー0.3-1_73ー.326.627.520_2

ー2LWEー2木材加工.家具 69 4.32.90.08.77.27.22.9 75 5.34.0-I.313.3ー2.012.08.0

13LWE13祇.玩具.文具 2ー9 2.71.8-0.55.95.05_9ー.8 231 3.54.8-0.4ー2.611.713.07.8

14LWE14化学原料.製品 678 6.20.9-1.29.47_79.12ー1 669 7.85.2-0.920.818_520.512.4

15LWE15建筑材料.非金属 377 3.7ー_1-0.56.15.04_2ー_3 423 3.81.4-0_58.77.67.63.8

ー6LWE16金属 668 4.8-2.5-1.04.02.45.7-3.4 758 6.6-2.4-1.110.38.3ー1_61.8

ー7LWEー7金属製晶 160 4_41.3-1_38_16.37.51.3 179 5.63.4-0.6ー4.011_714.06.7

18LWE柑一般機械 7ー7 3.6-3.2-1.ll.80.33.1-5_2 785 5.1-3_3-ー_07.55.68_8-0.3

19LWE19自動車 203 0_01.0-0_52.01.01_5-3.0 216 2.32.3-0.58.87.47.92.8

20LWE20その他輸送機械 235 7.7-0.9-1.38.56.87_70.4 270 8.ー-ー.5-ー.1ー1.19.310.02.6

21LWE2ー電気機械 263 5_71.5-1.59.17.29_51.1 293 6.53.1-1.015.012.615.46.8

22LWE22電子.通信機器 220 8.25.9-3.619.113.620.95.9 244 9.413.1-2.935.729.938.92ー.3

23LWE23精密機械 87 12.610.3-1.127.626.432.217.2 97 13.4ー9.6-1.048.546.453.636.ー

24LWE24機械設備修理 39 2.60.00.05.ー2.62.62.6 47 2.ー0.00.02.ー2.ー2.10.0

25LWE25その他製造業 62 1.6-ー.6-ー.61.60.06_5-3.2 63 3.20.00.06.34.81ー.ー0.0

26LWE26建設 ー624 4.41_7-0.47.67.03_13.9 2070 4.32.7-0.4ー0.810.07.76.6

27LWE27貨物運送.倉庫 923 4.30.4-0.85.94.74.40.0 1070 5.7ー.2-0.8ー1,ー9.59_24.2

28LWE28旅客運送 260 0.8-1_20.0-0_8-0.8-0_4-2.3 302 2.0-4.00.0-4.6-4.6-4.6-6.6

29uⅣE29郵便.通信 197 4.1-0.5-ー.04.ー3.01.5-2.0 198 6.6-1.0-0.57.66.64.00.5

30LWE30商業 1706 4.40.4-0.85.94.84.00.2 2053 5.ー0.7-0.78.97.57.ー2.6

3ーLWE3ー飲食業 82 4.92.40.08.57_34.94.9 89 5.66.70.014.613.511.210.1

32LWE32公共サービス 806 1.7-0.9-0.20.60.2ー.7-2.0 924 2.3-2.8-0_3-ー.6-2.1-0.9-4.5

33LWE33文教衛生科研 3344 -8.0-I.5ー.5-ー2.1-9.9-10.ー-2.4 4162
-8.0-4.0ー.I-19.4-17.0-ー8.0-ー0.I

34LWE34金融保険 556 3.8-1.1-0.73.12.02.5-3,1 652 4.8-3.ー-0.83.42.02.3-3.2

35LWE35公務.其の他 1841
-16.8-0.93.2-22.5-17.8-17.90.3

23ー6
-18.7-2.52.5-34.4-29.1-29.7-ll.1

注:表7の脚注を参照



付録C 表C3.貿易自由化のインパクト:産業別の労働需要(非職エ)

2005年 20ー0年

SO SIS2S3S4S5S6S7 SO SIS2S3S4S5S6S7

レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率 レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率

(万人) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%) (万人) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%)

ーL∪D1農業 33407 3.12.00.25.65.9-0.54.9 32703 3.93.80.19.59.72.78.5

2L∪D2電力 175
-2.9-4_0-0.6-T4-8.00.0-8.6

178 -2.8-7.3-0.6-ll.8-12.4-5.6-12.9

3LUD3石炭採擬 470
-3.8-3.4-0.2-7.9-8.ー0.0-7.2

493 -3.7-5.7-0_2-1ー_4-ll.6-4.5-ーー.0

4LUD4石炭製品 ー0 0.00.00.0-10.0-10.00.0-10.0 12
-8.3-8.30_0-16.7-16.7-8.3-16.7

5LUD5石油.ガス 54 3.7-5.6-ー.90.0-ー.99.3-5.6 51 3.9-5.9-2.00.0-2.09.8-3.9

6L∪D6石油.ガス製品 63 -3.2-4.80.0-7.9-7.90.0-7.9
66

-3.0-7.60.0-12.1-12.1-4.5-12.1

7L∪D7金属採掘 288
-1.7-3.1-ー.0-3.8-4.99.0-6.9

338 -o.9-3.6-0.6-3.0-3.89.8-5.6

8LUD8非金属採掘 548
-2.7-ー.6-0.2-4.7-5_12.7-4.6

645 -3.1-2.5-0.2-6.7-7.00.6-6.4

9LUD9食品加工 541 -1.8-2.00.2-6.7-6_3-5.9-6.8
401

-2.2-3.50.2-ー3.0-12.7-13.0-13.0

ーOL∪Dー0紡績.織物 883
-2.33.ー-ー.52.0-0.110.1-I.4

808
-o.513.0-0.917.2ー5.125.514.1

ーーL∪Dー一服装.皮革 148(; ー.80.3-1.92.4-0.48.8-ー.2 1566 2.03.1-1.36.33.6ー2.83.ー

12L∪Dー2木材加工.家具 416
-3.1-1.4-0.2-5.0-5_33.ー-4.8

449 -3.6-2.20.0-7.8-8.00.2-7.1

13LUDー3紙.玩具.文具 844
-5_3-1.9-0.1-7.8-7.9ー.3-6.3

888 -5_ー-1.90.0-8.8-8.80.1-7.2

14L∪D14化学原料.製品 1260 -1.7-2_6-0.7-4.3-5_24.8-5.8
1243 -1.1-1.6-0_5-2.0-3.06.8-3.4

ー5LUD15建筑材料.非金属 1807 -4.1-2.7-0_2-7_4-7_5-0_1-6.5
2025 -4.6-5_1-0.1-ll.8-ll.9-4_7-10.7

ー6LUD16金属 461 -3.0-6.1-0.7-9.1-10_01.3-10.8
523 -2.3-8.8-0.6-ー0.7-1ー.5-ー_1-12.6

17LUD17金属製品 786
-3_2-2.2-0.5-5_5-6_23.2-6_1

883 -3.5-3.6-0.5-7.9-8.60_7-8.3

18LUD18一般機械 10ー6
-4ー0-6.6-0.6-ー0.9-ll.7-1,0-12.5

1112 -3.5-9.5-0_5-12.8-13.6-3_5-14.2

19L∪D19自動車 164 -7.9-3ー0-0.6-ー1.6-1ー_6-3.0-ll.0
174

-6.3-4.6-0.6-ー2.1-12.1-4.6-12.1

20L∪D20その他輸送機械 193
-0.5-4.7-1.0-5.2-6_23.1-7.3

221
-o.5-7.7-0.5-9.5-10.4-2.3-ll.3

2ーLUD21電気機械 583
-2.4-2.ー-0.9-4.6-5.85.0-6.7

649
-2.3-3.5-0.8-6.6-7.72.3-8.3

22L∪D22電子.通信機器 542 0.22.4-3.14.10.0ー6.4-2.0 601 o.55.7-2.310.06.323.34.5

23L∪D23精密機械 92 4.36.5-1.ー12.0ー0.927.28.7 ー03 3.911.7-1.020.419.435.016.5

24LUD24機械設備修理 275 -5.5-3.30.4-9.8-9.5-1.8-6.5
326

-6.1-6.10.3-15.6-15.3-8.0-ー2.6

25L∪D25その他製造業 431 -5.6-4.2-0.5-10.2-ー0.93.0-ー0.4
ヰ43

-6.1-6.5-0.5-14.4-ー4.9-2.5-ー4.2

26LUD26建設 5782
-3.4-2.00.I-6.0-5.8-1.1-4.2

7364 -4.3-3.90.1-ー0.2-10_1-4.6-8.4

27LUD27貨物運送.倉庫 573
-3.5-3.1-0.3-7.5-7.90.2-7.9

663 -2.9-5.3-0.3-9.8-ー0.3-3.2-ー0.3

28L∪D28旅客運送 ー62 -6.8-4.90.6-13.6-13.0-4.3-9.9
188

-6.4-10.10.5-22.9-2ー.8-15.4-19.7

29LUD29郵便.通信 35 -2.9-2.90.0-8.6-8.6-2.9-8.6
35 o.o-5.70.0-ll.4-1ー.4-5.7-ー4.3

30LUD30商業 3176
-3.4-3.1-0.3-7.4-7.8-0.1-7.6

3820 -3.6-5.8-0.2-ll.7-12.1-5.1-ll.8

3ーL∪D31飲食業
604

-3.3-1.20.2-5.3-5_10.8-3.6
659 -3,6-1.20.2-7.6-7.4-1.5-5.6

32L∪D32公共サービス ー630
-5.9-4.40.2-12.1-ll.8-2.5-9.6

1867 -6.2-9.10_1-20.2-19.9-12.2-17.9

33L∪D33文教衛生科研 ー46 -15.1-4.82.1-23.3-20.5-13.7-9.6
182 -ー5.9-10.41.6-3ヰ.6-32.4-27.5-23.ー

34しUD34金融保険
458

-4.1-4.6-0.2-10.0-10.3-1.7-10.5
536 -3.7-9.1-0.2-16.0-16.4-9.3-16.8

35LUD35公務.其の他 847 -23.0-4.53.7-32.2-27.6-21.1-7.4
1064 -25.3-8.73_1-46.7-42.0-37.7-23.5

注:表7の脚注を参照



付録c 表c4.貿易自由化のインパクト:産業別の実質輸入額

2005年
20ー0年

SO

レベル

SIS2S3S4S5S6S7
SO SIS2S3S4S5S6S7

変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率 レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率
(億元) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%) (億元) (%)(%)(%)(o^)(%)(o^)(o^)

1MD1農業
2MD2電力

1893

0

-3.537.5-ー.034_ー32.444.431.8

000000

′tiヽ

4869

Ot)D

-6.862.4-0.847.846.058.445.8

3MD3石炭採掘

4MD4石炭製ロ

14

2

0.00.00.00_0

-14.3-14.30.0-28.6-28.6-35.7-21.4

0000

0

20

0.00.00.00.00.00_00.0

-15.0-25.00_0-45.0-45.0-50.0-40.0

口ロ

5MD5石油.ガス 594

0.0-50.0-50.0-50.00.0

-13.63.40.7-13.5-12.8-18.9-7.7

3

68ー

-33.3-33.30.0-66.7-66.7-66.7-33.3

-16.04,81_0-20.1-19.1-27.5-13.4

6MD6石油.ガス製品 49ー
-4,316.10.89_410.20.817.5 565

-6.727.ー0.9ー0.31ー_9-1.120.2

7MD7金属採掘 4ー0
-3,7-ll.00.0-16.ー-ー6.3-2ー.7-ー4_1 62ー

-4.7-ー9.30.0-27.5-27.5-33.2-25.4

8MD8非金属採掘 209
-5.3-ll.00.5-ー8.2-17.7-26.3-13.9 332 -6.9-20.80_3-32.8-32.5-40.1-28.9

9MD9食品加工 1595 31.ー49.8-0.6ー32.5ー3ー.0ー35.5ー33.6 3733 24.380.2-0.5209.4207.7212.02ーー.0

10MD10紡績.織物 2179 ー0.2-9.70.2-3.4-3.2-4.6-1.1 4123 6.7-24.30.0-27.9-27.7-28.8-26.ー

ーーMDー一服装.皮革 827 10.66.02.3ー7.220.69.ー23.5 ー522 6.0-3.01.8-5.6-2.3-13.00.3

12MDー2木材加工.家具 264 1.9-13.60.4-15.5-14,8-21.2-12.1 449
-0.9-28.ー0.4-37.4-36.7-41.9-34.5

13MD13紙.玩具.文具 887 2.0-3.90.9-5.0-3.8-10.41_2 141ー
-0.9-13.50_7T23.1-22_0-27-7-17.6

ー4MDー4化学原料.製品 3967
-3.72.80_4-2_9-2.4-6.60.5 6152

-5.7-1.70.3-13.9-13.4-17.4-10.8

15MDー5建筑材料.非金属 ー98 14.1-14.10.5-6,1-4.5-18.21.5 295 1ー.2-26.80.7-27.8-26.8-38.0-2ー.7

16MDー6金属 ー566
-4.414.80.68.ー9_00.2ー5ー2 2286 -5.922.70_78.59.7-ー.ーー6.2

17MD17金属製品 610 1-0-4_81.5-7.2-5.6-17.50.3 892 -1.5-ー3.ー1_5-23.5-2ー.7-33.2-ー6.5

18MD18一般機械 3223 ー.2ー2.1ー.112.814.43.820.8 4635
-0.518.01.112.214_31.721.1

19MDー9自動車 272 36.0-4.01.128.730.5ー8.040.1 392 33.7-ll.71.010.212.0-1.020.7

20MD20その他輸送機械 628 -12.75.41.4-ll.8-10.0-19.1-4.8 937
-14.73.41.5-22.7-20_7-30.6-15.8

21MD2ー電気機械 1008 0.3-6.61.4-9.9-8_3-17.7-3.6 153ー
-2.1-17.01.3-28.5-26.9-35.9-22.8

22MD22電子.通信機器 3296 2.9-3.91.0-2.7-ー_6-4.5-0.2 4989 2.1-10.1ー.0-ー3.7-12.3-ー6.0-ー0.8

23MD23精密機械 627

0

257

-6.1-9.70.3-18.2-17_7-21.2-14.8 904

0

439

-7.5-19.70_3-33.8-33.3-37.7-30.3

24MD24機械設備修理 0.00.00.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.00.00.0

25MD25その他製造業 ー2.8-13.6-0.4-5.8-6.2-ー0.9-3.9 10.3-26.70.0-27.I-27.3-31.2-25,3

26MD26建設 1ー0

0

ー85

-12.7-9.10.9-23.6-22_7-31.8-19.1 177

0

287

-14.7-17.50.6-35.0-34.5-42.9-31.1

27MD27貨物運送.倉庫 0.00.00.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.00.00.0

28MD28旅客運送 -18.4-ー2.41.I-32.4-3ー.4-36.2-25.4 -ー8.8-23.71.0-47.4-48.3-51.2-4ー.8

29MD29郵便.通信 41

0

135

-17.1-12.20.0-31.7-31.7.-36.6-26.8 57

0

283

-19.3-22.80.0-43.9-43.9-49.1-40.4

30MD30商業 0.00.00.00.00.00.00.0 0.00.00.00.00.00.00.0

31MD3ー飲食業 -ー7.0-17.00.0-35.6-35.6-36.3-34.1 -20.ー-35.7-0.4-56.5-5(;.5-57.2-55.5

32MD32公共サービス 8ー8 -16.5-ll.70.7-29.8-29.1-34.6-24.6 13ーー -ー7.8-23.00.6-44.5-43.9-49.0-40.4

33MD33文教衛生科研 66 -25.8-13.61.5-39.4-37.9-40.9-27.3 108 -26.9-25.91.9-56.5-54.6-57.4-46.3

34MD34金融保険 94 -14.9-10.60.0-27.7-27.7-33.0-23.4 ー45 -15.9-20.70.0-40.7-40.0-45.5-37.2

35MD35公務.其の他 44
-29.5-ll.42.3-43.2-40.9-43.2-22.7 70 -32.9-21.42.9-60.0-57.1-61.4-42.9

注:表7の脚注を参照



付録C 表c5.貿易自由化のインパクト:産業別の実質輸出額

2005年 20ー0年

SO slS2S3S4S5S6S7 SO slS2S3S4S5S6S7

レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率 レベル 変動率変動率変動率変動率変動率変動率変動率

(億元) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%) (億元) (%)(%)(%)(%)(%)(%)(%)

ーESー農業 468 3.82.8-0_67.56.81.15.8 505 4.86.1-0.8ー3.512.76.111.5

2ES2電力 66 1.50.00_01.50_03.00.0 90 2_2-1.10.01.ll.13.3-1.1

3ES3石炭採掘 ー06 o.9-0_9-0.90_90.02.8-0.9 134 1.50.0-0.72.21.54.50.0

4ES4石炭製品 107 ー.9-0ー9-0.9ー_90.94.7-ー.9 149 2.7-2.0-0.72_71.35.4-ー.3

5ES5石油.ガス 428 4.7-1.2-0.74.43.37.70_7 573 5.6-1.6-0.97.25_911.73.0

6ES6石油.ガス製品 -223
o.9-0_4-0.40.40_42.7-0_9 318 1.6-0.6-0.31_91.34_40.0

7ES7金属採掘 19 5.30,00_05.35.310.50.0 29 3.40.00.0ー0.36.913.83.4

8ES8非金属採掘 138 1_40_7-0.72.92.25.10.7 201 ー.52.0-0.55.04.57.53.5

9ES9食品加工 929 2.7l_70.13.73.8-0_92-4 1020 3.44.00.25.15.5-0.73.7

10ES10紡績.織物 2914 2.04.4-1.38,16.39.34_0 3833 4.113.9-1.124.622.325.219.5

11ES12服装.皮革 3974 4.72_3-1.87.95ー39.23.4 5605 6_47.0-ーー517.013.8け5ー1.6

ー2ES12木材加工.家具
562 1.2ー.2-0.22.72_35_21_2 825 1.83,0-0_25.75.27_94.1

13ES13祇.玩具.文具 1222 -o,50_9-0.20.60ー33_90.2
1744 o_23.2-0.24.03.77.43.5

14ESー4化学原料.製品 2746 2_40_7-0.73.92.96_01.2 3859 3_73.7-0_710.49.212.77-2

15ES15建筑材料.非金属 600 o_70_5-0ー5ーー20_52_50.0 918 o.90.8-0.42.01.33.40.7

16ESー6金属 998 1_8-2.0-0-80_6-0_44.7-3,0 1528 2.6-2.4-0.82_91.77.5-1.0

17ES17金属製品 1266 1.00.6-0_62_ll.35.0-0.2 1924 1.6ー.6-0ー74_63.67.62.0

18ES18-#'lJ*# 970 o.7-2_4-0.8-1_3-2.52_0-4.4 1483 1.3-3.1-0.90.0-1.23_8-3-4

ー9ESー9自動車 ー21 -ー.70_0-0.8-ー_7-1.70.8-2.5
182 -1.61.1-0.50.50.02_7-1.1

20ES20その他輸送機械
5ー4 3.5-0_8-1.03.52.35_6-0.2 808 4.0-1.5-1.03.82.66.10.0

21ES21電気機械 ー800 1_91.0-0.93.52ー26.40.ー 2769 2.62.1-1.06.44.99.52.6

22ES22電子.通信機器 3665 4.04_0-2.49_66.413_93.4 5750 5.58.8-2.419.8ー5.924_912.2

23ES23精密機械 826

0

6_76.7-0.615.715ー022.2ー1.5 1273

0

8.2ー3.7-0.528.927.936.723.9

24ES24機械%'L備修理
ooooo.oO.00.00_00.0 o.oo.oo.oo.oO.00.00.0

.,打;_:

25ES25その他製造業 720 o.80.4-0.41.51.34.4-0.4 1022 ー.61.7-0_34.53.97.32.1

26ES26建設
45 o.oo.oo.o2_22.22_22.2 66 o.oー.50.01.51.53.0ー.5

27ES27貨物運送.倉庫 5ー0 1.20.2-0.21.61.23.5-0-2 714 1.40.3-0.32.72.24.90-8

28ES28旅客運送 308 -1.0-0.60.0-2.3-1_90.6-1.3
437

-1.8-3.00.2-7.3-6.9-4_1-5-7

29ES29郵便.通信 212 -o.5-0_50_0-0.9-0.91.4-0.9
312

-o.3-1.60.0-2.9-2.9-0.3-2.9

30ES30商業 ー984 1.1-0.2-0_31.00.63.2-0.9 2746 ー.4-0.3-0.31.30.83.4-0.7

31ES31飲食業
171 ー.21_80.02.92.93.52.9 2ー7 1_84.60.56.97.47.46.9

32ES32公共サービス ー299 -o_5-0.60.1-1.6-1.51.6-ー.0
1828 -o.7-1.90.ー-4.5-4.3-1.4-3.8

33ES33文教衛生科研 77 -6.50.01.3-9_ー-6.5-5.20.0
106 -8.5-2.80_9-17.0-15.1-14.2-7.5

34ES34金融保険 30

8

o.oo_oo.oo.00.03.3-3.3 43 o.o-4.7-2.3-2.3-4.70-0-4.7

35ES35公務.其の他 -ー2.50.00.0-25.0-12_5-ー2.50.0
ll

-18.20.00.0-36.4-27.3-27.3-9.1



炭素税導入のマクロ経済分析一多国/多地域間のJl/CDM-

江崎光男･孫林

1.はじめに

京都議定書の柔軟性措置､特に共同実施(Jl)およびクリーン開発メカニズム(CDM)

に関連して､ CDMをJlの特殊ケースとみなしながら､前の章で､炭素税導入による日

中2国間のCDM分析を試みた｡ 1分析の基礎となったのは両国の限界費用(MC)曲線

の比較であるが(再録された図1を参照)､この章では､同様の分析を､ ①複数のAnnex.Ⅰ､

Non-Annex-Ⅰの国々との間の多国間分析(例えば､日本とタイ･インドネシアの間の3

国間分析)､あるいは､ ②日本と複数の中国各地域(省･直轄市･自治区)との間の2国

多地域間分析､あるいは､ ③中国各地域(省･直轄市･自治区)の間の多地域間分析に拡

張する｡･ここでは､上記第2の拡張について､最も簡単な､日本と中国2地域(四川省+

その他中国)のケースを例示する｡

2.分析の枠組み

共同実施(JI)の分析の枠組みを基本とする, Non-AnnexIIの国々(CDM)について

は､約束削減量をゼロとみなし､同じJIの枠組みで分析する,第i国のCO2排出削減

量をⅩi､約束削減量をXi､削減量Xi実現のための総費用をCi侃)とすれば2､関係国全体

からみた最適化(費用最小)の必要条件は､

Minimize C= ∑Ci伍) subjectto ∑Xi=Ⅹ(= ∑Ⅹ)

L= ∑Ci(Ⅹ)+九(Ⅹ-∑Ⅹi)

∂L/∂Ⅹi=Ci'伍)-九=0, i.e., Cl'仔.)=C2'伍2)= =九

aL/a^ = X-=Xi=0, i･e･, =Xi=X

すなわち､合計で約束削減量を充足し､各国の限界費用(MC)が均等化するように､各

国の排出削減量(Ⅹi)を決めればよい〔-これを､ 2国間JI (A,A)
､2国間CDM

(A,N)､

3国間Jl-CDM (A,A,N)､ 3国CDM (A,N,N)のように分類･図解すれば､図2のよう

になる,ただし､ AはAnnex-I国を､NはNon-Annex-Ⅰ国を表す.

1

｢日中CDMのマクロ経済分析一炭素税導入のケース･スタディー｣
(本報告書pp.102-135)を参軌

2各国のコストを購買力平価で共通単位に変換すれば､直接の比較が可能になる｡
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3.炭素税と限界費用

炭素税(PCO2)導入による各国･各地域におけるCO2排出削減の限界費用(MC)は､

対応する国･地域に関する多部門一般均衡(CGE)モデルを作成､ 1995年あるいは1997

年から2008-2012年までのシミュレーションを基準シナリオ(BAU)と炭素税賦課のシ

ナリオと比較することにより評価するoこの場合､炭素税はCO2排出削減の社会的な限

界費用(deadweightloss)に-敦する.つまり､炭素税を導入してCO2排出削減を図る

場合､その費用は社会的便益(消費者余剰+生産者余剰)の減少で評価される｡
3

cGEモデルでは､エネルギーを3主要部門で把握する.二､すなわち､ (1)石炭･石炭製

品､ (2)石油･石油製品(含天然ガス)､ (3)電力(石炭･石油･水力･原子力･その

他)である. CO2排出削減要因をいわゆる｢茅の方程式｣で書けば､各産業(家計)で

co2-∑(CO2i/Ei) ･

OEi/E)
･ (E/Ⅹ) ･ Ⅹ (i=1,2,3)

のように分解される.ここで､ CO2は二酸化炭素排出量､ CO2iは第iエネ7レギ-からの

二酸化炭素排出量､ Eiは第iエネルギー投入量､ Eはエネルギー投入総量､ Ⅹは生産量

(消費量)である. CGEモデルにおいて､エネルギー毎のCO2排出係数(CO2i侶i)は

一定､エネルギー代替(Ei侶)と省エネ(E/Ⅹ)
[他の投入-の代替および産業-の需要

減]はエネルギー価格に応じて惹起すると想定されている.1従って､ここでは､炭素税導

入で生じるエネルギーの代替と節約がどれだけの社会的損失(deadweigbt loss)をもた

らしているかにより､ CO2削減の(限界)費用を測っていることになる.

日中モデルでは､エネルギー間の代替弾力性は0.5､エネルギーと一次投入間の代替弾

力性は0.5あるいは0.2を想定しているo
4 中国モデルについて､各種の代替弾力性を

変えた時のセンシティビティに関するテスト結果は､表1に要約されているo
5

4.日中JI/CDM

中国を四川省とその他の2地域に大別した場合の日中JI/CDMは､図3に示されてい

る,日本については､ 1995年IO表をベースに9部門の逐次決定型動学CGEモデルを作

成､ 2008-2012年まで外挿し､ 5カ年平均した.,図3の日本の限界費用曲線は､図1のそ

3本報告書pp.110-112を参照｡

4各産業の生産関数は重層のCES関数(nestedCESfunction)で記述されている｡すなわち､各産業

の生産量は､電力･石油･石炭を合成した合成エネルギー投入と､資本･労働を合成した合成1次要素

投入の関数である(本報告書p.139の図1参照)｡省エネ効果が､特にエネルギーと投資(資本ストック)

の代替によって生じると考える場合には､まずエネルギー(合成)と資本ストックを合成し､それを労

働投入と合成して生産量を説明するといった重層化のやり方が適切である｡

5標準シナリオに対して､中国についても日本についても若干センシティブなパラメータがあるが､日

中CDMの分析自体(図1､図3)はそうセンシティブにならない｡
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れと全く同じである.中国については､ 1997年の全国IO表と四川省IO表から残差でそ

の他中国のIO表を推計､ 2地域リンクの14部門CGEモデルを作成し､日本と類似の

シミュレーション分析を行った.四川省モデル(あるいは統合された｢その他中国｣に対

する地域モデル)の基本的枠組みは図4に示されている｡また､四川省および2地域リン

ク中国モデルで対象とされた各種市場について､ワルラス法則を導く恒等式(合計された

予算制約式)の形で､そのエッセンスが表2に示されている｡

図3は､全中国に対して､図1と大差ない｡.中国全体とCDMを実行することは､炭素

税の水準や中国経済-のインパクトの点であまり深刻な影響はない｡しかし､図3の四川

省単独実施(地方分権が進み実施可能と仮定)から､日本一四川省CDMは四川省経済に

相当深刻な影響をもつことが予想されるo 四川省のケースは､日本-タイ CDM､日本一

インドネシアCDMとよく似た結果になるだろう.従って､東南アジアとのCDMは数カ

国をグループにして実施する必要がある｡-中国各省とのCDMは(それが可能とすれば)､

幾つかの省をグループにして実施する必要がある.

5.今後の研究課題

地球温暖化問題(二酸化炭素排出削減)に炭素税からアプローチする際の今後の研究課

題として､以下の3点を提示しておきたい.〕

第1に､日米･東アジア諸国を対象に､炭素税導入による多国間JI/CDMを試みるo

アジア経済研究所の｢1990年アジア国際産業連関表｣ (1998)あるいはGTAP (Global

TradeAnalysisProject)の産業連関表データ･ベース(1995年表)を基本データにして､

世界リンクCGEモデルを作成するo インドネシア･マレーシア･フィリピン･シンガポ

ール･タイ･中国･台湾･韓国･日本･米国などを目標対象地域とする.

第2に､中国を2地域に分割する日中CDMを試みる.地域分割の1つの例は､山西省･

その他中国である｡山西省は石炭依存度の極めて高い経済構造にあり､炭素税導入のケー

ス･スタディとして重要である｡
6

もう1つの分割例は､沿海地域･内陸地域である｡

炭素税導入(環境政策)による産業･地域構造を議論することが可能である｡

第3に､中国を対象とした多地域間JIの研究が重要であるo 中国は遅かれ早かれCO2

排出削減の国家目標を設定せざるをえない.〕その時､炭素税の導入､炭素税の地域格差､

(もし各省に目標削減量が設定されるなら)各省間の共同実施(JI)の可能性等が､地域

格差の是正､地域産業構造の再編成などの点から､重要な研究課題になるだろう｡

6炭素税とは分野が異なるが､全中国を広東省･その他中国に2分割することは､貿易自由化の分析に

有効である｡広東省の輸出は､ 9 0年代半ばには全中国の50%を占め､最近下がりつつあるとは言え､

40%に近いからである｡
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図1日中cDMのマクロ経済分析



図2 多国間Jl/CDMの枠組み
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図3 日中CDMのマクロ経済分析(2地域リンク･モデル)

(BAU) 3.95

億トン



図4地域CGEモデルの枠組み

地域r,産業i :

x,:-F(u,,,Kn,L,I)
cES生産関数

･ x,;-G(E;:i,EO,:i,D;?)
cET転換曲線

輸出供給(価格,量)

PE,i,E;?I E,',.,PE,i

MO,'i,PEO,i

移出供給(価格,量)

PEO,i,EO;?I

域内供給(価格,量)
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域内需要(価格,量)
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合成財総需要Q,, =U,, +C,L･ +G,, +I,,
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表1弾力性に関するセンシティビテイ･テスト

標準シナリオ

炭素税

1g97-2010

平均成長率 2010年 からの車雛率

標準シナリオ

pco2=0.0 CO2T

YR

pco2=330 CO2T

YR

pco2=740 CO2T

YR

5.40 18.10

7.00 182166

3.60 14.50

6.90 181206

2.50 12.66

6.90 179917

労働･資本代替弾力性を50%下げた時の標準シナリオ

pco2=0.0 CO2T

YR

pco2=330 CO2T

YR

pco2=了40 CO2T

YR

5,20 17.66

6.80 17了648

3.40 14.22

6.70 176666

2.40 12.43

6.70 1了5355

国内･国外転換弾力性を-0.1から-0,3-下げた時の標準シナリオ

pco2=0.0 CO2T 5･40 18･12

yR 7.00 182075

エネルギーと一次投入弾力性を0.2から0.4へ上げた時の標準シナリオ

pco2=0,0 CO2T 5･90 1 9･35

yR 7.00 182749

職工･非織工代替弾力性を0.5から0.25-下げた時の標準シナリオ

pco2=0.0 CO2T 5･40 1 8･09

yR 7.00 182144

エネルギー間代替弾力性をo.5力､ら0.25へ下げた時の標準シナリオ

pco2=0.0 CO2T 5･70 18･76

yR 7.00 182124

国産品と輸入品代替弾力性を50%下げた時の標準シナリオ

pco2=0.0 CO2丁 5.40 1 8･08

yR 7.00 182169

(漢) YRは実質GDP､ 199了年価格､債元｡CO2Tは二酸化炭素排出総量､佳トン｡
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表2ワルラス法則(四川省モデル､ 2地域リンク中国モデル)

四川省モデ/レ(r=l or四川) :

wLりr･(Lu,
-

i;s/,)

+ww,･(Lw,-i-i,)
+R,･kKi,一軒)
･ ∑pD,,･(D,I

-

D三)

･(s,
･FO, 'F,

-I,n)
･ ∑PMO,I.･(MO,i

-

MO三書)
･ ∑PEO,,･･(EO,',A

-

EO三)
･

ER∑pMS,,･(M,i
-

M,n
･

ER∑pES,I･(E,']
-

E;?)

二窪･rEO;I;=;?;,f-pEEOpri'$77ri;
2地域リンク中国モデル(r-1, 2) :

妄w/"r･(Lur
-

i;jl/r)

･iwwr･(Lwr-LJ
･∑R,･kK,,-K;S)rきl

･ ∑∑pD,L･(D,/-D;?)r=1

･(s･FIIn) whereS-∑sr,F-∑Fr,In-∑I:

･瓦pEO.i･(MO,i
-

EO;?l)+∑pEO2l･(MO.I
I EO2S, )]

2

･ ∑ER∑pMS,L･･(M,[･
-

M;H
r=1

2

･ ∑ER∑pES,i･(E,'i
-

E三)
r=l

(非職工労働市場)

(職工労働市場)

(資本ストック市場)

(域内生産物市場)

(貯蓄投資バランス)

(生産物移入市場)

(生産物移出市場)

(生産物輸入市場)

(生産物輸出市場)

(対他地域経常収支)

(対外国経常収支)

(非職工労働市場)

(職工労働市場)

(資本ストック市場)

(国内生産物市場)

(貯蓄投資バランス)

(地域間移出入市場)

(生産物輸入市場)

(生産物輸出市場)

･ER(i=pMSrI･M;71･･一妄=pESr]･Er･,一妄FSr)=0
(外国為替市場)
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